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【研究要旨】 

日本人の食事摂取基準(2020 年版)では、成人のエネルギー指標としてのみ Body Mass 

Index(BMI)を用いている。一般的に BMI は国際的には小児においても成人と同様、標準的な

体格指標とされるが、わが国ではほとんど用いられていない。そこで BMI を中心に身長・体

重・肥満度などを含む小児の体格指標の使用に関する国際的現状の概要をつかむことを目

的とし、これまで報告された関連論文のうちレビューに限って検討を行った。検索された

291 論文のうち、タイトル、要旨のスクリーニングにより 5論文を抽出し、その内容を検討

した。その結果、小児の体格指標としての BMI は国際的に認められていることが確認でき

た。また小児 BMI 基準値には、国際的な BMI 基準値およびカットオフ値が複数存在するが、

小児の BMI の「臨床的使用」においては、各国別の基準値の使用が望ましく、実際の過体

重・肥満のカットオフ値の設定についての現時点での推奨される決まった方策はないこと

が示された。一方、身長による成長評価、および体重に基づく指標(身長別体重など)による

体格評価に関する情報は BMI と比較するとかなり少なく、特に縦断的データを用いた成長

曲線による評価(モニタリング)については、臨床的に感じる有用性に比して学問的裏付け

が乏しい可能性が示唆された。 

 

A. 背景と目的 

日本人の食事摂取基準 2015 年版 1)にお

いて、成人のエネルギーの指標として Body 

Mass Index(BMI)を採用、「目標とする BMI 

の範囲」も設定され、同 2020 年版 2)におい

ても継承されている。また、成人におけるエ

ネルギー摂取量の過不足の評価には BMI ま

たは体重の変化量を用いるとされ、たとえ

「目標とする BMI の範囲」にあっても体重

が増加または減少傾向の場合には、エネル

ギー出納バランスが正または負になってい

ることを示すため適切に対応することが必

要と述べられている。一方、小児のエネルギ

ーの評価には「エネルギー必要量」を参照す

るとし、エネルギー摂取量の過不足には、体

重や身長を計測し成長曲線(身体発育曲線)
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のカーブに沿っているか、成長曲線から大

きく外れるような成長の停滞や体重増加が

ないかなどを検討する、とされている。わが

国の小児の体格評価には肥満度を用いるこ

とが多く歴史的に肥満度 20％ 以上が肥満

とされること、小児 BMI は成人と異なり目

標となり得る BMI 値が短期間に大きく変

化することなどが、その理由とされている。

こうした成人と小児における体格指標の乖

離はいくつかの不便さを生じる。adiposity 

rebound(BMI が生後１年間増加した後に減

少、6 歳頃(3-8 歳)から再上昇する現象)の

時期と成人期の体格との関連における対応

や、若年女性のやせ問題への対応(小児から

思春期の BMI の増加不良への対応)などが

その一例といえる。 

そこで、小児の体格指標の使用に関する

国際的現状の概要をつかむことを目的とし

て、身長・体重と、それらに基づく体格指標

(BMI など)、およびそれぞれの基準値(成長

曲線)に関するシステマティックレビュー

を行った。なお、今回は概要をつかむことが

目的であるため、こうした小児の体格指標

(基準値やカットオフ値値を含む)に関して

報告されたレビューに限って検討すること

とした。また、身長・体重以外の身体計測値

(腹囲など)、および体組成に関わる計測値

(体脂肪率など)については、今回、議論しな

いものとした。 

  

B. 方法 

デー タベー ス に は PubMed お よ び

Cochrane Library を使用し、2023年 2月 7

日に文献検索を行った。今回の検索語とし

て選択したのは、以下の 4 カテゴリーであ

る。①child, adolescent、②anthropometry, 

growth charts, growth curve, body mass 

index(BMI)、③reference values, cut-off, 

normal、④systematic, Meta-Analysis。な

お、anthropometry(人体計測法)は検索上の

シソーラスのツリー構造上、身長・体重・肥

満指数(BMI, 体脂肪率)などの上位にある

検索語であり、これらの語を含むことがで

きる。また、言語を英語(English)に限るこ

ととした。実際に、文献検索に用いた式は以

下の通りである。 

(((("Child"[MH] OR "Adolescent"[MH] OR 

child*[TIAB] OR adolescen*[TIAB]) AND 

("Anthropometry"[MH] OR "Growth 

Charts"[MH] OR anthropometry[TIAB] OR 

"body mass index"[TIAB] OR BMI[TIAB] OR 

"growth curve*"[TIAB] OR "growth 

chart*"[TIAB])) AND ("Reference 

Values"[MH] OR "Reference Values"[TIAB] 

OR cut-off[TIAB] OR normal*[TIAB])) AND 

("systematic"[SB] OR "Meta-

Analysis"[PT])) AND (English[LA]) 

 

C. 結果ならびに考察 

１．論文の抽出および抽出論文の概要 

論文の抽出フローチャートを図に示す。

PubMed および Cochrane Library で検索さ

れた 291 論文(重複除外)のうち、タイトル、

要旨のスクリーニングにより 5 論文(A～

E)3)-7)を抽出した。以下に 5論文の概要を示

す。 

 

1)論文 A：Fayter D, et al.: Health 

Technol Assess 20073)  

小児(4-11歳)の定期的な成長モニタリン

グ(肥満を含む)の有効性と費用対効果を判

断することを目的に行われたシステマティ

2



クレビューである。目的に対応する決定的

な所見は得られず、さらなる研究の必要性

が示されたに留まった。しかし、2007年当

時における成長基準値(成長曲線)の使い方

に関する考え方、および身体計測値に基づ

く体格指標(身長、体重、BMI)についての知

見が多く記載されている。 

 

2)論文 B：Reilly JJ: J Hum Nutr Diet 

20104)  

小児期・思春期の肥満を診断・定義する方

法について、2010 年当時における近年のシ

ステマティックレビューとエビデンスに基

づくガイドラインをまとめた一般的なレビ

ューである。年齢別性別 BMI は中等度の感

度、高い特異度で肥満小児を適切に識別す

る、また、各国別の年齢別性別 BMI 基準値

とカットオフ値値 (肥満を定義するための

95 パーセンタイル値など) による評価が、

International Obesity Task Force(IOTF)

基準値 8)(後述)を用いた評価よりも優れて

いると述べている。 

 

3)論文 C：Mwangome MK, et al.: Matern 

Child Nutr 20145) 

World Health Organization(WHO)が 0-5

歳の小児の急性の低栄養を診断するために

推 奨 す る Weight for 

Length/Height(WFL/H)、すなわち身長別体

重の Z スコア(WFL/Hz)の信頼性を検証する

ために行われたシステマティックレビュ

ー・メタアナライシスである。WFL/Hz の信

頼性に関する報告は 3 件のみ(すべてコミ

ュニティベースの研究)と少なく、かつ

WFL/Hzについて、体重および身長(体長)の

絶対値に比して高い信頼性を得られなかっ

たと述べている。 

 

4)論文 D：Javed A, et al: Pediatr Obes 

20156) 

小児における BMI の診断性能を、過剰な

体脂肪を特定する際の標準技術と比較して

評価した初めてのシステマティックレビュ

ー・メタアナリシスである。BMI は小児の肥

満を特定する際の特異性は高いが感度は中

程度であることを示し、その感度の問題に

より体脂肪が過剰な小児の 4 分の 1 以上を

特定できないと述べている。また国際的に

用いられる小児 BMI 基準値について、IOTF

基準 8)(後述 )の方が米国 Centers for 

Disease Control and Prevention(CDC)基準

値 9)(後述)よりもわずかな利点があると述

べている。 

 

5)論文 E：Sampaio ADS, et al.: Cien Saude 

Colet 20187) 

小児期・思春期の栄養状態の評価指標に

関するエビデンスを系統的にレビューする

ことを目的としたシステマティックレビュ

ーである。成長基準値(成長曲線)は小児の

健康状態を評価するために不可欠だが、介

入決定においては使用する成長基準値に大

きく依存してしまうこと、また BMI は体脂

肪を予測するのに実用的だが、体脂肪と除

脂肪体重を区別するものではないことから、

様々な国の小児期・思春期を対象とする基

準値の検証・作成には、さらなる研究が必要

であると述べている。また国際的に用いら

れる小児 BMI 基準値については、CDC 基準

値 9)(後述)および WHO基準値(後述)10) を取

り上げて論じている。 
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２．小児の体格指標の使用に関する国際的

現状の概要：抽出論文（5 論文）の詳細 

 

２－１．身長による体格評価 

1)身長計測値による成長評価 3) 

身長計測値に関する成長障害のスクリー

ニング検査としての精度は研究で検証され

ていない。技術、器具の設置・調整などによ

る計測エラーの問題だけでなく、身長計測

の回数についても議論がある。例えば入学

時に一度だけ行う単一の身長計測値は、同

じ年齢性別の他の人と比較して成長が“持

続的に十分に遅い”小児を識別するために

のみ使用できる。一方、繰り返して行われる

身長計測値は、成長速度(成長率)の計算を

可能にし、また身長のパーセンタイル基準

曲線に沿わないことによって成長の異常を

検出する、すなわち、個人の成長パターンを

通じて異常を識別することも可能にする。

しかし短期間の計測、あるいは限られた数

の計測による成長速度の評価では、成長の

異常を特定するのに十分ではない可能性が

ある。一方で、子どもの身長を親の身長によ

り補正することにより、身長評価のパフォ

ーマンスが向上する場合があることも知ら

れている。 

 

2)身長の基準値とカットオフ値 3)  

低身長あるいは高身長を定義するために

使用される標準的なカットオフ値はない。

一般的な成長異常の診断は、身長計測値が

基準値における”推奨されるパーセンタイ

ル値(あるいは SD値)”を超えていること

に基づく。近年の多くの基準値は、健常小

児の大規模な集団サンプルで収集されたデ

ータを使用して作成されており、多くの国

で各国固有の基準値を発表している。例え

ば、英国の「UK 1990 Charts」として広く

知られる成長基準値は、英国の 7 つの異

なる全国的な代表的なデータセットからの 

25000 人を超える小児データに基づき、一

般的に低身長：身長＜0.4あるいは 2パー

センタイル、高身長：身長＞99.6 あるい

は 98 パーセンタイルと定義して使用され

ている 11)。しかし一方で、こうした身長計

測値の絶対値に基づくカットオフ値による

評価は、親の身長や身長速度の使用で調整

した基準と比較してうまく機能しないこと

も指摘されている 12)。 

一般的に、身長計測値のモニタリングで

使用するカットオフ値は、成長障害のある

小児を検出するために十分に高い感度を備

える必要がある。一方、特異度は成長障害

がないにもかかわらず精査のために紹介さ

れる小児の数を決定するものであり、スク

リーニング基準としては十分考慮されなけ

ればならないものである。しかし、これは

身長計測値に限ったことではなく、BMI に

よる肥満のスクリーニングなどの場合でも

同様だが 6)、これら感度、特異度の間には

明確なトレードオフがあることが知られて

いる。すなわち、感度が高いと特異度が低

くなり(紹介数が多くなる)、特異度が高い

と感度が低くなる(見逃し数が多くなる)。

身長計測値による成長モニタリングにおけ

るカットオフ値の策定の難しさについて、

van Buuren Sら 13)は、オランダ人小児(男

児 10歳未満、女児 9歳未満)の縦断的なデ

ータを用いた研究を報告した。「Dutch 

Institute for Health Care 

Improvement」のガイドライン案の身長ス

クリーニング基準 6つの内 4つで抽出され
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る小児は、①身長 SDS＜–2.5：6.2％、②

身長 SDS＜–1.3かつ(親の身長による)目標

身長 SD より 1.3 以上低い：5.9％、③身

長 SDSが 0.25 SD/年以上の低下：

31.5％、④身長 SDSが 1 SD/数年以上の低

下：5.5％)であり、①～④の組み合わせで

抽出される小児は対象小児の 38.2％で当

初の予想の 30倍に相当したと報告した。 

  

２－２．BMI による体格評価 

1)BMI による過体重・肥満の評価 3)4)6)7) 

BMI は、小児期および思春期から青年期ま

でよくトラッキングするとされており、小

児においても過体重・肥満の評価指標とし

て最も広く使用、推奨されている。しかし、

体組成に関わる計測値(体脂肪率など)と比

較すると、しばしば肥満の予測因子として

は不十分であることも同時に示唆されてい

る。BMI は総体脂肪の間接的な推定値しか

提供できないことを示唆し、また身長と体

重の比率であるため、特に年齢に比して低

身長あるいは高身長、あるいは低身長、筋肉

質な小児の評価には適さない場合がある。 

 

2)BMI の基準値とカットオフ値 3)4)6)7) 

BMI の基準値は小児期から成人期にかけ

て変化し男女でも異なる。多くは各国別の

基準値を作成し、それに基づき過体重・肥満

を定義するためのカットオフ値も任意に定

義している。例えば、英国では「UK 1990 

Charts」(前述)に基づき、それぞれの BMI カ

ットオフ値を、過体重：91パーセンタイル

値、肥満：98 パーセンタイル値と定義して

いる 3)。一方、2004 年、小児肥満のコンセ

ンサス声明 14)として、可能な限りすべての

小児を BMI でスクリーニングし、過体重の

小児(BMI ＞85パーセンタイル値)に体重管

理を指示し、肥満の小児 (BMI＞ 95パーセ

ンタイル値) には必要に応じて専門家によ

る治療を受けさせることを勧めることが発

表されている。 

各国別の基準値の他の一例として、2000

年、米国 CDC9)は、1977 年に作成された

National Center for Health Statistics 

(NCHS) /CDC による成長基準値(成長曲線)

の元となる小児データサンプルにいくつか

の変更を加えて改善する形で、新しい成長

基準値(BMI基準値を含む)を作成し、過体重

(原文では「過体重のリスク(risk for 

overweight)」)・肥満(原文では「過体重

(overweight)」)のカットオフ値をそれぞれ

BMI 85・95パーセンタイル値で定義してい

る 15)。なお、CDC 基準値は一部、国際的な

BMI基準値・カットオフ値としても用いられ

る 7)。 

同じ 2000 年、IOTF8)は、小児・思春期の

肥満の定義を作成して、肥満の有病率を国

際比較することを目的として、国際的な BMI

基準値・カットオフ値を、6 か国 (ブラジ

ル、香港、オランダ、シンガポール、英国、

米国) のデータに基づいて作成した。過体

重・肥満のカットオフ値については、国際的

な成人の過体重 (原文では「前肥満

(preobese) 」)・肥満の BMI カットオフ値

である 25・30kg/m2と概念的に同等になるよ

うに設定されている 4)。すなわち 18 歳時の

BMI 25 および 30kg/m2に相当するパーセン

タイル値をもとに、小児における過体重(18

歳時の BMI 25-30kg/m2に相当)、および肥満

(18 歳時の BMI 30kg/m2以上に相当)」を定

義した。 

さらに WHO10)は、2006 年、5 歳までの小児

5



の成長と栄養状態を国際的に評価すること

を目的に、成長を制限しない環境で育った

母乳栄養の健康な乳幼児の国際的な複数の

データに基づいた新しい基準値を作成した

16)。さらに 2007年、5-19歳を対象とする基

準値を、以前 WHO により推奨された資料

(the National Center for Health 

Statistics (NCHS)/WHO international 

growth reference17))を改善する形で作成

し、0-5歳の基準値と統合させた 18)(WHOの

BMI 基準値におけるカットオフ値について

は、総括および追記の項目で述べる)。 

 

２－３．小児の体格指標(BMI など)の過体

重・肥満のカットオフ値に関する検証 

1)BMI 

BMI による過体重・肥満のカットオフ値に

関する検証は、体脂肪率などを参照基準と

して行われている。論文 A3)にまとめられた

11 論文については、対象国、サンプル数、

男女比、年齢層、参照基準としての体脂肪の

測定法は多様であり、さらに用いる BMI 基

準値も自国の集団を基に作成された基準値

と、それ以外の基準値の場合がありまた検

証するカットオフ値は主に 85、90、95、97

パーセンタイル値、あるいは 2.00SDであっ

た。したがって、各論文で示される各 BMI カ

ットオフ値の感度、特異度は非常に多様で

あった。そのうち、Reilly ら 19)は、「UK1990 

Charts」の BMI 基準値について 7 歳、3948

人を対象に 74-98 パーセンタイル値のうち

で最適なカットオフ値を検証し、92パーセ

ンタイル(感度：0.92、特異度：0.92) であ

り、男女間で有意差なしと結論づけた(95パ

ーセンタイルの場合、感度 0.88、特異度

0.94)。IOTF基準値の検証では、過体重のカ

ットオフ値は、上記の 95パーセンタイルカ

ットオフ値に匹敵する感度と特異度を示し

たが、肥満のカットオフ値では、感度が女児

0.72、男児 0.46 とかなり低く有意差あり

としている。すなわち、英国人小児に IOTF

基準値のカットオフ値を適用すると、肥満

を過小診断し、過小診断の問題は女児より

も男児の方が大きいことを示している 4)。 

その後の 2010 年のシステマティックレビ

ュー20)によれば、各国別基準値とカットオ

フ値  (肥満を定義するための 95 パーセ

ンタイル値など) による年齢別 BMI による

評価は、IOTF基準値を用いた評価よりも優

れている、すなわち、IOTF 基準値およびカ

ットオフ値を臨床的に使用されるべきとの

エビデンスはなく、各国の参照データとパ

ーセンタイルを使用した BMI を使用して

肥満を定義することが推奨された 4)。 

論文 D6)は、小児における BMI の診断性能

を dual energy X-ray 

absorptiometry(DXA)などの体脂肪を特定

する標準技術と比較して評価した初めての

システマティックレビュー／メタアナリシ

スである。最終的に 37件の研究から、平均

年齢 4-18 歳、53521 人を評価した。論文

Dにまとめられた 37論文については、論文

Aと同様に、対象国、サンプル数、男女比、

年齢層、参照基準としての体脂肪の測定法

用いる BMI 基準値、検証するカットオフ値

(85、95パーセンタイル値が比較的多い)も

多様であった。メタアナライシスでは、BMI

の小児の肥満を検出するためのプールされ

た感度 0.73 (95% 信頼区間 [CI] 0.67–

0.79 、 男 児 0.67(CI0.56 － 0.76) 女 児

0.71(CI0.62-0.79)、プールされた特異度 

0.93 (CI 0.88–0.96、男児 0.94(CI0.84-
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0.98)、女児 0.95(CI0.88-0.98))が示され、

その感度の問題から、体脂肪率(BF％)が過

剰な小児の 4 分の 1 以上を特定できないと

結論づけた。なお、小児の国際的に用いられ

る BMI 基準値の使用については、IOTF基準

値の方が CDC 基準値よりもわずかな利点が

あることも示している。 

論文 D6)では、この BMI の診断性能におい

て、特異度は高いが感度が低いという結果

の実際的な意味は、肥満を示す BMI の小児

はほぼ間違いなく肥満であるとも述べてい

る。同様の主張は論文 B4)でもされている。

年齢に対する BMI は、BMI が「正常」に低い

場合、体脂肪量をうまく予測できないが、年

齢別 BMI が非常に高い場合、ほとんどの小

児は過度の肥満である。年齢に対する BMI 

の特異性は、過度の肥満では非常に高く、そ

のような誤分類のリスクは低い 4)。近年は

BMI の増加には体脂肪率の大幅な増加とそ

れに伴う除脂肪量の減少が伴うことが指摘

され、脂肪の増加は BMI で示されるよりも

高い可能性があるともされている 6)。 

年齢別 BMI のカットオフ値がわずかに低

いと、肥満の診断が改善される可能性があ

る 4)19)。しかし、前述の通り、カットオフ値

については、カットオフ値が高いほど特異

度が高くなり、カットオフ値値が低いほど

感度が高くなるという、カットオフ値に応

じた感度と特異性の間にトレードオフが存

在する 3)4)6)。したがって、肥満を診断する

ために BMI カットオフ値を変更すること自

体は、この問題の解決策にならず、BMI は

個人レベルでの肥満の診断には限界がある

ことを示唆している。小児において、将来の

健康にリスクをもたらす BMI カットオフ値

に関する十分にコントロールされた前向き

研究が欠けていることが最大の問題といえ

る 6)。 

BMI は体脂肪を予測するのに実用的だが、

体脂肪と除脂肪体重を区別するものではな

く一般的に BMI の増加は体脂肪率の増加に

比例し体脂肪を予測するのに実用的である

が、体脂肪と除脂肪体重を区別するもので

はない 3)4)6)7)。論文 B4)では小児における肥

満の診断において DXA やインピーダンス法

による体脂肪の計測の意義を認める一方で、

誤差問題など、小児におけるそれらの計測

自体の難しさがある 21)ことも指摘しており、

小児期・思春期の肥満を定義あるいは診断

するための許容可能な手段を提供するため

に年齢別 BMI が満たさなければならない

最後の基準は、肥満に関連する多くの疾患

のリスクが高い(すなわち肥満の合併症を

有する)小児期・思春期の児を特定するため

の要件であるとしている。 

 

2)体重に基づく指標(身長別体重など) 

論文 A3)でまとめられる 11 論文のうち 4

論文では、体重に基づく指標を用いたカッ

トオフ値の検証も同時に行われていた。体

重に基づく指標、それらを用いた過体重・肥

満を定義するカットオフ値は、①体重の 85

パーセンタイル値 22)、②理想体重の 120％

値 23)、③体重の基準集団の中央値の 120％

値 24)、④>身長別体重の基準集団の中央値の

120％値 25)であったが、それぞれの感度・特

異度も BMI 同様、多様であった。(なお、②

③④は日本で小児の肥満の診断一般的に用

いられる肥満度の考え方に近いものであ

る。) 

 

２－４．小児の体格指標としての身長別体
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重の Z スコア(WFL/Hz)の信頼性に関する検

証 5) 

論文 C5)は、WHOが 0-5歳の小児の急性の

低栄養を診断するために推奨する、身長別

体重の Z スコア(WFL/Hz)の信頼性を検証す

るために行われたシステマティックレビュ

ー・メタアナライシスである。人体計測の信

頼性に関して 26 研究が特定されたが、

WFL/Hz の信頼性スコアの報告は 3 件のみ

(すべてコミュニティベースの研究)と

WFL/Hzの信頼性に関する情報はかなり少な

いことが示された。さらにこれらの 3 つの

研究すべてにおいて、体重および身長(体

長)の計測値(絶対値)については別々に高

い信頼性スコアが示されたが、WFL/Hz(複合

指数)については示されず、その傾向は特に

年少児(0-2歳)で顕著であったとしている。

WFL/Hz の信頼性についてはさらに評価す

る必要があると同時に、WFL/Hz の代わりに

より簡単で、より信頼できる評価指標を特

定する必要があると結論づけている。 

 

３．総括および追記 

今回のレビューでは、小児の体格指標の

使用に関する国際的現状の概要をつかむこ

とを目的として、身長・体重と、それらに基

づく体格指標(BMIなど)、およびそれぞれの

基準値(成長曲線)に関して検討した。その

結果、小児の体格指標としての BMI は、成

人の場合と比較してより多くの課題がある

ものの、国際的に認められていることが確

認できた。また小児 BMI 基準値においては、

小児の肥満頻度などの国際比較、あるいは

自国の基準値を有しない国の小児の体格評

価に用いる、いわゆる国際的な BMI 基準値

およびカットオフ値が複数存在する。今回

のレビューでは、これら CDC、IOTF、WHOに

よる BMI 基準値およびカットオフ値につい

て、抽出した 5 論文の内容に準じ過体重・

肥満を中心に議論したが、実際にはやせ(低

栄養)についてのカットオフ値も重要であ

る。現在示されている、CDC、IOTF、WHOに

よる各 BMI 基準値を用いた肥満およびやせ

に関するカットオフ値について、表 8-10)，15)，

26-29)にまとめる。 

また、今回のレビューでは、小児の BMI の

「臨床的使用」においては、これらの国際的

基準値ではなく各国別の基準値の使用が望

ましく、実際の過体重・肥満のカットオフ値

の設定についての現時点での推奨される決

まった方策はないことが示された。また、身

長による成長評価、および体重に基づく指

標(身長別体重など)による体格評価に関す

る情報は、BMIと比較するとかなり少なかっ

た。身長による成長評価に関しては、論文

A3)にかなり詳細な記載を認めたが、特に縦

断的データを用いた成長曲線による評価

(モニタリング)については、臨床的に感じ

る有用性に比して学問的裏付けが乏しい可

能性が示唆された。 

 わが国でも、日本人小児の BMI 基準値(成

長曲線)も複数報告されている 30)31)が、小児

の体格評価には歴史的に肥満度を用いるこ

とが多い。2009-2011 年、日本小児内分泌学

会・日本成長学会合同標準値委員会では、小

児の体格を評価する際の標準値についての

検討が行われ、「日本人小児の体格の評価に

関する基本的な考え方」がまとめられた 32)。

それによると、第一に、日本人小児の体格を

評価する際、2000 年度に厚生労働省および

文部科学省が発表した身体計測値データ

(2000 年度データ)から算出した基準値(身
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長・体重・肥満度・BMI)を標準値として用い

ることが妥当であると結論している。但し、

実際の運用上の注意点として、日本人小児

の肥満は 2000 年以前よりすでに増加して

いることから、日本人小児の肥満度および 

BMI の標準値の算出の際に用いる身長・体

重の測定値を 2000 年度データとすること

は、日本人小児の肥満を過小評価するとも

記載されている。また、学校保健を含む現場

においての小児の身体測定(縦断的な成長

モニタリング)についても、個々の小児の体

格評価、全国の小児の体格変化を知るため

に継続すべきであると述べている。第二に、

肥満度を用いた小児肥満の評価について、 

肥満を肥満度 20％以上と定義する基準は歴

史的であり、この基準を踏襲する(但し 20％

という値に明確な科学的根拠があるわけで

はない)と述べている。しかし一方で、BMI 

を用いた小児肥満の評価については、暫定

的に、2000 年度データを用いた性別 BMI 

成長曲線 31)の 17.5 歳における BMI 25㎏

/m2 に相当するパーセンタイル値以上を過

体重(あるいは肥満)と定義し、この定義が

妥当であるか否かを今後臨床的に検証する

必要があると述べられている。現在、この

「基本的な考え方」が示されてから 10 年以

上が経過しているが、わが国の小児の体格

指標としての BMI における、少なくとも「臨

床的使用」はかなり限られており、上記定義

の妥当性についても明らかではないと考え

る。 
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表．CDC、IOTF、WHO による各 BMI 基準値を用いた肥満およびやせに関するカットオフ値 8-

10)，15)，26-29)） 

BMI 基準値 カットオフ値 

CDC基準値（2-19歳）* 

*0-2歳については WHO基

準値に準じる 

肥満 

過体重 

やせ（underweight） 

95パーセンタイル値 

85パーセンタイル値 

5パーセンタイル値 

IOTF基準値（2-18 歳） 18 歳時の BMI が以下の値（WHOの成人 BMI カットオフ値）に

相当するパーセンタイル値 

 肥満 

過体重 

やせ（thinness） 

Grade 1/2/3 

30kg/m2 

25kg/m2 

 

18.5/17/16kg/m2 

WHO基準値（5-19歳） 

 

 

 

 

 

（０-5歳） 

肥満 

過体重 

 

 

やせ（underweight） 

 

肥満 

過体重 

過体重のリスク 

低栄養*** 

+2SD値** 

+1SD値** 

**それぞれ 19歳時 BMI 30㎏/m2 (2SD

値)、25kg/m2(1SD値)にほぼ相当する。

- 2SD値 

 

+3SD値 

+2SD値 

+1SD値 

表外の記載を参照 

***WHOは０-5歳の「低栄養」に関して WHO基準値（０-5歳）を基に以下のように定義して

いる：stunting：身長<-2 SD値，wasting：身長別体重<-2 SD値，underweight: 体重＜-

2SD値。なお、過体重（overweight）：身長別体重 >+2 SD も同時に示している。 
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【研究要旨】 

日本食品標準成分表に調理前（生）の食品についてのみエネルギー・栄養素含有量の記載が

ある場合、栄養素の経口的実摂取量を推定するには調理後の食品中栄養素残存率の情報が必

要である。本研究では、日本で日常的に摂取される食品について、調理後のビタミン類残存率を

報告した学術論文を収集し、食品群ごと、調理法ごとに調理後残存率の代表値を算出した。ここ 9

年以内（2014 年以降）において新しい報告は少なく、報告ごとに検討食品の種類、調理条件（調

理時間、調理温度など）のばらつきは大きかった。同一栄養素・同一食品群・同一調理法で代表

値を計算できるだけのデータ数があることは少なかったが、全体としては栄養素のうちではビタミン

C、葉酸など、調理法では缶詰やゆで汁を捨てる形でのゆで調理でビタミン類の調理損耗の程度

が大きい可能性が示唆された。 

 エネルギー・栄養素摂取量の健康影響を考慮する際には、それらの実摂取量の情報が必須で

ある。日本食品標準成分表における食品中エネルギー・栄養素量の測定と並行し、各種栄養素の

調理後残存率の情報も整理・公開されることが望まれる。 

 

A. 背景と目的 

日本人の食事摂取基準（1）には適切なエネ

ルギー・栄養素摂取量に関する各種指標値が

示されているが、これは実際に経口的に摂取

される量を指している。一方で、日本食品標準

成分表（以下、食品成分表）（2）に含まれる食

品は調理前（生）のものと調理後（ゆで、焼き、

油いためなど）のものが混在している。調理前

に献立に含まれる栄養素について栄養価計

算を行う際、生の食品のエネルギー・栄養素

含有量を使用すると、調理に伴う各種栄養素

の損耗は考慮されず、献立作成時に想定した

エネルギー・栄養素供給量と経口的摂取量が

異なる状況となる。日本人の食事摂取基準

2020 年版の総論には栄養素の調理損耗に関

する記述があるが、そういった現象への注意を

促す内容にとどまり、具体的な残存率につい

ての言及はない（１）。 

そこで本研究では、食品中の栄養素、特に

ビタミン類の調理損耗に関する文献を収集し、

栄養素ごとに観察された調理損耗の程度をま

とめることを目的とした。検索できた文献中の

データ数に依存するものの、可能な限り食品

群別、調理法別など、条件を考慮した栄養素

残存率の整理を行った。 
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B. 方法 

ビタミン類の調理損耗に関し網羅的に文献

を収集し、各文献から得た残存率をまとめた総

説論文を 2 報、小島らが発表している（3，4）。

これらの論文（以下、小島論文）では 2014 年 4

月 1 日までの文献を収集しており、日本で一

般的に食用とされている食材料におけるビタミ

ン類の調理後残存率を一覧にしている。そこ

で、本研究では、2014 年 4月以降の文献を収

集し、小島論文に示されている表の残存率と

合わせてビタミン類の調理後残存率の代表値

を算出することとした。 

 

B-1. 文献検索 

 残存率情報収集の対象としたビタミン類はビ

タミンA, D, E, K、ビタミン B群（B1, B2, B6, B12）、

ビタミン C、ビオチン、パントテン酸、ナイアシン、

葉酸である。2014 年 4月以降に出版された文

献を、和文文献は医中誌、CiNii、J-STAGE、

メディカルオンラインを用いて、英文文献は

PubMedを用いて検索した。 

 和文論文検索に用いた検索式は以下のとお

り； (栄養素和名 OR "栄養素英文名") AND 

(食品 OR 食物 OR 食品加工) AND ((安定

性 OR 損失 OR 残存) OR (調理 OR 加工 

OR 加熱))、もしくは(栄養素和名 OR "栄養素

英文名") AND (食品 OR 食物 OR 食品加

工) AND ((安定性 OR 損失 OR 残存) AND 

(調理 OR 加工 OR 加熱)) 

 英文論文検索に用いた検索式は以下のとお

り； "name of nutrient" AND ( food OR 

"processed food" ) AND (( stability OR loss 

OR "nutrient loss" OR "cooking loss" OR 

retention ) OR ( cooking OR heat OR "cooking 

procedure"))、もしくは"name of nutrient" AND 

( food OR "processed food" ) AND (( stability 

OR loss OR "nutrient loss" OR "cooking loss" 

OR retention ) AND (cooking OR heat OR 

"cooking procedure"))。英文論文検索の際に

は、必要に応じ"domestic"の語も追加した。 

 検索された論文はタイトルと抄録を確認し、

絞り込みをおこなった。さらに、本文を精読し、

日本で一般的に食用にされる食品に関し、食

品名、調理法と調理条件、残存率が明記され

ている論文を、最終的な採用論文とした。なお、

選んだ文献の引用文献のうちから適切なもの

があれば追加し、最終的な採用論文数に加え

た。その際には 2014 年 4月以前の文献も、小

島論文で引用されていないものについては含

めた。 

 

B-2. データ整理、代表値の算出 

 小島論文、および今回検索して得られた論

文から栄養素名、食品群名、食品群小分類名、

調理法、検討測定数、残存率代表値を一覧と

した。食品群小分類は渡邊らの論文（5，6）に

ある食品群の下位分類を主に使用し、肉類に

ついてはうし、鶏、ぶたといった種、あるいは加

工肉かどうかを使用した。また、単独の食品（こ

め、じゃがいもなど）でデータが十分にある場

合は、それを食品群小分類として使用した。 

食品群別、食品群小分類別、あるいは食品

群別＋調理法別などで残存率データをグルー

プ化し、グループごとに残存率の最小値、25%

値、中央値（50%値）、75%値、最大値、および

平均値を算出した。ただし、グループごとに 5

つ以上の残存率データがある場合に上記の

代表値の算出を行った。 

 

C. 結果 

C-1. 文献検索 

文献検索の結果得られた論文数、および最

終的に選択した論文数は表 1 に示す。検索で

ヒットしても日本では流通していない食品に関

する論文であったり、特殊な調理法や工業的

な大量生産に関する論文であったり、結果が

図（グラフ）のみで数値としての残存率が得ら

れなかったりといった理由で、採用できる論文

数は多くなかった。書誌情報は参考文献リスト

に示す；ビタミン A（7‐9）、ビタミン E（10）、ビタ
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ミン B群（11-16）、ビタミン C（17-43）、パントテ

ン酸（44，45）、ナイアシン（45-47）、葉酸（14, 

47-56）。 

 

C-2. データ整理、代表値の算出 

 小島論文、および今回の文献レビューで収

集した論文から得たビタミン類の調理後残存

率の代表値一覧を示す（表 2 脂溶性ビタミン、

表 3 ビタミンB群、表 4 ビタミン C、表 5 ビオ

チン・パントテン酸・ナイアシン・葉酸）。表にお

いて、（全）とついている項目は当該栄養素・

当該食品群のすべての調理法における残存

率を含む。（全）のついていない項目は、調理

法別、あるいは食品群のうちさらに小分類別の

残存率である。 

 論文により、加熱時間・温度の違いや食品の

種類の違いなどで残存率のばらつきは大きか

った。また、論文によって同じ食品を異なる条

件で何度も測定している場合があり、1 つの論

文から得られる測定数が突出し、その論文の

条件に全体が影響を受けることもあった。 

 

【脂溶性ビタミン（表 2）】 

 残存率の中央値は概ね 70‐90%台の範囲に

あった。50‐60%台と残存率がやや低かったの

は、野菜類を炒めた際のβ-カロテン、穀類・

豆類・野菜類を調理した場合のビタミン Eであ

った。 

 

【ビタミン B群（表３）】 

 残存率の中央値は、ビタミンB1で 60‐80％台、

ビタミン B2で 70‐90%台、ビタミン B6で 40-70%

台、ビタミン B12で 70‐80%台に概ね含まれてい

た。ゆでてゆで汁を捨てたものや缶詰は残存

率が低かった。また、魚介類、肉類でビタミン

B6の残存率が低かった。 

 

【ビタミン C（表４）】 

 表 4 の残存率中央値のうち、66.0％が 50‐

70%台の範囲にあった。同じく、残存率中央値

の平均値は 69.3%であった。ゆでる、ブランチ

ングなどの調理を行うと残存率が低く、特にゆ

で汁を捨てる場合は残存率が低い傾向にあっ

た。 

 

【その他（表５）】 

 ナイアシンでは、残存率中央値は概ね 70‐

90%台の範囲にあった。葉酸では中央値のば

らつきが大きかったが、概ね50‐80％台の範囲

にあった。 

 

D. 考察 

ビタミンやミネラルの調理損耗は献立作成

時に問題となるが、日本では網羅的には整理

されていない。米国では USDA Table of 

Nutrient Retention Factors（Release 6）が公開

されており（57）、約 290 の食品について、ビタ

ミン、ミネラルの他アルコールやリコピン、ルテ

イン、ゼアキサンチンについて、様々な調理を

行った際の残存率が一覧となっている。食品

成分表に生の食品の栄養素含有量しか掲載

されていない場合に、この係数を用いることが

できる。 

本稿では、過去のレビュー論文に付け加え

る形で2014年以降の論文を検索し、栄養素残

存率情報の収集を行った。最近の論文では、

日本以外の国からの報告（すなわち、日本で

は通常摂取されることは少ない食品に関する

報告）が多かったり、通常家庭では使用されな

い新規の調理法（例：超音波処理）に関する報

告であったり、栄養強化食品に関する報告で

あったりする場合が多く、日常的に摂取される

食品をありふれた調理法で調理した際の栄養

素の調理損耗に関する論文は少なかった。学

術論文として報告するには新規性に乏しいた

めであろう。調理条件の統一、および調理法

の系統的な分類が必要である点を鑑みても、

調理損耗に関するデータ測定及び栄養素残

存率の一覧化は、食品成分表の整備などと合

わせ組織的に実施する必要があるものと考え
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られる。 

今回のレビューで作成した表からは大体の

残存率の傾向は推測できるが、栄養素・食品

群ごとのデータ数が十分とは言えず、また論文

ごとに調理時間や調理温度などの調理条件が

異なるため、同じ調理法でも報告された残存

率にはばらつきがみられた。概括的に残存率

の傾向をまとめると、ビタミン C や葉酸などでは

全体として残存率が低い可能性がうかがわれ、

特に重点的な検討の必要性が示唆された。調

理法では缶詰やゆで汁を捨てる形でのゆで調

理における残存率が低く、これらの調理が行

われる時には注意が必要と考えられた。 

 

E. 結論 

 ビタミンの調理損耗について検討した。新し

いデータは少なく、論文ごとに調理条件のばら

つきも大きかった。食品成分表の整備などとと

もに、食品ごと、調理法ごとの各種栄養素残存

率の情報収集が条件をそろえて行われる必要

があると考えられる。 

 
F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

  なし 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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表 1  文献検索結果 

 

栄養素名 言語 検索数（※） 採用数 引用文献番号

ビタミンA 和文 2477 3 7-9

英文 0 0

ビタミンD 和文 623 0

英文 0 0

ビタミンE 和文 391 0

英文 10 1 10

ビタミンK 和文 281 0

英文 0 0

ビタミンB群 和文 672 3 11-13

英文 32 3 14-16

ビタミンC 和文 34 8 17-24

英文 165 19 25-43

パントテン酸 和文 8 0

英文 13 2 44,45

ビオチン 和文 17 0

英文 77 0

ナイアシン 和文 23 0

英文 84 3 45-47

葉酸 和文 137 2 48,49

英文 433 9 14, 47, 50-56

※和文は複数の検索サイトでヒットした論文の累積数
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表 2 脂溶性ビタミンの調理後残存率代表値一覧 

 

栄養素 食品群
食品群

小分類

調理法

※1

検討

測定数
最小値 25% 値

中央値

※2
75% 値 最大値 平均値 引用文献番号

レチノール 肉類 ※3 焼く・ゆでる・他（全） 8 58 63.5 71.5 84.3 95 73.6 3

αｰカロテン 野菜類 ゆでる・蒸す・他（全） 11 16 68 70 105 129 81.3 3

βｰカロテン いも類 ゆでる・缶詰・他（全） 6 69 80.5 97.5 104.8 121 94.5 3

βｰカロテン 野菜類 ゆでる・炒める・他（全） 59 6 61 86 100.5 119 79.7 3, 7-9

βｰカロテン 野菜類 　ゆでる 16 43 77.5 93.5 104.8 110 87.0

βｰカロテン 野菜類 　炒める 8 42 50.3 59 67 76 58.6

βｰカロテン 野菜類 　蒸す 7 80 87.5 112 115.5 119 102.4

βｰカロテン 野菜類 　ブランチング 6 86 87.8 90 92.3 117 93.8

βｰカロテン 野菜類 　電子レンジ 5 50 55 81 92 115 78.6

βｰカロテン 野菜類 　揚げる・缶詰・干す・他 17 6 51 77 89 119 68.8

ビタミンD きのこ類 水戻し・オーブン加熱・他（全） 7 61 81.5 94 99.5 103 88.6 3

ビタミンE 穀類 炊飯・ゆでる・他（全） 9 42 55 69 80 101 70.1 3

ビタミンE 豆類 ゆでる・加熱（全） 5 15 33 49 56 299 90.4 3,10

ビタミンE 野菜類 ゆでる・揚げ焼き（全） 11 24 36.5 52 69.5 104 57.6 3

ビタミンE 魚介類 ゆでる（全） 6 59 71.8 80.5 120 137 93.2 3

ビタミンE 肉類 焼く・ゆでる・他（全） 10 78 80.8 84.5 88.8 150 90.6 3

ビタミンK 油脂類 加熱（全） 6 85 86.3 91.5 94.5 98 91.0 3

※1　書いてある以外の調理法も含む場合、多い方から記述した上で少ないものは「他」と記述。

　　食品群中の小分類や調理法の違いにかかわらず、当該栄養素・当該食品群の全測定を含む場合は（全）と記述。

　　内数に当たる場合は、調理法名を1文字分下げて記述。

※2　10以上の測定値から中央値を算出している場合はセルに網掛した。

※3　検討測定数が少なく、食品群小分類は検討できず。
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表 3 ビタミン B群の調理後残存率代表値一覧 

 

栄養素 食品群
食品群

小分類

調理法

※1

検討

測定数
最小値 25% 値

中央値

※2
75% 値 最大値 平均値 引用文献番号

ビタミンB 1
穀類 米研ぎ・炊飯・他（全） 7 46 50.5 62 64.5 103 63.0 3, 14, 16

ビタミンB 1
いも類 揚げる・焼く・他（全） 19 61 75.5 86 89.5 97 83.3 3

ビタミンB 1
豆類 ゆでる・加圧加熱・他（全） 14 30 47.3 58 84.8 98 63.9 3

ビタミンB 1
野菜類 ゆでる・蒸す・他（全） 76 31 61.8 82 90.3 108 76.1 3

ビタミンB 1 野菜類 　ゆでる　ゆで汁なし 24 31 46.8 60.5 71.0 97 60.1

ビタミンB 1 野菜類 　加圧加熱 11 56 81.5 82 88.0 100 83.3

ビタミンB 1 野菜類 　蒸す 12 61 81.8 87.5 89.0 100 84.8

ビタミンB 1 野菜類 　電子レンジ加熱 9 37 62 83 98.0 105 79.2

ビタミンB 1 野菜類 　冷凍後、加熱 6 46 49 52 78.3 96 63.5

ビタミンB 1 魚介類 煮る・焼く・他（全） 5 74 74 81 82.0 87 79.6 3

ビタミンB 1
肉類 焼く・揚げる（全） 27 0 56.3 71.5 78.5 99 65.7 3

ビタミンB 1 肉類 うし 10 0 49.3 74.5 78.5 99 60.6

ビタミンB 1 肉類 ぶた 9 50 57 71 77.0 87 69.0

ビタミンB 2
いも類 ゆでる・蒸す・他（全） 10 77 82.8 88 94 103 89.2 3

ビタミンB 2 豆類 蒸す・加圧調理・他（全） 8 48 77.5 87 94.3 100 81.9 3

ビタミンB 2 野菜類 ゆでる・蒸す・他（全） 58 34 73.3 88 95.0 108 83.9 3

ビタミンB 2 野菜類 　ゆでる　ゆで汁なし 15 39 67.0 77 82 93 74.9

ビタミンB 2 野菜類 　ゆでる　ゆで汁あり 5 69 96 100 100 102 93.4

ビタミンB 2 野菜類 　蒸す 9 72 85.0 94 100.0 100 90.0

ビタミンB 2 野菜類 　圧力調理 7 93 93.5 95 99.5 107 97.3

ビタミンB 2 野菜類 　電子レンジ加熱 6 69 75.3 90.5 94.5 104 86.7

ビタミンB 2 野菜類 　炒める 6 55 64.3 78 84.3 93 75.0

ビタミンB 2 魚類 焼く・蒸す・他（全） 6 78 81.3 83.5 96.3 100 87.7 3

ビタミンB 2 肉類 焼く・ゆでる・他（全） 22 48 76.8 87 97.5 102 84.2 3

ビタミンB 2 肉類 うし 6 48 63.8 70.5 90.8 98 74.3

ビタミンB 2 肉類 鶏 5 82 82.0 87 89 101 88.2

ビタミンB 2 肉類 ぶた 5 49 72 84 93 102 80.0

ビタミンB 6 いも類 ゆでる・缶詰・他（全） 10 30 77.3 91.5 95.8 106 81.1 3

ビタミンB 6 豆類 ゆでる・缶詰・他（全） 9 9 53 62 67 88 55.8 3

ビタミンB 6 野菜類 冷凍・缶詰・他（全） 37 20 68 77 88 137 74.3 3

ビタミンB 6 野菜類 　冷凍 14 38 70 79 89.5 137 80.6

ビタミンB 6 野菜類 　缶詰 8 20 29.5 43 83.5 124 57.3

ビタミンB 6 野菜類 　ゆでる 5 46 68 73 74 77 67.6

ビタミンB 6 野菜類 　電子レンジ加熱 5 84 84 89 90 91 87.6

ビタミンB 6 魚介類 缶詰・オーブン焼き・他（全） 26 42 47.3 55.5 68 104 60.6 3

ビタミンB 6 魚介類 魚類 缶詰 6 42 43 45 51.5 79 51.2

ビタミンB 6 肉類 焼く・揚げる・他（全） 28 24 52.3 59.5 68 166 60.5 3

ビタミンB 6 肉類 うし 9 24 27 40 66 85 46.8

ビタミンB 6 肉類 鶏 6 44 54 59.5 67.3 75 60.0

ビタミンB 6 肉類 ぶた 7 57 59.5 64 66.4 74 63.8

ビタミンB 6 肉類 加工肉 5 54 54 61 79 166 82.8

ビタミンB 12
魚介類 ゆでる・蒸す・他（全） 19 40 59 76 93.5 110 75.6 3, 11, 12

ビタミンB 12 魚介類 魚類 15 46 59 81 95.5 110 77.5

ビタミンB 12
肉類 ゆでる・焼く・他（全） 21 31 74 78 87.5 99 79.0 3, 12

ビタミンB 12 肉類 うし 8 72 77.5 86.8 96.8 99 86.7

ビタミンB 12 肉類 鶏 5 68 71 74 76 97 77.2

ビタミンB 12 肉類 ぶた 5 74 78 78 79 96 81.0

※1　書いてある以外の調理法も含む場合、多い方から記述した上で少ないものは「他」と記述。

　　食品群中の小分類や調理法の違いにかかわらず、当該栄養素・当該食品群の全測定を含む場合は（全）と記述。

　　内数に当たる場合は、調理法名を1文字分下げて記述。

※2　10以上の測定値から中央値を算出している場合はセルに網掛した。
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表 4 ビタミン C 群の調理後残存率代表値一覧 

 

栄養素 食品群
食品群

小分類

調理法

※1

検討

測定数
最小値 25% 値

中央値

※2
75% 値 最大値 平均値 引用文献番号

ビタミンC いも類 蒸す・ゆでる・他（全） 79 0 51.4 68 77.4 116 62.6

4, 17, 19, 20, 21,

22, 28, 31, 34, 36,

41

ビタミンC いも類 　加熱ペースト・ミキサー食 10 17.5 36.0 58.6 68.5 84.5 53.4

ビタミンC いも類 　ゆでる・煮る・他 18 30 58.2 67.2 72.0 91 63.2

ビタミンC いも類 　蒸す 27 22.8 51.4 69 79.2 99.9 65.9

ビタミンC いも類 　真空調理・電子レンジ 9 58 73 79 85.0 100.2 78.0

ビタミンC いも類 　揚げる・炒める・他 7 39 65 73 78.3 87 69.4

ビタミンC 果実類 生搾り・ミキサー・他（全） 50 6 37.4 62.2 84.3 100 58.6
4, 22, 26, 30, 36,

38, 39, 43

ビタミンC 果実類 　生搾り・ミキサー（非加熱）・冷凍 22 6 43 70.1 84.7 100 62.7

ビタミンC 果実類 　加熱殺菌（ジュース、ピューレ、ワイン） 14 16.5 35.7 55.6 62.7 92.4 54.0

ビタミンC 果実類 　ゆでる 6 37.1 41.9 60.6 82.6 93 62.8

ビタミンC 野菜類 ゆでる・炒める・他（全） 531 1.3 44 63 82.2 125 61.7

4 17, 18, 19, 20,

21, 23, 24, 25, 27,

28, 29, 32, 35, 36,

37, 39, 40, 41, 42

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）ゆでる・フードプロセッサー・他（葉茎菜類全） 235 4.9 42.1 60 79.0 119 59.4

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　冷凍 15 10 37.6 70 83.5 94 59.6

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　ミキサー・冷凍 12 87 89.5 95.4 100 110 96.1

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　加熱ペースト・ミキサー食・他 24 43.9 57.3 64.2 73.5 90 65.0

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　ゆでる・蒸す・他 113 11 30.5 52 66.5 111.2 50.6

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　　蒸し・ゆでる＋ゆで汁あり 45 11 38.5 55.5 73.3 111.2 55.4

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　　ゆでる＋ゆで汁なし 68 12 29 47 60 88.9 47.5

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　電子レンジ 19 55 77.0 84 89.6 112.8 83.1

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　真空調理 5 4.9 7.1 7.3 7.5 8.3 7.0

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　炒める・揚げる 39 27 56.5 66 81.5 119 69.2

ビタミンC 野菜類 葉茎菜類（花菜含む）　漬物（塩漬、酢漬け） 5 16 27 47 65 66 44.2

ビタミンC 野菜類 根菜類 おろす・ゆでる・他（根菜類全） 94 1.3 50 66 85 99 65.0

ビタミンC 野菜類 根菜類 　もみじおろし・おろす・他 27 19 54.0 80 91 99 71.0

ビタミンC 野菜類 根菜類 　ゆでる・煮る・他 41 1.3 43 55.3 79 90 57.0

ビタミンC 野菜類 根菜類 　　ゆでる・蒸す（ゆで汁あり） 12 17 66.9 79 84.8 90 70.0

ビタミンC 野菜類 根菜類 　　ゆでる・煮る（ゆで汁なし） 29 1.3 42.9 50 62 85 51.6

ビタミンC 野菜類 根菜類 　炒める・揚げる 11 62 63.5 69 86.5 97 74.1

ビタミンC 野菜類 根菜類 　漬物（塩漬、酢漬け） 6 58 61.5 72 81 86 71.7

ビタミンC 野菜類 果菜類 ミキサー・ゆでる・他（果菜類全） 108 7.2 46 74 88.2 125 66.3

ビタミンC 野菜類 果菜類 　ミキサー（非加熱、水さらし含む） 25 14 39 87 97.9 125 72.3

ビタミンC 野菜類 果菜類 　加熱ペースト・ミキサー食・他 32 19.1 41.8 49.2 55.5 89.9 51.8

ビタミンC 野菜類 果菜類 　ゆでる・ブランチング・他 15 27 48.6 64 87.0 96 66.6

ビタミンC 野菜類 果菜類 　炒める・揚げる 7 23 65.5 74 86.5 92 70.4

ビタミンC 野菜類 果菜類 　漬物（塩漬、酢漬け） 14 69 75.5 82.5 87.8 94 82.1

ビタミンC 野菜類 未熟豆・未熟穀類 ゆでる・炒める・他（未熟豆・未熟穀類全） 52 6.35 48 67 87 100 65.0

ビタミンC 野菜類 未熟豆・未熟穀類 　冷凍・保存 10 6.35 30.3 53.5 86 92 53.9

ビタミンC 野菜類 未熟豆・未熟穀類 　ゆでる・ブランチング 26 31 44.3 55 84.3 96 61.2

ビタミンC 野菜類 未熟豆・未熟穀類 　　ゆでる・ブランチング（ゆで汁あり） 9 49 50 52 87 96 67.6

ビタミンC 野菜類 未熟豆・未熟穀類 　　ゆでる・ブランチング（ゆで汁なし） 17 31 37 58 70 95.2 57.8

ビタミンC 野菜類 未熟豆・未熟穀類 　炒める・揚げる 13 54 65 80 83 94 75.0

ビタミンC 野菜類 山菜類 ゆでる・揚げる・他（山菜類全） 42 21 35.3 46.5 65.8 91 51.2

ビタミンC 野菜類 山菜類 　ゆでる 24 28 41.3 49 67 83 53.4

ビタミンC 野菜類 山菜類 　揚げる・炒める 18 21 34 38.5 62 91 48.3

ビタミンC きのこ類 電子レンジ・蒸す・他（全） 29 5 100 165 275 875 218.3 4, 33

ビタミンC きのこ類 　ゆでる・電子レンジ・他（ゆで汁含む） 20 5 33 100 218.8 875 191.0

ビタミンC きのこ類 　蒸す 9 100 178 217 300 750 279.1

※1　書いてある以外の調理法も含む場合、多い方から記述した上で少ないものは「他」と記述。

　　食品群中の小分類や調理法の違いにかかわらず、当該栄養素・当該食品群の全測定を含む場合は（全）と記述。

　　内数に当たる場合は、調理法名を1文字分下げて記述。

※2　10以上の測定値から中央値を算出している場合はセルに網掛した。
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表 5 ビオチン・パントテン酸・ナイアシン・葉酸の調理後残存率代表値一覧 

 
                                     （次ページに続く） 

 

栄養素 食品群
食品群

小分類

調理法

※1

検討

測定数
最小値 25% 値

中央値

※2
75% 値 最大値 平均値 引用文献番号

ビオチン 肉類 焼く・蒸す（全） 13 38 50 61 69.0 375 86.1 4

ビオチン 野菜類 蒸す・ゆでる（全） 8 79 89.8 103 112.3 117 100.8 4

パントテン酸 豆・豆製品 缶詰・冷凍・他（全） 8 15 25.3 28.5 41.3 74 35.3 4

パントテン酸 野菜類 冷凍・缶詰・他（全） 33 18 43 66 81.0 117 63.5 4

パントテン酸 野菜類 　冷凍 13 37 43 59 78.0 83 60.7

パントテン酸 野菜類 　缶詰 10 18 35.3 43 61.8 71 45.3

パントテン酸 野菜類 　蒸す 6 63 77.5 95.5 99.3 117 90.5

パントテン酸 野菜類 根菜類 7 46 61 67 79.5 93 69.6

パントテン酸 野菜類 未熟豆・未熟穀類 5 39 41 55 71 81 57.4

パントテン酸 野菜類 葉茎菜類 14 18 39.3 62 76.5 100 58.9

パントテン酸 魚介類 缶詰・冷凍・他（全） 16 42 61 73.5 97.0 288 88.8 4, 44

パントテン酸 肉類 焼く・缶詰・他（全） 15 30 65.5 86 91.5 111 77.7 4

ナイアシン 穀類 炊飯・製パン・他（全） 27 4 48.5 88 107 390 89.0 4, 45, 47

ナイアシン 穀類 日本のこめ 　炊飯 8 20 48 90 105.5 390 111.8

ナイアシン 穀類 こむぎ 6 105 106.8 118.5 133.3 172 125.8

ナイアシン いも類 ゆでる・焼く・他（全） 20 67 89.3 94 98 104 91.8 4

ナイアシン いも類 　ゆでる 12 67 85.8 91 98.3 100 89.9

ナイアシン いも類 　　ゆでる（ゆで汁あり） 5 87 90 92 98 99 93.2

ナイアシン いも類 じゃがいも 15 77 90 97 98 104 93.0

ナイアシン 豆類 蒸す・ゆでる・他（全） 29 4 73 92 97 109 81.0 4, 46

ナイアシン 野菜類 ゆでる・蒸す・他（全） 44 27 63.5 71.5 92 114 74.4 4

ナイアシン 野菜類 　ゆでる 31 27 60 71 92 114 73.1

ナイアシン 野菜類 　　ゆでる（ゆで汁記載なし） 17 27 50 65 69 88 60.7

ナイアシン 野菜類 　　ゆでる（ゆで汁あり） 14 58 81.3 92.5 95.8 114 88.2

ナイアシン 野菜類 　蒸す 6 67 70.5 87.5 98.5 100 84.8

ナイアシン 野菜類 葉茎菜類 15 49 64.5 82 92 114 79.3

ナイアシン 野菜類 根菜類 16 44 60 67 81.8 100 71.3

ナイアシン きのこ類 ゆでる・炒める・他（全） 5 57 110 183 246 382 195.6 4

ナイアシン 魚介類 焼く・ゆでる・他（全） 20 46 78.5 90.5 103.5 409 111.9 4

ナイアシン 魚介類 魚類 9 53 85 94 103 131 93.0

ナイアシン 肉類 焼く・揚げる・他（全） 36 36 75.5 90 100 117 86.2 4

ナイアシン 肉類 　焼く 10 63 81.8 89 95.8 115 89.5

ナイアシン 肉類 　揚げる 8 74 85.8 96 98 117 93.3

ナイアシン 肉類 　ゆでる 6 36 47 79.5 98.5 111 74.5

ナイアシン 肉類 　電子レンジ加熱 5 68 73 85 91 109 85.2

ナイアシン 肉類 ぶた 8 41 71.3 81 94.3 103 79.0

ナイアシン 肉類 うし 17 36 84 93 100 117 90.2
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栄養素 食品群
食品群

小分類

調理法

※1

検討

測定数
最小値 25% 値

中央値

※2
75% 値 最大値 平均値 引用文献番号

葉酸 穀類 ゆでる・蒸す・他（全） 40 4 48.8 71.5 84 141 65.1
4, 14, 47, 50,

52, 53, 56

葉酸 穀類 こめ、強化米 21 4 22 61 76 108 51.7

葉酸 穀類 小麦粉など 13 57 73 84 97 141 87.5

葉酸 いも類 ゆでる・オーブン焼き・他（全） 11 6 55 63 84.5 96 61.6 4

葉酸 豆類 ゆでる・蒸す・他（全） 20 9 39.3 65.5 82.3 154 63.9 4, 50

葉酸 豆類 　ゆでる 15 13 38.5 53 75 86 54.9

葉酸 野菜類 ゆでる・蒸す・他（全） 80 3 48.8 68.5 89.3 159 66.8
4, 48, 49, 54,

55

葉酸 野菜類 　ゆでる 47 5 47.5 68 85 159 66.0

葉酸 野菜類 　　ゆでる（ゆで汁あり） 11 10 84.5 105 109 159 90.9

葉酸 野菜類 　　ゆでる（ゆで汁記載なし） 36 5 44.5 62 76 116 58.4

葉酸 野菜類 蒸す 17 3 26 67 100 125 61.6

葉酸 野菜類 根菜類 14 3 10.3 22.5 33.5 81 29.1

葉酸 野菜類 花菜類 19 22 56.5 73 98.5 159 78.4

葉酸 野菜類 未熟豆・未熟穀類 10 64 89.3 91.5 104 121 95.1

葉酸 野菜類 葉茎菜類 35 6 53.5 68 85 126 68.5

葉酸 魚介類 揚げる・焼く・他（全） 7 26 40.5 54 73.0 87 56.3 4

葉酸 魚介類 魚類 6 26 39.3 48.5 66 76 51.2

葉酸 肉類 焼き、グリル・他（全） 27 4 48.8 74.5 84 141 66.0 4, 51

葉酸 肉類 　フライパン焼き 8 9 18.3 34.5 42.8 93 36.1

葉酸 肉類 　オーブン焼き・グリル 9 12 58 78 92 100 66.2

葉酸 肉類 うし 8 14 21 38 82.5 93 49.6

葉酸 卵類 ゆでる・揚げる・他（全） 14 35 65.3 83.5 94 106 78.9

葉酸 卵類 鶏卵 7 35 66.5 83 92 100 76.4 4, 48

※1　書いてある以外の調理法も含む場合、多い方から記述した上で少ないものは「他」と記述。

　　食品群中の小分類や調理法の違いにかかわらず、当該栄養素・当該食品群の全測定を含む場合は（全）と記述。

　　内数に当たる場合は、調理法名を1文字分下げて記述。

※2　10以上の測定値から中央値を算出している場合はセルに網掛した。
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日本人の食事摂取基準における糖類基準値の策定上・活用上の課題―諸外国の摂取基準と日

本の現状をふまえて 
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4 東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野 

 
【研究要旨】 

本稿の目的は、日本人の食事摂取基準（2025 年版）における糖類の基準値策定を検討するた

め、諸外国の糖類摂取基準の概要を把握し、糖類基準値の策定上・活用上の課題を整理すること

である。2022 年 11 月～2023 年 2 月の間に 12 の国・地域（アメリカ・カナダ、イギリス、フランス、ド

イツ、オランダ、北欧諸国、オーストラリア、中国、台湾、韓国、欧州連合、世界保健機関）を対象と

して、糖類摂取基準の策定年、糖類の種類、指標の種類、基準値、年齢区分、対象疾患、摂取量

の代表値の情報を抽出した。この情報と日本の現状を鑑みて日本における類基準値の策定上・活

用上の課題を整理した。調査対象のうち 9 つの国・地域が糖類摂取基準を策定しており、そのほと

んどが小児と成人に対して、食品加工・調理中に添加された added 又は free sugars の摂取量を総

エネルギー摂取量の 10%未満又は 5％未満にするよう推奨していた。対象疾患としては齲蝕、肥

満、糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンドローム、がんのような慢性疾患の�ほか、必須栄養素の

摂取量との関連が挙げられていた。日本における糖類基準値の策定と活用に際しては、糖類の定

義、基準値の設定、対象疾患の選定、摂取実態のアセスメント等について、糖類特有の課題や日

本独自の課題が存在することが明らかになった。日本人の食事摂取基準（2025 年版）においては

これらの課題をふまえて糖類基準値の策定を検討する必要があると考えられる。 
A. 背景と目的 

糖の健康影響はその重合度によって異なる。

単糖類（ぶどう糖、果糖、ガラクトース）及び二

糖類（しょ糖、麦芽糖、乳糖、トレハロース）から

なる糖類が肥満や齲蝕の原因であることは広

く知られており、諸外国や世界保健機関

（WHO）をはじめとする策定機関は食品加工

又は調理中に加えられる糖類を対象として摂

取量に対する基準値を設けている(1,2)。日本人

の食事摂取基準（以下、食事摂取基準とする）

では 2015 年版から基準値の策定について言

及があるものの(3)、日本人における糖類の健

康影響は十分に明らかになっていないとして、

2015 年版(3)、2020 年版(4)では基準値の策定

が見送られている。その背景としては、日本食

品標準成分表（以下、食品成分表とする）(5,6)

に各糖の値が収載されたのが比較的最近のこ

とであり、値が未収載の食品も多く、それにより

日本人の糖類の摂取実態の把握がいまだ困

難であることが指摘されている(4)。しかし、その

健康影響や諸外国における基準値策定の状

況を考慮すると、日本においても糖類基準値

の策定に資する研究を進める必要がある。 
そこで本稿の目的は、食事摂取基準（2025
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年版）における糖類基準値の策定を検討する

ため、まず諸外国の糖類摂取基準の概要を把

握することとした。そのうえで把握した内容をも

とに日本における糖類基準値の策定上・活用

上の課題を整理した。 
 
B. 方法 
B-1. 諸外国の糖類摂取基準の概要の把握 

食事摂取基準（2020 年版）の策定時の報告

書(7)を参照し、12 の国・地域（アメリカ・カナダ、

イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、北欧諸国、

オーストラリア、中国、台湾、韓国、欧州連合

（EU）、WHO を対象として糖類摂取基準を調

査した。2022 年 11 月～2023 年 2 月の間に、

調査対象の国・地域の食事摂取基準の策定を

担当している公的機関あるいは栄養分野の学

会のウェブサイトを Google で検索し情報収集

を行った。ウェブサイトに糖類摂取基準の情報

が存在しない場合は書籍版の摂取基準を参

照した。複数年度の摂取基準が存在する場合

は最新の基準を参照した。今回の調査では栄

養素レベルの糖類摂取基準を主な対象とし、

食品レベルの摂取基準（food-based dietary 
guideline）は必要に応じて参照した。糖類摂取

基準からは、策定年、糖類の種類、指標の種

類、基準値、年齢区分、対象疾患、摂取量の

代表値に関する情報を抽出した。糖類摂取基

準の言語が英語以外の場合は Google翻訳で

日本語に翻訳しその内容を参照した。 
 
B-2. 糖類基準値の策定上・活用上の課題の

整理 
諸外国の糖類摂取基準の概要をふまえて、

食事摂取基準（2020 年版）(4)と食品成分表

2020 年版(6)を参照して、糖類の基準値の策定

上・活用上の課題を整理した。 
 
C. 結果 

調査対象国・地域のうち糖類摂取基準が策

定されていたのはアメリカ・カナダ(8,9)、イギリス

(10)、フランス(11)、ドイツ(12)、北欧諸国(13)、中国
(14)、韓国(15)、EU(16)、WHO(17)の 9 つの国・地

域だった（表１）。台湾の食事摂取基準(18)では

糖類の健康影響や諸外国の摂取基準につい

て言及があったものの、基準値の策定は行わ

れず、その理由の説明もなかった。オランダ(19)、

オーストラリア(20)では食事摂取基準において

糖類への言及はなかった。 
 
C-1. アメリカ・カナダ 

アメリカ・カナダの食事摂取基準(8)は、食品

加工又は調理中に添加された糖類やシロップ

である added sugars について基準値を定めて

いる。Added sugars には白砂糖、ブラウンシュ

ガー、コーンシロップの他、蜂蜜やメープルシ

ロップが含まれるが、牛乳中の乳糖や果物中

の果糖のような天然に存在する糖類は含まれ

ない。2005 年の摂取基準では、他のエネルギ

ー産生栄養素については慢性疾患のリスクを

低減させる摂取量の範囲として Acceptable 
Macronutrient Distribution Ranges (AMDR)を
定めているが、added sugars については摂取

量の上限値を定めた Maximal Intake Level と

して、成人と小児の added sugars 摂取量を総

エネルギー摂取量の 25%以下にするよう推奨

している。この基準値は必須微量栄養素の摂

取量を十分に確保することを目的としており、

一部のアメリカ人集団において added sugars
摂取量が 25%エネルギーを超えるといくつか

の微量栄養素が減少したという根拠に基づく。

一方で、齲蝕、がん、肥満、高脂血症のリスク

に関する利用可能なデータに基づいて total 
sugars あるいは added sugars に耐用上限量

(Upper Intake Level）を設定する十分な根拠が

ないことから、耐用上限量は設定されなかっ

た。 
アメリカでは食品レベルの摂取基準(9)も

added sugars を含むいくつかの栄養素につい

て基準値を定めている。2020 年の摂取基準で

は 2歳以上については added sugars 摂取量を
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10％エネルギー未満にすること、2歳未満につ

いては added sugars を含む食品・飲料の摂取

を避けることを推奨している。10％エネルギー

未満という値は、食品と栄養素の摂取基準を

必要なエネルギー範囲で満たす健康的な食

事パターンにおいて、許容される摂取量として

設定された。具体的には、食品と栄養素の摂

取基準を満たすために総エネルギー摂取量

の 85%が必要であったため、残りの 15％エネ

ルギーに対して飽和脂肪酸の摂取基準と

added sugars の摂取実態を考慮して設定され

た。Added sugars の性・年代別の摂取量の分

布は、平均値については 104 kcal/日（12～23
ヵ月の乳児）～348 kcal/日（31～59歳の男性）、

基準値（10%エネルギー）を超えている対象者

の割合については 51%（授乳婦）～80%（5～8
歳の男児）であった（表 2）。 
 
C-2. イギリス 

イギリスの炭水化物摂取基準(10)は、製造者、

調理者、消費者が加えた単糖類及び二糖類

に加えて、蜂蜜やシロップ、無加糖の果汁に

天然に存在する糖類を含めた free sugars につ

いて基準値を定めている。Free sugars には牛

乳や乳製品に天然に存在する乳糖は含まれ

ない。2015 年の摂取基準は 2歳以上を対象と

して、free sugars の Average Population Intake
を総エネルギー摂取量の 5%エネルギー未満

にするよう推奨している。基準値はエネルギー

摂取量の減少と齲蝕リスクの低減を目的として

おり、特に 5%エネルギー未満という値はエネ

ルギー摂取量の減少を根拠としている。大多

数の個人においてエネルギー摂取量を 100 
kcal（418 kJ）減少させると中程度の体重減少

につながると推定されており、この値を free 
sugars 摂取量に換算すると約 5%エネルギー

の減少が必要となる（メタアナリシスから得られ

た糖類摂取量 1％エネルギーあたりのエネル

ギー摂取量の変化量（78 kJ/日）を用いて算出

した：418/78=0.054）。改定前の糖類の基準値

が 10%エネルギー未満であることから、この値

を差し引いて 5%エネルギー未満を基準値とし

た。この他に小児と成人を対象として加糖飲料

の摂取を最小限にするよう推奨しており、この

推奨は 2型糖尿病と肥満のリスクの低減を目

的としている。なお 2015 年の摂取基準で初め

て free sugars の定義が導入されたことから、摂

取量の代表値としてはそれ以前の食事摂取基

準や全国調査で使用されていた non-milk 
extrinsic sugars（牛乳及び乳製品に含まれる

乳糖を除く、食品の細胞外に存在する糖類）

の値が収載されている。Non-milk extrinsic 
sugars の性・年代別の平均摂取量の分布は

46.2 g/日（65歳以上の女性）～84.0 g/日（19～

64歳の男性）であった（表 3）。 
 
C-3. フランス 

フランスの食事摂取基準(11,21)は、2016 年に

成人を対象として total sugars（乳糖とガラクトー

スを除く）の摂取量の最大値を 100 g/日にする

よう推奨している。摂取基準では total sugarsは

単糖類と二糖類、及び類似のぶどう糖または

果糖シロップが消化、吸収、または代謝された

ものとして定義されている。現在利用可能なデ

ータでは食品中に天然に存在する糖類と

added sugars の健康影響を区別することは不

可能であることから、total sugars を基準値設定

の対象とした。乳糖とガラクトースについてはリ

スクとの関連を十分に確立できなかったため基

準値には含めないこととした。基準値は体重増

加、血中脂質や尿酸値の上昇、2型糖尿病や

特定のがんのリスクとの関連から決定された。

特に血中総脂質濃度が有意に上昇した果糖

摂取量の最小値が 50 g/日であったことをふま

え、果糖 50 g はしょ糖 100 g に相当すると換算

して、total sugars として 100 g/日未満という基

準値を設定した。この基準値は成人を対象とし

ており、子供や思春期の児童に対しては別途

基準値を設ける必要性が指摘されている。

Total sugars の性・年代別の摂取量の分布は、
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摂取量を多く見積もった場合（シナリオ 1. 表

4）、平均値については 68.2 g/日（55～79歳の

女性）～89.4 g/日（11～14歳の男児）、基準値

（100 g/日）を超えている対象者の割合につい

ては 12.3%（55～79歳の女性）～36.9%（15～

17歳の男児）であった。 
 
C-4. ドイツ 

ドイツ語圏（ドイツ、オーストリア、スイス）の食

事摂取基準(22)では糖類について言及がなか

った。一方、ドイツ肥満学会、ドイツ糖尿病学

会、ドイツ栄養学会(12)は 2019 年に合同で

WHOの糖類摂取基準(17)を支持し、free sugars
摂取量が 10%エネルギーを超えないよう推奨

している。基準策定の背景としては、加糖飲料

の摂取と肥満・2型糖尿病のリスクや必須栄養

素摂取量の減少との関連、ドイツにおける加

糖飲料の摂取量の多さ、過体重・肥満の有病

率の高さ、肥満の合併症の疾病負荷を挙げて

いる。Free sugars の性・年代別の平均摂取量

の分布は、小児（3～18歳）では 15.2%エネル

ギー（15～18歳の男児）～17.5%エネルギー

（6～10歳の男児）であった（表 5）。成人（15～

80歳）の平均摂取量は男性 13.9%エネルギー、

女性 13.0%エネルギーであり、このうち 15～18
歳、19～24歳の平均摂取量が他の年齢区分

に比べて高いことが報告されていた（表 5）。 
 
C-5. 北欧諸国 

北欧諸国（デンマーク、フィンランド、アイス

ランド、ノルウェー、スウェーデン）の食事摂取

基準(13)は、added sugars について基準値を設

定している。Added sugars には、そのまま使用

されるか食品の調理又は製造中に添加される

しょ糖、果糖、ぶどう糖、加水分解でんぷん

（ぶどう糖液や高果糖液）と、その他の単離さ

れた精製糖などが含まれる。2012 年の摂取基

準は 6 ヵ月以上を対象として、added sugars の

Recommended Intake を 10%エネルギー未満

にするよう推奨している。この基準値は食物繊

維と微量栄養素の摂取量を十分に確保するこ

とを目的としており、小児と老人ホームの入居

者において精製された糖類の摂取量が多い

（10～15％エネルギーより多い）と必須栄養素

と食物繊維の摂取量に悪影響を与える可能性

があることを根拠としている。この他に 2型糖尿

病と過剰な体重増加のリスクとの関連から加糖

飲料の摂取を制限すること、齲蝕リスクの低減

のために糖類を含む食品の頻繁な摂取を避

けることを推奨している。北欧諸国の摂取基準

には摂取量の代表値が記載されていなかった

ため、EU の糖類摂取基準(16)に記載されてい

たデンマーク、フィンランド、スウェーデンの摂

取量を参照した。Added sugars の国・性・年代

別の平均摂取量の分布は 2%エネルギー（4～

12 ヵ月未満のデンマーク人女児）～20%エネ

ルギー（10～14歳のデンマーク人女児）であっ

た（表 6）。 
 
C-6. 中国 

中国の食事摂取基準 (14,23)は、2013 年に

added sugars について 4 歳以上を対象として

AMDR を 10％エネルギー未満、重量にして

50 g/日にするよう推奨している。しかしながら、

糖類の健康影響や諸外国の摂取基準につい

て言及があったものの、added sugars の定義、

基準値設定の対象疾患や根拠、摂取量の代

表値については記載がなかった。 
 
C-7. 韓国 

韓国の食事摂取基準(15)は、total sugars（食

品に内在する糖類と加工・調理時に添加され

た糖類の合計）と added sugars（加工・調理時

に加えられた糖類）を対象として基準値を設定

している。Added sugars の主な摂取源は単糖

類、高果糖コーンシロップ、水飴、糖蜜、蜂蜜、

水飴、濃縮果汁である。2020 年の摂取基準は

Recommended Value として total sugars 摂取量

を 10～20%エネルギーにするよう推奨しており、

さらに added sugars の最大摂取量が 10%エネ
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ルギーを超えないよう推奨している。Total 
sugars の基準値は、糖類摂取と食事の栄養密

度やメタボリックシンドロームとの関係と、韓国

人の total sugars の摂取実態を考慮して定めた。

具体的には、韓国人を対象とした研究におい

て、total sugars のエネルギー摂取割合が増加

するとメタボリックシンドロームの有病率や発症

率が増加すること、total sugars 摂取量が 20％

以上の群ではエネルギー、たんぱく質、脂質、

ナトリウム、ナイアシンの摂取が減少したことを

根拠としている。Added sugars の基準値は、

total sugars の摂取源に占める加工食品の割

合が高まっている現状を考慮し、WHO の糖類

摂取基準(17)を根拠として定めた。Total sugars
の平均摂取量は、1歳以上では男性 64.5 g/日、

女性 55.6 g/日、19歳以上では男性 64.3 g/日、

女性 53.8 g/日であった（2018 年国民健康栄養

統計）。 
 
C-8. EU 

EU の糖類摂取基準(16)は、added sugars（食

品加工又は家庭での調理中に原料として添加

された単糖類及び二糖類と食卓でそのまま食

べたり食品に加えたりする糖類の合計）と free 
sugars（蜂蜜、シロップ、果汁、濃縮果汁に天

然に存在する糖類と added sugars の合計）に

ついて基準値を設定している。2022 年の摂取

基準は 1歳以上を対象として、栄養的に適切

な食事という観点から、added sugars及び free 
sugars 摂取量を可能な限り少なくするよう推奨

している。また added sugars及び free sugars の

摂取量を減らすことで total sugars 摂取量を同

程度減少できると指摘している。Added sugars
と free sugars の間で健康影響を比較すること

はできなかったものの、これらの糖類の摂取と

齲蝕、肥満、脂質異常症、非アルコール性脂

肪肝、2型糖尿病、高血圧との因果関係が示

された。しかし、観察された糖類摂取量の範囲

内で齲蝕とこれらの慢性疾患の�リスクが増加し

ない摂取量を特定することができなかったため、

耐用上限量（Tolerable Upper Intake Level）又

は Safe Level は設定しなかった。糖類の国・年

代別の平均摂取量の分布は、free sugars につ

いては 1％エネルギー（4～12 ヵ月未満のキプ

ロス人男児・女児、エストニア人男児・女児、ス

ペイン人女児）～23%エネルギー（10～14歳
未満のデンマーク人女児）、added sugars につ

いては 0％エネルギー（4～12 ヵ月未満のキプ

ロス人女児）～20%エネルギー（10～14歳未

満のデンマーク人女児）であった（表 7）。 
 
C-9. WHO 

WHO の糖類摂取基準(17)は、製造者、調理

者、消費者が食品や飲料に加える単糖類と二

糖類、及び蜂蜜、シロップ、果汁、濃縮果汁に

天然に含まれる糖類である free sugars につい

て基準値を設定している。2015 年の摂取基準

は生涯を通じて free sugars 摂取量を減らすよう

強く推奨（strong recommendation）している。特

に小児と成人を対象として free sugars 摂取量

を 10％エネルギー未満にするよう強く推奨

（strong recommendation）し、５%エネルギー未

満にするよう条件付きで推奨（conditional 
recommendation）している。基準値策定の目

的は肥満と齲蝕の予防である。肥満について

は、成人を対象としたランダム化比較試験のメ

タアナリシスにおける free sugars 摂取量の減少

と体重減少の関連、free sugars 摂取量の増加

と体重増加の関連、小児を対象としたコホート

研究のメタアナリシスにおける加糖飲料の摂取

量と過体重・肥満の関連を根拠としている。齲

蝕については、小児を対象としたコホート研究

において free sugars 摂取量が 10％エネルギ

ー未満に対して 10％エネルギー以上では齲

蝕の発症率が高いこと、日本の 3 つの全国調

査において free sugars 摂取量が 5%エネルギ

ー未満では齲蝕の発症がより低かったことを

根拠としている。摂取量の代表値は記載がな

かった。 
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D. 考察 
D-1. 諸外国の糖類摂取基準の概要 

調査対象とした 12 の国・地域のうち 9 つの

国・地域が糖類の摂取基準を策定していた。

摂取基準の策定年は 2005～2022 年で、アメリ

カ・カナダの食事摂取基準を除き、過去 10 年

以内に定められていた。糖類の種類について

は、3つの国・地域がそれぞれadded sugars（ア

メリカ・カナダ、北欧諸国、中国）と free sugars
（イギリス、ドイツ、WHO）を、1 つの国・地域が

それぞれ total sugars（フランス）、total sugars 
と added sugars（韓国）、added sugars と free 
sugars（EU）を対象として基準値を策定してい

た。指標の種類については、アメリカ・カナダ

（Maximal Intake Level）と中国（AMDR）を除

き、ほとんどの国・地域では明確な定義のない

推奨値（recommendationやそれに準ずる名

称）であり、指標の種類を明記していない国も

あった。基準値は、フランスと EU を除く 7 つの

国・地域では総エネルギー摂取量に占める割

合として設定されており、5%エネルギー未満

（イギリス、WHO の conditional 
recommendation）から 25%エネルギー未満（ア

メリカ・カナダの食事摂取基準）の範囲であっ

た。フランスは 100 g/日と 1 日あたりの摂取量と

して設定しており、EU は基準値の設定が困難

であるために摂取量を可能な限り少なくするよ

う推奨していた。年齢区分については、フラン

ス、ドイツ、韓国を除く 6 つの国・地域では小児

と成人を対象とすることのみが記載されている

か、小児の年齢の下限値が提示されていた。

ドイツ、韓国については年齢区分の記載がなく、

フランスの基準値は成人のみを対象としてい

た。対象疾患は齲蝕、肥満（エネルギー摂取

量、体重を含む）、糖尿病、脂質異常症、メタ

ボリックシンドローム、がんのような慢性疾患の�

ほか、必須栄養素の摂取量との関連を挙げる

国・地域が複数あった。摂取量の代表値につ

いては、北欧諸国、中国、WHO を除く 6 つの

国・地域が、主に対象国・地域の全国調査から

得られた値を提示していたが、その統計量（平

均値、標準偏差、95%値、基準値以上の対象

者の割合など）や単位（kcal/日、g/日、%エネ

ルギー、%など）は様々であった。 
 
D-2. 日本における基準値の策定上の課題 
D-2-1. 糖類の種類 

基準値を策定する糖類の種類、すなわち

total sugars、added sugars、free sugars のどれ

か 1 つ、あるいは複数を選ぶのか、をまずは検

討する必要がある。特に added sugars及び free 
sugars は食品加工又は調理中に加えられる糖

類として定義されるため、特定の摂取源由来

の栄養素となる。しかし、食品といわゆる健康

食品やサプリメントの別を除き、食事摂取基準

において摂取源を限定して基準値を策定して

いる栄養素は存在しない。この点もふまえて策

定対象とする糖類を選ぶ必要がある。 
Added sugars及び free sugars の定義は国や

策定機関によって異なるため、その定義にも

注意が必要である。Free sugars については、

WHO(17)の定義では果汁と濃縮果汁由来の

total sugars が含まれ、イギリス(10)とドイツ(12)の

糖類摂取基準もこの定義を踏襲していた。し

かし 、 イ ギ リ ス の 糖 類 摂 取 基 準 を 定 め た

Scientific Advisory Committee on Nutrition(24)

は、野菜と果物に存在する糖類を区別する科

学的根拠はないとして、果汁と濃縮果汁だけ

でなく 100％野菜ジュースと濃縮野菜ジュース

由来の total sugars を free sugars に含めるよう

摂取基準策定の翌年に勧告しており、国民食

事栄養調査もこの勧告を踏襲した定義を用い

ている(25)。同様に added sugars についても、ア

メリカの食品成分表(26)では濃縮果汁由来の

total sugars のみが含まれるが、アメリカの食品

レベルの摂取基準(9)では濃縮果汁だけでなく

濃縮野菜ジュース由来の total sugars も added 
sugars に含まれている(27)。いずれにせよ食事

摂取基準においては、糖類の定義について他

国の状況を鑑みながら検討すると同時に、そ
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の定義を明確に示す必要がある。 
糖類の日本語表記についても検討が必要

である。食事摂取基準では free sugars の日本

語表記は「遊離糖類」になっているが、total 
sugars、added sugars も含めて糖類の日本語表

記はいまだ定まっていない。なお中国(14)及び

韓国(15)の食事摂取基準では total、added、free
に対して「総」、「添加」、「遊離」の漢字または

それに対応するハングルがそれぞれあてられ

ている。 
 
D-2-2. 指標の種類 

食事摂取基準では糖類の「目標量」を定め

るための研究の必要性が指摘されている。糖

類は欠乏症の危険性がある必須栄養素では

ないため、推定平均必要量や推奨量、目安量

としての設定は適当ではないと考えられる。諸

外国の糖類摂取基準においても、Maximal 
Intake Levelや AMDR のような目標量と同様

の指標や、明確な定義はないものの慢性疾患

を対象とした指標を設定している。このことも、

生活習慣病の発症予防を目的とした目標量を

定めることは妥当であると考えられる。 
 
D-2-3. 基準値 

糖類はエネルギー産生栄養素のため、ほと

んどの国・地域が総エネルギー摂取量に占め

る割合（％エネルギー）として基準値を設定し

ているが、フランスのように 1 日あたりの摂取量

（g/日）として基準値を設定することも可能であ

る。このため、どちらの単位（あるいは両方）を

使用するのかを検討する必要がある。そのうえ

で、基準値の数値については対象疾患との関

連と諸外国の糖類摂取基準の値をふまえて、

日本人の摂取実態を考慮して設定する必要が

ある。 
 WHO の糖類摂取基準(17)は、摂取量が基準

値よりも低い国においては摂取量を増加させ

るべきではないと勧告している。日本人の free 
sugars の平均摂取量（男性/女性）は、幼児（18

〜35ヵ月）で 6.1/6.9％エネルギー、小児（3〜6
歳）で 7.6/7.7％エネルギー、学童（8〜14歳）

で 5.8/6.0％エネルギー、成人（20〜69歳）で

6.1/7.4％エネルギーであった(28)。これら摂取

量は、WHO の conditional recommendation
（5%エネルギー未満）よりは高いが、strong 
recommendation（10%エネルギー未満）よりは

低い。このため、基準値を策定したことにより現

状よりも摂取量が増加しないよう注意が必要で

ある。 
 
D-2-4. 年齢区分 

食事摂取基準では全ての栄養素において

年齢区分が共通であるが、諸外国の食事摂取

基準では栄養素によって年齢区分が異なる。

糖類については、ほとんどの国・地域が総エネ

ルギー摂取量に占める割合（エネルギー%）と

して摂取量を設定していることもあり、小児と成

人のみの年齢区分で同じ基準値を設定するか、

小児と成人で年齢区分を分けていなかった。

このため、日本においても年齢区分別に異な

る基準値を設定する根拠は乏しいと考えられ

る。一方で、糖類摂取量と微量栄養素や食物

繊維の摂取量との関連が報告されていること

から、エネルギー摂取量が少ない小児や高齢

者においては、これらの必須栄養素の摂取量

が少なくなりすぎないよう注意する必要があ

る。 
 

D-2-5. 対象疾患 
日本人の食事摂取基準では目標量の設定

対象を高血圧、糖尿病、脂質異常症、慢性腎

疾患に限定している。一方で諸外国の糖類摂

取基準では、肥満や齲蝕、微量栄養素摂取と

の関連も対象疾患に含まれている。このため、

日本において糖類基準値を策定する際には、

対象疾患の範囲についても検討が必要である

と考えられる。 
 

D-3. 日本における基準値の活用上の課題 
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D-3-1. 食品成分表に起因する課題 
糖類基準値の活用上の一番の課題は、食

品成分表に策定の対象となる糖類の食品中

含有量が未収載のため、日本人を対象として

食事調査による糖類摂取状況のアセスメントが

不可能なことである。 
Total sugars については、食品成分表に食

品中含有量が収載されていないものの、その

定義から単糖類と二糖類の食品中含有量の

合計値として算出することが可能である。しか

し、2015 年版に比べて 2020 年版では炭水化

物成分表の収載食品は増えたものの、他の栄

養素に比べて各糖の含有量が未収載の食品

は多い。このため、total sugars 摂取量は重量

（g）と総エネルギー摂取量あたりの割合（%）の

どちらの方法で示したとしても過小評価の可能

性がある。各糖の食品中含有量が存在する場

合でも、分析値ではなく他国の成分表からの

借用値の場合は、食品中含有量の各国間の

差異を考慮していないことになる。さらに、分

析値が存在する場合でも、食品によっては含

有量の算出に使用する方法が利用可能炭水

化物と total sugars で異なる可能性がある。利

用可能炭水化物の食品中含有量は大きく分

けて単糖等量（質量計）と差引き法による値が

存在する（注：単糖等量は各糖の質量に換算

係数を乗じて単糖としての質量に換算した値

（の合計値）。質量計は各糖の質量の合計値

であり、単糖への換算係数を乗じない）。日本

食品標準成分表のエネルギー値の計算にお

いては、両方の方法による値が存在する場合

は単糖等量の値を参照しているが、Horwitz式
による評価基準が範囲外の食品については差

引き法による値を使用している(6)。炭水化物の

食品中含有量を計算する際にはエネルギー

値の計算に使用した値を使用することが推奨

されているが(29,30)、total sugars の食品中含有

量は差引き法では算出できない。このため、当

該食品については、利用可能炭水化物につ

いては差し引き法の値、total sugars について

は単糖等量の値（あるいは単糖等量を質量に

換算した値）を参照することになり、食品中含

有量の算出方法が異なる食品が出てきてしま

う。また糖類以外の成分値の更新も total 
sugars 摂取量の推定値（％エネルギー）に影

響を与える。食品成分表 2015 年版追補 2018
年(31)から食物繊維の分析方法がプロスキー変

法から AOAC.2011.25 法に更新されはじめた

ことにより、一部の食品において食物繊維の食

品中含有量が更新され、それに伴いエネルギ

ーの食品中含有量も更新された。この更新は

順次行われるため、改訂によって total sugars
の食品中含有量が変更されなくても、総エネ

ルギー摂取量に占める total sugars由来のエネ

ルギー摂取量の割合（％エネルギー）の推定

値はこの更新に伴って見かけ上変化する状態

が続くことが予測される。 
Added sugars及び free sugars については、

食事摂取基準と同様に摂取源に関する課題

があることから、収載の可否をまず検討する必

要がある。前述の通り、total sugars は食品中に

含まれる糖類の合計量であるが、added sugars
及び free sugars は糖類の中でも食品加工又は

調理中に加えられる糖類と定義される。このた

め、ある果物（生果）100 g あたりの糖類含有量

（＝単糖類及び二糖類の含有量の合計値）が

10 g であった場合、その果物の total sugars含
有量は 100 g あたり 10 g となる。その一方で、

この糖類は加工や調理中に加えられたもので

はなく該当の果物にもともと存在するもののた

め、該当の果物の added sugars及び free 
sugars の含有量は 100 g あたり 0 g となる。一方

で、果物とグラニュー糖で作ったジャムを例に

挙げると、その total sugars含有量は当該のジ

ャムの糖類含有量と等しくなるが、added sugars
及び free sugars の含有量はジャムの製造過程

で添加されたグラニュー糖由来の糖類の重量

となり、total sugars含有量よりも少ない値となる。

このように同じ食品内に含まれる糖類という同

じ栄養素について、由来する食品（該当食品
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そのものあるいは原材料）を考慮して含有量を

示すことになるが、同様の扱いをしている栄養

素は存在しないことから、収載の可否を検討

する必要があると考える。収載する場合も、

added sugars及び free sugars は通常天然に存

在する糖類と化学的に区別することが不可能

である。このため、上記の通り該当食品の原材

料組成と原材料中の total sugars の含有量をも

とに、added sugars と free sugars の食品中含有

量を推定する方法論(32)が必要となる。しかし、

対象となる収載食品について原材料組成の情

報が入手できない可能性や、対象食品のリニ

ューアルにより得られた情報が実際の原材料

組成を反映しない可能性がある。また added 
sugars及び free sugars の食品中含有量を推定

する過程において、仮定（例：特定の原材料や

糖類の割合に対する仮定）及び主観的な判断

（例：類似食品からの借用値を使用する場合）

を行う必要があり(32)、それによる誤差が発生す

る可能性がある。加えて total sugars の食品中

含有量を参照することから、前述の total sugars
に関する課題も考慮する必要がある。 
 
D-3-2. 食事摂取状況のアセスメントにおける

課題 
他の栄養素同様、糖類の摂取状況のアセス

メントにおいても測定誤差が存在する。特に糖

類の摂取源となる食品に着目すると、健康的

ではないとみなされる摂取源（加糖飲料、菓子

類など）は意図的な過小申告の可能性がある

一方で、健康的とみなされる摂取源（野菜や

果物など）は過大申告の可能性がある。加え

て、食事と食事の間に摂取される食品（菓子類

など）や飲料、食卓で使用される砂糖やシロッ

プ、調味料は過小申告されやすい。これにより、

特定の摂取源由来の糖類の種類と摂取量の

推定値の両方に申告誤差が生じる可能性が

ある。その結果、added sugarsや free sugars に

ついては過小評価の可能性が高いこと(16)、一

方で total sugars については相反する方向の

申告誤差が存在することから誤差の方向（過

大・過小）やその大きさを予測することは困難

であること(16)、に留意が必要である。 
 
E. 結論 

本稿では諸外国の糖類摂取基準の概要に

関する情報収集を行い、その内容と日本の現

状を鑑みて、日本における糖類基準値の策定

上・活用上の課題を整理した。調査対象とした

12の国・地域のうち9つの国・地域が糖類摂取

基準を策定しており、そのほとんどが食品加

工・調理中に添加された added sugars又は free 
sugars を対象として、小児と成人に対して摂取

量を総エネルギー摂取量の 10%未満又は 5％

未満にするよう推奨していた。糖類摂取基準

の対象疾患としては齲蝕、肥満、糖尿病、脂

質異常症、メタボリックシンドローム、がんのよう

な慢性疾患のほか、必須栄養素の摂取量との

関連が挙げられていた。摂取量の代表値につ

いては、主に対象国・地域の全国調査から得

られた値を提示していたが、その統計量や単

位は様々であった。糖類基準値の策定と活用

に際しては、糖類の定義、基準値の設定、対

象疾患の選定、摂取実態のアセスメント等に

ついて、糖類特有の課題や日本独自の課題

が存在することが明らかになった。食事摂取基

準（2025 年版）においてはこれらの課題をふま

えて糖類基準値の策定を検討する必要がある

と考えられる。 
 
F. 健康危険情報 

なし 
 

G. 研究発表 
１. 論文発表 
  なし 
２. 学会発表 
  なし 
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表 1 諸外国の糖類摂取基準 
国・地域 策定年 糖類 指標 基準値 年齢区分 対象疾患 
アメリカ・カナ
ダ 

2005 Added sugars(8) Maximal Intake Level 25%E以下 小児と成人 必須微量栄養素摂取量の確保 

 2020 Added sugars (9) ― 10%E 未満 2歳以上 健康的な食事パターンで許容される
摂取量 

イギリス(10) 2015 Free sugars Average Population 
Intake 

5%E 未満 2歳以上 エネルギー摂取量の減少、齲蝕リス
クの低減 

フランス(11) 2016 Total sugars a Recommendation 100 g/日未満 成人 体重増加、血中脂質・尿酸値の上
昇、2 型糖尿病・特定のがんのリスク
との関連 

ドイツ(12) 2019 Free sugars ― 10%E 未満 ― WHO の糖類摂取基準 
北欧諸国(13) 2012 Added sugars Recommended intake 10%E 未満 6 ヵ月以上 食物繊維と微量栄養素の摂取量の

確保 
中国(14) 2013 Added sugars AMDR 10%E 未満 

50 g/日未満 
4歳以上 ― 

韓国(15) 2020 Total sugars Recommended value 10～20%E ― 微量栄養素の摂取量やメタボリックシ
ンドロームとの関連、total sugars の摂
取実態 

  Added sugars Recommended value 10%E 未満 ― WHO の糖類摂取基準 
EU(16) 2022 Added and 

free sugars 
― 可能な限り少な

く 
1歳以上 栄養的に適切な食事 

WHO(17) 2015 Free sugars Strong 
Recommendation 

10%E 未満 小児と成人 肥満、齲蝕 

   Conditional 
Recommendation 

5%E 未満 小児と成人 肥満、齲蝕 

a 乳糖とガラクトースを除く。 
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表 2 アメリカの糖類摂取量(9) 

年齢区分 

Added sugars 
平均値 (kcal/日) 10%E以上(%) 
男性 女性 男性 女性 

12～23 ヵ月 a 104 ― ― 
2～4歳 b 173 158 61 57 
5～8歳 b 266 236 80 77 
9～13歳 b 322 264 79 78 
14～18歳 b 347 277 72 76 
19～30歳 b 313 271 62 66 
31～59歳 b 348 233 59 63 
60歳以上 b 247 213 54 58 
妊婦 c ― 288 ― 70 
授乳婦 c ― 248 ― 51 
a 平均値：National Health and Nutrition Examination Survey (NHANES) 2007-2016 の調査 1 日目
の重み付き食事摂取データ 
b 平均値：NHANES 2015-2016 の調査 1 日目の重み付き食事摂取データ。10%E以上の対象者の
割合(%)：NHANES 2013-2016 の 2 日間の重み付き食事摂取データ 
c 平均値：NHANES 2013-2016 の 20～44歳の女性における調査 1 日目の重み付き食事摂取デー
タ。10%E以上の対象者の割合(%)：NHANES 2013-2016 の 2 日間の重み付き食事摂取データ。 
 
 
表 3. イギリスの糖類摂取量(10) 

年齢区分 
Non-milk extrinsic sugars (g/日) a,b 

人数 平均値 中央値 標準偏差 2.5%値 97.5%値 
男性       
4～10歳 665 63.0 58.5 29.2 19.5 128.6 
11～18歳 744 84.0 77.9 42.5 18.4 189.3 
19～64歳 1,126 68.4 62.2 41.8 10.8 169.1 
65歳以上 317 58.5 53.1 40.3 8.5 141.7 
女性       
4～10歳 612 58.5 54.8 25.2 18.5 114.1 
11～18歳 753 63.9 59.3 33.9 11.4 142.1 
19～64歳 1,571 49.2 41.6 35.0 5.9 130.9 
65歳以上 436 46.2 39.8 25.5 7.5 117.4 

a 牛乳及び乳製品に含まれる乳糖を除く、食品の細胞外に存在する糖類。その定義にはシロップ
で煮た果物、ドライフルーツ、缶詰の果物に含まれる糖類の 50%が含まれるため、free sugars よりも
食品中含有量の値が多くなる。 
b National Diet and Nutrition Survey 2008/09–2011/12 の重み付けなしデータ。 
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表 4. フランスの糖類摂取量(11) 

年齢区分 
Total sugars (g/日) a,b 

人数 平均値 標準偏差 5%値 95%値 100 g/日以上(%, 95%CI) 
シナリオ 1 c       
男性       
3～10歳 278 81.6 32.3 40.9 125.4 22.2 (17.1-27.4) 
11～14歳 211 89.4 26.6 46.3 142.0 34.9 (28.2-41.5) 
15～17歳 199 88.0 39.1 33.4 159.1 36.9 (28.1-45.7) 
18～34歳 273 87.5 51.7 26.3 173.5 33.3 (27.9-38.7) 
34～54歳 455 78.5 37.5 28.7 151.4 23.1 (18.7-27.4) 
55～79歳 359 75.0 39.2 26.7 139.5 21.8 (17.1-26.5) 
女性       
3～10歳 296 74.2 26.4 36.9 114.8 15.8 (11.0-20.6) 
11～14歳 245 75.4 27.6 24.1 126.8 19.0 (12.4-25.7) 
15～17歳 226 73.6 29.7 31.3 131.1 13.6 (9.5-17.8) 
18～34歳 416 71.7 31.7 28.3 120.8 13.6 (9.8-17.4) 
34～54歳 682 70.2 28.3 27.0 123.3 15.8 (12.7-18.9) 
55～79歳 439 68.2 27.9 23.5 124.8 12.3 (9.0-15.7) 
シナリオ 2 d       
男性       
3～10歳 278 80.9 32.0 40.4 124.8 21.1 (16.1-26.0) 
11～14歳 211 88.4 26.4 45.8 140.8 34.4 (28.0-40.8) 
15～17歳 199 87.0 38.8 32.0 158.5 36.3 (27.6-45.0) 
18～34歳 273 86.4 51.3 25.5 172.2 33.0 (27.7-38.4) 
34～54歳 455 77.2 37.3 27.5 149.9 22.7 (18.4-27.0) 
55～79歳 359 73.6 39.0 25.8 138.2 20.3 (15.6-25.0) 
女性       
3～10歳 296 73.5 26.1 36.4 113.2 15.0 (10.2-19.8) 
11～14歳 245 74.6 27.4 23.7 125.6 17.8 (11.2-24.4) 
15～17歳 226 72.8 29.4 30.7 130.3 12.7 (8.8-16.6) 
18～34歳 416 70.8 31.5 27.5 118.5 13.5 (9.7-17.3) 
34～54歳 682 69.3 28.2 26.7 122.0 15.8 (12.7-18.9) 
55～79歳 439 67.3 27.7 22.6 123.7 12.3 (9.0-15.7) 

a 乳糖を除く。 
b Second French Individual Survey on Food Consumption 2006-07. 
c 乳糖の食品中含有量の平均値が低いと仮定。 
d 乳糖の食品中含有量の平均値が高いと仮定。 
 
 
表 5. ドイツの糖類摂取量(12) 

年齢区分 

Free sugars 
平均値 (%E/日) 
男性 女性 

小児 a   
3～5歳 16.3 16.9 
6～10歳 17.5 17.0 
11～14歳 16.7 16.9 
15～18歳 15.2 15.8 
成人 b   
15～80歳 13.9 13.0 
15～18歳 17.8 17.4 
19～24歳 18.5 16.2 

a Dortmund Nutritional and Anthropometric Longitudinally Designed Study. 
b German National Nutrition Survey II 2005-2007. 25歳以降の年齢区分別摂取量は記載なし 
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表 6. 北欧諸国の糖類摂取量(16) 

年齢区分 

Added sugars 
デンマーク フィンランド スウェーデン 

 平均値 95%値  平均値 95%値  平均値 95%値 
人数 g/日 %E g/日 %E 人数 g/日 %E g/日 %E 人数 g/日 %E g/日 %E 

男性                
4～12 ヵ月未満 424 a 7 3 21 9 247 c 11 11 25 32 ― ― ― ― ― 
12～36 ヵ月未満 449 a 22 7 46 15 245 c 18 8 36 17 ― ― ― ― ― 
3～10歳未満 165 b 65 18 139 29 381 c 35 10 68 17 744 f 64 14 120 24 
10～14歳未満 103 b 72 18 169 34 91 d 50 10 114 20 518 f 62 13 137 23 
14～18歳未満 59 b 77 18 ― ― 45 d 50 10 ― ― ― ― ― ― ― 
18～65歳未満 777 b 59 13 133 27 585 e 42 7 116 18 623 g 42 7 102 16 
65歳以上 155 b 48 11 131 27 210 e 32 6 85 15 169 g 38 7 92 14 
女性                
4～12 ヵ月未満 402 a 5 2 16 7 253 c 10 10 26 28 ― ― ― ― ― 
12～36 ヵ月未満 468 a 20 7 41 13 255 c 16 8 33 16 ― ― ― ― ― 
3～10歳未満 133 b 56 18 100 28 369 c 31 9 58 16 729 f 58 14 106 24 
10～14歳未満 130 b 66 20 126 33 107 d 37 9 97 22 500 f 59 14 126 25 
14～18歳未満 85 b 59 18 115 31 63 d 38 9 82 17 ― ― ― ― ― 
18～65歳未満 962 b 51 15 114 33 710 e 36 8 87 19 807 g 37 8 89 17 
65歳以上 131 b 43 13 95 26 203 26 7 64 16 198 g 32 7 72 17 

a Danish National Dietary survey among infants and young children 2006-2007. 
b Danish National Dietary survey 2005-2008. 
c Diabetes Prediction and Prevention Nutrition Study 2001-2009. 
d Nutrition and wellbeing of secondary school pupils 2007-2008. 
e National FINDIET 2012 Survey. 
f National Food Administration 2003. 
g Swedish National Dietary Survey - Riksmaten adults 2010-11. 
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表 7. EU の糖類摂取量 (16) 

年齢区分  

Total sugars Free sugars Added sugars 
平均値  a 95%値  ab 平均値  a 95%値  ab 平均値  a 95%値  ab 
最小  最大  最小  最大  最小  最大  最小  最大  最小  最大  最小  最大  

男性  (g/日 )             
4～12 ヵ月未満  43 81 81 132 2 19 9 41 1 14 8 35 
12～36 ヵ月未満  62 105 96 154 14 68 37 105 10 45 27 92 
3～10 歳未満  67 134 101 220 31 86 62 156 23 74 46 139 
10～14 歳未満  67 142 130 258 27 104 85 178 22 92 72 178 
14～18 歳未満  78 148 146 284 36 109 95 252 30 96 77 174 
18～65 歳未満  68 131 132 270 29 86 72 219 24 67 70 163 
65 歳以上  59 117 105 206 17 63 51 142 11 51 43 131 
女性  (g/日 )             

4～12 ヵ月未満  39 87 78 103 1 18 5 44 1 14 4 35 
12～36 ヵ月未満  58 100 93 141 11 54 31 104 8 39 21 89 
3～10 歳未満  61 116 97 179 29 79 61 135 22 67 49 120 
10～14 歳未満  69 126 107 214 31 89 74 156 25 77 59 145 
14～18 歳未満  56 118 96 210 25 78 65 177 21 68 58 145 
18～65 歳未満  59 119 101 215 24 67 61 166 19 51 50 125 
65 歳以上  54 109 96 185 17 53 52 122 13 43 43 95 
妊婦  71 97 117 163 32 50 76 113 25 44 66 92 
授乳婦  95 112 144 190 50 52 90 118 27 43 60 98 
男性  (%E)             

4～12 ヵ月未満  24 44 35 74 1 11 5 32 1 11 4 32 
12～36 ヵ月未満  21 33 30 51 4 18 12 40 3 13 8 31 
3～10 歳未満  15 36 24 48 7 21 14 34 5 18 11 29 
10～14 歳未満  15 34 26 52 8 21 15 37 5 18 11 34 
14～18 歳未満  13 34 23 43 8 21 16 37 6 18 13 28 
18～65 歳未満  12 29 21 46 5 15 13 32 5 13 12 27 
65 歳以上  13 28 24 44 4 14 10 28 3 11 9 27 
女性  (%E)             

4～12 ヵ月未満  24 44 37 95 1 10 3 29 0 10 2 28 
12～36 ヵ月未満  19 32 31 46 3 17 9 33 2 13 7 27 
3～10 歳未満  17 37 22 50 9 21 14 34 6 18 12 28 
10～14 歳未満  15 38 22 55 8 23 15 37 6 20 12 33 
14～18 歳未満  15 37 23 56 8 22 15 39 6 18 13 31 
18～65 歳未満  14 35 24 56 6 18 13 37 4 15 12 33 
65 歳以上  14 34 25 49 4 16 11 28 3 13 8 26 
妊婦  14 21 23 32 6 10 14 22 5 9 10 20 
授乳婦  19 23 30 34 10 10 19 21 6 8 11 18 

a 欧州の調査における各年齢区分の最小及び最大平均値と 95%値。  

b 対象者が 60 人未満の年齢区分は 95%値の算出に使用されなかった。 

 

43



 

 
 

令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 報告書 
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【研究要旨】 

本稿では、糖類摂取量と健康アウトカムの関連を検討した最近 5 年間のレビュー論文を収集し、

取り上げられている健康アウトカムの種類とその頻度、レビューの結果として述べられている関連の

方向性についてまとめることを目的とした。初めに、曝露としての“糖類”の種類について検討し

た。食事から摂取した糖類摂取量全体（総糖類）を曝露としている論文は少なく、多くの論文では

摂取源を限定した遊離糖類もしくは添加糖類を曝露としていた。果糖の健康影響を検討している

論文も多かった。記述されていた健康アウトカムは①インスリン抵抗性・耐糖能異常・2 型糖尿病、

②過体重・肥満、③非アルコール性脂肪性肝疾患の順に多く、これらの疾患については、ほとんど

すべての報告で糖類摂取量増加によるリスク上昇が認められると報告されていた。これらの疾患の

予防を目的として日本人の食事摂取基準で目標量策定を検討する余地はあるが、日本人集団に

おける糖類摂取量は他国に比して少なく、諸外国とは関連が異なる可能性がある。食品中糖類含

有量のデータを整備し、諸外国と同様に曝露評価を実施できるようにした上で、日本人における糖

類摂取量の健康影響についてエビデンスを蓄積する必要があると考えられる。 

 

A. 背景と目的 

糖類摂取量が健康に何らかの影響を及ぼ

すという報告は数多くあり、そこで取り上げられ

ている健康影響の種類は様々である。よって、

過剰な糖類摂取を防止するために摂取量に

基準値を設けている国や組織は複数存在する

が、どのような疾患あるいは状態を予防するた

めに基準を設けているのか、その目標は国・組

織により異なっている。例えば、WHOは小児と

成人において遊離糖類からのエネルギー摂取

割合を総エネルギー摂取量の 10%未満にする

よう推奨しており（1）、これは肥満および齲蝕

の予防を目的としている。アメリカ・カナダ（2，

3）および北欧諸国（4）の食事摂取基準では糖

類以外の栄養素が十分に摂取できるかどうか、

健康的な食事パターンが維持できるかどうか、

といった点から添加糖類からのエネルギー摂

取割合を総エネルギー摂取量の 10%未満にす

るよう推奨している。 

 日本では、糖類摂取量について指標値は定

められていない。今後、これを検討するにあた

り、指標値策定の根拠となる“予防したい疾患

（あるいは健康状態）”を定める必要がある。 

 そこで本稿では、糖類摂取量と健康アウトカ

ムの関連を検討した最近のレビュー論文を収

集し、取り上げられている健康アウトカムの種

類とその頻度、レビューの結果として述べられ

ている関連の方向性についてまとめることを目
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的とした。 

 

B. 方法 

糖類摂取量と健康アウトカムの関連を検討

した日本語あるいは英語の systematic review, 

meta-analysis, reviewを、2022 年 9 月 6日に

PubMedを用いて検索した。「糖類」には定義

を設けず、総摂取量、摂取源別の糖類摂取量

（添加糖類、遊離糖類など。添加糖類は食品

の調理・加工中に添加された糖類・シロップ、

遊離糖類は添加糖類に果汁由来の糖類を加

えたものを指す。）、分子構造別の糖類摂取量

（単糖類、二糖類、あるいはショ糖、ブドウ糖、

果糖など）に関わらず全て収集した。また、糖

類摂取量と同じ意味合いで加糖飲料摂取量を

曝露として扱っている論文が多く、今回は収集

の対象とした。「健康アウトカム」にも制限は設

けず、広く情報を収集した。なお、最近 5 年間

の論文を収集し、新しく検討されている疾患に

ついて情報を収集しやすいようにした。検索式

は以下のとおりである。 

 

【Systematic reviewおよびMeta-analysis】 

(("dietary carbohydrates/adverse 

effects"[MeSH Terms:noexp] OR "dietary 

sugars/adverse effects"[MeSH Terms] OR 

("added sugars"[Title/Abstract] OR "added 

sugar"[Title/Abstract]) OR ("free 

sugars"[Title/Abstract] OR "free 

sugar"[Title/Abstract]) OR ("non-milk 

extrinsic sugar"[Title/Abstract] OR "non-milk 

extrinsic sugars"[Title/Abstract]) OR 

("sucrose/adverse effects"[MeSH Terms] OR 

"sucrose"[Title/Abstract] OR 

"sucroses"[Title/Abstract] OR 

"saccharose"[Title/Abstract])) AND 

((("health"[MeSH Terms] OR "health"[All 

Fields] OR "health s"[All Fields] OR 

"healthful"[All Fields] OR "healthfulness"[All 

Fields] OR "healths"[All Fields]) AND 

("outcome"[All Fields] OR "outcomes"[All 

Fields])) OR ("adverse effects"[MeSH 

Subheading] OR ("adverse"[All Fields] AND 

"effects"[All Fields]) OR "adverse effects"[All 

Fields]) OR (("health"[MeSH Terms] OR 

"health"[All Fields] OR "health s"[All Fields] 

OR "healthful"[All Fields] OR 

"healthfulness"[All Fields] OR "healths"[All 

Fields]) AND ("effect"[All Fields] OR 

"effecting"[All Fields] OR "effective"[All 

Fields] OR "effectively"[All Fields] OR 

"effectiveness"[All Fields] OR 

"effectivenesses"[All Fields] OR 

"effectives"[All Fields] OR "effectivities"[All 

Fields] OR "effectivity"[All Fields] OR 

"effects"[All Fields])) OR ("disease"[MeSH 

Terms] OR "disease"[All Fields] OR 

"diseases"[All Fields] OR "disease s"[All 

Fields] OR "diseased"[All Fields]))) AND 

((y_5[Filter]) AND (review[Filter]) AND 

(humans[Filter]) AND (english[Filter] OR 

japanese[Filter])) 

 

【Review（主に narrative review）】 

(("dietary carbohydrates/adverse 

effects"[MeSH Terms:noexp] OR "dietary 

sugars/adverse effects"[MeSH Terms] OR 

("added sugars"[Title/Abstract] OR "added 

sugar"[Title/Abstract]) OR ("free 

sugars"[Title/Abstract] OR "free 

sugar"[Title/Abstract]) OR ("non-milk 

extrinsic sugar"[Title/Abstract] OR "non-milk 

extrinsic sugars"[Title/Abstract]) OR 

("sucrose/adverse effects"[MeSH Terms] OR 

"sucrose"[Title/Abstract] OR 

"sucroses"[Title/Abstract] OR 

"saccharose"[Title/Abstract])) AND 

((("health"[MeSH Terms] OR "health"[All 

Fields] OR "health s"[All Fields] OR 

"healthful"[All Fields] OR "healthfulness"[All 
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Fields] OR "healths"[All Fields]) AND 

("outcome"[All Fields] OR "outcomes"[All 

Fields])) OR ("adverse effects"[MeSH 

Subheading] OR ("adverse"[All Fields] AND 

"effects"[All Fields]) OR "adverse effects"[All 

Fields]) OR (("health"[MeSH Terms] OR 

"health"[All Fields] OR "health s"[All Fields] 

OR "healthful"[All Fields] OR 

"healthfulness"[All Fields] OR "healths"[All 

Fields]) AND ("effect"[All Fields] OR 

"effecting"[All Fields] OR "effective"[All 

Fields] OR "effectively"[All Fields] OR 

"effectiveness"[All Fields] OR 

"effectivenesses"[All Fields] OR 

"effectives"[All Fields] OR "effectivities"[All 

Fields] OR "effectivity"[All Fields] OR 

"effects"[All Fields])) OR ("disease"[MeSH 

Terms] OR "disease"[All Fields] OR 

"diseases"[All Fields] OR "disease s"[All 

Fields] OR "diseased"[All Fields]))) AND 

((y_5[Filter]) AND (meta-analysis[Filter] OR 

systematicreview[Filter]) AND 

(humans[Filter]) AND (english[Filter] OR 

japanese[Filter])) 

 

C. 結果 

C-1. Systematic reviewおよびMeta-analysis 

文献抽出の流れは図 1に示す。93 編の論

文がヒットした。題名と抄録を確認し、以下に当

てはまる論文は除外した。 

●除外条件 

①人間対象ではない。 

②遺伝子や生体内分子を対象にしているなど、

明らかな健康アウトカムを扱っていないか、疫

学研究ではない。 

③人工甘味料に関する研究。 

④疾患の治療に関する研究。 

⑤栄養素としての糖類摂取量を扱っていない

（炭水化物全体の摂取量を扱っているなど）。 

⑥摂取量と健康影響の関連ではなく、食行動

や政策などの面を扱った研究。 

さらに本文を精読し、最終的に 29 編（5‐33）の

内容をまとめることとした。 

 

C-2. Review（主に narrative review） 

 文献抽出の流れは図 1に示す。274 編の論

文がヒットした。Systematic reviewおよび

Meta-analysisの検索の際に抽出された論文と

重複する論文は除外した。さらに題名と抄録を

確認し、前出の除外条件に当てはまる論文は

除外した。その後本文を精読し、最終的に 52

編（34-85）の内容をまとめることとした。 

 

C-3. 抽出論文のまとめ 

 まず、計 81 篇の論文で扱われている「糖類

摂取量」の種類について検討し、表 1にまとめ

た。いずれもレビュー論文あるいはメタアナリシ

スであり、1つの論文で複数の「糖類摂取量」

を扱っている場合が多かったが、複数の種類

の「糖類摂取量」を扱っている論文は扱ってい

る糖類のすべてをカウントした。包括的に

sugarの語が使用されていても、その内訳（遊

離糖類、果糖など）について扱った研究につ

いては内訳の方のみカウントした。 

 摂取源を考慮した分類では、添加糖類を扱

った論文が 22編、遊離糖類を扱った論文は

13 編であり、総糖類を扱った論文は 3 編のみ

であった。糖類の分子構造別の分類では、果

糖・異性化糖を扱った論文が 26 編、ショ糖を

扱った論文が 19 編と多かった。加糖飲料を扱

った論文も 26 編と多く、また炭水化物の質

（refined carbohydrate、または glycemic index/ 

load）を扱った論文も 11 編と比較的多くみられ

た。 

 次に、各論文で扱われていた健康アウトカム

の種類について検討した。やはり、いずれもレ

ビュー論文あるいはメタアナリシスであったた

め、1つの論文で複数の健康アウトカムを扱っ

ている論文が多く、その場合はすべてをカウン

トし、まとめた（表 2）。多様な健康アウトカムが
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抽出されたため、疾患は ICD-10（疾病及び関

連保険問題の国際統計分類第 10版）に準じ

て分類した。 

 単独の疾患（病態）で最も多くの論文で扱わ

れていたのはインスリン抵抗性・耐糖能異常・2

型糖尿病であり、22編の論文で触れられてい

た。次が体重増加・肥満の21編、さらに非アル

コール性脂肪性肝疾患の 20編と続いた。ほか、

循環器系疾患、歯科疾患（齲歯）を扱った論

文が多かった。 

 

D. 考察 

D-1. 曝露としての「糖類」について 

 摂取源や分子構造を考慮せず包括的に糖

類、あるいは総糖類の健康影響を検討してい

る論文は少数であった。日本食品標準成分表

には分子構造別（ブドウ糖、果糖など）の糖類

の食品中含有量は掲載されているが、摂取源

別（遊離糖類、添加糖類）の含有量は掲載が

ない。今回検討した 81 篇の論文のうち、日本

から発表されていたのは 1篇のみ（77）である。

この研究は“添加糖類摂取量”と齲歯との関連

についての生態学的研究であるが、添加糖類

摂取量データの元は国民健康・栄養調査であ

り、国民健康・栄養調査における“砂糖・甘味

料類”の摂取量が添加糖類として掲載されて

いるものと考えられる。調理・加工時に添加さ

れた糖類摂取量も考慮する必要があるだろう。

今後、日本においても諸外国と比較可能な形

で糖類の健康影響を検討してゆくのであれば、

遊離糖類や添加糖類の摂取量が推定できるよ

うに日本食品標準成分表の整備を行う必要が

ある。 

 また、ブドウ糖と果糖は代謝が異なり、そのた

めに健康影響が異なることを述べた論文が複

数認められた（7, 18, 25, 60, 70）。特に非アル

コール性脂肪性肝疾患では、ブドウ糖ではな

く果糖の過剰摂取の影響によるリスク増加につ

いて述べた論文があり（60）、元より果糖と非ア

ルコール性脂肪性肝疾患の関連に焦点を絞

った論文（44，53，72，85）も多かった。 

 より広い視野から、炭水化物の質を表す 1つ

の指標として refined carbohydrate摂取量や

glycemic index, glycemic loadを曝露として取り

あげている論文も複数認められた（5，23，28，

33，42，54）。炭水化物に関しても、糖質から

食物繊維までという分子の多様性を考えると、

たんぱく質（植物性 vs動物性）や脂質（飽和脂

肪酸 vs不飽和脂肪酸）と同様、総体としての

摂取量のみならず“質”を検討する必要がある

と言えるだろう。 

 さらに、食品からの糖類と飲料からの糖類の

健康影響が異なるとする論文（38）もあり、理由

として加糖飲料はそのエネルギー含有量に比

して満足感が少ないことが挙げられている。食

品摂取量は食事摂取基準の守備範囲外とな

るが、実生活における食事を考える際には重

要な情報であり、日本においても検討の余地

はあるものと考えられる。 

 

D-2. 糖類の健康影響の評価：健康アウトカム

の種類と関連の確からしさ 

 糖類摂取によって引き起こされる健康アウト

カムとしては様々なものが取り上げられていた。

今回精読した 81論文中、最も多くの論文で取

り上げられていたインスリン抵抗性・耐糖能異

常・2 型糖尿病については、ほぼすべての論

文で糖類摂取量が多いことによってリスクが上

昇するとの記述が認められた。ただし、このリス

クの上昇について、糖類そのものの影響による

ものではなく、糖類摂取量が増えることに伴っ

てエネルギー摂取量が増えることによるもので

あるとする論文もあった（57，59）。 

 過体重・肥満についても同様で、大部分の

論文において糖類摂取量が多いこととリスク上

昇の関連が報告されていた。肥満については

加糖飲料摂取量との関連を見た論文、さらに

小児について検討した論文が多かった（22，

38，49，56，65，73，78）。前述したように、糖類

摂取量の影響なのかエネルギー摂取量の影
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響なのかには注意が必要であるが（57，59）、

過剰な糖類摂取を抑制することでその分のエ

ネルギー摂取量が減少し、過体重・肥満が解

消されるのであれば、実際的には意味のある

ことと考えられる。 

 他に報告の多かった疾患として、非アルコー

ル性脂肪性肝疾患が挙げられる。この疾患に

ついても、ほぼすべての報告で糖類摂取量が

多くなるとリスクが上がるとされていた。糖類の

中でも特に果糖摂取量との関連が指摘されて

おり、果糖にはその分子に特有の肝臓への脂

質集積促進作用があることが示唆されている

（60）。 

 内科的疾患とはタイプが違い、かつ報告の

多い健康アウトカムとして齲歯がある。齲歯に

ついても、糖類摂取量との関連はすべての報

告で肯定されており、考慮する必要のある健

康アウトカムと考えられる。 

 他の健康アウトカムについては、糖類摂取量

との関連を肯定する報告も否定する報告もあ

る場合が多い。がんや神経系疾患、消化管疾

患などについては、現段階では糖類摂取量と

の関連があるとするのは困難である。心血管

疾患・脳血管疾患についても、肥満や 2 型糖

尿病との関連から糖類摂取量の影響が疑われ

るが、一部について否定的な論調であったり 

エビデンス不足を指摘していたりといった論文

もあり（25，30）、さらなる検討が必要と考えられ

る。 

 

D-3. 健康アウトカム選択に関する考え方 

 糖類摂取量との関連の検討されている健康

アウトカムのうち、報告数および関連の確実性

の観点からは、インスリン抵抗性・耐糖能異常・

2 型糖尿病もしくは過体重・肥満の予防を目指

して目標量を検討するのが妥当と言えよう。 

非アルコール性脂肪性肝疾患、齲歯も目標

量を検討する際の指標となりえる。これまで述

べてきたように、これら 2 疾患の方が、2 型糖尿

病や肥満に対する糖類の影響よりもむしろ糖

類に特異的な健康影響である（すなわち、エ

ネルギー摂取量の増加を介したものではな

い）可能性も指摘されている。非アルコール性

脂肪性肝疾患については診断に画像検査が

必要となる（すなわち、手間がかかる）こと、肥

満や2型糖尿病との関連の非常に強い病態で

あることは考慮する必要がある。齲歯は他の内

科疾患とは異なる病態であり、WHOは齲歯予

防を目標の一つとして指標値を定めている（1）。

日本においても、考慮する余地のある健康ア

ウトカムと言えよう。 

 日本人を対象とした、糖類摂取量の健康影

響、特に総糖類ではなく遊離糖類、添加糖類

を曝露とした健康影響の検討は少ない。現段

階で糖類摂取量に目標量などを定めるにして

も、大部分は諸外国から報告されている研究

結果に基づく必要がある。一方で、日本人の

糖類摂取量は少なく、成人男性の遊離糖類摂

取量平均値は 6.1%エネルギー、成人女性で

7.4%エネルギーとする報告がある（86）。また、

このような糖類摂取量の少ない日本人集団に

おいては、BMI（87，88）やHbA1c（87）と遊離

糖類摂取量の関連は認められないとする報告

もある。齲歯については、日本人小児につい

て遊離糖類摂取量との関連を調べた報告があ

る。遊離糖類摂取量が 5％エネルギー未満の

範囲では摂取量が増加しても齲歯のリスク上

昇は見られないとしている（89）。さらに、日本

人集団において総糖類摂取量（全分子及び

果糖）と結腸直腸がんリスクの関連を見た報告

があり、女性の直腸がんを除き、明確な関連は

指摘できなかったとしている（90）。これらの報

告からは、仮に遊離糖類摂取量に対し目標量

を定める場合、日本人集団においては 10%エ

ネルギー未満とすると現在の実摂取量に比し

てむしろ高い可能性があり、一方で 5％エネル

ギー未満とすることには齲歯予防の観点から

は意味がある可能性があると言えよう。このよう

に、糖類摂取量に何らかの指標値を定めるこ

とを検討する場合は、そもそも糖類摂取量が
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少ないという日本人集団の特性を考慮する必

要があるだろう。 

 なお、本稿では健康アウトカムに限って文献

検索を行ったため、糖類摂取量増加に伴うビ

タミン類・ミネラル類の摂取量減少や食事の質

の低下といった現象（nutrient dilution と呼ば

れる）については扱っていない。一方で、日本

人においてもこの現象が観察されるという報告

はあり（91）、食事の質の観点から糖類摂取量

の適切性について考えられる可能性もあるだ

ろう。 

 

E. 結論 

 最近 5 年間に出版された糖類摂取量と健康

アウトカムの関連を見たシステマティックレビュ

ー、メタアナリシス、その他のレビュー論文にお

いて、記述されていた健康アウトカムは①イン

スリン抵抗性・耐糖能異常・2 型糖尿病、②過

体重・肥満、③非アルコール性脂肪性肝疾患

の順に多かった。これらの予防を目的として目

標量策定を検討する余地はあるが、日本人集

団における糖類摂取量は少なく、食品中糖類

含有量のデータを整備したうえで、日本人に

おけるエビデンスを蓄積する必要があると考え

られる。 
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図１ 文献選択の流れ 

 

 

表 1  論文中で扱われていた「糖類」の種類 

分類法 「糖類」の種類 扱っていた 
論⽂数（編） 引⽤⽂献番号 

摂取源 

総糖類 (total sugar) 3 25,26,29 

遊離糖類 (free sugar) 13 16,29,32,38,39,51,59,64,68,69,73,74,81 
添加糖類 
 (added sugar) 21 11,25,29,30,36,40,49,52,53,56,60,62,66,67, 

72,75,77,78,80,84,85 

分⼦構造 

果糖、異性化糖 26 7,9,10,13,19,20,25,26,34,37,41,44,53,54,57, 
58,59,60,63,70,72,74,75,79,81,85 

ブドウ糖 8 7,10,12,13,14,19,57,80 

ショ糖 19 7,10,12,13,14,18,19,26,27,33,45,48,50,54,57, 
64,76,79,80 

単糖類 1 55 

⼆糖類 1 55 

炭⽔化物の
質 

refined carbohydrate 4 5,39,42,54 
炭⽔化物の質 
（glycemic index, 
glycemic load） 

7 6,24,28,42,43,52,80 

糖類を多く
含む⾷品 

加糖飲料、 
ソフトドリンク 26 8,9,21,22,23,34,35,38,45,46,47,48,49,50,52,56 

,61,65,67,71,73,78,80,82,83,85 
果汁ジュース 5 17,23,31,46,73 

果物 1 23 
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表 2 論文中で扱われていた「健康アウトカム」の種類 

疾病分類* 「健康アウトカム」の種類 扱っていた 
論⽂数（編） 引⽤⽂献番号 

⻭科 齲⻭ 15 5,15,16,17,29,30,36,38,47,51, 
64,68,73,77,79 

新⽣物 がん 11 15,26,28,35,42,47,55,57,69,82,83 

内分泌、栄
養及び代謝

疾患 

過体重、肥満 21 17,19,20,22,38,40,49,51,55,56, 
57,59,63,65,67,68,70,73,76,78,79 

インスリン抵抗性、耐糖能異常、
2 型糖尿病 22 10,17,19,20,22,24,30,35,38,40, 

49,51,52,55,56,57,59,63,67,70,79,80 

脂質異常症、⾎清中脂質値の変化 10 10,17,19,20,22,30,46,55,59,70 

メタボリックシンドローム 6 9,37,65,67,75,81 

⾼尿酸⾎症、痛⾵ 5 10,20,23,59,70 

精神及び⾏
動の障害 

神経系疾患 
（アルツハイマー病、認知機能、
うつ、ADHD、気分、薬物依存） 

8 6,8,14,21,27,54,62,84 

眼及び付属
器の疾患 眼疾患（加齢⻩斑変性、⽩内障） 1 43 

循環器系の
疾患 

⾎圧（⾼⾎圧、⾷後低⾎圧） 11 13,17,19,22,30,35,59,63,70,74,76 
⼼⾎管疾患、脳⾎管疾患 17 17,20,22,24,25,30,38,40,45,49, 

55,57,66,70,75,76,80 

消化器系の
疾患 

⾮アルコール性脂肪性肝疾患 20 10,17,20,34,37,39,44,49,53,55, 
57,58,59,60,63,70,72,75,81,85 

消化管疾患 
（潰瘍性⼤腸炎、過敏性⼤腸炎） 9 18,30,33,41,48,50,51,69,70 

筋⾻格系及
び結合組織

の疾患 
⾻粗鬆症 1 71 

妊娠、分娩
及び産褥 

妊娠経過 
（体重増加、妊娠糖尿病など） 1 61 

周産期に発
⽣した病態 

妊娠転帰 
（早産、低出⽣体重、 在胎不当
過⼩（SGA）、児のアレルギー） 

3 11,32,61 

その他 炎症性バイオマーカー 4 7,10,12,31 
*疾病分類は ICD-10に準じて決定した。 
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諸外国の食事摂取基準における、トランス脂肪酸、フッ素、塩化物、水の摂取基準の策定状況と栄

養素間相互作用の記述に関する比較 
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研究分担者 朝倉敬子 1 

研究代表者 佐々木敏 2 
1東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野 
2東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

 

【研究要旨】 

本稿では、今後の日本人の食事摂取基準の策定に貢献するため、諸外国の食事摂取基準にお

いて基準が定められている一方、日本の食事摂取基準で基準が定められていない栄養素（トラン

ス脂肪酸、フッ素、塩化物、水）を対象として、諸外国での摂取基準とその策定の背景を概説す

る。そして、日本において策定がなされていない理由、策定に向けて必要なデータ等を考察する。

2022 年 10 月から 2022 年 12 月の間に、インターネットを用いて、世界 12 ヵ国・地域（アメリカ・カ

ナダ、イギリス、フランス、ドイツ語圏、オランダ、北欧諸国、オーストラリア・ニュージーランド、韓

国、台湾、ベトナム、欧州連合・欧州食品安全委員会、世界保健機関・国際連合食糧農業機関）

の食事摂取基準に関する情報収集を行った。 

 

A. 背景と目的 

最新の日本人の食事摂取基準 2020 年版で

は、エネルギーおよび 32 個の栄養素を対象と

して、摂取量の基準が策定されている。諸外

国においても、エネルギーや栄養素に対して

食事摂取基準が策定されているが、策定対象

の栄養素やその根拠は国ごとに異なる。中に

は、日本では基準が策定されていない栄養素

を対象に、基準を設けている国もある。 

そこで本稿では、諸外国の食事摂取基準に

おいて基準が定められている一方、日本の食

事摂取基準で基準が定められていない栄養

素を対象として、諸外国での策定の背景を概

説する。 

ところで、食事摂取基準では個々の栄養素

について基準が策定されているが、栄養素間

には相互作用が存在する。栄養素間の相互

作用について、海外の食事摂取基準でどのよ

うな記述がなされているのか、相互作用を考慮

した基準の策定がなされているのかどうかにつ

いても、比較検討する。ここでは、栄養素間相

互作用の主なものとして、ナトリウムとカリウム、

ビタミン D とカルシウムとの間の相互作用に着

目する。 

 

B. 方法 

国立健康・栄養研究所のウェブサイトに掲

載されている、「諸外国の栄養政策」(1)の表か

ら、日本では摂取基準が定められていない一

方で、世界保健機関（World Health 

Organization: WHO）・国際連合食糧農業機関

（Food and Agriculture Organization of the 

United Nations: FAO）を除く 5か国以上の国

で摂取基準が定められている栄養素を抽出し

た。これらの栄養素を対象に、摂取基準が定

められている国における策定の根拠を抜粋し

て要約した。情報は、2022 年 11 月から 2022

年 12 月の間に、インターネットを用いて、世界
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12 ヵ国・地域・機関（アメリカ・カナダ、イギリス、

フランス、ドイツ語圏、オランダ、北欧諸国、オ

ーストラリア・ニュージーランド、韓国、台湾、ベ

トナム、欧州連合（European Union: EU）・欧州

食品安全委員会（European Food Safety 

Authority: EFSA）、WHO、FAOのウェブサイト、

食事摂取基準の報告書、および論文等から収

集した。台湾、韓国およびフランスについては、

英語の資料が得られなかったため、google 翻

訳を用いて原語版の資料を翻訳し、情報を抜

粋した。中国とドイツ語圏に関しては、策定の

根拠となる資料が得られなかったため、要約に

は含めなかった。 

相互作用に関する記述の比較検討では、海

外の食事摂取基準として、英語で文献が入手

可能であった、アメリカ・カナダ、イギリス、

EFSA、北欧諸国、オーストラリアを対象とした。

各国の食事摂取基準のうち、ナトリウム、カリウ

ム、ビタミン D、カルシウムの項から、該当する

記述を抽出し、要約した。 

 

C. 結果 

C-1.トランス脂肪酸 

1-1 策定している国・地域・機関 

アメリカ・カナダ、イギリス、オランダ、北欧諸

国、韓国、台湾、EU・EFSA、WHOで基準が策

定されている。策定されている基準値を、表 1

に示す。 

台湾については、国立健康・栄養研究所の

「諸外国の栄養政策」(1)ではトランス脂肪酸を

策定対象とする国とされていないが、台湾の最

新版の食事摂取基準(2)ではトランス脂肪酸の

基準が設定されているため、本稿に含めた。 

 

1-2. 諸外国における策定の背景 

(1) アメリカ・カナダ 

アメリカの食事摂取基準（Dietary Reference 

Intakes）では、トランス脂肪酸の目安量

（Adequate Intake）や推奨量（Recommended 

Dietary Allowance）は設定されていない(3)。ト

ランス脂肪酸は必須の栄養素ではなく、人間

の健康に対する利点は知られていないためで

ある。また、トランス脂肪酸の摂取量とLDLコレ

ステロール濃度の間には正の線形傾向があり、

冠状動脈性心疾患のリスクは増加するため、

耐容上限量（Tolerable Upper Intake Level）も

設定されなかった。 

一方で、栄養学的に十分な食事を摂りつつ、

トランス脂肪酸の摂取量をできるだけ少なくす

ることを推奨している(3)。トランス脂肪酸の摂

取は、菜食主義者でない一般の人の食事で

は避けられないため、総エネルギー量への寄

与を 0％とするためには、食事の摂取パターン

を大きく変える必要があるとしている。寄与を

0％にしようとすると、それによって望ましくない

効果（例えば、トランス脂肪酸を含む市販の調

理済み食品、乳製品、肉を除去したことで、た

んぱく質と特定の微量栄養素の摂取量が不足

する）や未知で定量化できない健康リスクが生

じる可能性があると考え、摂取量を最小限に

するという推奨が定められた。トランス脂肪酸

の摂取源が、自然由来と加工由来とに分かれ

ることが記述されているが、それらのリスクの違

い等に関する記述はない。 

アメリカの食事ガイドライン 2020-2025年版

（Dietary Guidelines for Americans 

2020-2025）(4)でも、トランス脂肪酸の摂取は、

栄養的妥当性を損なわずに、できる限り少なく

することを推奨している。明確な根拠は記され

ていないが、2015-2020 年版の食事ガイドライ

ン中に、トランス脂肪酸の摂取と心血管疾患リ

スク増加との関連について記述がある(5)ことか

ら、2020-2025年版でも同様に心血管疾患リス

クとの関連を背景にしていると考えられる。 

なお、以前は部分水素化油がトランス脂肪

酸の主な摂取源であったが、これがアメリカに

おける Generally Recognized as Safeの認定か

ら除外されたため、現在では部分水素化油は

食品に添加されなくなっている(4)。USDA では、

部分水素化油の食品添加がなくなり、トランス
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脂肪の消費を最小限に抑えられた現在の状

況において、食事脂肪、特に飽和脂肪が心血

管疾患リスクにどのような影響を及ぼすかを理

解する必要があるとしている(6)。 

 

(2) イギリス 

イギリスの食事摂取基準（Dietary 

References Value）では、トランス脂肪酸の摂取

量を≦2％エネルギーとすること、食事に含ま

れるトランス脂肪酸の量を減らす方法を検討

することを勧告している(7,8)。 

1994年になされた策定では、トランス脂肪

酸が飽和脂肪酸と同様に LDL コレステロール

に影響を与えることを示す当時のエビデンスを

検討した。そのうえで、飽和脂肪酸に比べて、

食事中のトランス脂肪酸の構成割合（総エネ

ルギーの 2％程度対 16％程度）がはるかに小

さいことから、摂取量が観察値の 2%エネルギ

ーを超えてはならないこと、食事に含まれる量

を減らす方法を検討するという勧告が導かれ

た(7)。 

2007年に公表された報告書(8)では、トラン

ス型脂肪酸の摂取量と冠状動脈性心疾患以

外の疾患（糖尿病、がんなど）のリスクに関する

エビデンスは限られており、信頼できるリスク評

価を行うことはできないとしている。1994年に

なされた推奨を改定するに足る科学的根拠が

ないため、1994年の上記の推奨を、2007年の

報告書でも維持している。 

 

(3) オランダ 

許容上限量を、摂取エネルギーの 1％と定

めている。その理由として、トランス脂肪酸は冠

動脈疾患のリスクを高めるため、できるだけ摂

取を控えるべきとして、現在のオランダ国民の

摂取量の 10パーセンタイル値をもとにして設

定されている(9)。 

WHOの報告書は、オランダにおける上記の

基準について、乳製品の摂取量がオランダよ

りはるかに少ないアジア諸国では、この摂取量

の上限は適切ではない可能性があると指摘し

ている。なぜなら、上記の基準は、乳製品の摂

取量が非常に多いオランダにおいて、部分水

素化油の摂取を制限することを目的としたもの

だからである(10)。 

 

(4) 北欧諸国 

北欧諸国の食事摂取基準（Nordic Nutrition 

Recommendations 2012）では、トランス脂肪酸

の摂取を可能な限り低くすることを推奨してい

る。しかし、その具体的な根拠は記述されてい

なかった(11)。 

部分水素化油の添加が減少しているため、

北欧諸国でもトランス脂肪酸が食事に占める

割合は減少傾向にある。基準が策定された

2012 年の時点では総エネルギー摂取量の 1%

以下となっている。 

 

(5) 韓国 

最新の 2020 年版の食事摂取基準（韓国人

栄養素摂取基準、英語名 2020 Dietary 

Reference Intakes for Koreans、韓国語名

한국인영양소섭취기준）(12)では、トランス脂

肪酸は必須脂肪酸ではないこと、摂取しても

健康への利益がないことから、推定平均必要

量と推奨量は算定されていない。一方で、

2015年版では、エネルギー適正比率における、

トランス脂肪酸の摂取量を 1%エネルギー未満

と定めており、2020 年版でもこれを維持してい

る(12)。なお、国民健康栄養調査資料を分析

した結果、韓国人集団におけるトランス脂肪酸

の摂取量は平均 1%未満であった(12)。 

根拠として、トランス脂肪酸の過剰摂取が血

中LDL-コレステロールレベルを高め、HDL-コ

レステロールレベルを下げることによって心血

管系疾患のリスクを高めることができるとする研

究報告(13)や、トランス脂肪酸の摂取量が、最

も高い5分位群（2.8％エネルギー）は最も低い

5分位群（1.3％エネルギー）に比べて心血管

疾患の危険性が 1.33倍増加し、増加率が濃
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度依存的であった研究報告(14)が引用されて

いる。また、心血管疾患のリスクを減らすため、

アメリカ心臓病学会（ACC）/アメリカ心臓協会

（AHA）、欧州心臓病学会（ESC）/欧州動脈硬

化学会（EAS）、WHOによる推奨(10,15,16)が

引用されており、これらの基準にも倣ってい

る。 

 

(6) 台湾 

台湾の食事摂取基準（英語名：Dietary 

Reference Intakes、台湾語名：國人膳食營養

素參考攝取量 第八版）では、トランス脂肪酸

の推定平均必要量、推奨量、目安量は確立し

ていない(2)。その理由として、トランス脂肪酸

には健康上の利点は知られていないこと、体

内では飽和脂肪酸のように振る舞い、トランス

脂肪の過剰摂取が心血管疾患のリスクを高め

る可能性があることを考慮している。 

目安量は設定されていないが、トランス脂肪

酸の摂取量を総エネルギー摂取量の 1％未満

にすることを勧めている(2)。台湾の食事摂取

基準では、トランス脂肪酸の摂取量を可能な

限り低くするよう勧告する諸外国の摂取基準

（アメリカ・カナダの食事摂取基準（注）(9)、アメ

リカの Dietary guidelines for American 

2015-2020(5)、および EFSA のレポート(17)）、

2歳以上の健康な人のトランス脂肪酸の摂取

量を総エネルギー摂取量の 1%未満にすること

を推奨する FAO(10)とWHO(18)の勧告が引用

されており、これらの基準に倣うものと思われ

る。 

トランス脂肪酸の摂取源について、自然由

来と加工由来に分かれることが記載されている

が、それらのリスクに関する記述はない。 

 

注）原文では、”Dietary reference intakes for 

sodium and potassium (2019)”が引用されてい

るが、Dietary Reference Intakes for Energy, 

Carbohydrate, Fiber, Fat, Fatty Acids, 

Cholesterol, Protein, and Amino Acids (2005)”

の誤りと考えられる。 

 

(7) EU・EFSA 

EFSAでは、トランス脂肪酸のPopulation 

Reference Intake（推奨量に相当）、Average 

Requirement（個人における栄養状態の一定レ

ベルを維持する栄養素の最低摂取量として定

義される。日本の推定平均必要量に相当）、

目安量は設定されていない。一方で、栄養的

に十分な食事の中で、トランス脂肪酸の摂取

量を可能な限り低くすることを推奨している(19)。

その理由として、食事性のトランス脂肪酸が、

必須脂肪酸や他の栄養素の重要な供給源で

もあるいくつかの油脂から摂取され得ることか

ら、必須栄養素の摂取の適切性を損なわずに

トランス脂肪酸の摂取量を低減できる限界はあ

る、と述べている。 

EFSAのレポートでは、トランス脂肪酸の健康

への影響として、トランス脂肪酸の摂取量の多

さと、冠状動脈性疾患のリスクの増加との間に

一貫した関係があることが示されていることが

触れられている(19)。具体的には、トランス脂

肪酸の摂取が血中総コレステロールおよび

LDLコレステロール濃度を容量依存的に増加

させること、トランス脂肪酸を含む食物の摂取

が血中HDLコレステロール濃度を減少させ、

総コレステロールとHDLコレステロールの比率

を増加させることが述べられている。 

トランス脂肪酸の摂取源については、反芻

動物由来のトランス脂肪酸と工業製品由来のト

ランス脂肪酸を同量摂取した場合に、冠動脈

性心疾患のリスクに差があるかどうかは、エビ

デンスが不十分で立証できないとしている。 

 

(8) WHO・FAO 

2010年のFAOガイドラインでは、トランス脂

肪酸の摂取量の集団平均摂取量を1％エネル

ギー未満とすることを推奨している。この根拠と

しては、1990–2000年代に蓄積された、トランス

脂肪酸の摂取による、LDLコレステロールや
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HDLコレステロールなどの血清脂質への影響

や、冠状動脈性心疾患へのリスク増加、メタボ

リックシンドロームや糖尿病のリスク増加に関

する科学的根拠が参照されている(10)。しかし、

専門家らによる議論では、この基準は摂取量

の分布を十分に考慮していないため、相当な

サブ集団を危険なほど高い摂取量から守る必

要性があるという事実に照らして、見直す必要

があるとしている(10)。 

トランス脂肪酸の摂取源については、自然由

来と加工由来のものとで、総コレステロール：

HDL コレステロール費への影響に違いはない

とする論文を引用して記述している。 

 

C-2. フッ素（フッ化物） 

 2-1. 策定している国・地域・機関 

アメリカ・カナダ、フランス、ドイツ語圏、北欧

諸国、オーストラリア・ニュージーランド、中国、

韓国、台湾、EU・EFSA で基準が策定されてい

る。策定されている基準値を、表 2 に示す。 

なお、イギリスとベトナムについて、「諸外国

の栄養政策」(1)ではフッ素を策定対象として

いる国とされているものの、2021 年のイギリス

の Nutrition Requirements(20)、2007年のベト

ナムの Vietnam Recommended Dietary 

Allowances 2007(21)には、フッ素に関する記

述は見られなかったため、省略する。また、台

湾については、食事摂取基準第 8版(2)でフッ

素の目安量を設定しているが、その根拠資料

は 2023 年 1 月現在では未公開のため、省略

する。 

 

2-2. 諸外国における策定の背景 

(1) アメリカ・カナダ 

推奨量は設定されていないが、全年齢にフ

ッ化物の目安量を設定している(22)。目安量は、

健康な成人集団におけるう蝕の発生を減少さ

せると判断された推定摂取量に基づいてい

る。 

飲料水中のフッ化物濃度とう蝕およびフッ素

症との関係に関する先駆的な疫学研究の結

果のまとめから、12–14歳の小児において、フ

ッ化物イオン濃度 1.0 mg/Lが、う蝕に対する

高度な予防効果と、フッ素症の低い有病率と

関連していると考えられた。最適な濃度に水が

フッ素添加された地域に住む子どもの平均的

な食事からのフッ化物摂取量は、0.05 mg/kg/

日に近かった(22)ことから、この摂取量と基準

体重をもとにして、目安量が設定された。 

 

(2) フランス 

2016年版の食事摂取基準（フランス語名：

les références nutritionnelles）では、フッ化物

の基準は改訂されていない(23)。2012 年版の

食事摂取基準では、6か月未満の乳幼児から

目安量が、1歳以上の幼児から耐容上限量が

定められている(24)。この目安量の策定に関す

る根拠資料は、インターネット上からは入手で

きなかった。 

 

(3) 北欧諸国 

フッ化物は必須微量元素とは考えられてい

ないため、1 日あたりの摂取量に関する必要量

と推奨摂取量は定めていないが、1歳以上に

耐容上限量を定めている(11)。その背景として、

フッ化物を慢性的に多く摂取すると骨ミネラル

化（skeletal mineralization）と腎機能に影響こと、

最たる過剰摂取の影響は歯に生じるしみ

（mottled teeth）であることが述べられている。

耐容上限量の基準値は、「8歳までの小児が

体重 1 kg あたり 0.1 mg までのフッ化物を毎日

摂取しても，永久歯の中等度フッ素症の有意

な発生はない」という EFSA の見解(25)に基づ

いて定められた。 

 

(4) オーストラリア・ニュージーランド 

7 か月以上の子どもおよび成人に目安量が、

全年齢に耐容上限量が設定されている(26)。

乳幼児における目安量設定の目的は、不十

分な摂取から子どもたちを守るための摂取量
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に関する情報を提供することである。フッ素の

場合、不十分な摂取が、う蝕のリスクを増加さ

せることになるとしている(26,27)。エビデンスの

レビューでは、生後6か月間のフッ化物摂取に

よる予防効果（う蝕の減少）は認められなかっ

たため、生後 6か月以下の乳児に対する目安

量は確立されていない。生後 7か月–8歳の目

安量は、フッ化物イオン水（約 1 mg F/L）を使

用した地域におけるう蝕の有病率と重症度の

減少が、世界各国で行われた多くの疫学研究

によって確認されていることを根拠としている。

う蝕の予防効果が最大となる条件下でのフッ

化物摂取量は、1 日平均約 0.05 mg/kg/日で

あり、目安量 0.05 mg F/kg 体重/日は、6か月

–8歳までの乳幼児の集団において、有意にう

蝕発生率の減少に関連すると考えられる摂取

量であると再確認された。9–18歳および 18歳

以上の成人でも、0.05mg/kg体重/日と標準体

重を用いて、目安量が設定された。 

耐容上限量は、中程度のエナメル質フッ素

症を根拠として設定された。重度の歯のフッ素

症が見えるフッ化物の推定耐容上限量は，

0–8歳の子どもで 0.20 mg/kg体重/日である。

これは、フッ化物摂取量の 95 パーセンタイル

値と飲料水の理論的フッ化レベルである 1.9 

mgF/L（これを超えると数種のエナメル質フッ

素症が出現する可能性がある）に基づいてい

る。乳児および 8歳までの子どもの最小毒性

量（Lowest Observed Adverse Effect Level：

LOAEL）は、地域研究に基づいて 0.10 mg/kg

体重に設定された。悪影響は機能的ではなく

表面的なものであるため、不確実性係数 1 が

適用された。年長の子どもと成人については、

フッ化物摂取と骨格フッ素症の関係に関する

データに基づいて、10 mg/日の無毒性量

（Non Observed Adverse Effect Level：

NOAEL）が導き出された。このレベルの摂取

では症候性骨格フッ素症の徴候がないため、

不確実性係数 1 が選択された。0–6か月児の

耐容上限量は，母乳はフッ化物含有量が少な

く、この月齢の母乳栄養児のフッ化物摂取量

が耐容上限量を超える可能性は低いことがエ

ビデンスレビューで明らかになったため、主に

乳児用調製粉乳および補完栄養児のフッ化

物摂取に焦点が当てられた。 

 

(5) 韓国 

全年齢に目安量と耐容上限量が設定され

ている。推定平均必要量を推定するにはまだ

根拠が不十分であるため、目安量が設定され

た(12)。この際、う蝕予防効果を最も強力な指

標としている。飲料水中のフッ素含有量と

12–14歳におけるう蝕発生率、歯フッ素症との

相関関係を調べた研究(28)を引用し、う蝕発

生率を最小にしつつ、歯のフッ素症は現れな

い最も適切なフッ素摂取量は飲用水に 1 

mg/Lのフッ素が含まれている時だとしている。

フッ素の目安量を設定するために利用可能な

韓国国内の研究は非常に限定的であることか

ら、適切にフッ素添加がされた地域（飲料水の

フッ素濃度 1mg/L）に居住する米国の子どもと

成人がすべての摂取減（飲用水、食品、口腔

用品）から摂取するフッ素が体重当たり

0.05mg/kg/日であること(29)を基準として、年

齢別の基準体重を考慮して、目安量を推定し

た。 

耐容上限量は、歯のフッ素症のリスクを背景

として設定された。基準の根拠として、Dean ら

による用量反応評価を用いて示された、歯の

フッ素症をもたらす閾値（平均 010 mg/kg/日）

を用いている。これに基づいて、8歳までの乳

幼児では、歯フッ素症を毒性終点として定め、

これに対する最低有害投与量は 0.1mg/kg/日

と定めた。9歳以降から成人期までは、毒性終

点は骨格フッ素症と定め、先行研究で「少なく

とも 10 年以上 10mg/日以上のフッ素に曝露さ

れた場合、骨格フッ素症の 1段階臨床症状が

現れた」という報告に基づいて、最大無害量を

10.0 mg /日とした。 

 

62



 

 
 

(6) EU・EFSA 

1歳以上にフッ素の耐容上限量を設定して

いる。基準の設定に当たっては、フッ化物摂取

量に関連したう蝕、フッ素症、骨粗鬆症に着目

している(25)。フッ化物を 0.08–0.12 mg/kg体

重/日摂取していた集団における永久歯の中

等度フッ素症の有病率は 5%未満であったこと

から、EFSA では、1–8歳の小児におけるフッ

化物の耐容上限量を 0.1 mg/kg体重/日と考

えた。そして、基礎体重を用いて、1–3歳児、

4–8 歳児の年齢別に、耐容上限量を設定して

いる。1–8 歳の小児は，飲料水のフッ化物濃

度が 1.0 mg/L 以下であれば，食物および水

からのフッ化物摂取量は耐用上限値を十分に

下回るとしている(25)。 

9歳以上の小児および成人の基準の設定では、

骨粗鬆症のリスクを考慮している。閉経後骨粗

鬆症におけるフッ化物の治療研究で、フッ化

物摂取量が 1 日 0.6 mg/kg 体重以上で骨格

骨折のリスクが増加することが示唆されたもの

の、試験期間が比較的短く、LOAEL を系統

的に定めるための試験ではなかったため、

0.6mg/kg 体重/日の摂取量に不確実性係数 

5 を適用することとした。これにより、耐容上限

値は 0.12 mg/kg体重/日に設定された(25)。 

 

C-3. 塩素（塩化物） 

3-1. 策定している国・地域・機関 

アメリカ・カナダ、イギリス、フランス、ドイツ語

圏、中国、韓国、ベトナム、EU・EFSA で基準

が策定されている。策定されている基準値を、

表 3 に示す。 

なお、ベトナムについて、「諸外国の栄養政

策」(1)では塩化物を策定対象としている国とさ

れているものの、2007年のベトナムのVietnam 

Recommended Dietary Allowances 2007(21)に

は、フッ素に関する記述は見られなかったため、

省略する。 

 

3-2. 諸外国における策定の背景 

(1) アメリカ・カナダ 

全年齢に塩化物の目安量が設定されてい

る(30)。塩化物の摂取は、食品の加工時や摂

取時に添加される塩化ナトリウム（食塩）由来

がほとんどを占める。そのため、アメリカの食事

摂取基準では、ナトリウムと塩化物の必要量と

その影響に関するデータを併せて示している

(30)。しかし、塩化物の摂取に対する具体的な

エビデンスは、食事摂取基準中には記載され

ていない。ナトリウムを含む食品では、塩化ナト

リウムとして塩化物も含まれるため、塩化物欠

乏はほとんど見られない(30)と述べている。 

いずれの年代においても、ナトリウムおよび

塩化物に関する用量反応試験のデータが不

十分であるため、ナトリウムおよび塩化物の推

定平均必要量は導き出されなかった。塩化物

は、ナトリウムと当モル量が摂取されれば、必

要量を満たしている（adequate）だと仮定して、

ナトリウムとモル比で同等となるように、塩化物

の目安量が設定された(30)。 

小児においては、稀ではあるものの、欠乏

による健康への影響があることが述べられてい

るものの、推定平均必要量を導くにはエビデン

スは不十分としている(30)。 

 

(2) イギリス 

全年齢に塩化物の Dietary Reference Value

が設定されている。1991 年の食事摂取基準で

は、塩化物の摂取量はナトリウムの摂取量と同

じであるべきだと結論づけた、と記載されてい

るが、詳しい背景や理由、議論の過程は記載

されていない(31)。分子量の違いを考慮し、ナ

トリウムのDietary Reference Valueに 1.54を乗

じて、塩化物の Dietary Reference Valueを求

めている(31)。 

 

(3) フランス 

全年齢に目安量が定められている。基準値

は、ナトリウムの目安量に合わせて、ナトリウム
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の等モル量とされているが、詳しい背景や理

由、議論の過程は記載されていない(23)。 

 

(4) 韓国 

成人に対して塩化物の目安量が設定されて

いる。塩化物については、ナトリウムと同じ項に

含まれているが、塩化物の基準策定の根拠と

なるエビデンスや背景に関する記載はない

(12)。基準値は、ナトリウムの目安量設定のの

ち、ナトリウムと当モル量として設定されている。

ナトリウムの基準値は、十分な科学的根拠がな

いため、推定平均必要量と推奨量は定めず、

目安量を通じて適切な摂取量に対する基準を

設定した。韓国人におけるナトリウム摂取量が

非常に高いことから、健常者集団における平

均栄養素摂取量から定めるのではなく、ナトリ

ウム摂取不足による毒性または他の疾患発生

リスクに加え、健常者におけるナトリウム平衡の

研究と、他の栄養素摂取必要量に悪影響を与

えない最低摂取水準などを考慮して、目安量

が設定された。 

 

(5) EU・EFSA 

7か月以上に塩化物の目安量が定められて

いる(32)。塩化物について、Average 

Requirementsや、Population Reference Intake

を決定するために使用できる科学的根拠は不

足している、としている。具体的には、塩化物

が塩化ナトリウムの血圧への影響に寄与すると

いうエビデンスや、心血管疾患への塩化物の

独立した影響などが検討されているが、塩化

物摂取量または尿中排泄量と心血管疾患関

連の健康アウトカムとの関連を検討した研究が

ないこと、塩化物に関する Dietary Reference 

Valuesの設定に使用できる出納研究がないこ

とが触れられている。このため、塩化物の基準

値は、集団のナトリウムの基準値と等モル値で

設定された(32) 。 

 

C-4. 水  

4-1. 策定している国・地域・機関 

アメリカ・カナダ、ドイツ語圏、フランス、北欧

諸国、オーストラリア・ニュージーランド、中国、

韓国、ベトナム、EU・EFSA で基準が策定され

ている。策定されている基準値を、表 4に示

す。 

 

4-2. 諸外国における策定の背景 

(1) アメリカ・カナダ 

全年齢に水の目安量が設定されている。温

帯気候において、身体活動が不活発な成人

における水の出納研究のレビューを行い、呼

吸、尿、便および感覚器官の水分損失を補う

ために必要な最低限の水分量をおよそ 1〜

3.1L/日と推定した(30)。アメリカ国民健康栄養

調査 IIIのデータによると、血清浸透圧によっ

て測定された成人の正常な水分補給状態は、

広範囲の水分摂取量（例えば、代表集団にお

ける総水分摂取量の 1–から 99パーセンタイル

値）で達成できる。したがって、総水分摂取量

の目安量は、アメリカ国民健康栄養調査 IIIの

総水摂取量（飲料水、飲料、食品由来）の中

央値に基づいて設定された(30)。 

 

(2) フランス 

2010 年に設定された EFSA の基準を引用し、

全年齢に水の目安量を定めた(23)。 

 

(3) 北欧諸国 

2歳以上に目安量が設定されている(11)。上

記の数値を基準とした明確な根拠は記されて

いないが、アメリカ・カナダと EFSA の総水摂取

量の目安量を引用し、北欧諸国の 1 日あたり

の水摂取量 1,000–2,000 mL、食物由来の水

摂取量（平均 1,000–1,500mL/日）を考慮して

定めたと考えられる。 

 

(4) オーストラリア・ニュージーランド 

全年齢に水の目安量が設定されている。身

体の水の必要量は環境条件、身体活動、個人
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の代謝によって大きく変化すること、身体は短

期的に水の過不足を補うことができることから、

推定平均必要量を設定することは困難だとし

ている(27,33)。あらゆる環境条件下で、見かけ

上健康な人の半数に十分な水分補給と最適

な健康状態を確保できる単一の水摂取量は存

在しないとして、オーストラリアの国民健康栄

養調査から得られたおける水の摂取量の中央

値に基づいて目安量が設定された。 

 

(5) 韓国 

全年齢に目安量が設定されている(12)。体

内の水は恒常性によって補完できること、体内

の水は代謝、環境条件、活動の程度などによ

る変動が大きく、平均必要量を推定することが

難しいこと、関連文献も限られていること、を総

合的に考え、目安量を設定し、脱水の悪化を

予防する基準としている(12)。 

成人の場合、食物由来の水と飲料由来の水

の摂取量をそれぞれ推定したうえで、総水摂

取量と、食物由来・飲料由来別の摂取量それ

ぞれについて、韓国人の水の目安量を示して

いる。食物由来の水は、韓国人の食品由来の

水摂取量に関するデータが不足しているため、

韓国人が日常的に食する食品の水分含量を

分析した資料を外挿する方法を利用した。具

体的には、推定平均エネルギー必要量に、韓

国人が日常的に摂取する食品の水分量

（0.53mL/kcal）を乗じて求めた。飲料由来の

水の摂取量は、韓国健康栄養調査による水摂

取量と飲料摂取量の中央値に、牛乳摂取量

200mLを加えて算出された(12)。ただし、韓国

健康栄養調査での飲料及び酒類摂取量には、

日常的な飲料である牛乳、発酵乳飲料、果物

ジュース、豆乳などが含まれていないため、摂

取量が過小評価されている可能性がある、と

記されている。 

 

(6) ベトナム 

ベトナムの食事摂取基準（2007年策定）で

は、”Drink enough the water, limit alcohol, 

beer and sweet beverages.”とされているのみで

あり、具体的な基準値や、その設定の背景、

明確な根拠は記されていなかった(21)。 

 

(7) EU・EFSA 

全年齢に目安量が設定されている。水の必

要量は、個人差や環境条件によって異なるこ

とから、EU加盟諸国の代表的な集団で観察さ

れた摂取量と尿の望ましい浸透圧値および消

費エネルギー単位あたりの望ましい水量の組

み合わせから、目安量を定義している(34)。 

ヨーロッパ諸国では、成人の飲料摂取量およ

び食物摂取量に関する詳細なデータは数多く

入手可能である一方で、水総摂取量が算出で

きるデータは限られている。取得可能なデータ

によれば、平均的な総水分摂取量は、男性で

2,200〜2,600 mL/日、女性で 1,900〜2,400 

mL/日の範囲である。尿の浸透圧�を

500mosm/Lにするためには、potential renal 

solute loadの中央値の食事を摂取している女

性は 1.6L、男性は 2.0Lの尿量が必要となるこ

とが示唆された。これらを考慮して、目安量が

定められた。 

 

C-5. ナトリウムとカリウムの相互作用  

(1) アメリカ・カナダ 

現時点では、ナトリウム・カリウム比と健康上

のアウトカムとの関連を特徴付けるには十分な

証拠がないことを理由として、ナトリウム・カリウ

ム比の基準を設定すること、および比を推奨す

ることの行動上の意味を評価することができな

かった、と述べている(30)。 

 

(2) イギリス 

イギリスの食事摂取基準には、ナトリウム・カ

リウム比を含めた、他の栄養素との相互作用に

関する記述は見られなかった(31)。 

 

65



 

 
 

(3) EFSA 

ナトリウムの基準の中で、カリウムとナトリウム

の代謝は、Na+/K+-ATPase交換機構にも起

因して、相互に強く関連していると述べている

(35)。一方で、ナトリウム、カリウムと血圧あるい

は心血管疾患との相互関係は、ナトリウムの

Dietary Reference Valueに反映させるにはま

だ十分でないと結論づけている。 

 

(4) 北欧諸国 

ナトリウムの項で、ナトリウム・カリウム比につ

いて、比が高いほど、全死亡および心血管疾

患死亡のリスクも高くなることが言及されている。

しかし、ナトリウム・カリウム比に関する基準は

策定されていない(11)。 

 

(5) オーストラリアおよびニュージーランド 

カリウムに関する基準の中で、カリウムには塩

化ナトリウムの血圧への影響を鈍らせ、塩分感

受性を緩和し、尿中カルシウム排泄量を低下

させる作用があることが述べられている(27)。カ

リウムの必要量は食事中のナトリウムにある程

度依存するものの、理想的なナトリウム・カリウ

ム比は十分に確立されていないため、必要量

の設定には利用できない、としている。 

 

C-6. ビタミン D とカルシウムの相互作用 

(1) アメリカ・カナダ 

カルシウムとビタミン Dの相互作用について、

カルシウム摂取量が十分な場合、骨の健康状

態に関連したビタミン Dの必要性が大幅に減

少させると思われる程度である、と述べられて

いる(36)。 

 

(2) イギリス 

ビタミン D とカルシウムの相互作用について、

動物実験、観察研究、ランダム化比較試験の

それぞれについて、論文を引用して概要を述

べているものの、相互作用の有無に関する結

論はなく、基準等の策定にも至っていない

(37)。 

動物実験の文献を引用した段落では、ビタ

ミン D とカルシウムの相互作用は、血漿

25(OH)D 濃度およびその異化の調節、ひいて

は食事性ビタミン D必要量に影響を与える可

能性があると述べている。一方で、ヒトを対象と

した観察研究では、カルシウム摂取が血清

25(OH)D 濃度の有意な決定因子であるという

報告と、影響を認めないという報告の両方を引

用し、研究の結果には一貫性がない、としてい

る。カルシウム摂取が 25(OH)D 濃度に及ぼす

影響について調査したランダム化比較試験で

も、結果に一貫性がないと述べている。また、

これまでの研究は、代謝性骨疾患のない成人

を対象に行われたものであるため、代謝が活

発なためカルシウムの必要量が多い小児や、

代謝性骨疾患のある人には、これまでの知見

が適用されない可能性があるとしている。 

 

(3) EFSA 

ビタミン Dの基準のなかで、1,25(OH)2D、カ

ルシウム、リンの間には、ミネラルとビタミンDの

代謝に影響を与える相互作用がある、と記述

されている(38)。ビタミン D とカルシウムの骨の

健康に関する相互作用については、アメリカ

Institute of Medicineのレポートも引用してい

る。 

また、カリウム塩による、腎臓での

1,25(OH)2-Dの合成の変化、ビタミン A による、

ビタミン Dの作用を阻害の可能性についても、

言及されている。 

 

(4) 北欧諸国 

1,25(OH)2D、は、腸からのカルシウムの吸

収を促進し、血漿中のカルシウムとリン酸の濃

度を狭い範囲に維持することを可能にすること、

ビタミンDは、血中および細胞外液中のカルシ

ウム（およびリン酸）濃度を正常に保つことで、

骨格の正常なミネラル化に不可欠であることが

述べられている(11)。 
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また、カルシウムの摂取量が少ないと、血清

25OHD濃度とくる病の関係に影響を与える可

能性についても言及されているが、カルシウム

の摂取量が多い集団におけるくる病の血清

25OHD濃度閾値は不明である、としている。 

さらに、カルシウムと組み合わせたビタミン D

のサプリメント利用が、特に高齢者において、

全骨折と股関節骨折のリスクの減少と、転倒の

リスクを減少させるというエビデンスは説得力

があるとしている。 

 

(5) オーストラリア・ニュージーランド 

ビタミン D の項とカルシウムの項それぞれに、

カルシウムまたはビタミン Dに関する記述があ

る(27)。ビタミンDの項には、食事からのカルシ

ウム摂取が不十分な場合、1,25-ジヒドロキシビ

タミン Dが、副甲状腺ホルモンとともに骨髄中

の幹細胞を動員し、成熟破骨細胞にして骨か

らのカルシウム貯蔵量を増加させることが可能

である一方で、血中カルシウム濃度に大きな

影響を与えるほど、骨から十分なカルシウムを

動員する能力は限られている、と記述されてい

る。 

カルシウムの項には、骨粗鬆症発症への影

響は、カルシウム摂取だけでなく、ビタミンDの

摂取状態も重要な役割を担うことが記述されて

いる。 

 

D. 考察 

(1) トランス脂肪酸 

いずれの国・地域・機関でも、目安量、推定

平均必要量および推奨量は定められていない

ものの、摂取量を可能な限り低くすること、ある

いは、総エネルギー摂取量の 1—2％未満とす

ることが推奨されていた。推奨の背景として、

摂取量と LDL コレステロール濃度との関連、

心血管疾患や冠状動脈性心疾患のリスクとの

関連があった。どのような基準とするかの理由

は国ごとに異なっていたが、いずれも、各国の

集団における摂取量およびその摂取源が考

慮されていた。日本人における基準値の設定

にあたっては、日本人集団におけるトランス脂

肪酸の摂取量および摂取源の実態把握が必

要である。 

 

(2) フッ素（フッ化物） 

いずれの国・地域・機関でも、基準が策定さ

れたう蝕、フッ素症、骨粗鬆症などのアウトカム

に着目し、水道水がフッ素化された地域等で

の観察研究でのフッ素摂取量を根拠として、

目安量または／および耐容上限量が定められ

ていた。日本でも、これらの国や地域における

レビューを参考にして、目安量や耐容上限量

を定めることも可能と思われる。 

 

(3) 塩素（塩化物） 

いずれの国・地域・機関でも、塩素の独立し

た健康影響に関する科学的根拠が乏しいこと、

塩素がナトリウムとともに、塩化ナトリウムとして

摂取されることがほとんどであることを背景とし

て、ナトリウムの基準値の当モル量を、塩化物

の基準値としていた。従って、日本でも基準値

を定める場合は、ナトリウムの基準値の当モル

量として、目安量を定める方針があり得る。し

かし、現在日本人の食事摂取基準では、ナトリ

ウムには推定平均必要量と、目標量の 2 つの

基準が定められている。目標量は、慢性疾患

の予防を目的として設定された基準であること

から、塩化物の目安量をこれと当モル量とする

と、ナトリウムの目標量の意図とそぐわない。こ

のため、推定平均必要量の当モル量とするこ

とが適当であろう。 

 

(4) 水 

水の摂取量の基準値を策定した国・地域で

はいずれも、水の必要量は個人差や環境条

件によって異なることを理由として、各国あるい

は諸外国の集団における水摂取量の観察値

を考慮し、目安量を設定していた。従って、日

本でも基準を設定する場合は目安量が妥当と
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考えられる。日本人のために水の目安量を定

めるには、日本人集団における水の摂取量の

データが不可欠であるが、現在の国民健康栄

養調査では、水の摂取量は推定することがで

きない。従って、まずは国民代表的な集団に

おいて、飲料の水も含めた詳細な水摂取量の

データを構築することが求められる。 

 

(5) 栄養素間相互作用 

ナトリウムとカリウムの相互作用、ビタミンDと

カルシウム相互作用については、食事摂取基

準中に記述がなされている国はある一方で、

具体的な基準値の策定に至っていた国はな

かった。日本の食事摂取基準でも、今後、これ

らの栄養素間相互作用について、文献のレビ

ューを行い、記述を追加することは可能と考え

られる。 

 

E. 結論 

 日本で摂取基準の策定のなされていない栄

養素の、基準の策定状況について、諸外国の

状況を比較した。国によって、策定の根拠や

基準が異なるものもあったが、類似した傾向が

みられた。 

 今後は、これらの諸外国での策定状況を参

考に、日本でも必要なエビデンスを揃え、策定

を検討していく必要がある。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

  なし 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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表 1  各国・地域・機関におけるトランス脂肪酸の摂取基準と根拠 1 
国・地域・機関 基準 基準または推奨内容 根拠・アウトカム ガイドライン 

アメリカ・カナダ — 摂取量を最小限にする 冠状動脈性心疾患発症のリスク 

摂取量を 0％とした場合の他の栄養素の摂取量への影響を考慮 

Dietary Reference Intakes for Energy, 

Carbohydrate, Fiber, Fat, Fatty Acids, 

Cholesterol, Protein, and Amino Acids 

イギリス — ＜2％エネルギー LDL コレステロール値への影響、冠状動脈性心疾患発症のリスク 

イギリス国民におけるトランス脂肪酸の摂取量の観察値に基づく 

Update on trans fatty acids and 

health-Position statement by the 

Scientific Advisory Committee on 

Nutrition. 

オランダ 

 

耐容上限量 ＜1％エネルギー 冠動脈疾患発症のリスク 

オランダ国民の摂取量の 10 パーセンタイル値に基づく 

New dietary reference intakes in the 

Netherlands for energy, proteins, fats 

and digestible carbohydrates. 

北欧諸国 — 摂取量を最小限にする 記載なし Nordic Nutrition Recommendations 

2012 

韓国 — <1％エネルギー 他の栄養素の摂取への影響を考慮 

代謝系疾患発症のリスク 

2020 Dietary Reference Intakes for 

Koreans 

台湾 — <1％エネルギー 心血管疾患発症のリスク 國人膳食營養素參考攝取量 第八版 

EU・EFSA — 摂取量を最小限にする 冠状動脈性疾患発症のリスク 

必須栄養素の摂取の適切性を損なうことなくトランス脂肪酸の摂取

量を低減することの限界を考慮 

Scientific Opinion on Dietary Reference 

Values for fats, including saturated fatty 

acids, polyunsaturated fatty acids, 

monounsaturated fatty acids, trans fatty 

acids, and cholesterol, EFSA Panel 

WHO・FAO — ＜1％エネルギー 血清脂質への影響、冠状動脈性心疾患発症のリスク増加、メタボリ

ックシンドロームや糖尿病のリスク増加 

Fats and fatty acids in human nutrition. 

Report of an expert consultation. 

EU: European Union（欧州連合）、EFSA: European Food Safety Authority（欧州食品安全委員会）、WHO: World Health Organization（世界保健機関）、2 

FAO: Food and Agriculture Organization of the United Nations（国際連合食糧農業機関）3 
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表 2  各国・地域・機関におけるフッ素の摂取基準と根拠 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

アメリカ・カナダ 目安量 0–6 か月：0.01 mg/日 

7– 12 か月：0.5 mg/日 

1– 3 歳：0.7 mg/日 

4 –8 歳：1 mg/日 

9–13 歳： 2 mg/日 

14–18 歳：3 mg/日 

19 歳以上男性 4 mg/日 

19 歳以上女性 3 mg/日 

う蝕のリスク、フッ素症のリスク 

最適濃度に水がフッ素添加された地域に住む

子どもの平均的な食事からのフッ化物摂取量

（0.05 mg/kg/日）と基礎体重に基づく 

Dietary Reference Intakes for Energy, 

Carbohydrate, Fiber, Fat, Fatty Acids, 

Cholesterol, Protein, and Amino Acids 

フランス 目安量 0–5 か月：0.08 mg/日 

6–12 か月：0.4 mg/日 

1–3 歳：0.6 mg/日 

4–6 歳：1.0 mg/日 

7–10 歳男児：1.5 mg/日 

7–10 歳女児：1.4 mg/日 

11–14 歳男児：2.2 mg/日 

11–14 歳女児：2.3 mg/日 

15–17 歳男児：3.2 mg/日 

15–17 歳女児：2.8 mg/日 

18 歳以上男性：3.4 mg/日 

18 歳以上女性：2.9 mg/日 

― OPINION of the French Agency for 

Food, Environmental and 

Occupational Health & Safety 

on the "Updating of the French 

dietary reference values for vitamins 

and minerals" 

 耐容上限量 1– 3 歳：1.5 mg/日 

4–8 歳男児：2.5 mg/日 

9–14 歳男児：5 mg/日 

15–17 歳：7 mg/日 

18 歳以上：7 mg/日 

― OPINION of the French Agency for 

Food, Environmental and 

Occupational Health & Safety 

on the "Updating of the French 

dietary reference values for vitamins 

and minerals" 
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表 2  各国・地域・機関におけるフッ素の摂取基準と根拠（続き） 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

北欧諸国 耐容上限量 1–3 歳：1.5 mg/日 

4–8 歳：2.5 mg/日 

9–14 歳：5 mg/日 

14 歳以上の小児と成人：7 mg/日 

永久歯の中等度フッ素症のリスク 

（EFSA の基準の引用） 

Nordic Nutrition Recommendations 

2012 

オーストラリア・ニュー

ジーランド 

目安量 7–12 か月：0.5 mg/日 

1–3 歳：0.6 mg/日 

4–8 歳：1.1mg/日 

9–13 歳：2.0 mg/日 

14–18 歳：3.0 mg/日 

19 歳以上男性：4 mg/日 

19 歳以上女性：3 mg/日 

う蝕のリスク、フッ素症のリスク 

最適濃度に水がフッ素添加された地域に住

む子どもの平均的な食事からのフッ化物摂

取量（0.05 mg/kg/日）と基礎体重に基づく 

Nutrient Reference Values for 

Australia and New Zealand 

 耐容上限量 0–6 か月：1.2 mg/日 

7–12 か月：1.8 mg/日 

1–3 歳：2.4 mg/日 

4–8 歳：4.4 mg/日 

9–13 歳：10.0 mg/日 

14–18 歳：10.0 mg/日 

19 歳以上男性：10.0 mg/日 

19 歳以上女性：10.0 mg/日 

フッ素症のリスク Nutrient Reference Values for 

Australia and New Zealand 
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表 2  各国・地域・機関におけるフッ素の摂取基準と根拠 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

韓国 目安量 0–5 か月：0.01 mg/日 

6–11 か月：0.4 mg/日 

1–2 歳：0.6 mg/日 

3–5 歳：0.9 mg/日 

6–8 歳：1.3 mg/日 

9–11 歳男児：1.9 mg/日 

9–11 歳女児：1.8 mg/日 

12–14 歳男児：2.6 mg/日 

12–14 歳女児：2.4 mg/日 

15–18 歳男児：3.2 mg/日 

15–18 歳女児：2.7 mg/日 

19–29 歳男性：3.4 mg/日 

19–29 歳女性：2.8 mg/日 

30–49 歳男性：3.4 mg/日 

30–49 歳女性：2.7 mg/日 

50–64 歳男性：3.2 mg/日 

50–64 歳女性：2.6 mg/日 

65–74 歳男性：3.1 mg/日 

65–74 歳女性：2.5 mg/日 

75 歳以上男性：3.0 mg/日 

75 歳以上女性：2.3 mg/日 

う蝕、フッ素症のリスク 

フッ化物を 0.08–0.12 mg/kg体重/日摂取して

いた集団における永久歯の中等度フッ素症の

有病率に基づく 

2020 Dietary Reference Intakes for Koreans 

 耐容上限量 0–5 か月：0.6 mg/日 

6–11 か月：0.9 mg/日 

1–2 歳：1.2 mg/日 

3–5 歳：1.7 mg/日 

6–8 歳：2.5 mg/日 

9 歳以上：10 mg/日 

歯フッ素症（0–8 歳）、骨フッ素症（9 歳以上）の

リスク 

0–8 歳は歯のフッ素症をもたらす閾値（平均

010 mg/kg/日）、9 歳以上は最大無害量 10.0 

mg /日に基づく 

2020 Dietary Reference Intakes for Koreans 

EU・EFSA 耐容上限量 1–3 歳：1.5 mg/日 

4–8 歳：2.5 mg/日 

9–14 歳：5 mg/日 

14 歳以上の小児と成人：7 mg/日 

う蝕、フッ素症、骨粗鬆症のリスク 

フッ化物を 0.08–0.12 mg/kg体重/日摂取して

いた集団における永久歯の中等度フッ素症の

有病率に基づく 

Opinion of the Scientific Panel on Dietetic 

Products, Nutrition and Allergies (NDA) on a 

request from the Commission related to the 

Tolerable Upper Intake Level of Fluoride 
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表 3. 各国・地域・機関における塩化物の摂取基準と根拠 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

アメリカ・カナダ 目安量 0–6 か月：0.18 g/日 

7–12 か月：0.57 g/日 

1– 3 歳：1.5 g/日 

4 –8 歳 1.9 g/日 

9–13 歳：2.3 mg/日 

14–18 歳：2.3 mg/日 

19–50 歳：2.3 mg/日 

51–70 歳：2.0 g/日 

71 歳以上：1.8 g/日 

ナトリウムの目安量の当モル量 

ナトリウムと塩化物は、通常、塩化ナトリウ

ムとしてほとんどの食品に含まれており、ナ

トリウムと当モル量を摂取すれば、必要量

は満たされると仮定。 

Dietary Reference Intakes for 

Water, 

Potassium, Sodium, Chloride, and 

Sulfate 

イギリス 目安量 0–3 か月：320 mg/日 

4–6 か月：400 mg/日 

7–9 か月：500 mg/日 

10–12 か月：500 mg/日 

1–3 歳：800 mg/日 

4–6 歳：1100 mg/日 

7–10 歳：1800 mg/日 

11 歳以上：2500 mg/日 

ナトリウムの目安量の当モル量 Dietary reference values: a guide. 

フランス 目安量 6 か月未満：170 mg/日 

6–11 か月：570 mg/日 

1–3 歳：1200 mg/日 

4–8 歳：1500 mg/日 

9–13 歳：1900 mg/日 

14–17 歳：2300 mg/日 

18 歳以上男性：2300 mg/日 

18 歳以上女性：2300 mg/日 

ナトリウムの目安量の当モル量 OPINION of the French Agency for 

Food, Environmental and 

Occupational Health & Safety 

on the "Updating of the French 

dietary reference values for vitamins 

and minerals"  

韓国 目安量 成人男女：2.3 g/d ナトリウムの目安量の当モル量 2020 Dietary Reference Intakes for 

Koreans 
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表 3. 各国・地域・機関における塩化物の摂取基準と根拠（続き） 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

EU・EFSA 目安量 

 

7–11 か月：0.3g/日 

1–3 歳児：1.7 mg/日 

4–6 歳：2.0 mg/日 

7–10 歳：2.6 mg/日 

11–17 歳：3.1 mg/日 

18 歳以上：3.1 mg/日 

ナトリウムの目安量の当モル量 Scientific Opinion on dietary 

reference values for chloride. EFSA 

Journal 2019;17(9):5779, 24 pp. 
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表 4. 各国・地域・機関における水の摂取基準と根拠 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

アメリカ・カナダ 目安量 0–6 か月：0.7 L/日  

7– 12 か月：0.8 L/日 

1– 3 歳：1.3 L/日 

4 –8 歳：1.7 L/日 

9–13 歳男児：2.4 L/日 

9–13 歳女児：2.1 L/日 

14–18 歳男児：3.3 L/日 

14–18 歳女児：2.3 L/日 

19 歳以上男性：3.7 L/日 

19 歳以上女性：2.7 L/日 

呼吸、尿、便および感覚器官の水分損失を補

うために必要な最低限の水分量 

Dietary Reference Intakes for Water, 

Potassium, Sodium, Chloride, and 

Sulfate. 

フランス 目安量 –5 か月：100–190 mL/kg/日 

6–12 か月：1,100–1,200 mL/日 

2–3 歳：1,300 mL/日 

4–8 歳：1,600 mL/日 

9–13 歳男児：2,100 mL/日 

9–13 歳女児：1,900 mL/日 

14 歳以上男性：2.5 L/日 

14 歳以上女性：2.0 L/日 

（EFSA による基準の引用） Actualisation des repères du PNNS : 
élaboration des références 

nutritionnelles 

北欧諸国 目安量 2–13 歳：1 L/日 

14 歳以上：1–1.5 L/日 

諸外国での目安量および、北欧諸国での 1 日

当たりの摂取量を考慮 

Nordic Nutrition Recommendations 

2012 

オーストラリア・ニュー

ジーランド 

目安量 0–6 か月：0.7 L/日 

7–12 か月：0.8 L/日 

1–3 歳：1.4 L/日 

4–8 歳：1.6 L/日 

9–13 歳男児：2.2 L /日 

9–13 歳女児：1.9 L /日 

14–18 歳男児：2.7 L/日 

14–18 歳女児：2.2 L/日 

19 歳以上男性：3.4 L/日 

19 歳以上女性は 2.8 L/日 

オーストラリアでの国民調査から得られた摂取

量の中央値に基づく 

Nutrient Reference Values for Australia 

and New Zealand 
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表 4. 各国・地域・機関における水の摂取基準と根拠（続き） 

国・地域・機関 基準もしくは推

奨 

基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

韓国 目安量 0–5 か月：700 mL/日 

6–11 か月：800 mL/日 

1–2 歳：1,000 mL/日 

3–5 歳：1,500 mL/日 

6–8 歳男性：1,700 mL/日 

6–8 歳女性：1,600 mL/日 

9–11 歳男性：2,000 mL/日 

9–11 歳女性：1,900 mL/日 

12–14 歳男性：2,400 mL/日 

12–14 歳女性：2,000 mL/日 

15–18 歳男性：2,600 mL/日 

15–18 歳女性：2,000 mL/日 

19–29 歳男性：2,600 mL/日 

19–29 歳女性：2,100 mL/日 

30–49 歳男性：2,500 mL/日 

30–49 歳女性：2,000 mL/日 

50–64 歳男性：2,200 mL/日 

50–64 歳女性：1,900 mL/日 

65 歳以上男性：2.100 mL/日 

65 歳以上女性：1,800 mL/日 

推定平均エネルギー必要量から推定した

食物からの水分摂取量と、韓国健康栄養

調査から得た飲料由来の水分摂取量を考

慮 

2020 Dietary Reference Intakes for 

Koreans 

EU・EFSA 目安量 –5 か月：100–190 mL/kg/日 

6–12 か月：1,100–1,200 mL/日 

2–3 歳：1,300 mL/日 

4–8 歳：1,600 mL/日 

9–13 歳男児：2,100 mL/日 

9–13 歳女児：1,900 mL/日 

14 歳以上男性：2.5 L/日 

14 歳以上女性：2.0 L/日 

EU加盟諸国での平均的な水分摂取量と、

尿の望ましい浸透圧値を考慮 

Scientific Opinion on Dietary 

Reference Values for water 

 

80



 

 
 

令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 報告書 

 

高齢者の Body Mass Index と生活機能障害に関する観察研究の収集 

 

研究協力者 木下かほり 1、冨田沙希 1、大塚礼 2 

研究分担者 朝倉敬子 3 

研究代表者 佐々木敏 4 
1 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 研究所 老年学・社会科学研究センター フレイル研究部 
2 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 研究所 老年学・社会科学研究センター 老化疫学研究部 
3 東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野 
4 東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

 

【研究要旨】 

健康寿命の延伸、医療・介護コスト削減が課題となっており、要介護認定を受ける高齢者の増

加を防ぐことも食事摂取基準を考える上で重要である。本研究では比較的肥満度の低い集団にお

ける要介護発生率の低い体格指数の範囲を明らかにするために、生活機能障害の新規発生をア

ウトカムとし、Body Mass Index との関連を調査した観察研究について文献レビューを行った。文献

の対象者はベースライン時点で生活機能が自立した 65 歳以上の地域在住高齢者とし、追跡期間

5 年以上の縦断的観察研究を対象に Pubmed を使用して文献検索を行った（2022 年 9 月）。505

件が抽出され、最終的に適格基準を満たした 6 件の文献が採択された。他国の報告を中心に

ADLの指標はKatz Index が用いられる場合が多く、日本人を対象とした文献（2 件）ではアウトカム

に要支援が含まれていたため生活機能が比較的保たれた対象者を含んでいる可能性があった。

我が国における BMI と要介護認定を扱った縦断的観察研究は極めて少なかったため、今後の研

究増加が必須である。 

 

A. 背景と目的 

日本人の食事摂取基準 2020 年版では、エ

ネルギーの指標に Body Mass Index （BMI）が

採用されており、目標とする BMI の範囲が示さ

れている。目標とする BMI の範囲は、文献レビ

ューと共に日本人の BMI 分布を考慮して検討

された結果から「観察研究で確認された総死

亡率の低い BMI の範囲」と定義され、年代別

に示されている。一方、超高齢社会において

は健康寿命の延伸、および、医療・介護コスト

削減が課題となっており、その意味では、要介

護認定を受ける高齢者の増加を防ぐことも食

事摂取基準を考える上で重要である。 

本研究では比較的肥満度の低い集団にお

ける要介護発生率の低い体格指数の範囲を

明らかにするために、生活機能障害の新規発

生をアウトカムとし、Body Mass Index (BMI) 

との関連を調査した観察研究について文献

レビューを行うこととした。 

 

B. 方法 

65 歳以上の地域在住高齢者を対象として、

ある時点（ベースライン時点）の BMI とその後

の生活機能障害（日常生活動作（ADL）障害、

要介護認定）の新規発生との関連を縦断的に

検討した研究報告をまとめることにした。本レ

ビューの文献抽出は東邦大学医学部図書館

司書の協力を得て、データベース（Pubmed）を

使用し、2022 年 9 月 6 日に検索を行った。文

献検索に用いた式を表 1 に示す。本レビュー
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における文献スクリーニングは表 2 に示す適格

基準に基づいて行い、また、次の文献は除外

した： ①ハザード比、オッズ比、リスク比のい

ずれも扱っていない文献、②本文中で生活機

能障害を扱っているものの結果変数としては

扱われていない文献（例：層別化解析の変数

として使用）。このように、タイトル・抄録のみを

用いた一次スクリーニング、フルテキストを用い

た二次スクリーニングを経て、関連文献の抽出

と収集を行った。 

 

C. 結果 

検索式（表 1）により、505 件の文献が抽出さ

れた。一次スクリーニングにおいて、重複して

いる、言語が日本語もしくは英語ではない、研

究デザインが縦断的観察研究ではない、対象

者が特定の病気を有する集団または施設入

所者のみである、明らかに高齢者（65 歳以上）

が対象者に含まれない、BMI と生活機能障害

の関連を扱っていない文献を除外し、29 件が

選別された。フルテキストを精査した二次スクリ

ーニングではさらに、ハザード比・オッズ比・リ

スク比のいずれも扱っていない、生活機能障

害は扱っていても結果変数ではない（例：層別

化の変数として使用）、BMI 20kg/m²未満の対

象者が含まれていない、BMI 25kg/m²未満の

対象者が区分されていない、BMI と生活機能

障害について直線関連を想定した解析のみを

実施している、5 年以上追跡していない文献を

除外し、最終的に 6 件の文献が本レビューの

対象として採択された（図1）。その内訳は日本

からの報告 2 件 1, 2)、中国からの報告 1件 3)、

フィンランドからの報告 1 件 4）、フランスからの

報告 1件 5）、米国からの報告 1件 6）であった。 

 

D. 考察および結論 

文献検索において、文献の発表年に関する

期間を定めなかったにも関わらず、検索式にヒ

ットした文献数は505件、最終的に適格基準を

満たした文献は6件と少なかった。質の高い研

究を採択するためには、対象者の追跡開始後

一定期間内のイベント発生者を除外した文献

をレビューの対象とすることが望ましいが、その

ような対応を行っていた文献は、採択された 6

件のうち3件のみであった。他国の報告を中心

に ADLの指標は Katz Index7）が用いられる場

合が多く、入浴・更衣・トイレの使用・移動・排

泄コントロール・食事における介助の状態が評

価されていたが、日本人を対象とした文献（2

件）は、いずれもアウトカムに要支援が含まれ

ており、生活機能が比較的保たれた対象者を

含んでいる可能性があった。また、認知症や

脳血管疾患など特定の疾患が原因で要介護

となる場合も考えられるため、生活機能障害の

原因別の検討も必要と思われる。我が国にお

ける BMI と要介護認定を扱った縦断的観察研

究は極めて少なかったため、質の高い文献レ

ビューを行うには、今後の研究増加が必須で

あると考えられた。 

 
F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

  なし 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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表 1 本レビューにおいて用いた文献検索式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 本レビューにおける適格基準 
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図１ 本レビューにおける文献検索フローチャート 

 本レビューにおいて、あらかじめ設定した PECOSに基づき作成した検索式を用い、Pubmed にて

文献を抽出した後、タイトル・抄録のみを用いて文献を選別する一次スクリーニング、フルテキスト

を用いて文献を選別する二次スクリーニングを経て、本レビューの PECOS（適格基準）に合った文

献を採択するまでのフローチャートを示した。 
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令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 報告書 

 

「日本人の食事摂取基準」の使用実態：インタビュー調査とそれに基づく質問票の作成 

 

研究分担者 朝倉敬子 1 、片桐諒子 2 

研究協力者 桒原晶子 3 

研究代表者 佐々木敏 4 
1東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野 
2国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所 栄養疫学・食育研究

部 
3大阪公立大学大学院生活科学研究科食栄養学分野/大阪公立大学生活科学部食栄養学科 
4東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

 

【研究要旨】 

「日本人の食事摂取基準」（以下「基準」）の使用実態に関し、インタビュー調査を行っ

た。基準はよく認知されており使用もされていた。策定根拠などの本文部分まで読み込ま

れているのは使用施設における独自基準策定時、基準自体を学校や研修会などの場で教え

る時、個別事例に対応する必要があるときなどが多く、基準値しか見ないという意見もあ

った。困りごととして挙がった内容からは、科学的知見の不確実性を踏まえた正確な記述

が却って理解を妨げていること、およびエネルギー・栄養素に関する記述を献立にうまく

繋げることが難しいことがうかがわれた。学校教育において基準をどの程度教えるかには

ばらつきがあり、卒後の研修の機会が多くはない実態もうかがわれた。今後への期待とし

ては、ポイントを先に記述する形式にすることや図表の有効利用、概要版やガイドブック

を作成すること、具体的な活用法の提示などが挙げられた。これらの意見に基づき、次年

度実施予定の『「日本人の食事摂取基準」の使用実態に関する調査』で使用する質問票を作

成した。 

 

A. 背景と目的 

日本人におけるエネルギー・栄養素の適

切な摂取量に関する指標値は、1970年に「日

本人の栄養所要量」として策定されるよう

になり、2000年の改定時に「日本人の栄養

所要量‐食事摂取基準‐」の名称で呼ばれ

るようになった。名称の変更は、第二次世

界大戦終了後まだ日の浅い時期を中心に大

きな問題となったエネルギー・栄養素摂取

不足を予防するのみならず、生活習慣病予

防の観点から過剰摂取への対応もできる限

り考慮して策定されるようになったためで

ある。2005年からは「日本人の食事摂取基

準（2005年版）」の名称となり、以後 5年

ごとに改定が行われている。最新版は 2020

年版（1）である。 

 日本人の食事摂取基準が使用されるよう

になり既に 20年が経つ。一般的に食事が提

供される場でも、医療、行政、福祉、食品

開発などの場でも広く参照されているが、

複数の指標値が存在することや、指標値の

策定根拠の理解に統計学や疫学の基礎的知

識が必要であること、学術的知見の記述に

特有の言い回しが本文中に含まれることな

どより、理解が難しいという指摘もある。 

 日本人の食事摂取基準を正しく理解し参

86



 

 
 

照していただくためには、分かりやすい記

述が欠かせない。また、内容を理解するた

めの教育や改定に関する情報伝達の機会も

必要である。そこで本研究では、様々な職

域において日本人の食事摂取基準を使用す

る栄養士・管理栄養士、を対象にインタビ

ュー調査を実施し、同基準の使用実態及び

同基準についての情報収集の方法、今後の

改定の際に期待することなどについて意見

を収集することを目的とした。さらに、よ

り多くの日本人の摂取基準使用者の意見を

収集するための質問票調査を予定しており、

インタビュー結果に基づき質問票を作成す

ることも目的とした。 

 

B. 方法 

B-1. インタビュー調査 

令和 4年度 10－11 月、大学（管理栄養士

養成校教員）、給食委託会社、自治体、福祉

施設、病院の各職域に勤務する栄養士・管

理栄養士有資格者を対象にインタビュー調

査を実施した。職域ごとに 1－2 名ずつ（計

9名）の対象者に参加を依頼し、それぞれ 1

時間程度のグループインタビューを実施し

た。議論された内容は以下のとおりである。

①日本人の食事摂取基準（基準）を日常業

務において使うかどうか、②基準のどの部

分をどのように使うか、③使わない場合、

なぜ使わないのか、④基準の本文を読むか、

⑤読むのはどこか、本文の内容は業務にお

いて役立つか、⑥読まない場合、なぜ読ま

ないのか、⑦基準を読む/使う上で困る点、

⑧学生時代に基準について勉強したか、⑨

現在、基準について学ぶ場があるか、⑩基

準改定時の情報収集はどうしているか、⑪

改定時に気になる箇所、⑫基準に今後期待

すること。 

 

B-2. 質問票作成 

 インタビュー調査の結果に基づき選択肢

を作成する形で、インタビューと同様の情

報を質問票で収集できるように質問票作成

を行った。 

 

C. 結果 

C-1. インタビュー調査 

 回答概要は以下のとおりである。 

 

１）使用実態 

・業務で何らか使用する機会がある、とい

う回答が全員から得られた。ただし、勤務

先施設独自で提供する食事に関する基準が

ある場合は、その基準を定める際に日本人

の食事摂取基準を参照するが、それ以降は

施設の基準を主に参照するとの意見が多数

あり。施設の基準は定期的な見直しを行う

ので、その際にも日本人の食事摂取基準を

参照するとの意見もあり。 

・数値の表のみを主に見る、という回答も

あり。数値のみを知っていれば業務ができ

てしまう現場もある。 

・給食委託先の業者が基準を把握している

ので使用しなくても問題ないケースあり。 

・学校では、学校用の基準を見ている。 

・給食のパッケージソフトなどを使用する

とそこに基準値が入っていて、日本人の食

事摂取基準を見る必要がない。 

・疾患やライフステージ別の項は、関連す

る対象者に食事を提供したり、学生に指導

したりといった場合は使用する。疾病の診

療ガイドラインの方を使用するという意見

もあり。 

・職域内の栄養士用のテキストを作成する

際に使用する。 

・食事を提供する相手用の資料（表示など）

を作成するときに使用する。 

・地域での講習会の準備のために使用した

り、各種事例（在宅介護の高齢者など）へ

の個別対応の際に使用したりする。 

・栄養指導、栄養製剤使用などの際に使用
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する。 

 

２）使用時の困りごと 

・各指標値の意味合いがうまく理解されて

おらず、厳しすぎるとのクレームが出るこ

とあり。 

・同じ指標値であっても策定根拠が栄養素

によって異なることがあり、指標値の意味

合いが異なることにつながるので対処に困

る。 

・読み進めても、結局のところ科学的根拠

が十分でないという結論で、よく分からな

いことがある。 

・食品の摂取量が示されているわけではな

く、情報が使いにくい（栄養素と食品の連

結が悪い）。 

・確率論などは読み込まないと理解しづら

く、数値のまるめなども分かりにくいこと

がある。日本人の栄養所要量の時代に学校

を卒業した人にとっては勉強の機会が少な

く、考え方になじみにくい。 

・初めのころは、たくさんの指標値から自

分で適切なものを判断して選ぶことに驚い

た。 

・参考文献の見方が分からない。 

 

３）学習機会 

・学校教育は、学校ごとに差がある。活用

まで教えている学校もあれば、ほとんど教

えていない印象の学校もある。 

（－以下、卒後の学習機会について） 

・栄養士会や学会の研修会。 

・雑誌（商業誌）、書籍。 

・厚生労働省や自治体の研修会。 

・職場の先輩・同僚や取引先と情報交換。 

・Web上の資料。 

・誰に聞いていいか分からない、勉強の機

会がないという意見を聞くことあり。 

・研修会は参加人数が限られるので、広く

参加できるようにしていただけるとありが

たい。オンデマンドなども用意してほしい。 

 

４）今後への期待 

・概要が各章の最初にまとまっていると使

いやすい。もしくは、各章の最初に結論が

書いてあって、その後に結論に至るまでの

検討過程が書いてあると分かりやすい。 

・解説書、ガイドブック、概要版など、理

解の助けになるものがあると良い。 

・カラー版があったり、イラストや図が多

かったりすると分かりやすい。 

・給食での活用の項を復活してほしい。献

立への指標値の反映の仕方や食品・食事へ

の展開の仕方があると分かりやすい。 

・特殊ケースへの対応方法が知りたい。外

国人、アスリート、ビーガン、宗教食など。 

・事例集や活用例があると良い。 

・脂肪酸やアミノ酸、水の取り扱いに関す

る記述の追加。 

・小児に関する記述の充実。 

・骨粗鬆症やフレイルについて。 

・食品成分表との兼ね合いが気になる。一

緒に進んでいってほしい。 

・策定者とユーザーのつながりがもう少し

あると良い。活用法を広めた方が良い。 

 

C-2. 質問票作成 

 インタビュー結果から重要と考えられる

ポイントを集め、それらを選択肢として含

む質問票を作成した（図 1）。 

 

D. 考察 

使用実態、困りごと、学習機会、今後へ

の期待などへの意見は、職域ごとに異なる

点もあったが、概ね共通する回答も多かっ

た。 

日本人の食事摂取基準そのものを教えた

り、施設独自の基準を策定したり、特殊例

への個別対応を考えたり、講習会で教えた

りといった機会のある場合は、食事摂取基
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準の本文まで詳細に読み込んでいるという

回答が多かった。献立作成業務においては、

日本人の食事摂取基準の本文に当たらなく

ても、施設独自の基準値を参照したりソフ

トを使用したりすることで業務遂行には事

足りるようである。 

困りごととして挙がった内容からは、科

学的知見の不確実性を踏まえた正確な記述

が却って理解を妨げていること、およびエ

ネルギー・栄養素に関する記述を献立にう

まく繋げることが難しいことがうかがわれ

た。日本人の食事摂取基準執筆時にはエビ

デンスの十分でない事柄について記述する

必要が多く、断定的な記述は難しい場合が

多いものの、要点を先に書くなどの工夫は

必要と考えられる。また活用に関しては、

日本人の食事摂取基準とは別にガイドブッ

クを用意するなどの検討はなされても良い

ものと考えられる。 

学習機会については、学校での教育が十

分に行われていない場合があること、研修

会受講機会が十分に提供されていないこと

が指摘された。まずは職域において業務が

食事摂取基準に基づいて行われていること

を認識していただき、実習に来た学生にも

その旨が伝わるような環境が必要と考えら

れる。実務担当者への研修機会の充実はそ

れに寄与しうるであろう。 

今後への期待では、ここまでの間に考え

られる対策として記述してきた内容以外に、

個別の栄養素や疾患、対象集団に対する記

述の希望も挙げられた。また、日本食品標

準成分表（食品成分表）（2、3）との連動が

指摘されたが、重要な点と考えられる。食

品中栄養素の測定法の進歩に伴い、食品成

分表に含まれるいくつかの栄養素に関し、

食品中含有量の数値が変化している。改定

時期のずれのために完全対応させることは

困難であるが、特に変動幅の大きい栄養素

については対応が必要と考えられる。 

 インタビュー結果に基づき、より多くの

日本人の食事摂取基準使用者から情報を収

集するための質問票を作成した。現在、調

査対象者を検討中であり、来年度、オンラ

インで調査実施予定である。 

 

E. 結論 

 日本人の食事摂取基準の使用実態、今後

の方向性に関する意見を収集し、それに基

づく質問票を作成した。この質問票を用い、

来年度、より幅広く多人数の日本人の食事

摂取基準使用者を対象に、使用実態調査を

実施予定である。 

 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

  なし 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 

 

I. 参考文献 

1) 伊藤貞嘉,佐々木敏:日本人の食事摂取

基準（2020年版） (2020) 第一出版, 東京 

2） 文部科学省：日本食品標準成分表 2015

年版(七訂)（2015）全国官報販売協同組合，

東京 

3） 文部科学省科学技術・学術審議会資源

調査分科会：日本食品標準成分表 2020年
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版（八訂）―文部科学省科学技術・学術審

議会資源調査分科会報告（2021）蔦友印刷，

長野 
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「日本人の食事摂取基準」の使用実態に関する調査 

 

●取り込み基準（①を満たし、②・③・④のいずれかを満たす者） 

①18 歳以上。 

②現在、栄養士・管理栄養士として働いている（献立作成、給食管理、栄養指導などを業務としている）。 

③現在、栄養士養成機関（大学・専門学校など）で教員として働いている 

④現在、食品開発など栄養に関連する事柄を扱う業務に携わっている。 

※産休育休などで短期の休暇中の方はご参加いただけます。 

 

 

●質問項目案 

１）あなたの性別を教えてください 

１．女性  ２．男性  ３．その他 

 

２）あなたの年齢（年代）を教えてください。この調査の対象者は 18歳以上です。 

１．10-20 代  ２．30 代  ３．40 代  ４．50 代  ５．60 代以降 

 

３）あなたの保有する専門職資格を教えてください。（複数回答可、いくつでも） 

１．栄養士 

２．管理栄養士 

３．調理師 

４．栄養教諭 

５．看護師・保健師 

６．医師・薬剤師 

７．保育士・幼稚園教諭 

８．介護福祉士 

９．食品衛生責任者・食品衛生管理者 

１０．その他（    ） 

１１．資格なし 

 

４）あなたの職位はどれに当たりますか。 

１．管理職（係長以上などで部下がいる、大学教員で講師以上、など） 

２．管理職以外（特段の役職名なし） 

３．職位はない職種（フリーで活動、など） 

 

５）あなたの現在働いている職場は以下のどれに当たりますか。 

１．医療機関（病院、診療所など） 

２．学校（幼稚園・小・中・高等学校など） 

３．企業（給食事業） 

４．企業（食品製造） 
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５．栄養士養成校（大学・専門学校など） 

６．行政（国の機関・地方自治体など） 

７．地域（開業、フリーなど） 

８．福祉施設（保育園、高齢者施設など） 

 

６）あなたの主な業務は何ですか。 

（複数回答可。多くの時間を割いている業務から順番に 1～3 つまで回答可。） 

１．献立作成 

２．調理業務 

３．給食管理（食品発注、衛生管理、スタッフのシフト管理、提供した献立の評価など） 

４．栄養・食事指導 

５．食育（幼児・小児・学童・生徒向け） 

６．食育（成人向け） 

７．商品開発 

８．学生教育（栄養士養成） 

９．調査研究 

１０．事業・行政施策などの立案・実施 

１１．一般事務 

１２．その他（    ） 

 

７）栄養に関連する仕事に、何年ぐらい携わっていますか。お休みしていた期間があるようなら、それは

除いてください。 

１．5年未満  ２．5年-10 年未満  ３．10年-15 年未満  ４，15 年-20 年未満   

５．20 年-25 年未満  ６，25 年-30 年未満  ７．30年以上 

 

 

【ここから、日本人の食事摂取基準についてお尋ねします。あなたの状況や意見を教えてください。】 

８）「日本人の食事摂取基準」を日常業務の中で使いますか？ 

 １．いつも使う  ２．よく使う   ３．あまり使わない  ４．全く使わない 

※「いつも・よく使う」の人は９－１，９－２，９－３に回答、「あまり・全く使わない」の人は９－４，

９－５に回答 

 

９―１）「日本人の食事摂取基準」のどの部分を使いますか。 

９-1-1）【全体の章立てのうち・・・】 

（複数回答可。よく使う方から１～3 つまで順番に回答可。） 

１．総論 

（以下の選択肢は、各論の章を指します。） 

２．エネルギー 

３．たんぱく質・脂質・炭水化物、エネルギー産生栄養素バランス 

４．脂溶性ビタミン 
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５．水溶性ビタミン 

６．多量ミネラル 

７．微量ミネラル 

８．妊婦・授乳婦 

９．乳児・小児 

１０．高齢者 

１１．高血圧 

１２．脂質異常症 

１３，糖尿病 

１４．慢性腎臓病 

１５．その他（       ） 

 

９-1-2）【各論（エネルギー、栄養素）のそれぞれの章のうちの項目について・・・】 

（複数回答可。よく使う方から１～3 つまで順番に回答可。） 

１，基本的事項（栄養素の定義、分類、機能など） 

２．指標設定の基本的な考え方 

３．健康の保持・増進（推定平均必要量、目安量、耐容上限量などの設定について） 

４．生活習慣病の重症化予防（目標量の設定について） 

５．活用に当たっての留意事項 

６．今後の課題 

７．指標値の一覧表 

８．参考文献 

９．その他（       ） 

９－２）「日本人の食事摂取基準」を日常業務の中でどのように使いますか。（複数回答可。職務において

該当する頻度が高い項目を、高い方から順に１～５項目まで順番に回答可。） 

 

１．勤務施設における栄養素等基準値（給食など向け）を作るのに使う。 

２．献立の作成や評価、給食管理などにおいて、各種指標値そのものを使う。 

３．個人に対する栄養管理・指導・助言（個別対応）の際に使う。 

４．業務上必要な提出書類などを作成するときに使う。 

５．授業・講義（食育も含む）や勤務先等での講習/教材を作るときの根拠として使う。 

６．商品企画・開発のときに使う。 

７．食事摂取基準の内容自体を教える。 

８．各種指標値の設定根拠を自分が理解するために使う。 

９．調査研究の計画を立てるときに使う。 

１０．調査研究のデータ解析、結果解釈のときに使う。 

１１．施策立案や事業計画立案、またはその効果の評価に使う。 

１２．その他（       ） 
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９－３）「日本人の食事摂取基準」を読んだとき、どの部分を特に丁寧に（例えば、策定根拠の理解などを

目的に）読みましたか。（複数回答可。最も丁寧に読んだ項目から１～3 つまで順番に回答可。） 

１．総論 

２．エネルギー 

３．たんぱく質・脂質・炭水化物、エネルギー産生栄養素バランス 

４．脂溶性ビタミン 

５．水溶性ビタミン 

６．多量ミネラル 

７．微量ミネラル 

８．妊婦・授乳婦 

９．乳児・小児 

１０．高齢者 

１１．高血圧 

１２．脂質異常症 

１３，糖尿病 

１４．慢性腎臓病 

１５．その他（       ） 

 

９－４）「日本人の食事摂取基準」を日常業務の中で使わない理由は何ですか。（複数選択可。理由として

大きい方から順に１～３項目目まで順番に回答可。） 

１．勤務施設独自の基準などがあり、「日本人の食事摂取基準」を使う必要がない。 

２．栄養価計算ソフト・給食管理システムなどで栄養素摂取（提供）量の適切性が自動的に判断できるの

で、「日本人の食事摂取基準」を使う必要がない。 

３．栄養基準値の決定や献立作成は職場の他の人、あるいは委託先業者などが行うので、「日本人の食事摂

取基準」を使う必要がない。 

４．疾患の治療ガイドラインなど、「日本人の食事摂取基準」以外の基準を主に参考にしている。 

５．食品そのものについてなど、「日本人の食事摂取基準」は関係しないことを教えている。 

６．業務内容は一般事務などが中心で、「日本人の食事摂取基準」を使う必要がない。 

７．「日本人の食事摂取基準」は内容がよく分からない。 

８．「日本人の食事摂取基準」が手元にない。 

９．その他（        ） 

 

９－５）日本人の食事摂取基準 2020 年版を読んだことがありますか。 

１．本文、基準値の表の両方を丁寧に読んだことがある。 

２．本文、基準値の表の両方をざっと読んだことがある。 

３．基準値の表を見たことがある。 

４．読んだことがない。 
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１０）「日本人の食事摂取基準」を読んだり使ったりする上で、困る点を教えてください。使わない方は、

使わない理由を踏まえてお答えください。（複数回答可。最も困る点から１～３項目まで回答可） 

１．各章の構成（「基本的事項」「指標設定の基本的な考え方」・・・といった構造）が分かりにくい。 

２．文字が多い・文章が長いため読む時間が取りにくい。 

３．文章の意味が読み取りにくい。 

４．学術論文に関する記述が分かりにくい。 

５．結論がどこに書いてあるのか分からない。 

６．全体として、専門用語が分かりにくい。 

７．各指標値の意味合いが分かりにくい。 

８．統計用語や確率の考え方が分かりにくい。 

９，数値がどのように処理されているのか分かりにくい。 

１０．図や表が少なく、理解の助けになるものがない。 

１１．実地での活用法が分かりにくい。 

１２．その他（       ） 

 

１１）学生時代に「日本人の食事摂取基準」について勉強する場はありましたか。 

１．あった  ２．なかった 

 

１２）あなたが大学等で学んだのはどちらですか？ 

１．主に日本人の栄養所要量 

２．主に日本人の食事摂取基準 

３．いずれも学んでいない 

 

１３）現在「日本人の食事摂取基準」について分からないことがあった時、聞く相手や勉強する場はあり

ますか。 

１．ある  ２．ない  ３．分からないことはない。  ４，使わないので誰かに聞く必要はない。 

 

１４）「日本人の食事摂取基準」が改定されたとき、変更部分に関する情報はどこから、あるいはどのよう

に得ますか。（複数回答可。最も多くの情報を得る手段から順に１～３項目まで回答可。） 

１．厚生労働省主催の研修会 

２．学会のセミナーや研修会 

３．日本栄養士会（支部も含む）のセミナーや研修会 

４．学会・栄養士会以外の団体のセミナーや研修会 

５．厚生労働省のホームページで公開されている情報 

６．栄養関連の組織や個人のウェブサイト（厚生労働省以外） 

７．職場の同僚や上司 

８．職場内での自主的な勉強会 

９．他職場や取引先などと情報交換 

１０．雑誌記事 

１１．書籍 
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１２．特に情報は収集しない 

１３．その他（       ） 

 

１５）「日本人の食事摂取基準」の改定版が出た際に、どのような内容の変更が気になりますか？（複数回

答可。最も気になる変更から順に１～３項目まで回答可。） 

１．全体の策定方針（2020 年版で言えば、フレイル予防が加わったことなど） 

２．章立て（対象者別や疾患別が加わった、など）・構成 

３．個別指標値の策定方法（策定根拠の変化） 

４．どの指標値に変化があったか（数値そのものの変化） 

５．他のガイドラインなどとの整合性 

６．特に気になることはない 

７．その他（       ） 

 

１６）「日本人の食事摂取基準」に対し、今後期待することをお尋ねします。 

１６―１） 盛り込んでほしい内容を教えてください。（複数回答可。最も盛り込んでほしい項目から順に

１～３項目まで回答可。） 

１．給食における活用（対象：集団） 

２．献立への指標値の反映方法（対象：個人） 

３．食品群ごとの摂取基準値 

４．指標値それぞれの活用方法の詳細 

５．各指標値の具体的活用事例 

６．標準的でない人への応用方法（肥満・やせ、超高齢者、外国人、スポーツ選手など） 

７．特殊な食事への対応方法（アレルギー食、宗教による制限食、菜食主義など） 

８．食品成分表との兼ね合いに関する記述 

９．世の中のいわゆる「健康情報」（低炭水化物食など）との兼ね合いに関する記述 

１０．アミノ酸や脂肪酸の摂取量に関する考え方や基準値 

１１．水の摂取量に関する基準値 

１２．特になし 

１３．その他（       ） 

 

１６－２） 改善してほしい点を教えてください。（複数回答可。最も改善してほしい項目から順に１～３

項目まで回答可。） 

１．各栄養素における指標の概念を統一してほしい。 

（例：推定平均必要量は単一の栄養素で不足を回避するための指標であるのに、 

疾患予防のための値を設定している栄養素をなくす。） 

２．各栄養素の最初に概要をまとめてほしい。 

３．段落ごとに、結論が先に来るような構成の文章にしてほしい。 

４．図表を増やしてほしい。 

５．使用法（活用法）についての情報を様々な形で提供してほしい。 

６．研修会を増やしてほしい。 
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７．献立事例集を作成してほしい。 

８．ダイジェスト版を作成してほしい。 

９．小児の記述を充実してほしい。 

１０．高齢者の記述を充実してほしい。 

１１．特になし。 

１２．その他（       ） 

 

図１ 「日本人の食事摂取基準」使用実態調査 質問票案 
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令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 報告書 

 

エネルギー指標としての「望ましい BMI」の概念整理と後期高齢者、妊婦のエネルギー必要

量に関する新規情報の収集評価 

 

研究分担者 勝川史憲 1 

研究代表者 佐々木敏 2 

 
1慶應義塾大学スポーツ医学研究センター 
2東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

 

【要旨】 

 本検討では、日本人の食事摂取基準のエネルギーの改定にあたり、１．望ましい BMI に

ついて、肥満・代謝疾患とフレイルの関連、「肥満のパラドックス」との関連、生活習慣病

の診療ガイドラインの減量目標・治療目標とエネルギー摂取量の関連、について整理した。

また、推定エネルギー必要量に関して、後期高齢者と、妊婦のエネルギー付加量について

新規情報を収集した。 

１．望ましい BMI 

１）肥満・代謝疾患とフレイルの関連 

 肥満・代謝疾患がフレイルのリスクになるとする近年の知見を、メタ解析を中心に収集

した。また、二次データの解析結果を概述した。フレイル進展予防の栄養管理として、低

体重、肥満、両者への対応が重要である。 

２）肥満のパラドックス 

 有疾患者では、肥満でも総死亡リスクが増加しない「肥満のパラドックス」が認められ

る。その機序には、nutritional reserve、因果の逆転、喫煙の影響、危険因子の過補正、生

存者バイアスが指摘されるが、望ましいBMIの設定を変更する根拠とは必ずしもならない。

３）肥満者における生活習慣病重症化予防のためのエネルギー指標 

 診療ガイドラインの中には、肥満者の減量目標として現体重からの一定の体重減少率を

指示するものがある。体重減少率とエネルギー摂取量の減少率の数量的な関連が明らかに

されており、減量目標をエネルギー摂取量に置き換えることが可能である。また、介入試

験のメタ解析から、体重減少に伴う代謝指標の改善の程度も示されており、ガイドライン

の治療目標を達成する、体重減少率、エネルギー摂取量の指示が可能である。 

２．推定エネルギー必要量 

１）後期高齢者 

 高齢者で総エネルギー消費量を評価した文献を 74 件収集した。後期高齢者のエネルギー

必要量の推定に使える新たな文献は１件のみであった。特に低体重者において、現在の推

定エネルギー必要量は過小となりやすく、推定方法の限界と対応の方向性について考察し

た。 

２）妊婦のエネルギー付加量 

 妊婦の適切な体重増加の推奨値（日本産婦人科学会）の改定にともない、妊婦の各妊娠
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期のエネルギー付加量を、妊娠前 BMI ごとに計算した。 

A. 背景と目的 

１．望ましい BMI 

 日本人の食事摂取基準 2020 年版 1)では、

エネルギーの指標として BMI を採用し、観

察疫学研究における最低死亡率を呈する

BMI の値をもとに、目標とする BMI の範

囲を年齢別に策定している。この望ましい

BMI に関連して、以下の３点を検討するこ

とを目的とした。 

１）肥満に伴って高血圧、脂質異常、糖尿

病のリスクが増し、一方、低体重に伴いフ

レイルのリスクが増す、というのが一般的

な理解である。しかし近年、肥満や生活習

慣病がフレイルのリスクとなる、とする成

績が多数報告されている。これらを踏まえ

て、望ましい BMI の考え方を整理する。 

２）上記とも関連して、有疾患者では、肥

満でも死亡リスクが増加しない「肥満のパ

ラドックス」が指摘される。その機序を 

明らかにし、望ましい BMI との関連を明確

にする。 

３）診療ガイドラインの中には、現体重か

ら一定の体重減少を目標とするものがある。

こうした目標に対して、エネルギー摂取量

の観点から対応方法を示す。 

２．エネルギー必要量 

 日本人の食事摂取基準 2020 年版では、後

期高齢者のデータが不足していた。また、

日本産婦人科学会「産婦人科診療ガイドラ

イン産科編 2020」において、妊娠中の体重

増加の推奨値が変更となった。エネルギー

必要量推定のための文献を収集した。 

 

B. 方法 

１．望ましい BMI 

１）〜３）について、過去５年間のメタ解

析を中心に文献検索を行った。また、二次

データの分析も行った。 

２．エネルギー必要量 

１）過去５年間に高齢者を対象にした二重

標識水法を用いた英語、日本語論文を抽出

した。74 件中、抄録から基礎代謝量を測定

していると思われる４論文を抽出した。

2020 年版で引用済みの研究、基礎代謝の推

定式を用いた研究、基礎代謝を実測してい

るが絶対値が不明（除脂肪体重で除した数

字のみ）の研究の３件を除外し、１件のみ

を採用した。 

 

C. 結果と考察 

１．望ましい BMI 

１）肥満・代謝疾患とフレイルの関連 

 日本人の食事摂取基準 2020 年版では、観

察疫学研究の最低死亡率を呈する BMI をも

とに、目標とする BMI の範囲を策定してい

る。わが国の高齢者は低 BMI の者が多く、

低体重にともなうフレイルが注目されやす

い。一方、近年、肥満や生活習慣病がフレ

イルのリスクを増加させるとの欧米の報告

が多く、複数のメタ解析が発表されている。 

  高齢者を対象に、disability（ADL、IADL、

その他の physical disability の障害）と

BMI の関係をみた欧米の９研究のメタ解析
2)では、BMI が 28 以上で有意に disability

のリスクが増し、BMI の増加とともにリス

クはさらに増加した。日本人の地域在住高

齢者の検討 3)でも、BMI で層別化しフレイ

ル（Fried phenotype、基本チェックリスト）

のリスクを比較すると、低 BMI だけでなく

BMI 27.5 以上の肥満者でフレイルのリスク

増加をみとめ、リスクが U型カーブを呈し

たと報告されている（図 1）。 

 

図１．日本人高齢者集団における BMI とフ

レイル 2) 
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BMI だけでなく、腹部肥満 4)、糖尿病 5、6)、

メタボリックシンドローム 7、8)がフレイル

のリスクであるとする報告も多い。肥満、

代謝疾患とフレイルは、BMI や年齢で棲み

分けられた別の病態ではなく、フレイルの

一部は肥満や代謝疾患が背景となる密接な

関係にある。 

 筆者らは、全国健康保険協会の委託研究

の一環として、BMI、生活習慣病とフレイ

ルの関連を縦断的に検討した（Nishida Y、

投稿中）。この検討では、医療レセプトの

ICD-10 コードの組み合わせをフレイルの

評価指標として用いた 9)。このフレイル指

標は、日本人高齢者集団の前向き検討にお

いても、死亡や介護施設利用のリスクと関

連し 10)、妥当性が検証されている。筆者ら

の検討は、約 370 万人 の対象者(2015 年の

年齢が 35～69 歳、2015 年の時点でフレイ

ルの中リスク以上を除く)について、2015

年の健診・レセプトデータと 2019 年のフレ

イルのリスク（高リスク、中〜高リスク）

の関連を評価した。調整変数は、2015 年度

の年齢、居住地域、職種、喫煙習慣、体重

推移に影響する併存疾患である。結果は、

(1) BMI で層別化すると、フレイルのリス

クはU型カーブを描き、22.5〜24.9に対し、

18.5 未満、25.0 以上で有意なリスク増加を

認めた。(2) 2015 年時点の高血糖（男女）、

高血圧（男性のみ）は 2019 年時点のフレイ

ルの有意なリスクであった。(3) 2015〜

2019 年の体重変化とフレイルのリスクの

関連を見ると、全体の集団では 3%以上の体

重減少、10%以上の体重増加でリスクが増

加したが、2015 年に糖尿病を有していた者

でみると、3%以上の体重増加からフレイル

のリスクが増加し、逆に 3〜10%の体重減

少はフレイルのリスクを低下させた。 

 肥満や生活習慣病の対応は、フレイル進

展予防の観点からも重要であり、フレイル

の栄養管理としては、低体重だけでなく肥

満への対処も重要である。 

 なお、肥満者でフレイルのリスクが増す

機序として、サルコペニア肥満の関与が推

測される。サルコペニア肥満の定義は長ら

く定まっておらず、2022 年に ESPEN（欧

州臨床栄養代謝学会）と EASO（欧州肥満

学会）による診断基準が発表された 11)。今

後、肥満・代謝疾患とフレイルの栄養管理

に関連して、体組成や筋力の評価を含めた

検討が必要である。 

 

２）肥満のパラドックス 

 有疾患者の集団では、肥満者でも総死亡

リスクが増加しない「肥満のパラドックス」

が指摘されることが多い。肥満のパラドッ

クスは、肥満が発症に大きく関与する高血

圧、糖尿病、心血管病等だけでなく、心不

全、慢性腎臓病、癌患者など種々の病態で

認められる。その機序について整理し、死

亡リスクが U 型カーブを描く一般集団との

関連を明らかにする。以下、(1)は肥満の総

死亡リスク低下に直接的に寄与する可能性

があるが、仮説レベルで十分な検証がなさ

れていない。(2)〜(5)は適切な補正により検

証されており、現時点では、望ましい BMI

の設定を変更する根拠とは必ずしもならな

い。 

(1) nutritional reserve 

 体脂肪を含む体組織の nutritional 

reserve が、疾患の急性増悪時に生存に有利

に働くという仮説であり、論文で明確な根

拠は提示されていない。  

(2) 因果の逆転 

 低体重は、原疾患の状態がより重篤であ

る可能性を反映している可能性があり、低

体重（体重減少）、死亡リスクの両者の交絡

因子として慢性炎症が関与する可能性もあ

る。疫学研究では因果の逆転の影響を除く

ため初期死亡を除外するが、COPD などの

呼吸器疾患による体重減少は臨床診断より
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はるか前から生じ、観察開始後 10 年間の

初期死亡の除外でも呼吸器疾患による死亡

と低体重の関連は減弱する 12)。 

 また、これと関連して、BMI が体組成を

反映しないという指標としての限界も指摘

される。すなわち、体組成で評価すると、

除脂肪体重が少ない肥満者では死亡リスク

が高かったとする癌患者を対象にした報告

13)もある。 

(3) 喫煙の影響 

 喫煙は、エネルギー消費量増大と摂食量

減少を介して体重を減少させると同時に、

種々の癌（肺癌、 口腔癌、咽頭・喉頭癌、 

食道癌、胃癌、膀胱癌等）、脳・心血管病、

慢性閉塞性肺疾患 (COPD)などを介して死

亡リスクを増加させ、低体重と死亡リスク

の交絡因子として作用する。 

(4) 危険因子の過補正 

 脳・心血管病の危険因子である血圧、血

糖、脂質等の指標は、BMI 増加に伴い増悪

する。これらの危険因子を補正することで、

危険因子を伴う総体としての肥満のリスク

は過小評価される（逆のことが低体重で生

じる可能性がある）。 

(5) 生存者バイアス 

 肥満をともなう有疾患者は早期に死亡し

やすく、残った病態が比較的安定した肥満

者が研究対象となることで選択バイアスが

生じる。たとえば、糖尿病患者の死亡年齢

は平均寿命に比べて非常に若く、高齢糖尿

病患者は、肥満があっても病態の安定した

者が残ると考えられる。実際に、糖尿病患

者の総死亡リスクを年齢階級別に見た検討

では、若年成人は U 型曲線を呈するが、年

齢が上がるにつれ肥満者の死亡リスクが低

下する 14)。 

 

３）肥満者における生活習慣病重症化予防

のためのエネルギー指標 

  生活習慣病の診療ガイドラインでは、食

事摂取基準と同様、「適正な BMI」の維持

を指示するものがある一方、現体重から一

定の減量を肥満者に指示するものもある。

すなわち、「肥満症診療ガイドライン 2022」
15）、日本糖尿病学会「糖尿病治療ガイド

2022-2023」16）では現体重の３%の減量が

指示されている。 

 多人数の集団で、二重標識水法による総

エネルギー消費量と体重の関連をみた検討

17)からは、体重変化と総エネルギー消費量

（＝エネルギー必要量）の変化の関係（Δ

体重＝0.712×Δ総エネルギー消費量）が示

されている。個人がエネルギー摂取量を変

化させた場合にもこの式が適用できると考

えると、上記の体重減少率を達成、維持す

るためのエネルギー摂取量を、現在のエネ

ルギー摂取量からの減少率で示すことが可

能である。すなわち、３%の減量を達成、

維持するには、 現在のエネルギー摂取量を

（3÷0.712≒）4.2%制限すれば良いことに

なり、栄養指導で使いやすい指標となる。 

 上記の３％の減量目標の設定は、特定保

健指導の対象者 3、750 名において血圧、脂

質、血糖関連指標が有意に改善した体重減

少率が根拠となっている 18)。しかし、多人

数で検討すれば、より小さい減量でも統計

学的に有意となる可能性がある。「肥満症診

療ガイドライン 2022」15)では、減量は（肥

満症）治療の目的ではなく、肥満に起因・

関連する健康障害の予防・改善を治療の目

的としている。血圧、HbA1c、脂質指標は

それぞれ目標値が設定されているので、体

重減少率と代謝指標の改善の直線的な数量

関係を明らかにすれば、目標値を達成する

ための体重減少率から、その体重減少率を

達成、維持するエネルギー摂取量の目安を

示すことが可能となる。 

 体重減少率に対する HbA1c19)、血圧 20)、

脂質指標 21-23)の改善の程度について、肥満

者を対象とした減量介入試験のメタ解析が
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報告されている。たとえば、HbA1c は、体

重 1%減で 0.1%低下する（ただしベースラ

インの HbA1c の値により異なる）とされて

いる（図２）19)。 

 

図２. 体重減少の HbA1c 改善効果 19) 

 

脂質指標は、１kg の体重減少に対し、中性

脂肪は 4 mg 低下、LDL-コレステロールは

1.28 mg 低下し、HDL-コレステロールは

0.46 mg 上昇するとされている（図３）21)。 

 

図３．脂質指標に及ぼす体重減少の効果 21)  

表１ 地域在住日本人高齢者の基礎代謝量、

総エネルギー消費量、PAL25) 

こうした関係を用いて、特定保健指導等の

場面で、臨床目標を達成する体重減少率か

らエネルギー摂取量の指示が可能となる。

なお、筆者らは、特定保健指導を受けた多

人数の集団で、体重減少率と代謝指標改善

との関係の解析を進めている。 

 なお、上記の体重変化と総エネルギー消

費量変化の関係は欧米人の成績であるので、

体格が異なる日本人での検証も今後必要で

ある。 

 

３．後期高齢者の推定エネルギー必要量：

新規データの収集と算出方法 

 食事摂取基準では、現状では、基礎代謝

基準値、体重、PAL を用いてエネルギー必

要量を推定している。2020 年版では、後期

高齢者のエネルギー必要量のデータが不足

しており、身体活動レベル「低い」は、介

護老人保健施設内で比較的自立した生活を

送っている高齢者の成績を用いていた。 

 今回、過去５年間で、二重標識水法を用

いて高齢者の総エネルギー消費量を評価し

た論文を検索したところ、74 件の研究が得

られた。このうち、食事摂取基準 2020 年版

に引用されておらず、基礎代謝量を実測し

た研究は２件 24,25)のみ、さらに、基礎代謝

量の絶対値が記載されエネルギー必要量の

推定に用いることができるのは日本人の地

域在住高齢者70名を対象にした研究 25)1件

のみだった。その成績を表１に示す。 

 なお、二重標識水法を用いた研究は増加 

傾向にあるが、基礎代謝量を同時に測定す

る研究はさらに稀になると予想されるため、
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今後、エネルギー必要量を推定する別の方

法も検討すべきと考える。食事摂取基準で

は、普通体重者では一定の基礎代謝基準値

を用い、BMIが30までの肥満者はGanpule

の推定式を用いて基礎代謝量の絶対値を求

め、推定エネルギー必要量を算出している。

しかし、体重割りの基礎代謝量は、普通体

重でも BMI の低い範囲では、基礎代謝基準

値を大きく上回る値となる。総エネルギー

も同様である。高齢糖尿病患者のデータ 26)

を再解析してのことを示す（図４）。 

 

図４．糖尿病外来患者の基礎代謝量、総エ

ネルギー消費量と体重、BMI26) 

 

 BMI が望ましい範囲以下の、体重を減ら

したくない対象者で、基礎代謝基準値を用

いた推定エネルギー必要量は実際より不足

する。これは基礎代謝量、総エネルギー消

費量を直線で回帰すると、原点を通らず Y

切片がプラスとなるためであろう。多人数

の体重、総エネルギー消費量のデータから

エネルギー必要量を直接計算する推定式を

今後検討する必要がある。 

 

４．妊婦のエネルギー付加量 

 日本産婦人科学会では、妊娠中の体重増

加の推奨値としての指針として「妊娠中毒

症の栄養管理指針」(1999)27)を用いてきた。

しかし、この推奨値が、妊娠による生理的

な体重増加値を下回っている可能性が危惧

されること、さらに同指針による妊娠高血

圧症候群の予防効果を支持する新たなエビ

デンスが乏しいことから、新たに産婦人科

診療ガイドライン産科編 202028)で、妊娠中

の体重増加指導の目安を表２のように設定

した。現在、同学会はガイドラインを改定

中で、8 月に 2023 年版が刊行予定だが、現

時点では妊娠中の体重増加の推奨値として

同じ表が採用されている。 

 

表２．妊娠中の体重増加の推奨値 

（日本産婦人科学会「産婦人科診療ガイド

ライン産科編 2020」28)） 

妊娠前体格 BMI kg/m2 体重増加指導の目安 

低体重 <18.5 12〜15 kg 

普通体重 18.5≦〜＜25 10〜13 kg 

肥満（１度） 25≦〜＜30 7〜10 kg 

肥満（２度） 30≦ 個別対応（上限 5 kg まで）

 

 食事摂取基準 2020 年版では、妊婦の最終体

重増加量を 11 kg として各妊娠期のエネルギ

ー付加量を求めているので、この表の体重増

加量に対応するように補正すると、付加量は

表３となる。 

 

表３．妊婦のエネルギー付加量 
妊娠前体格 エネルギー付加量（kcal/⽇） 

妊娠初期 中期 後期 

低体重 50〜100 250〜350 500〜600 

普通体重 50 200〜300 400〜550 

肥満（１度） 50 150〜200 300〜400 

肥満（２度） 〜50 まで 〜100 まで 〜200 まで 

 

D. まとめ 

 食事摂取基準における望ましい BMI に関

して、肥満・代謝疾患とフレイルの関連、

「肥満のパラドックス」との関連、生活習

慣病の診療ガイドラインの減量目標・治療

103



 

 
 

目標とエネルギー摂取量連について整理し

た。また、推定エネルギー必要量に関して、

後期高齢者と、妊婦のエネルギー付加量に

ついて新規情報を収集した。 

 今後、体重と総エネルギー消費量に関す

るわが国の成績をまとめるとともに、エネ

ルギー必要量の推定方法について検討を進

める必要がある。また、体組成や筋力デー

タの集積により、さらに精度の高いエネル

ギー指標の開発が待たれる。 

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

・勝川史憲：リアルワールドのエネルギ

ー必要量。第 57 回糖尿病学の進歩・シ

ンポジウム「糖尿病患者の個別化食事療

法の実現に向けて」2023 年 2月 17 日（東

京） 

 

G. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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Ａ．研究⽬的 
これまで、たんぱく質の必要量は窒素出

納法による研究結果を基に策定されてき
た。窒素出納法は、50 年以上にわたり、
ほとんど全てのたんぱく質必要量やアミノ
酸必要量に関する多くの研究に⽤いられて
きた古典的⽅法である。近年、安定同位体
標識アミノ酸を利⽤した指標アミノ酸酸化
法（Indicator Amino Acid Oxidation 
method: IAAO 法）によるたんぱく質必要
量に関する研究成果も蓄積されつつある。
本研究では、国内外のたんぱく質必要量に
関する⽂献を収集し、たんぱく質の⾷事摂
取基準策定のための基礎資料とすることを
⽬的とした。 
 
Ｂ．研究⽅法 

 ⽂献検索サイト PubMed を中⼼とし
て、たんぱく質をキーワードに⽂献検索を
⾏った。⼀般化可能なたんぱく質の推定平
均必要量（EAR）の検討資料とするため、
対象は健康なヒトとし、窒素出納法に関連
する内容と IAAO 法に関連する内容のそれ
ぞれについて調査した。 
 本研究は⽂献検索とその論⽂内容の調査
を⽬的としており、該当する倫理指針は無
いと判断する。 
 
Ｃ．研究結果 
Ｃ-1. 健康な成⼈および⾼齢者におけるた
んぱく質維持必要量（窒素出納試験） 
(1) ⽂献の抽出 
窒素出納試験による健康な成⼈および⾼

【研究要旨】 
 ⽣涯にわたり正常な体格と⽣理機能を維持するためには適当なたんぱく質の摂取
が必須である。これまで、たんぱく質の推定平均必要量（EAR）は窒素出納法の結
果を基に算出されてきた。⼀⽅、近年のたんぱく質必要量に関する研究は、その実
験⽅法が窒素出納法から指標アミノ酸酸化法（IAAO 法）を使⽤した研究へ移⾏し
てきている。そこで⽇本⼈の⾷事摂取基準策定のための基礎資料を得るために、
PubMed等を⽤いてこれら関連論⽂の収集を試みた。その結果、近年で窒素出納法
を使⽤した新規研究結果の報告は全く認められなかった。⼀⽅、IAAO 法による研
究報告も⾷事摂取基準の策定根拠として⼗分量とは⾔い難いと考えられた。今後は
実験⽅法の確⽴も含め、さまざまなライフステージを対象とした IAAO 法によるた
んぱく質必要量に関する研究結果の蓄積が求められる。 
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齢者におけるたんぱく質維持必要量の検討
について、PubMed にて「(nitrogen OR 
balance) AND "protein requirement" AND 
"humans" [MeSH Terms]」を検索式として
過去５年間（2018/01/01〜2023/02 /19）
に発表された論⽂を検索したところ、合計
10 本の論⽂を得た。得られた論⽂のタイ
トルから⽬的と関連があると判断されるも
のはナラティブレビューの３論⽂であっ
た。 

(2) 検討対象となった３論⽂ 
1) Hudson JL, Baum JI, Diaz EC, et al. 
Dietary protein requirements in children: 
Methods for consideration. Nutrients. 
2021; 13: 1554. 
2) Carbone JW, Pasiakos SM. Dietary 
protein and muscle mass: Translating 
science to application and health benefit. 
Nutrients. 2019; 11: 1136. 
3) Richter M, Baerlocher K, Bauer JM, et 
al. Revised reference values for the intake 
of protein. Ann Nutr Metab. 2019; 74: 242-
50. 
 これらの論⽂の概要を表１に⽰した。 
 
Ｃ-2. ⼩児におけるたんぱく質維持必要量
（窒素出納試験） 
(1) ⽂献の抽出 
 窒素出納試験による健康な⼩児における
たんぱく質維持必要量の検討について、
PubMed にて「”nitrogen balance” AND  
“protein requirement” AND (“children” 
OR “infant”) AND “humans” [MeSH 
Terms]」を検索式として過去５年間
（2018/01/01〜2023/02/19）に発表され
た論⽂を検索したところ、合計５本の論⽂

を得た。得られた論⽂のタイトルから⽬的
と関連があると判断されるものはナラティ
ブレビューの２論⽂であり、これらはＣ-1
で抽出されたものと同じ論⽂であった。 
(2) 検討対象となった２論⽂ 

上記Ｃ-1 (2)の論⽂ 1) および 3)と同じ。 
 
Ｃ-3. 妊娠による体たんぱく質蓄積量と⼩
児の体組成 
(1) ⽂献の抽出 

 妊娠による体たんぱく質蓄積量の検討に
ついて、PubMed にて「(“nitrogen 
retention” OR “fat free mass” OR “body 
composition”) AND (“pregnant” OR 
“pregnency”) AND “humans” [MeSH 
Terms]」を検索式として過去５年間
（2018/01/01〜2023/01/11）に発表され
た論⽂を検索したところ、合計 521 本の
論⽂を得た。得られた論⽂のタイトルから
⽬的と関連があると思われるものを抽出
し、182 本の論⽂を選択した。これらの抄
録を確認し、さらに 44 本の論⽂に絞り込
み、その内容を確認している。 

 ⼩児の体組成の検討について、PubMed
にて「body composition AND (“children” 
OR “infant”) AND “humans” [MeSH 
Terms]」を検索式として過去５年間
（2018/01/01〜2023/01/11）に発表され
た論⽂を検索したところ、合計 2,296本の
論⽂を得た。得られた論⽂のタイトルから
⽬的と関連があると思われるものを抽出
し、240 本の論⽂を選択したうえで、これ
らの抄録を確認している。 

 
Ｃ-4. たんぱく質の必要量に関するメタア
ナリシス、システマティックレビュー 
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（窒素出納試験） 
 (1) ⽂献の抽出 
 窒素出納試験により導き出されたたんぱ
く質の必要量に関するメタアナリシスある
いはシステマティックレビューについて、
PubMed および Google Scholar にて
「(protein AND requirement) AND 
(“systematic review” OR meta-
analysis)」、Cinii にて「たんぱく質必要
量 システマティックレビュー」、「たん
ぱく質必要量 メタアナリシス」を検索式
として過去５年間（2018/01/01〜）に発
表された論⽂を検索したところ、合計 42
本の論⽂を得た。しかしながら窒素出納法
に関連すると思われる論⽂は無かった。 
 
Ｃ-5. たんぱく質必要量（IAAO 法） 
 (1) ⽂献の抽出 
 IAAO 法によるたんぱく質必要量の検

討について、PubMed にて「“protein 
requirement” AND “indicator amino 
acid”」を検索式として過去５年間
（2018/01/01〜2023/01/11）に発表され
た論⽂を検索したところ、合計８本の論⽂
を得た。得られた論⽂のタイトルから⽬的
と関連があると判断されるものは５論⽂で
あった。この中の１論⽂は、上記Ｃ-1 (2)
の論⽂ 1)であった。 

(2) 検討対象となった５論⽂ 
1) Yamamoto-Yumen Y, Morita S, 
Yoshikawa M, et al. An evaluation of the 
protein requirements of Japanese young 
men by consuming two types of dairy 
proteins using the indicator amino acid 
oxidation method. J Nutr Sci Vitaminol. 
2022; 68: 383-9. 

2) Hayamizu K, Aoki Y, Izumo N, et al. 
Estimation of inter-individual variability of 
protein requirement by indicator amino 
acid oxidation method. J Clin Biochem 
Nutr. 2021; 68: 32-6. 
3) Mao D, Chen F, Wang R, et al. Protein 
requirements of elderly Chinese adults are 
higher than current recommendations. J 
Nutr. 2020; 150: 1208-13. 
4) Bandegan A, Courtney-Martin G, Rafii 
M, et al. Indicator amino acid oxidation 
protein requirement estimate in endurance-
trained men 24 h postexercise exceeds both 
the EAR and current athlete guidelines. Am 
J Physiol Endocrinol Metab. 2019; 316: 
E741-8. 
5) Ｃ-1 (2)の論⽂ 1) 
 
 これらの論⽂ 1）から 4）の概要を表２
に⽰した。 
 
D．考察 
 2020 年版も含め、これまでのたんぱく
質必要量は全て窒素出納法の研究結果に基
づき策定されている。1970 年代以降、窒
素出納法によるたんぱく質維持必要量の研
究結果は、成⼈対象のものが 15 本、⾼齢
者対象のものが５本、⼩児を対象としたも
のが 11 本の論⽂として報告されてきた
(1)。⼀⽅、今回の検索結果では、窒素出
納法に関しては、2018年以降に新たな原
著論⽂、システマティティックレビュー、
メタアナリシスは⾒いだせなかった。原著
報告が無いのは、窒素出納法の⽅法論的に
さまざまな課題があること (2)と被験者の
負担も⼤きいことが原因であると考えられ
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る。以上を踏まえてライフステージ毎の⾷
事摂取基準を窒素出納法に基づいて策定す
るためには、これまでの知⾒の再整理を⾏
う必要があると考えられる。 
 ところで、窒素出納法では試験⾷に対す
る適応期間が必要であり、⽇常⽣活時より
も少ない摂取量に適応するまでの期間には
⾻格筋等に蓄えられたたんぱく質が消費さ
れる。⼀⽅、⾼齢者ではたんぱく質の代謝
回転が遅いため、⾻格筋を失うと回復が困
難であり、不活動などに起因するフレイル
が問題となっている。ドイツ、オーストリ
ア、スイス（D-A-CH）の栄養学会が
2017年に改訂したたんぱく質摂取の基準
値では、窒素出納法による必要量を基本と
したうえで、⾼齢者のたんぱく質代謝や⾝
体機能の維持などを考慮して 65歳以上の
⾼齢者について⾼い基準値に変更を⾏って
いる(Ｃ-1 (2)の論⽂ 3))。このように必要
量に加えて、⾝体機能の維持量といった考
え⽅も今後の⾷事摂取基準に加える必要が
あるのかもしれない。 
 近年では、IAAO 法によるたんぱく質必
要量の研究成果が徐々に蓄積されてきてい
る。この⽅法は適応期間を必要とせず、さ
まざまな状況（e.g. ⾝体組成、⾝体機能、
⾝体活動量）の個⼈のその状況でのたんぱ
く質の維持量を測定することができる。⼀
⽅、⽇本⼈の⾷事摂取基準のエネルギーの
参考資料で⽤いられている⼆重標識⽔法は
ある個⼈のその状況でのエネルギーの維持
量（消費量＝必要量）を測定できる⽅法で
ある。したがって、両者の測定値はともに
⽇常⽣活を⾏っているときの維持量を⽰す
ものと考えられる。これまでのところ、⼩
児対象の論⽂１本(3)、成⼈対象の論⽂が

３本(4-6)、⾼齢者対象の論⽂が３本(7-
9)、そして妊婦を対象とした論⽂１本(10)
の報告があり、その他にアスリートを対象
とした論⽂も複数発表されていた。そして
今回新たに検索した結果、上記C-5 に記載
の論⽂が追加されたことになる。ところ
で、IAAO 法には未だ実験⽅法が標準化さ
れていないという問題がある。US DRI で
は、摂⾷・絶⾷を含む 24時間の測定が可
能な 24 時間指標法が優れているとされて
いる(11)が、24 時間指標法の原著論⽂の
みを評価したシステマティックレビューや
メタアナリシスもない。⾷事摂取基準に
IAAO 法の研究結果をどのように取り⼊れ
てゆくかが今後の課題である。 
 
参考⽂献 
(1) ⽊⼾康博．⽇本⼈の⾷事摂取基準の策
定に資する基礎資料−たんぱく質―．平成
25 年度厚⽣労働科学研究費補助⾦（循環
器疾患・糖尿病等⽣活習慣病対策総合研究
事業），⽇本⼈の⾷事摂取基準の策定に資
する代謝性疾患の栄養評価に関する研究．
平成 25 年度総括・分担研究報告書，2014; 
541-560. 
(2) Millward DJ. Methodological 
considerations. Proc Nutr Soc. 2001; 60: 3-
5. 
(3) Elango R, Humayun MA, Ball RO, et al. 
Protein requirement of healthy school-age 
children determined by the indicator amino 
acid oxidation method. Am J Clin Nutr. 
2011; 94: 1545-52. 
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E．結論 

2020 年版策定以降では、窒素出納法に関
する新たな原著論⽂はない。⾼齢者のたん
ぱく質摂取基準については⾝体活動も考慮
した維持量のような考え⽅を採⽤した国も
ある。IAAO 法の研究結果をどのように⾷
事摂取基準に反映させるかも今後の課題で
ある。 

 

F．研究発表 

 1. 論⽂発表 

  なし 

 2. 学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

  なし 

 2. 実⽤新案登録 

  なし 

 3. その他 

  なし 
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表１ たんぱく質必要量（窒素出納試験） 
 
文献番号 著者 目的 結論 

１ Hudson JL, et al. 小児における身体活
動量の増加が食事た
んぱく質必要量を増
加させる可能性につ
いて検証するととも
に、たんぱく質必要
量を正確に定量化す
る研究方法について
検討する。 

身体活動は小児の食事たんぱく質必要量
を増加させる要因の１つと考えられる
が、現在のところ、活動量が異なる小児
をそれぞれ対象として、成長のために最
適なたんぱく質必要量を検討した報告は
殆ど認められない。安定同位体を使用し
た研究は、身体活動レベルの異なる小児
の食事たんぱく質必要量を比較する有効
な手段になるかもしれない。 

２ Carbone JW, et al. 食事性たんぱく質が
筋肉量に及ぼす一般
的な影響について整
理し、学術的研究成
果を実生活に応用す
ることの利点につい
て論じる。 

成長期から高齢期に至るまで、たんぱく
質の十分量の摂取は、筋肉量を維持する
ためにも重要である。一方で現在のRDA
は、除脂肪体重の減少を抑制するために
必要な食事たんぱく質の最低量を定義し
ている。これが食事たんぱく質の最適な
摂取量を提示しているものでは無いこと
を周知すべきである。 

３ Richter M, et al. ドイツ、オーストリ
ア、スイス（D-A- 
CH）の栄養学会が 
2017年に改訂したた
んぱく質摂取の基準
値について解説す
る。 

たんぱく質摂取の基準値（g/kg体重/日）
を、乳児（4ヶ月齢未満）：1.4〜2.5、小
児：0.8〜1.3、成人（65歳未満）：0.8、
成人（65歳以上）：1.0と設定した。2000
年に発表した基準値と比較して、乳児、
小児から65歳未満の成人までの数値は基
本的に変更されていない。その中で65歳
以上の高齢者についてのみ高い基準値に
変更したことは重要なポイントである。 
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表２ たんぱく質必要量（IAAO法） 

 
文献

番号 
内容 対象 実験期間 デザイン 介入 結果 結論 著者と掲載誌 

１ IAAO法により算
定した種類の異な

るたんぱく質摂取

時のたんぱく質必

要量の比較 

21〜24歳の健康な
日本人男性（22±
0.2歳）10名 

１レベル３日、６
×２レベル 

 − カゼインパウダーおよび
カゼイン・ホエイ混合パ

ウダー（７：３）をそれ

ぞれたんぱく質源とし、

たんぱく質摂取レベル

は、0.5、0.7、0.9、 
1.0、1.2、1.4 g/kg、各

レベル３日間ずつとし、

各期の３日目に13Cラベ

ルフェニルアラニンの酸

化量を指標としてたんぱ

く質必要量を求めた。 

カゼインたんぱく質
と比較してカゼイ

ン・ホエイ混合たん

ぱく質のアミノ酸ス

コア（％）はより高

値となる。これらを

食事たんぱく質源と

した場合、たんぱく

質必要量はカゼイン

たんぱく質食で1.0g
/kg/日、カゼイン・

ホエイ混合たんぱく

質食で0.9g/kg/日と
算定された。 

IAAO法によるた
んぱく質必要量の

推定原理は第１制

限アミノ酸の量に

依存することか

ら、たんぱく質の

質の評価にも利用

できる可能性を示

唆する。 

Yamamoto- 
Yumen Y, et 
al: J Nutr  
Sci  
Vitaminol.  
2022; 68: 383
-9. 

２ IAAO法によるた

んぱく質必要量の

算定における個人

間変動の検討 

健常小児（8.4± 
1.4歳）７名を対

象とした１研究、

健常成人男女計28
名（アスリートを

含む）を対象とし

た４研究、および

健常高齢者（男性

６名 71.3±4.5 
歳、女性12名 
74.3±7.4歳）を

対象とした２研究 

− − IAAO法によるたんぱく

質必要量の算定に関する

７研究報告の結果を変化

点回帰モデル （change
-point regression  
model (CPRM)）を使用

して再検討し、たんぱく

質必要量の個人間変動係

数を算出した。 

7つの研究結果を基

に算出された個人間

変動係数は18.5%で

あった。これは窒素

出納研究から得られ

た変動係数12.5%よ

りも大きかった。 

IAAO法で求めた

たんぱく質必要量

の個人間変動係数

は、窒素出納法で

求められた変動係

数よりも大きい可

能性を示唆する。 

Hayamizu K, 
et al. J Clin 
Biochem  
Nutr. 2021;  
68: 32-6. 

３ 65歳以上の健康な

中国人高齢者を対

象としたIAAO法

によるたんぱく質

必要量の算定 

65〜85歳の健康な

中国人高齢者14名
（男性７名（70.9
±5.76歳）、女性

７名（73.1±4.95
歳） 

１レベル３日、４

あるいは６レベ

ル、各試験期間は

１週間空ける。 
 

計80試験 ラクトアルブミンパウダ

ーをたんぱく質源とし、

たんぱく質摂取レベル

は、0.3、0.6、0.9、 
1.2、1.5、1.8 g/kg、各

レベル３日間ずつとし、

各期の３日目に13Cラベ
ルフェニルアラニンの酸

化量を指標としてたんぱ

く質必要量を求めた。 

たんぱく質必要量は

0.91g/kg/日と算定

された。この値は現

行の必要量より 
3.4%高値であっ

た。 

成人と同じ値が設

定されている現在

の65歳以上の中国

人高齢者に対する

たんぱく質必要量

は低く見積もられ

ている可能性を示
唆する。 

Mao D, et al:
 J Nutr.  
2020; 150:  
1208-13. 

113



4 持久力運動トレー

ニングを実施して

いるアスリートを

対象としたIAAO
法によるたんぱく

質必要量の算定 

18〜40歳の持久力

運動トレーニング

を習慣的に実施し

ている男性アスリ

ート８名（26.6±
5.8歳） 
（トライアスロン

選手１名、長距離

走選手１名、クロ

スカントリー選手
３名、デュアスロ

ン（バイク、ラ

ン）選手３名） 

１レベル３日、３

〜９レベル、各試

験期間は１週間空

ける。 
 

計43試験 卵たんぱく質組成に準じ

たアミノ酸混合をたんぱ

く質源とし、たんぱく質

摂取レベルは0.3〜3.5 g/
kg、各レベル３日間ずつ

とし、各期の３日目に 
13Cラベルフェニルアラ

ニンの酸化量を指標とし

てたんぱく質必要量を求

めた。 

持久力運動を習慣的

に実施する男性アス

リートのたんぱく質

必要量は2.1g/kg/日
と算定された。この

値は直前のトレーニ

ングによる急性的な

影響を出来るだけ排

除するため24時間

後に測定した結果で
あるが、アスリート

に推奨されている必

要量の1.3倍に相当

した。 

現在のアスリート

に対するたんぱく

質必要量は低く見

積もられている可

能性を示唆すると

ともに、トレーニ

ングの内容（強度

や時間）に加え、

トレーニング後の

経過時間もIAAO
法の結果に大きく

影響する可能性を

示唆する。 

Bandegan A, 
et al: Am J  
Physiol   
Endocrinol  
Metab.  
2019; 316: 
E741-8. 
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脂溶性ビタミン必要量算定のためのレビュー 

 

研究分担者 田中清 1   

研究協力者 桒原晶子 2  

1神戸学院大学 

2大阪公立大学 

 

研究要旨 

食事摂取基準の必要量の策定には、特定の栄養素に特異的な不足又は欠乏症をアウト

カムとした研究、また特定の栄養素に特異的に反応する生体指標をアウトカムとした摂

取量との関係を検討した研究の文献収集が必須となる。そこで、脂溶性ビタミンの必要量

の検討に関係する文献の検索を行い、値の算定時に必須とすべき事項を探索するための

資料作成を目的に本研究を行った。過去 5 年以内の各脂溶性ビタミンの摂取量及び生体

指標による必要量（欠乏・不足回避、適正量など）の検討を報告した文献を抽出したとこ

ろ、ビタミン A では欠乏レベルでの検討を行った文献が多く抽出された。ビタミン D で

は、ビタミン D 栄養状態の指標となる血清 25-hydroxyvitamin D 濃度と骨の健康をはじ

めとして循環器疾患等との関係を検証した文献、またビタミン D 栄養状態への寄与因子

を検証した文献が抽出された。ビタミン Eは、摂取量と血中α-トコフェロール濃度との

関係を検討した文献が、ビタミン K では骨の健康とビタミン K 摂取量を反映する生体指

標を検証した文献が抽出された。以上より、日本人の実態に即した必要量の算定資料の収

集にあたり、システマティックレビューに準じた手法での文献レビューのみならず、和文

誌並びに他国のDRIsも参照し、必要量の算定を進める必要があることが明らかとなった。 

 

Ａ．研究目的 

 日本人の食事摂取基準 1)では、健康の保

持・増進並びに生活習慣病の予防を目的に、

エネルギー及び栄養素摂取量の基準が策定

されている 1)。栄養素の摂取不足の回避を

目的とした指標として、推定平均必要量

（Estimated Average Requirement: EAR）、

その補助的位置づけの推奨量（Recommended 

Dietary Allowance: RDA）、EAR・RDA が設定

できない場合に用いる目安量（Adequate 

Intake: AI）がある。摂取不足の回避のた

めの摂取量を検討するにあたり、EARについ

ては集団内の半数の者で「不足又は欠乏の

症状が現れ得る摂取量」「体内量が維持され

る摂取量」「体内量が飽和している摂取量」

「これ以外の方法」という定義が示されて

いる。一方、AI は「ある一定の栄養状態を

維持するのに十分な量」として定義されて

いる。このような定義に沿った算定を行う

ために、特定の栄養素に特異的な不足又は

欠乏症をアウトカムとした研究、また特定

の栄養素に特異的に反応する生体指標をア
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ウトカムとした摂取量との関係を検討した

研究の文献収集が必須となる。欧州食品安

全機関（European Food Safety Authority: 

EFSA）の Dietary Reference Values (DRV)

の Scientific Opinionや全米医学アカデミ

ー（旧 米国医学研究所 The Institute of 

Medicine (IOM)）の Dietary Reference 

Intakes (DRIs)においては、各栄養素の基

本的事項、各指標設定の考え方のみならず、

当該栄養素の栄養状態を反映する生体指標

や臨床兆候についての記載も詳細になされ

ている。一方で、我が国の食事摂取基準にお

いて、この観点でまとめられた項は設けら

れていないため、本研究では脂溶性ビタミ

ンの必要量の検討に関係する文献の検索を

行い、値の算定時に必須とすべき事項を探

索するための資料作成を目的に行った。 

 

Ｂ．研究方法 

各脂溶性ビタミンの摂取量及び生体指標

による必要量（欠乏・不足回避、適正量など）

の検討を報告した文献を検索することとし

た。なお、日本人の食事摂取基準は 5 年ご

との改定が行われているため、過去 5 年以

内に発表された文献を収集することとした。

その他、Humans、language：English のフィ

ルターを設定した。 

文献検索のデータベースには PubMed を

用いた。検索語は、基本文として、(当該

ビタミン名 OR 化合物名) AND intake AND 

(biomarker) AND (deficiency OR 

requirement OR optimal)を用いた。” 

deficiency”, “requirement”, 

“optimal” の使い分けについては、欠乏

症が多く報告されているビタミンに

は ”deficiency”、欠乏症が稀であるも

のは “requirement” また

は ”optimal” を使用して検索を行っ

た。使用した検索式は以下の通りである。 

1. 各脂溶性ビタミンにおける検索式 

ビタミン A 

 (“vitamin A”[tiab] OR “vitamin A”

[mesh] OR retinol[tiab] OR 

retinyl[tiab]) 

AND (deficiency[mesh] OR deficiency 

[tiab]) AND (intake[mesh] OR 

intake[tiab] OR biomarker[mesh] OR 

biomarker[tiab]). 

ビタミン D 

ビタミン Dは、食事からの摂取並びに皮

膚での産生を反映する生体指標として、血

中 25-hydroxyvitamin D [25(OH)D] 濃度

を用いることが世界的にもコンセンサスを

得られているため、intakeではなく、血

清 25(OH)D 濃度の至適血中濃度に関する文

献検索を行った。 

(("25 hydroxyvitamin 

d"[Supplementary Concept] OR "25 

hydroxyvitamin d"[All Fields] OR "25 

hydroxyvitamin d"[All Fields]) AND 

("optimal"[All Fields] OR 

"optimality"[All Fields] OR 

"optimally"[All Fields] OR 

"optimization"[All Fields] OR 

"optimizations"[All Fields] OR 

"optimize"[All Fields] OR 

"optimized"[All Fields] OR 

"optimizer"[All Fields] OR 

"optimizers"[All Fields] OR 

"optimizes"[All Fields] OR 

"optimizing"[All Fields]) AND 

("range"[All Fields] OR "ranged"[All 
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Fields] OR "ranges"[All Fields] OR 

"ranging"[All Fields])  

ビタミン E 

(("vitamin e"[MeSH Terms] OR 

"vitamin e"[All Fields]) AND 

("require"[All Fields] OR 

"required"[All Fields] OR 

"requirement"[All Fields] OR 

"requirements"[All Fields] OR 

"requires"[All Fields] OR 

"requiring"[All Fields]) AND 

("intake"[All Fields] OR "intake 

s"[All Fields] OR "intakes"[All 

Fields])) AND ("serum"[All Fields] OR 

"circulating"[All Fields] OR 

"plasma"[All Fields])) 

ビタミン K 

 (("vitamin K"[All Fields] OR 

"vitamin K"[MeSH Terms] OR 

("phylloquinone"[Title/Abstract] OR 

"menaquinone"[Title/Abstract]) 

AND("require"[All Fields] OR 

"required"[All Fields] OR 

"requirement"[All Fields] OR 

"requirements"[All Fields] OR 

"requires"[All Fields] OR 

"requiring"[All Fields]) AND 

("intake"[All Fields] OR "intake 

s"[All Fields] OR "intakes"[All 

Fields])) AND ("serum"[All Fields] OR 

"circulating"[All Fields] OR 

"plasma"[All Fields])) 

2. 文献の選定 

タイトル及びアブストラクトで選定を行

った。ただし、アブストラクトで把握しきれ

ないものについては、フルテキストを確認

した。除外の基準として、対象とするビタミ

ンに関連の無い文献、in vivo もしくは in 

vitro の文献（メカニズムのみ記されている

文献を含む）、症例報告、特異的な疾患を有

する者が対象となっている文献、摂取量の

みの文献とした。 

 

Ｃ．研究結果ならびに考察 

1. ビタミン A 

表 1 に検索結果を示す。162 件の文献が

抽出され、選定の結果 56 件が残った。ビタ

ミン A 欠乏症は、いわゆる発展途上国に多

く、妊婦及び小児の欠乏症に焦点を当てた

研究が多い傾向にあった。全般的に欠乏レ

ベルに該当する者での文献が多く見られた。

また、バイオマーカーとしては、血清レチノ

ール濃度やレチノール結合タンパクを利用

している文献が多かった。炎症との相互関

係を示唆する文献も複数見られた。また、耐

容上限量（Tolerable Upper Intake Level 

(UL)）の算定に関わる文献も抽出された。 

2. ビタミン D 

食事摂取基準(2020年版)では、骨の健康

をアウトカムとして、骨折予防に最大効果

を示す血清 25(OH)D 濃度が設定され、この

血中濃度を維持する摂取量として AI が算

定されていた。血中 25(OH)D 濃度は、骨以

外のその他の疾患との関わりも示唆されて

いるが、骨の健康に対してのみ用量依存性

が確認されたため、旧 IOMの DRIs では骨の

健康がビタミン D の EAR の算定根拠に用い

られている。ここでは、骨の健康以外の臨床

アウトカムについても採用することとした。

表 2 に検索結果を示す。43 件の文献が抽出

され、選定の結果 30 件が残った。選択され

た文献では、血清副甲状腺ホルモン濃度、骨
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の健康、循環器疾患を臨床アウトカムに設

定されたものが複数あり、がん、多発性硬化

症などもあった。また、血中 25(OH)D 濃度

への日光曝露及びビタミン D 摂取量の寄与

を検討した文献も一定数抽出された。 

3. ビタミン E 

表 3に検索結果を示す。31 件の文献が抽

出され、選定の結果 17 件が残った。疾患と

の関係を検討した文献が他の脂溶性ビタミ

ンに比して少なく、摂取量と血中濃度を同

時に調査した文献が一定数見られた。生体

指標としては、血中α-トコフェロール濃度

が用いられている文献が大半であった。ビ

タミン E 介入による母乳への効果を検討し

た文献も複数存在した。 

4. ビタミン K 

表 4に検索結果を示す。17 件の文献が

抽出され、選定の結果 11 件が残った。臨

床アウトカムには骨折や骨密度を対象とし

た文献が多く、循環器疾患を対象とした文

献も複数見られた。ビタミン K摂取量に対

応する生体指標の検討を行った文献も複数

あり、生体指標には、血中ビタミン K1濃

度、protein induced by Vitamin K 

absence or antagonists-II （PIVKA-

II）、 undercarboxylated osteocalcin

（ucOC）、dephosphorylated and 

uncarboxylated（dp-ucMGP）濃度が用いら

れていた。 

 

D．結論 

各脂溶性ビタミンの欠乏又は不足回避の

ための摂取量について調査を行った結果、

ビタミン Aでは、検索式を “deficiency” 

から ”requirement” に変更した場合で

も、欠乏レベルでの調査研究が多く抽出さ

れた。しかし、わが国において、ビタミン A

欠乏は稀であると考えられるため、これら

文献を EAR の算定に用いることは妥当では

ないことが考えられた。すなわち、欠乏より

も高い摂取レベルの「不足」の回避に必要な

摂取量を把握するための文献収集が必要と

なる。その際に、前述した EFSA 及び旧 IOM

から報告されている DRIs に記載のバイオ

マーカーに関する文献を追加で検索する必

要があることが示唆された。具体的には、現

在の日本人の食事摂取基準でも採用されて

いる同位体希釈法を用いた体内貯蔵量に関

する文献の収集となる。ビタミン D につい

ては、臨床アウトカムに対する用量依存性

を考慮する必要があるため、検索式

に ”dose-responseも追加する必要があっ

たものと思われる。また、ビタミン D 栄養

状態に寄与する因子を検討した文献は、摂

取量の算定において一定の情報を提供しう

るが、ビタミン D は紫外線の影響を受ける

ため、緯度や肌の色の影響を大きく受ける。

また、ビタミン D の供給源及びサプリメン

ト利用状況が欧米諸国と日本が異なること

を考えると、和文を含めた日本人での研究

文献の追加が必要となることが考えられた。

ビタミン Eでは、今回抽出された文献では、

血中α-トコフェロール濃度を生体指標に

用いているものが多かったが、血中α-トコ

フェロール濃度は血清脂質の影響を大きく

受け 2)、ビタミン E の主要な生理作用であ

る抗酸化性を反映しない可能性も示唆され

ており 3)、生体指標が十分に確立している

状況にない。ビタミン E についても、EFSA

及び旧 IOMから報告されているDRIsに記載

のバイオマーカーに関する文献から、さら

に展開して収集する必要性があるものと思
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われる。この点については、ビタミン K も

同様であり、ビタミン K 栄養状態を十分に

反映するような生体指標の確立には至って

いない。従って、今後はハンドサーチも重ね

て、算定に適切な文献の収集を行う必要が

ある。 

本研究の限界点として、選定した文献の

質の評価ができていないため、今後この作

業を進める必要がある。また、文献検索のデ

ータベースが PubMed のみであるため、

Scopusや Cochrane Library、医中誌等、和

文誌の検索も考慮したデータベースでの検

索も必要である。 

以上より、脂溶性ビタミンの必要量の検

討につながる文献の検索を行うにあたって、

システマティックレビューに準じた手法を

取り入れるのみならず、他国の DRIs も参照

し、必要量の算定を進める必要があること

が明らかとなった。 
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J Paediatr Child Health. 2022
Oct;58(10):1899-1900. doi:
10.1111/jpc.16069. Epub 2022 Jun
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Mahoney
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2022 症例報告

35719126 Anaemia in Indians aged 10-19 years: Prevalence,
burden and associated factors at national and
regional levels
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10.1111/mcn.13391. Epub 2022 Jun
20.
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寄与因子となる

35673893 How does retinoic acid (RA) signaling pathway
regulate spermatogenesis?

Histol Histopathol. 2022
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10.14670/HH-18-478. Epub 2022 Jun
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Zhang HZ 2022 メカニズムの論文

35406021 Inadequate Vitamin C Intake and Intestinal
Inflammation Are Associated with Multiple
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doi: 10.3390/nu14071408.

Fahim SM 2022 ビタミンCが対象

35405994 Usual Nutrient Intake Distribution and Prevalence of
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Findings from the Australian Feeding Infants and
Toddlers Study (OzFITS) 2021
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doi: 10.3390/nu14071381.

Moumin NA 2022 摂取量のみ

35398201 EPR spectroscopic evidence of iron-catalysed free
radical formation in chronic mountain sickness:
Dietary causes and vascular consequences

Free Radic Biol Med. 2022 May
1;184:99-113. doi:
10.1016/j.freeradbiomed.2022.03.028.
Epub 2022 Apr 6.

Bailey DM 2022 慢性高山病における抗酸
化物質の不足による、血

管合併症及び死亡率の関

係

35115060 Standardisation and application of a novel multiplex
assay for estimating micronutrient status and
inflammatory markers in women of Sauria Paharia
and Santhal tribes of Jharkhand
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2479. doi:
10.1017/S0007114522000320. Epub
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35057486 The Effects of One Anastomosis Gastric Bypass
Surgery on the Gastrointestinal Tract
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10.3390/nu14020304.
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35057466 Illustration of the Importance of Adjustment for
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Data Set
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and 16 years: study protocol for a multicentric cross-
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34888885 Comparing estimated cost-effectiveness of
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34679088 Micronutrient intake status and associated factors
among children aged 6-23 months in the emerging
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eCollection 2021.

Gebremedh
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34357395 Evaluation of Hemoglobin Cutoff Levels to Define
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Addo OY 2021 健常人の貧血に対するヘ
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Sorsby Fundus Dystrophy
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Raming K 2022 Sorsby眼底ジストロ
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34283841 Impact of IgG response to malaria-specific antigens
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trial
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eCollection 2021.
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Singh J 2021 ビタミンAを増強するため
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2021 in vivo研究
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eCollection 2021.

Annan RA 2021 貧血への関連因子の検討

33852732 Novel application of biofortified crops: consumer
acceptance of pasta from yellow cassava and leafy
vegetables

J Sci Food Agric. 2021
Nov;101(14):6027-6035. doi:
10.1002/jsfa.11259. Epub 2021 May
6.

Lawal OM 2021 ビタミンAを効率よく供給
する食品開発に関する調

査
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33541138 The Development of a Quantified Food Frequency
Questionnaire for Assessing Iron Nutrition in
Schoolchildren from Resource-Limited Settings in
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32937736 Intra-Individual Double Burden of Malnutrition among
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文献
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討
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Randomized Controlled Trial
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doi: 10.3390/nu12051452.

Campbell
RK

2020 炎症が高いと、鉄やビタ
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Boys: A Randomized Controlled Trial

Nutrients. 2020 Apr 25;12(5):1213.
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The Impact of the Wheat Flour Fortification Program
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への効果
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血）

32077039 Environment-wide association study to
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Anemia Among Children 6-59 Months in Nepal
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doi: 10.1093/jn/nxz307.

Ford ND 2020 貧血が対象であり、RBP
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31863969 Interplay between β-carotene and lipoprotein
metabolism at the maternal-fetal barrier

Biochim Biophys Acta Mol Cell Biol
Lipids. 2020 Nov;1865(11):158591.
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るビタミンA供給源の検討
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Associated with Lower Hemoglobin and Higher Rates
of Anemia in a Sample of Canadian and Malaysian
Women of Reproductive Age
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4244. doi: 10.1111/febs.14958. Epub
2019 Jun 28.

Gao Y 2019 in vitro研究
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【研究要旨】 

日本人妊婦を対象として、葉酸の摂取量と血中濃度との関係について調べたデータを収

集することを目的として、本研究を実施した。PuｂMed を用いて、日本人妊婦を対象として

妊娠中の葉酸の摂取量と血中濃度の両方を記載した論文を網羅的に検索し、基準を満たす 5

報を選択した。日本人妊婦における葉酸摂取量と血中葉酸濃度との関係を調べた報文から

記載値を収集した結果、220～320 µg/日の葉酸を摂取している集団において、赤血球葉酸

濃度および血清葉酸濃度の平均値は基準値以上であった。日本人妊婦の大半は葉酸付加量

を満たしていないが、葉酸栄養状態に問題のないことを示している。しかし、報文数およ

び対象者数が十分であるとは言えず、引き続き日本人妊婦を対象とした研究の促進が望ま

れる。さらには、メタアナリシスによって、日本人妊婦の葉酸摂取量と葉酸栄養状態との

関係を明らかにすることが望まれる。 

 

A. 背景と目的 

日本人の食事摂取基準（2005 年版）1)の

策定以降、妊婦に対して葉酸の付加量が策

定されている。日本人の食事摂取基準（2020

年版）における妊婦に対する葉酸の付加量

は、推定平均必要量として 200 µg/日、推

奨量として 240 µg/日である 2)。これは、妊

娠中期および後期に葉酸の分解および排泄

が促進されるとする報告があり 3)、通常の

適正な食事摂取下で 100 µg/日のプテロイ

ルモノグルタミン酸を補足すると妊婦の赤

血球中葉酸濃度を適正量に維持することが

できたという報告 4,5)に基づいている。成人

女性における葉酸の推奨量 240 µg/日に妊

婦の付加量（推奨量）240 µg/日を加えた

480 µg/日が妊娠中・後期の推奨量となる。

しかし、480 µg/日の葉酸を摂取するために

は、通常の食事では足らず、さらにビタミ

ン剤、強化食品、サプリメント等を摂取す

る必要がある。妊娠中にサプリメント等を

使用する日本人妊婦は 10～50%程度という

報告があり 6-8)、日本人妊婦の半数以上は推

奨量の葉酸を摂取していないことになる。

しかし、葉酸摂取不足に起因する妊婦の健

康障害が多発しているという報告はない。 

以上のように、現状では、日本人妊婦に

おいて、葉酸摂取不足に起因する問題が起

きておらず、葉酸付加量と実際の摂取量が

乖離しているという課題がある。その要因

として、日本人妊婦における葉酸の摂取量

と血中葉酸濃度との関係を調べたエビデン

スが不足していたことが挙げられる。また、

欧米を始めとする多くの国において、穀物

製品への葉酸添加が義務付けられているた

め、葉酸摂取量が日本人妊婦の摂取量と乖

離しており、葉酸付加量の算定にエビデン
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スとして用いることができない。本研究で

は、日本人妊婦における葉酸の摂取量と血

中濃度との関係を示すエビデンステーブル

を作成することを目的として、記載の収集

評価を実施した。 

 

B. 方法 

PubMed を用いて、日本人妊婦を対象とし

て妊娠中の葉酸の摂取量と血中濃度の両方

を記載した論文を選択した。 

対象論文に記載された対象者数、食事調

査方法、葉酸摂取量の平均値、赤血球もし

くは血清葉酸濃度の平均値をエビデンスシ

ートに記載した。有病者のデータも記載さ

れている場合は、対照である健康な妊婦の

値を記載した。葉酸摂取量がエネルギー当

たりで表記されている場合は、平均葉酸摂

取量に平均エネルギー摂取量を乗じた値を

1 日あたりの葉酸摂取量の参考値として記

載した。血清葉酸濃度の単位が ng/mL とし

て報告されている値については、nmol/Lに

換算した。 

 

C. 研究結果 

基準に基づいて選択した論文は、2007年

から2022年に報告された5報であった 9-13)。

日本人妊婦を対象として妊娠中の葉酸の摂

取量と血中濃度の両方を記載した 5 報の論

文より、記載内容の収集を行った。結果を

表 1に示した。 

5 報のうち、妊娠初期の結果を記載した

報文は 3 報、妊娠中期では 1 報、妊娠後期

では 1 報、妊娠期全般では 2 報であった。

食事調査方法については、秤量法を実施し

た報文が1報、他の4報は BDHQ (brief-type 

self-administered diet history 

questionnaire)、DHQ (self-administered 

diet history questionnaire)、FFQ (food 

frequency questionnaire)のいずれかであ

った。赤血球葉酸濃度を記載した報文は 2

報、血清もしくは血漿葉酸濃度を記載した

報文は全 5 報であった。 

秤量法、DHQ、BDHQ を用いた食事調査の

結果、1,000 kcal 当たりの葉酸摂取量は 144

～200 µg/1,000 kcalと、概ね一致した。1

日当たりの摂取量に換算すると、226～318 

µg/日であった。FFQを用いた食事調査では、

200 µg/1,000 kcal 以上、347～404 µg/日

と、他の調査法よりも高値を示した。 

葉酸欠乏に対する赤血球葉酸濃度の基準

値は 300 nmol/Lである。赤血球葉酸濃度に

ついて報告した 1 報では、平均葉酸摂取量

が 226～256 µg/日である集団において、平

均赤血球葉酸濃度は 325～389 nmol/L と、

基準値以上の値であった。 

葉酸欠乏に対する血清もしくは血漿葉酸

濃度の基準値は 7～9 nmol/L である。平均

血清葉酸濃度が報告されている 4 報では、

平均葉酸摂取量が 226～318 µg/日の集団に

おいて、平均血清葉酸濃度は 12 nmol/L 以

上と、基準値以上の値であった。血清葉酸

濃度 9 nmol/Lをカットオフ値として用いた

報文では、2,701名中 27%が基準値以下の血

清葉酸濃度を示した。この集団の平均葉酸

摂取量は、214 µg/1,000 kcal、347 µg/日

であった。一方、73%が基準値以上の血清葉

酸濃度を示した。この集団の平均葉酸摂取

量は、241 µg/1,000 kcal、404 µg/日であ

った。 

 

D. 考察 

日本人妊婦を対象として葉酸の摂取量と

血中濃度の両方を調べた報告を収集し、エ

ビデンステーブルを作成した。対象者の葉

酸摂取量は概ね 150～200 µg/1,000 kcal、

220～320 µg/日であり、この集団の赤血球

葉酸濃度および血清葉酸濃度の平均値は基

準値以上であった。これらの結果は、日本

人妊婦の大半は葉酸付加量を満たしていな

いが、葉酸栄養状態に問題のないことを示
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している。 

葉酸付加量を算定に用いられたエビデン

スは、1968 年の Chanarin らによる報告で

ある 4)。これはイギリスの妊婦を対象とし

たヒト試験であり、対照群の赤血球葉酸濃

度は妊娠 30 週までは基準値を維持してい

たが、妊娠 37～38 週では 270 nmol/L に減

少した。一方、100 µg/日のプテロイルモノ

グルタミン酸を付加した群では、赤血球葉

酸濃度が上昇し、妊娠 37～38 週では 430 

nmol/L であった。この結果は、100 µg/日

のプテロイルモノグルタミン酸を付加する

と、赤血球葉酸濃度の減少を防ぐばかりか、

赤血球葉酸濃度を上昇させることができる

ことを示している。この報告で用いたプテ

ロイルモノグルタミン酸の付加量は、100 

µg/日のみである。したがって、100 µg/日

よりも少ない付加量で赤血球葉酸濃度を

300 nmol/Lに維持できる可能性が考えられ

るが、その量がどの程度であるのかについ

ては不明である。これ以降でも、100 µg/

日以下のプテロイルモノグルタミン酸を付

加した研究報告はない。この付加量 100 µg/

日のデータしか使えないために、日本人の

食事摂取基準では、プテロイルモノグルタ

ミン酸摂取量を食事性葉酸摂取量に換算し

て、妊婦の葉酸付加量を推定平均必要量 200 

µg/日、推奨量 240 µg/日と算定された。な

お、米国の DRIsでは、同様の方法によって

妊婦の推定平均必要量と推奨量が算定され

ている 14)。すなわち、成人女性の推定平均

必要量 320 µg/日に 200 µg/日を付加した

520 µg/日が妊婦の推定平均必要量、推奨量

400 µg/日に 200 µg/日を付加した 600 µg/

日が妊婦の推奨量として算定された。 

葉酸の摂取量と血中濃度との関係を調べ

るうえで、葉酸摂取量の精度が課題となる。 

対象とした 5報のうち、秤量法を実施した

報文が 1報、他の 4報は BDHQ、DHQ、FFQの

いずれかであった。いずれの報文において

も、エネルギー摂取量とたんぱく質摂取量

の平均はそれぞれ 1,520～1,780 kcal/日、

54～63 g/日と概ね一致した。葉酸摂取量に

ついては、秤量法、BDHQ、DHQを用いた報

文において、1日当たりの摂取量に換算す

ると、226～318 µg/日と概ね異一致した値

であった。一方、FFQを用いた食事調査で

は、200 µg/1,000 kcal以上、347～404 µg/

日と、他の調査法よりも高値を示した。平

成27年度から令和元年度の5年間の国民健

康・栄養調査報告では、妊婦のエネルギー

摂取量、たんぱく質摂取量、葉酸摂取量の

平均値は 1,653～1,739 kcal/日、57～66 g/

日、232～265 µg/日である 15-19)。これらの

値は、秤量法、BDHQ、DHQを用いた報文の

報告値と一致する。FFQを用いた報文では、

サプリメント等の使用者を解析対象から除

外していること、エネルギー摂取量および

たんぱく質摂取量は他の調査結果と一致す

ることを併せると、葉酸摂取量の精度が他

の食事調査法とは異なる可能性がある。 

 

E. 結論 

日本人妊婦における葉酸摂取量と血中葉

酸濃度との関係を調べた報文から記載値を

収集した結果、220～320 µg/日の葉酸を摂

取している集団において、赤血球葉酸濃度

および血清葉酸濃度の平均値は基準値以上

であった。日本人妊婦の大半は葉酸付加量

を満たしていないが、葉酸栄養状態に問題

のないことを示している。しかし、報文数

および対象者数が十分であるとは言えず、

引き続き日本人妊婦を対象とした研究の促

進が望まれる。さらには、メタアナリシス

によって、日本人妊婦の葉酸摂取量と葉酸

栄養状態との関係を明らかにすることが望

まれる。 
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  なし 

２. 学会発表 

  なし 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 

 

I. 参考文献 

1) 厚生労働省：日本人の食事摂取基準

（2005 年版） (2005) 第一出版, 東京 

2) 厚生労働省：日本人の食事摂取基準

（2020 年版） (2020) 第一出版, 東京 

3) McPartlin J, Halligan A, Scott JM, et 

al.: Accelerated folate breakdown in 

pregnancy. Lancet, 341:148-9 (1993). 

4) Chanarin I, Rothman D, Ward A, et al.: 

Folate status and requirement in 

pregnancy. Br Med J, 2:390-4 (1968). 

5) Daly S, Mills JL, Molloy AM, et al.: 

Minimum effective dose of folic acid for 

food fortification to prevent 

neural-tube defects. Lancet, 350:1666-9 

(1997). 

6) Yila TA, Araki A, Sasaki S, et al.: 

Predictors of folate status among 

pregnant Japanese women: the Hokkaido 

Study on Environment and Children's 

Health, 2002-2012. Br J Nutr, 115:2227- 
35 (2016). 

7) Kubo Y, Fukuoka H, Kawabata T, et al.: 

Distribution of 

5-methyltetrahydrofolate and folic acid 

levels in maternal and cord blood serum: 

longitudinal evaluation of Japanese 

pregnant women. Nutrients, 12:1633 
(2020). 

8) Eshak ES, Okada C, Kimura T, et al.: 

Low periconceptional dietary intakes 

among Japanese women: The Japan 

Environment and Children's Study (JECS). 
J Nutr Sci Vitaminol, 68:260-9 (2022). 

9) Mito N, Takimoto H, Umegaki K, et al.:  

Folate intakes and folate biomarker 

profiles of pregnant Japanese women in 

the first trimester. Eur J Clin Nutr, 
61:83-90 (2007). 

10) Watanabe H, Suganuma N, Hayashi A, et 

al.: No relation between folate and 

homocysteine levels and depression in 

early pregnant women. Biosci Trends, 
4:344-50 (2010). 

11) Shibata K, Tachiki A, Horiuchi H, et 

al.: More than 50% of pregnant Japanese 

women with an intake of 150 μg dietary 

folate per 1,000 kcal can maintain values 

above the cut-off. J Nutr Sci Vitaminol, 
60:1-8 (2014). 

12) Otake M, Sakurai K, Watanabe M, et 

al.: Association between serum folate 

levels and caffeinated beverage 

consumption in pregnant women in Chiba: 

The Japan Environment and Children's 

Study. J Epidemiol, 28:414-9 (2018). 
13) Shiraishi M, Matsuzaki M, Haruna M.: 

Association between perception of 

pre-pregnancy body weight and 

nutritional status during pregnancy: A 

cross-sectional study. Asia Pac J Clin 
Nutr, 31:692-700 (2022). 

14) Food and Nutrition Board, Institute 

of Medicine.: Dietary Reference Intakes 

for Thiamin, Riboflavin, Niacin, Vitamin 

136



 

 

B6, Folate, Vitamin B12, Pantothenic 

acid, Biotin, and Cholone. National 

Academy Press, Washington DC (1998). 

15) 厚生労働省：平成 27年国民健康・栄養

調査報告．（2016）． 

16) 厚生労働省：平成 28 年国民健康・栄養

調査報告．（2017）． 

17) 厚生労働省：平成 29年国民健康・栄養

調査報告．（2018）． 

18) 厚生労働省：平成 30 年国民健康・栄養

調査報告．（2020）． 

19) 厚生労働省：令和元年国民健康・栄養

調査報告．（2020）． 

 

137



 

 

表１ 日本人妊婦における葉酸の摂取量と血中濃度との関係 

No 著者名 発表年 雑誌名 対象者 n 食事調査方法 
葉酸摂取量 赤血球葉酸濃度 血清葉酸濃度 

μg/1000 kcal μg/日 nmol/L nmol/L 

1 Mito N et al.9) 2007 Eur J Clin Nutr 妊娠初期 70 秤量法 － 289 ± 151 1177 23.4 

2 Watanabe H et al.10) 2010 BioSci Trends 妊娠初期 33 BDHQ 197 ± 59 299* － 18 

3 Shibata K et al.11) 2014 J Nutr Sci Vitaminol 妊娠初期 49 DHQ 153 ± 59 235 ± 147 358 ± 108 17.6 ± 9.6 

    妊娠中期 62 DHQ 147 ± 43 226 ± 83 389 ± 154 12.4 ± 8.3 

    妊娠後期 81 DHQ 155 ± 44 256 ± 85 325 ± 150 12.1 ± 8.4 

4 Otake M et al.12) 2018 J Epidemiol 妊娠全般 1,980 FFQ 241 404* － > 9 

    妊娠全般 721 FFQ 214 347* － < 9 

5 Shiraishi M et al.13) 2022 Asia Pac J Clin Nutr やせ 36 BDHQ 195 ± 65 304* － 22.9 ± 9.5 

    平均的 95 BDHQ 200 ± 62 318* － 24.3 ± 10.7 

    過体重 61 BDHQ 187 ± 64 288* － 22.7 ± 11.6 

*1,000 kcal 当たりの摂取量に平均エネルギー摂取量を乗じた。 
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令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 報告書 

 

多量ミネラルの検討 

 

研究分担者 上西一弘 1  

研究協力者 伊藤早苗 2 

1女子栄養大学 栄養生理学研究室 

2琉球大学 医学部保健学科 生体検査学講座 生体代謝学分野 

 

 

A. 研究目的 

ナトリウム、カリウムのより正確な摂取 

量の把握方法について、尿中排泄量から 

推定する方法の妥当性を文献レビューで 

検討する。あわせて、観察研究を行ない、 

食事調査の摂取量と尿中排泄量の関係、 

24 時間尿と随時尿の関係などを検討する。 

カルシウム、マグネシウム、リンについては関連

する文献調査を行う。 

 

B.研究方法 

 今年度は、尿中ナトリウム排泄量から 

の食塩摂取量の推定方法について、主に 

文献レビューを行った。 

 あわせて小規模ながら、24時間尿および随時尿

を用いて、食塩摂取量を推定し、食事記録の値と

の比較検討を行った。 

（倫理面への配慮） 

      本研究は女子栄養大学研究倫理審査委員 

会の承認を得て実施した（承認番号第 403 号：令

和 4 年 5 月） 

 

【研究要旨】 

日本人の食事摂取基準2020年版の多量ミネラルの今後の課題として以下の項目が示されて

いた。今年度はおもにナトリウムとカリウムの課題について検討した。その他のミネラルに

ついても継続して文献調査を行なっている。 

多量ミネラルの課題 

ナトリウム、カリウム：近年の報告では、ナトリウム、カリウムの摂取量は食事調査に加

えて、24 時間尿中排泄量の値を用いるようになってきている。摂取量の評価方法について検

討、整理することが必要である。 

カルシウム：食事摂取基準として、骨粗鬆症、骨折を生活習慣病として扱うかどうか、そ

して、そこにおけるカルシウムの意義について検討する必要があると考えられる。小児につ

いて、我が国の摂取レベルでのカルシウムの骨形成や骨折等への影響を見た研究は少なく、

今後の検討が必要である。また、高齢者については、カルシウム摂取量とフレイル予防との

関連を検討した研究も少なく、研究の蓄積と研究結果の検討が望まれる 

マグネシウム：生活習慣病（高血圧、糖尿病）との関わりについて、継続して検討が必要

である 

リン：リン必要量の算定のために、生体指標を用いた日本人のリン摂取量に関するデータ

が必要である 

今年度は、尿中ナトリウム排泄量からの食塩摂取量の推定方法について、主に文献レビュ

ーを行った。あわせて小規模ながら、24時間尿および随時尿を用いて、食塩摂取量を推定し、

食事記録の値との比較検討を行った。 
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C. 結果 

 今回新たに行った文献レビューの結果を別紙

Supplemental Table 1.に示す。 

 Uechiらの報告（J Nutr 2017;147:390–7.）では 24

時間尿中ナトリウム排泄量は近年減少傾向にあ

り、2010年では約 4300mg/日となっている。これ

は食塩相当量では約 10.9g/日となる。今回、さら

に文献検索を追加したところ、報告によりばらつ

きはあるものの平均値では約 3800 ㎎/日、食塩相

当量 9.7g/日となっている。ただし、報告によって

その値には大きな差（2876～5555mg/日）がある。

一方、令和元年（2019年）の国民健康・栄養調査

の結果は 10.1g/日となっており、食事記録からの

摂取量と尿中排泄量からの推定値には若干の乖

離もみられる。食塩の目標量は、食塩摂取量の現

状から設定されているので、より正確な摂取量の

把握が重要である。 

 カリウムについては WHO は 3510mg/日という

目標値を設定しているが、この値は、通常の食品

以外からの摂取量も加味された値である。わが国

では野菜や果物の摂取の目標を、野菜 350g/日、果

物 200g/日（健康日本 21第三次）と設定している

が、この量でどれくらいのカリウムが摂取できる

のかをシミュレーションしておく必要がある。こ

れは次年度への課題としておきたい。 

 小規模ながら、日本人若年成人女性を対象に、

尿中ナトリウム排泄量から食塩摂取量を推定す

る方法について検討した。本研究では連続した 3

日間の 24 時間尿, 随時尿（田中法, INTERSALT 法, 

川崎法）を用い, 食塩摂取量を正確かつ簡便に評

価できる方法を明らかにす 

ることを目的とした。そこで, 24 時間尿から算出

した推定食塩摂取量と随時尿から算出した推定

食塩摂取量をもとに, 随時尿を用いる際に, どの方

法が良いかを検討することとした。 

随時尿から食塩摂取量を推定する方法はいく

つかあるが、いずれも実際の食塩摂取水準が異な

ると、正確性に欠ける可能性が示唆された。した

がって、尿中ナトリウム排泄量から食塩摂取量を

推定する際には、随時尿ではなく、24時間蓄尿の

結果を用いることが望ましいと考えられる。（別

紙、女子栄養大学紀要 2022;53:21-9） 

 

D. 考察 

 24時間尿中ナトリウム排泄量が報告されている

論文を検索し、その平均値を検討したところ、近

年は減少傾向にあることが確認された。ただし、

報告によりその値にはばらつきがあり、また性差

も考慮する必要がある。 

 平均値で検討したところ、尿中ナトリウム排泄

量から推定した食塩摂取量は 10g/日程度になる。

この値は令和元年（2019年）の国民健康・栄養調

査の結果に近いものであるが、報告によっては乖

離も見られる。今後は男女差についても検討する

必要がある。 

  

E.結論 

 国民健康・栄養調査は、新型コロナ感染症拡大

の影響により中止されてきた。再開された値が公

表されるのを待つとともに、24時間尿中ナトリウ

ム排泄量からの推定値の妥当性についても検討

を継続することが必要である。 

 尿中ナトリウム排泄量から食塩摂取量を推定す

る際には、随時尿ではなく、24時間蓄尿の結果を

用いることが望ましいと考えられる。 

 

F. 健康危険情報 

 なし 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

仲山美穂,原田若菜,小田笑海子,茂木佑希美,

吉田紘子,岩瀨梨紗,守由佳莉,山本エリカ,吉田

有里,石田裕美,上西一弘. 若年女性における尿か

ら算出する推定食塩摂取量の適切な方法の検討. 

女子栄養大学紀要 2022;53:21-9.  

 2. 学会発表 

  研究の一部を利用して、日本栄養・食糧学会 

第 77回大会で発表予定（2023年 5月） 

H. 知的財産権の出願，登録状況 

なし
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Supplemental Table 1. The summary of reviewed articles reporting 24-hour sodium excretion for healthy Japanese adult populations, 2015-2022.8    

Author,  

publish year 

Stud

y 

type 

Study 

year 
Study area 

Participants, 

n 

Involving 

100 or 

more 

participants 

Random 

sampling 
Age, year 

Sex,  

% men 

BMI,  

kg/m2 

Systolic/diastol

ic blood 

pressure, 

mmHg 

Sodium 

excretion, 

 mg/d 

Urine 

collections, 

n 

Assessment 

methods for 

completeness 

 of urine 

collection 

PMID Refe

renc

es 

Satoh, 2015 4 CS 2014 Miyagi 

35 pregnant 

women at 

approximatel

y 20 weeks 

of gestation 

- - 
31.7 ± 

5.1 
0 23.9 ± 2.6 106 ± 9/63 ± 7 3034 ± 985 1 SR 26395952 1) 

Morikawa, 2015 
1, 2, 4 

CS 2014 Tokyo ? 4 - - 21.5 0 21.1 100/67 2876 31 or 32 - - 2) 

Yasutake, 2016 Int 2014 
Saga, 

Fukuoka 
33 - - 

39.6 ± 

16.7 
21.2 23.1 ± 3.4 

118 ± 15/73 ± 

11 
3270 ± 1024 3 Cr 26559610 3) 

Yasutake, 2016 CS 
2014, 

2015 

Saga, 

Fukuoka 

140 (51 are 

with 

hypertension) 

Yes - 
52.7 ± 

19.6 
16.4 22.5 ± 3.2 

122 ± 18/74 ± 

11 
3349 ± 1300 1 Cr 27383507 4) 

Shiraishi, 2017 CS 
2010-

2011 
Tokyo 

227 pregnant 

women at 19-

23 weeks of 

gestation 

Yes - 

34.2 ± 

4.1 

34.3 ±  

4.0  

0 

Pre-pregnancy 

BMI 

20.4 ± 2.6 

20.3 ± 2.2 

NA 

Median(Interq

uartile range) 

3200 (2630-

4060) 

3410(2720-

4070) 

1 Cr 28142045 5) 

Yamori, 2017 2 CS 
2011-

2012 
Hyogo 303 Yes - (30-79) - 22.4 123/73 4413 1 - 28430815 6) 

Iwahori, 2017 2 Int 2012 Kyoto 92 - - 55.5 47.8 23.4 126/79 4485 1 - 29093302 7) 

Iwahori, 2017 CS 
2012, 

2014 
Saga ? 

45 (Extract 

only 

normotensive 

individuals) 

- - 
38.9 ± 

10.1 
48.9 22.8 ± 3.4 - 4225 ± 2072 10-22 

If participants 

declared failing 

to complete, 

they were 

asked to retry.  

28123179 8) 

Odamaki, 2017 
1,4 

CS 2016 Shizuoka 

Izu: 296, 

Hamamatsu: 

197 

Yes - 

Izu: 66 ± 

10, 

Hamamat

su: 68 ± 

8 

Izu: 

35.1%, 

Hamam

atsu: 

17.8% 

Izu: 22.9 ± 

3.2, 

Hamamatsu: 

22.0 ± 2.8 

- 

Izu: 3818 ± 

1288, 

Hamamatsu: 

3519 ± 1081 

1 - - 9) 

Nohara-Shitama, 

2018 2 
CS 1980 Fukuoka 1289 Yes - 

50.9(21-

85) 
42 22.5 127/74 5800 1 - 29301758 10) 

141



 

同じデータを用いた報告が既にあると判断可能で、その既報が Uechi らのエビデンステーブルに掲載があるものは除いた 

 

1) Michihiro Satoh, Yumi Tanno, Miki Hosaka, Hirohito Metoki, Taku Obara, Kei Asayama, Kazuhiko Hoshi, Masakuni Suzuki, Nariyasu Mano, Yutaka Imai. Salt 

Nakadate, 2018 2 Int 2013 Niigata 43 - - (40-75) - - - 4583 1 - 29321686 11) 

Yasutake, 2019 2 Int 2017 
Fukuoka, 

Saga ? 
100 Yes - 

20.8 ± 

0.9 
0 20.4 ± 2.0 101/64 3223 1 - 31058457 12) 

Kobayashi, 2019 
1 

Int 2015 
Kanagawa 

? 
20 - - 

O: 36.9 ± 

7.4 

M: 34.3 

± 6.9  

F: 39.0 ± 

7.4 

45 

O: 22.1 ± 3.1 

M: 22.8 ± 3.6 

F: 21.5 ± 2.6 

O: 112 ± 9/72 ± 

11 

M: 116 ± 73 

F: 109 ± 71 

O:3861 ± 709 

M: 4373 ± 473 

F: 3428 ± 276 

1 - - 13) 

Maruya, 2020 2 Int 
2015-

2017 

Nara, 

Kanagawa,  
195 Yes - 47.5 34.9 - - 3907 1 - 33022957 14) 

Yonekura, 2020 
1  

  Shizuoka 74 - - 
42.2 ± 

13.0 
0 20.4 ± 2.5 - 3349 ± 946 1 SR - 15) 

Umeki, 2021 2 Int 2010 Fukuoka 187 Yes - 48.0 100 24.5 128/83 4906 1 SR 34684498 16) 

Mori, 2021 2, 4 Int 2020 - 49 - - 46.6 100 25.1 126/80 5555 1 - 34960079 17) 

Muroya, 2022 CS 
1987-

1995 
Iwate 875 Yes - 

60.1 ± 

10.9 
25.5 23.4 ± 3.1 129 ± 18 4400 ± 1700 1 SR 35165245 18) 

Matsuno, 2022 CS 
2012-

2013 

Akita, 

Nagano, 

Ibaraki, 

Niigata 

235 Yes - 

O: 57.2 

M: 57.3 

± 8.6 

F: 57.1 ± 

8.5   

40 

O: 23.2 

M: 23.7 ± 2.8 

F: 22.8 ± 3.1 

- 

O: 4213 

M: 4650 ± 

1196 

F: 3922 ± 989 

5 SR 35807775 19) 

NA, not applicable; CS, cross-sectional study; Int, intervention; O, overall; SR, self-report (e.g. collection record, or interview); Cr, creatinine excretion 
1 Articles in Japanese  
2 Weighted mean sodium excretion (weighted by number of participants) of the control and intervention groups at baseline, or subgroups. 
3 Values are means ± SDs and/or (ranges).  
4 Study year was not reported; year before the publication was assumed. 
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intake and the validity of a salt intake assessment system based on a 24-h dietary recall method in pregnant Japanese women. Clin Exp Hypertens. 2015;37(6):459-

62. 

2) 森川 希, 齋藤 薫子. 夜間尿を用いた食塩摂取量簡易測定法の誤差の要因. 実践女子大学生活科学部紀要 2015;52:29-35. 

3) Kenichiro Yasutake, Noriko Horita, Yoko Umeki, Yukiko Misumi, Yusuke Murata, Tomomi Kajiyama, Itsuro Ogimoto, Takuya Tsuchihashi, Munechika Enjoji. 

Self-management of salt intake: clinical significance of urinary salt excretion estimated using a self-monitoring device. Hypertens Res. 2016;39(3):127-32. 

4) Kenichiro Yasutake, Emiko Miyoshi, Tomomi Kajiyama, Yoko Umeki, Yukiko Misumi, Noriko Horita, Yusuke Murata, Kenji Ohe, Munechika Enjoji, Takuya 

Tsuchihashi. Comparison of a salt check sheet with 24-h urinary salt excretion measurement in local residents. Hypertens Res. 2016;39(12):879-885. 

5) Mie Shiraishi, Megumi Haruna, Masayo Matsuzaki, Ryoko Murayama, Satoshi Sasaki. Availability of two self-administered diet history questionnaires for pregnant 

Japanese women: A validation study using 24-hour urinary markers. J Epidemiol. 2017;27(4):172-179. 

6) Yukio Yamori, Miki Sagara, Yoshimi Arai, Hitomi Kobayashi, Kazumi Kishimoto, Ikuko Matsuno, Hideki Mori, Mari Mori. Soy and fish as features of the Japanese 

diet and cardiovascular disease risks. PLoS One. 2017;12(4):e0176039. 

7) Toshiyuki Iwahori, Hirotsugu Ueshima, Naoto Ohgami, Hideyuki Yamashita, Naoko Miyagawa, Keiko Kondo, Sayuki Torii, Katsushi Yoshita, Toshikazu Shiga, 

Takayoshi Ohkubo, Hisatomi Arima, Katsuyuki Miura. Effectiveness of a Self-monitoring Device for Urinary Sodium-to-Potassium Ratio on Dietary Improvement in 

Free-Living Adults: a Randomized Controlled Trial. J Epidemiol. 2018;28(1):41-47. 

8) Toshiyuki Iwahori, Hirotsugu Ueshima, Sayuki Torii, Yoshino Saito, Keiko Kondo, Sachiko Tanaka-Mizuno, Hisatomi Arima, Katsuyuki Miura. Diurnal variation 

of urinary sodium-to-potassium ratio in free-living Japanese individuals. Hypertens Res. 2017;40(7):658-664. 

9) 小田巻 眞理, 川上 栄子, 熊谷 裕通, 円谷 由子, 加藤 明彦, 安田 日出夫, 藤垣 嘉秀, 菱田 明. 自己記入式食塩摂取量調査票の開発と 24 時間蓄尿法による

妥当性の検討. 日本病態栄養学会誌 2017;20(1):149-158. 

10) Yume Nohara-Shitama, Hisashi Adachi, Mika Enomoto, Ako Fukami, Eita Kumagai, Sachiko Nakamura, Shoko Kono, Nagisa Morikawa, Erika Nakao, Akiko 

Sakaue, Tomoko Tsuru, Yoshihiro Fukumoto. Twenty-four-Hour Urinary Potassium Excretion, But Not Sodium Excretion, Is Associated With All-Cause Mortality in 

a General Population. J Am Heart Assoc. 2018;4;7(1):e007369. 

11) Misako Nakadate, Junko Ishihara, Motoki Iwasaki, Kaori Kitamura, Erika Kato, Junta Tanaka, Kazutoshi Nakamura, Takuma Ishihara, Ayumi Shintani, Ribeka 
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若年女性における尿から算出する推定食塩摂取量の
適切な方法の検討

仲　山　美　穂*1　　原　田　若　菜*1　　小　田　笑海子*1　　茂　木　佑希美*1

吉　田　紘　子*2　　岩　瀨　梨　紗*2　　守　　　由佳莉*3　　山　本　エリカ*2

吉　田　有　里*3　　石　田　裕　美*2　　上　西　一　弘*1

Investigation of  appropriate methods for the calculation of  estimated salt intake 
among young women using urine samples
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Abstract
Objectives: 

Estimating salt intake using 24-hour urine is considered the gold standard; however, this is difficult to implement as it 
places a high burden on the participant. The method of  calculating salt intake using spot urine is has been reported to 
be less reliable than the method of  estimating salt intake using 24-hour urine. Therefore, this study aimed to determine 
the most accurate method of  spot urine assessment of  salt intake that was comparable to the 24-hour urine method 
(Tanaka, INTERSALT, and Kawasaki methods) for three consecutive days.
Methods: 

A cross sectional study was conducted on nine postgraduate university students in 2022. Dietary records were 
obtained for four consecutive days and urine samples were collected for three consecutive days. The estimated salt 
intake calculated from 24-hour urine was compared to estimated salt intake from spot urine methods. 
Results: 

The methods that showed the closest values to those of  24-hour urine were the Tanaka (9 samples) and 
INTERSALT methods (18 samples) out of  27 samples. The estimated salt intake calculated from 24-hour urine using 
the Tanaka method was 9.0±1.8 g, whereas that calculated using the INTERSALT method was 5.0±1.5 g. The 
Tanaka method had a significantly higher value (p ＜ 0.01).

Using the Kawasaki methods, the values of  estimated salt intake from spot urine were significantly higher than the 
estimated salt intake from 24-hour urine (Day 1, p ＜ 0.01; Day 2, p ＜ 0.05; and Day 3, p ＜ 0.01; 3-day mean, p ＜ 
0.01). 
Conclusions: 

When salt intake calculated from 24-hour urine is approximately 9.0 g/day and approximately 5.0 g/day, the Tanaka 
method and the INTERSALT method, respectively, may be used to accurately estimate the salt intake from spot urine 
and give values that are similar to those calculated from 24-hour urine. The Kawasaki method has been reported to 
overestimate salt intake, and the same result was obtained in this study. These results suggest that the method that 
can be used to calculate the same level of  salt intake as that calculated using the 24-hour urine method may differ 
depending on the salt intake calculated from 24-hour urine. Further studies need to be conducted to determine the 
most suitable method for estimating salt intake using spot urine.

Key words: 推定食塩摂取量, 24 時間尿, 随時尿
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緒　　言

世界では, 心疾患や脳血管疾患などの循環器疾患によ
る死亡が死因全体の 20％以上を占めており1）, 日本にお
いても同水準であることが報告されている2）。高血圧は,  
循環器疾患の危険因子として報告されている3, 4, 5）ことに

加え, 日本で最も多い生活習慣病であることから, 一次
予防が重要である。世界保健機関（WHO）のナトリウ
ム摂取量に関するガイドライン6）は, 食塩摂取量を5g/
日未満にすることが, 血圧を下げ, 循環器疾患のリスク
を減らすことに役立つとしている。しかし, 「令和元年国
民健康・栄養調査7）」の食塩摂取量の結果では, 男性 10.9  
g/日, 女性 9.3 g/日と, 日本人の食事摂取基準8）の目標量

である男性 7.5 g/日未満, 女性 6.5 g/日未満と比べ, 依然
として多い。

高血圧を予防, 改善する上で減塩が重要であり, その
ためには食塩摂取量を把握する必要がある9）。食塩摂取

量を把握する方法として, 食事調査法や 24 時間蓄尿（以
下, 24 時間尿）, 随時尿から推定する方法がある。
食事調査法には, 食事記録法や陰膳法, 24 時間思い出
し法, 食物摂取頻度調査法などがある。食事記録法のう
ち, 秤量記録法は, 食品や食塩の主な摂取源となる調味
料の重量をリアルタイムで記録するため, 他の調査法に
比べて算出した値が真の値に近いとされている10）。しか

し, 対象者の負担が大きく, 過大評価や過小評価の課題
もある10）。

24 時間尿を用いた食塩摂取量の推定は, 摂取した食塩
の 90％以上が腎臓経由で尿から排泄されるため, ゴール
ドスタンダードとされている11）。しかし, 秤量記録法と
同様に対象者の負担が大きいため, 一般診療等の臨床現
場において実施することは難しい11）。一方, 対象者の負
担が小さい方法として, 随時尿を用い食塩摂取量を推定
する田中法12）, INTERSALT 法13）, 川崎法14）がある。田

中法, INTERSALT法は, どの時点の随時尿を用いても
食塩摂取量を推定できるのに対して, 川崎法は起床後第
2 尿を用いるとされている。これらの方法は, 対象者の
負担が小さく簡便であることから評価法として推奨され

ているが, 24 時間尿と比較して推定値の信頼度は劣る9）

という課題もある。

以上のことから, 本研究では連続した3日間の 24 時間
尿, 随時尿（田中法, INTERSALT 法, 川崎法）を用い, 食
塩摂取量を正確かつ簡便に評価できる方法を明らかにす

ることを目的とした。そこで, 24 時間尿から算出した推
定食塩摂取量と随時尿から算出した推定食塩摂取量をも

とに, 随時尿を用いる際に, どの方法が良いかを検討す
ることとした。

方　　法

1 . 対象者

2022年度 A 大学大学院所属の 22～29 歳の女子学生9名

を対象とした。

2 . 調査項目および調査期間

身体計測, 食事調査, 尿検査を2022年4月に実施した。

 2-1 . 身体計測
身長は, 0.1 cm まで測定可能な身長計を用いて測定し,  
体重, 体脂肪率については InBody 720（株式会社インボ
ディ・ジャパン）を用いて測定した。Body Mass Index
（BMI）は以下の式を用いて算出した。

BMI （kg/m2） ＝ 体重 （kg） ÷ ［身長 （m）］2

 2-2 . 食事調査
秤量記録法を用いた食事調査を, 平日2日間と休日2
日間の連続した4日間で行った。対象者が, 朝食・昼食・
夕食・間食の時刻と調理前又は調理後の食品, 調味料お
よび1日に摂取した水分など, 摂取したもの全てを秤量
し記録した。栄養素等摂取量の計算には, 日本食品標準
成分表2020年版（八訂）（以下, 八訂成分表）に準じた,  
Excel アドイン「栄養プラス」（建帛社株式会社）を用いた。

 2-3 . 尿検査
（1）尿採取

2022年4月の平日1日と休日2日間の連続した3日間で
尿採取を行った。起床後第1尿の採尿時刻は午前6時±
5分に統一し, 採尿は採尿カップを用い, 1回の排尿ごと
にポリエチレン製容器に入れて保管した。24 時間の尿
量（以下, 総尿量）は, 随時尿の合計量とし, 採尿時間, 採
尿場所, 採尿回数を記録した。
（2）尿分析
随時尿量については硝子製メスシリンダーを用いて測

定した。Na 分析用の 24 時間尿は, 総尿量に対する各随
時尿の尿量から割合を算出し, マイクロピペットを用い,  
各随時尿から計り入れた。24 時間尿と各随時尿の尿 Na,  
K, Cr 濃度の分析は株式会社 SRL に依頼し, 尿 Na 濃度
と尿 K 濃度は電極法, 尿 Cr 濃度は酵素法で測定した。
（3） 24 時間尿・随時尿からの食塩摂取量の推定式

24 時間尿からの推定食塩摂取量は, 以下の式より算出
した。

推定食塩摂取量 （g/日）
＝総尿量 （L/日） × 24 時間尿 Na 濃度 （mEq/L） × 23

　　（mmol） × 2.54 / 1000
随時尿からの推定食塩摂取量は, 以下の式より算出し

た。

＜田中法12）＞

24 時間尿 Cr 排泄量予測値 （mg/日）
＝ 14.89 × 体重 （kg） ＋ 16.14 × 身長 （cm） － 2.04 × 
　　年齢 （歳） －2244.45
24 時間尿 Na 排泄量（g/日）
＝ 21.98 × ｛随時尿 Na （mEq/L） / 随時尿 Cr （mg/dL）/
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　　10 × 24 時間尿 Cr 排泄量予測値 （mg/日）｝0.392

推定食塩摂取量 （g/日） ＝ 24 時間尿 Na 排泄量 （g/日）/17
＜INTERSALT 法13）＞

女性：24 時間尿 Na 濃度 （mmol/L）
＝ ｛5.07 ＋ 0.34 × 随時尿 Na （mmol/L）｝ － 2.16 × 随時
　　尿 Cr＊ （mmol/L） － ｛0.09 × 随時尿 K （mmol/L）｝ ＋ 
　　｛2.39 × BMI （kg/m2）｝ ＋ 2.35 × 年齢 （歳） － ｛0.03 × 
　　年齢2 （歳）｝

＊随時尿 Cr （mmol/L） ＝ 随時尿 Cr （mg/dL） × 88.4/1000
推定食塩摂取量 （g/日）
＝ 24 時間尿 Na 濃度 （mmol/L） × 23 × 2.54/1000

＜川崎法14）＞

女性：24 時間尿 Cr 排泄量予測値 （mg/日）
＝ －4.72 × 年齢 ＋ 8.58 × 体重 （kg） ＋ 5.09 × 身長 （cm） － 
　　74.5
24 時間尿 Na 排泄量 （g/日）
＝ 16.3 × ｛起床後第2尿 Na （mEq/L） / 起床後第2尿  
　　Cr （mg/dL） / 10 × 24 時間尿 Cr 排泄量予測値 （mg/
　　日）｝0.5

推定食塩摂取量 （g/日）
＝ 24 時間尿 Na 排泄量 （g/日） /17

3 . 統計解析

24 時間尿と各算出方法による推定食塩摂取量は, 平均
値±標準偏差で示した。また, 24 時間尿から算出した推
定食塩摂取量と随時尿から算出した推定食塩摂取量を対

象者および日別に示し, 随時尿を用いる3種類の算出方
法（田中法, INTERSALT 法, 川崎法）のうち, 24 時間尿
から算出した推定食塩摂取量に最も近い値となった算出

方法を示した。その結果をもとに, 田中法で近い値を示
したサンプルと INTERSALT 法で近い値を示したサンプ
ルとで, それぞれの 24 時間尿から算出した推定食塩摂取
量の比較を行った。比較は, F 検定（等分散性の検定）
を行い, Student の t 検定を用いた。また, 24 時間尿から
算出した推定食塩摂取量と川崎法から算出した推定食塩

摂取量の比較は, 対応のある t 検定を用いた。統計解析
は SPSS IBM SPSS Statistics28 を使用し, 有意水準は両側
検定5％とした。

4 . 倫理的配慮
本研究は, 香川栄養学園倫理審査委員会の審査・承認
を得て実施した。（承認番号第 403 号：令和4年5月）

結　　果

1 . 対象者の身体特性

対象者特性を Table 1 に示す。

2. 食事記録から算出したエネルギー摂取量と食塩摂取量

連続した4日間の食事記録から算出したエネルギー摂
取量と食塩摂取量を Table 2 に示す。4日間の平均エネル
ギー摂取量は, 対象者 H の 2,462±960 kcal/日が最も多く,  
対象者 A の 1,244±105 kcal/日が最も少なかった。また, 4
日間の平均食塩摂取量は, 対象者 C の 11.8 g±3.4 g/日が
最も多く, 対象者 A の 4.2±1.4 g/日が最も少なかった。
本集団において, 食事記録から算出した平均食塩摂取量
が, 食事摂取基準の目標量である 6.5 g/日未満（女性）
を上回るものは5名（55.6％）であった。

Table 1. Charactcristics of  all subjects

Subject
Age Height Weight BMI Body fat 

percentage
(years) (cm) (kg) (kg/m2) (％)

A 29 159.2 47.4 18.7 25.1
B 22 159.2 55.8 22.0 28.9
C 22 160.2 55.0 21.4 34.7
D 22 157.3 56.9 23.0 32.7
E 22 156.8 42.6 17.3 22.4
F 22 158.3 47.8 19.1 23.3
G 24 163.5 81.9 30.6 45.0
H 22 154.6 50.0 20.9 24.8
I 23 159.8 57.8 22.7 33.4

BMI: body mass index n=9

Table 2. Estimated daily energy and salt intake for dietary record

Subject
1st day 2nd day 3rd day 4th day Mean SD Mean SD

(kcal/day) (g/day) (kcal/day) (g/day) (kcal/day) (g/day) (kcal/day) (g/day) Energy
(kcal/day)

Salt
(g/day)

A 1,094 5.9 1,251 4.2 1,316 2.5 1,316 4.2 1,244±105 4.2±1.4
B 1,877 8.1 1,540 7.0 1,002 2.0 1,631 5.7 1,513±369 5.7±2.7
C 1,718 7.4 2,110 12.8 1,998 11.5 2,436 15.5 2,066±297 11.8±3.4
D 1,361 4.2 1,669 6.3 1,633 10.7 1,443 5.2 1,527±148 6.6±2.9
E 2,219 7.6 1,689 4.4 1,657 4.1 1,295 6.4 1,715±381 5.6±1.7
F 1,499 5.6 1,220 3.7 1,183 6.9 1,423 5.8 1,331±154 5.5±1.3
G 1,490 5.8 1,679 7.4 1,839 7.7 2,252 7.0 1,815±324 7.0±0.8
H 3,846 11.1 1,678 6.0 1,995 9.4 2,328 5.9 2,462±960 8.1±2.6
I 1,514 6.6 1,579 8.0 1,512 6.8 1,381 5.0 1,497±83 6.6±1.2

n=9

Table 3. Estimated daily salt intake from 24-hour urine

Subject
1st day 2nd day 3rd day Mean SD

(g/day) (g/day) (g/day) (g/day)
A 5.2 4.1 3.5 4.3±0.9
B 12.4 2.4 5.2 6.7±5.2
C 10.6 5.0 7.4 7.7±2.8
D 6.8 10.3 4.0 7.0±3.2
E 7.3 5.2 4.4 5.6±1.5
F 6.6 5.9 2.9 5.1±2.0
G 6.6 7.9 4.4 6.3±1.8
H 5.1 8.8 7.6 7.2±1.9
I 9.5 5.9 4.2 6.5±2.7

n=9
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3 . 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量

3日間の 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量を Table 3
に示す。3日間を通して推定食塩摂取量が最も多かった
者, 少なかった者は共に対象者 B で, それぞれ 12.4 g/日, 
2.4 g/日であった。

4 . 3日間の 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量と各
算出方法との比較

対象者 A から I の 24 時間尿から算出した推定食塩摂取
量と随時尿から算出した推定食塩摂取量を, 採尿日ごと
に Fig. 1-1～1-3 に示した。

Fig. 1-1. Comparison of  the estimated salt intake from 
1st day 24-hour urine and the Tanaka method and 
INTERSALT method, Kawasaki method using spot 
urine in each subject. 24-hour urine: the estimated salt 
intake from 24-hour urine, time: timing of  spot urine 
collection and estimated salt intake from each spot urine 
by the Tanaka method and INTERSALT method, 
Kawasaki method.

Fig. 1-1. Comparison of  the estimated salt intake from 
1st day 24-hour urine and the Tanaka method and 
INTERSALT method, Kawasaki method using spot 
urine in each subject. 24-hour urine: the estimated salt 
intake from 24-hour urine, time: timing of  spot urine 
collection and estimated salt intake from each spot urine 
by the Tanaka method and INTERSALT method, 
Kawasaki method.
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 4-1 . 3日間の 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量と
各算出方法から算出した推定食塩摂取量

3日間の 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量と随時
尿の各算出方法を比較し, 24 時間尿と最も近い値を示し
た方法を Table 4 に示す。
最も多かった算出方法は, 1日目は田中法で6名, 2日

目は INTERSALT 法で7名, 3日目は INTERSALT 法で8

名であり, 川崎法を示した者はいなかった。田中法で最
も近い値を示した際の24時間尿から算出した推定食塩摂
取量は, 最も多かった者で 12.4 g/日, 最も少なかった者
で 6.6 g/日であった。INTERSALT 法で最も多かった者
は 7.9 g/日, 最も少なかった者は 2.4 g/日であった。

24 時間尿と最も近い値を示した, 田中法（9サンプル）
と INTERSALT 法（18 サンプル）において, 24 時間尿か

Fig. 1-2. Comparison of  the estimated salt intake from 2nd day 
24-hour urine and the Tanaka method and INTERSALT 
method, Kawasaki method using spot urine in each subject. 
24-hour urine: the estimated salt intake from 24-hour urine, 
time: timing of  spot urine collection and estimated salt 
intake from each spot urine by the Tanaka method and 
INTERSALT method, Kawasaki method.
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Fig. 1-3. Comparison of  the estimated salt intake from 3rd day 
24-hour urine and the Tanaka method and INTERSALT 
method, Kawasaki method using spot urine in each subject. 
24-hour urine: the estimated salt intake from 24-hour urine, 
time: timing of  spot urine collection and estimated salt 
intake from each spot urine by the Tanaka method and 
INTERSALT method, Kawasaki method.

Table 4. Estimated salt intake for Spot urine closest to estimated salt intake for 24-hour urine
1st day 2nd day 3rd day

Subject Method
Estimated daily 
salt intake from 

spot urine

Estimated daily 
salt intake from 
24-hour urine

Method
Estimated daily 
salt intake from 

spot urine

Estimated daily 
salt intake from 
24-hour urine

Method
Estimated daily 
salt intake from 

spot urine

Estimated daily 
salt intake from 
24-hour urine

A INTERSALT 5.5 5.2 INTERSALT 4.8 4.1 INTERSALT 4.6 3.5
B Tanaka 12.2 12.4 INTERSALT 2.1 2.4 INTERSALT 5.2 5.2
C Tanaka 10.8 10.6 INTERSALT 4.8 5.0 INTERSALT 7.2 7.4
D INTERSALT 6.7 6.8 Tanaka 10.3 10.3 INTERSALT 5.3 4.0
E Tanaka 7.0 7.3 INTERSALT 5.4 5.2 INTERSALT 5.1 4.4
F Tanaka 6.5 6.6 INTERSALT 5.6 5.9 INTERSALT 3.3 2.9
G INTERSALT 6.4 6.6 INTERSALT 8.3 7.9 INTERSALT 6.0 4.4
H Tanaka 7.9 8.1 Tanaka 8.9 8.8 Tanaka 7.5 7.6
I Tanaka 9.4 9.5 INTERSALT 5.5 5.9 INTERSALT 4.6 4.2
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ら算出した推定食塩摂取量を比較した結果を Fig. 2 に示
した。

最も近い値を示した際の 24 時間尿から算出した推定
食塩摂取量は, 田中法で 9.0±1.8 g, INTERSALT 法で 5.0
±1.5 gであった。また, 田中法と INTERSALT 法とで比
較した結果, 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量は, 
田中法の方が有意に多かった（p＜0.01）。

 4-2 . 24 時間尿と田中法による推定食塩摂取量の比較
24 時間尿から算出した推定食塩摂取量と随時尿から

算出した推定食塩摂取量について, 2日目の対象者 D で
同じ値を示した。一方, 2日目の対象者 C では 7.3 g/日の
差がみられた。

 4-3 . 24 時間尿と INTERSALT 法による推定食塩摂取
量の比較

24 時間尿から算出した推定食塩摂取量と最も近い値
を示す随時尿について, 3日目の対象者 B において, 24 
時間尿と随時尿（第9尿）で同じ値を示した。また, 他
のほとんどの対象者では, 24 時間尿と最も近い値を示し
た随時尿との差は 1.0 g/日未満であった。一方, 最も差が
大きい者は 6.0 g/日の差があった。また, 随時尿のみで
比べても, 尿採取の時間によって推定食塩摂取量に差が
みられた。

 4-4 . 24 時間尿と川崎法による推定食塩摂取量の比較
24 時間尿と随時尿からの推定食塩摂取量の平均値を
比較した結果を Fig. 3 に示した。24 時間尿に比べ, 随時
尿から算出した推定食塩摂取量の方が有意に多い結果と

なった（1日目：p＜0.01, 2日目：p＜0.05, 3日目：p＜
0.01, 3日間平均：p＜0.01）。また, 対象者ごとにみたと
ころ, 24 時間尿と随時尿から算出した推定食塩摂取量の
差について, 1日目の対象者 I は 0.2 g/日の差であるのに
対して, 2日目の対象者 C では 8.8 g/日の差がみられた。
3日間平均でみると, 24 時間尿と随時尿から算出した推
定食塩摂取量の差について, 対象者 D は 0.3 g/日である
のに対して, 対象者 G では 5.9 g/日の差がみられた。

Fig. 2. Comparison of  INTERSALT method group and 
Tanaka method group using the estimated salt intake 
from 24-hour urine.
The comparison used Student t-test (＊＊: p<0.01). 24-
hour urine: the estimated salt intake from 24-hour 
urine.

Fig. 3. Comparison of  the estimated salt intake from 24-hour urine and by Kawasaki method using spot urine.
The comparison used Student t-test (＊: p<0.05, ＊＊: p<0.01).
24-hour urine: the estimated salt intake from 24-hour urine, spot urine by the Kawasaki method: the estimated salt intake by the 
Kawasaki method from the second morning urine.
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考　　察

本研究では, 連続した3日間の 24 時間尿, 随時尿（田
中法, INTERSALT 法, 川崎法）を用い, 食塩摂取量を正
確かつ簡便に評価できる方法を明らかにすることとし

た。

3日間の 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量と随時
尿を用いた各算出方法を比較した結果, 24 時間尿と最も
近い値を示したのは, 27 サンプルのうち田中法で9サン
プル, INTERSALT 法で 18 サンプルであった。また, 川
崎法で近い値を示したものはいなかった。そこで, 田中
法で近い値を示したサンプルと, INTERSALT 法で近い
値を示したサンプルとで, 24 時間尿から算出した推定食
塩摂取量の比較を行った。その結果, 田中法で近い値を
示したサンプルの 24 時間尿から算出した推定食塩摂取
量の方が有意に多い結果となった。

田中法が 24 時間尿と最も近い値を示した際の, 24 時
間尿から算出した推定食塩摂取量は 9.0±1.8 gであった。
Jose Geraldo Mill らの研究15）では, 田中法において, 随時
尿から算出した推定食塩摂取量が9～12 g/日の場合に近
い値を算出すると報告されている。本研究においても,  
近い値を示した田中法の9サンプルのうち3サンプルは  
24 時間尿から算出した推定食塩摂取量が9～12 g/日であ
り, 同様の傾向がみられた。

INTERSALT 法は, 欧米集団の食塩摂取量を推定する
ことに適した方法であり, 個人の食塩摂取量を推定する
には限界があると述べられている13）。本研究において, 3
日間の 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量と随時尿
の各算出方法を比較した結果, INTERSALT 法が近い値
を示したのは 18 サンプルと, 全体の半分以上を占める。
また, INTERSALT 法が 24 時間尿と最も近い値を示した
際の, 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量は 5.0±
1.5 g であった。 よって, 24 時間尿から算出した推定食
塩摂取量が少ない場合において, 近い値が算出される可
能性があると考えられる。

以上より, 随時尿を用いて推定食塩摂取量を算出する
場合, 24 時間尿から算出した推定食塩摂取量の違いによ
り, 同水準の値が算出できる方法が異なる可能性が示唆
された。24 時間尿から算出した推定食塩摂取量が田中
法は約 9.0 g/日前後, INTERSALT 法は約 5.0 g/日前後の
場合に, 随時尿から算出した推定食塩摂取量が 24 時間尿
から算出した推定食塩摂取量と近い値を示す可能性があ

ると考える。今後, 随時尿を用いた適切な食塩摂取量の
推定方法を選択するために, さらなる検討が必要である
と考える。また, 本研究の対象者の特性として, 24 時間
尿から算出した推定食塩摂取量の3日間の平均は, 対象
者のほとんどが 6.0 g/日前後であった。そのため, 食塩
摂取量の幅が広い集団を対象に同様の傾向がみられるか,  
さらに検討する必要があると考える。

川崎法は, 先行研究において起床後第2尿を用いて集
団および個人の食塩摂取量を推定する方法として有用で

あり, より精度を高めるために3日間の平均で比較する
とよいと述べられている14, 16）。そのため, 本研究におい
ても3日間平均を含め比較を行った。しかし, 各採尿日,  
3日間平均のすべてにおいて川崎法から算出した推定食
塩摂取量の方が有意に多い結果となった。さらに, 対象
者ごとにみると, 24 時間尿と川崎法から算出した推定食
塩摂取量の差に大きな幅がみられた。先行研究14）は, 人
種, 年齢, 性別が異なる対象集団での研究であり, 食塩
摂取量はいずれも 10.0 g/日を超えていた。それに対して,  
本研究の対象者は日本人若年女性であり, 個人でみると
食塩摂取量が 10.0 g/日を超えるものもいるが, 各日にち
の平均はすべて 7.0 g/日未満であった。また, 本橋らの報
告17）において, 1日のみの採尿ではあるが, 本研究と同
様の結果を示している。さらに, 女性の場合, 川崎法は
過大評価をするという報告もある15）。よって, 川崎法は
食塩摂取量を過大評価する可能性が考えられる。

本研究の限界として, Cr の予測値と実測値との整合性
について検討できていないことが挙げられる。田中法と

川崎法は 24 時間尿 Cr 排泄量予測値を算出した。しかし,  
Cr 排泄量予測値から算出した推定食塩摂取量と 24 時間
尿の Cr 実測値を用いて算出した推定食塩摂取量を比較
しておらず, 同水準の値が算出されるか整合性を検討し
ていない。したがって, 今後尿中 Cr を測定する必要が
あるかについては検討が必要である。

結　　論

24 時間尿と随時尿からそれぞれ算出した推定食塩摂
取量の比較において, 随時尿から推定する際に, 24 時間
尿と同水準の値が算出できる方法が, 24 時間尿から算出
した推定食塩摂取量によって異なる可能性が示唆され

た。また, 川崎法は推定食塩摂取量を過大評価する可能
性が示唆された。
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亜鉛と糖尿病との関連，および日本人の月経に関する文献調査 
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1関西大学化学生命工学部 特別契約教授 
 
【研究要旨】 
亜鉛と糖尿病との関連，および日本人の月経に関する最新の知見を調査した。 
 1）亜鉛摂取量または血清亜鉛濃度で定義される亜鉛栄養状態と将来の糖尿病発症リス

クに関する前向きコホート研究を対象にしたシステマチックレビューは，対象者を亜鉛摂

取量に従って区分した場合，亜鉛摂取量の多い集団は，亜鉛の必要量を充足していない摂

取量の少ない集団に比較して，糖尿病の発症リスクは低いが，亜鉛サプリメントの投与に

糖尿病発症予防効果はないとしていた。亜鉛摂取と糖尿病発症リスクの関連をメタ解析し

た論文でも，もっとも亜鉛摂取量の多い群はもっとも亜鉛摂取量の少ない群に比較して 2
型糖尿病発症リスクが小さいが，亜鉛をサプリメントなどから補給した場合の効果は認め

られないとしていた。また，いずれの論文も，血中亜鉛濃度の上昇は糖尿病発症リスクを

むしろ高めるとしていた。 
 糖尿病罹患者を含む対象者に亜鉛を投与した研究をメタ解析した論文では， 20〜25 

mg/日の低用量亜鉛投与，または亜鉛投与を長期間実施した場合に，空腹時血糖値や総コレ

ステロール濃度などの改善が認められる場合が多いとしていた。 
 これら 3 論文から，①亜鉛摂取量の増加が糖尿病予防につながる可能性はあるが，糖

尿病発症リスクが高いのは亜鉛摂取量が必要量を充足していない場合であり，必要量を超

える亜鉛の摂取による予防効果は確認できない，②糖尿病もしくは糖代謝異常における検

査値の改善に必要な総亜鉛摂取量は現在の耐容上限量 30〜50 mg/日に近接する 30 mg/日
以上であると判断した。以上より，亜鉛の摂取基準策定において，糖尿病の予防または悪

化防止のための目標量の設定は不要と結論した。 
 2）スマートフォンアプリケーションに入力されたビッグデータを用いて 15〜54歳の

日本人女性 31万人の月経周期長を検討した論文が存在した。月経周期長は 15歳から 23
歳まで増加し、その後は 45歳まで減少して再び増加していた。5%刈り込み平均値で見た

場合，最長は 23歳の 30.7 日，最短は 45歳の 27.3 日であった。現在の鉄の摂取基準では，

20歳代の女性を対象にした複数の報告にもとづき，18歳以上に対して 31 日という月経周

期長を採用しているが，この数値は 18〜29歳にのみ適用できるものであり，他の年齢層の

月経周期長はこれよりも 1〜2 日小さな数値であると考えられた。 
 19〜39歳の女性 133名の月経血量を調査した論文が 1 つ存在し，月経血量として，従

来の 20歳代女性についての報告値の範囲内ではあるが，やや小さな数値を示していた。 
 以上より，鉄の摂取基準策定において採用している月経に伴う鉄損失量については，

再検討する必要があると結論した。 
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A. 背景と目的 
日本人の食事摂取基準 2020年版におい

て，目標量を設定している微量ミネラルは

ない。しかし，いくつかの微量ミネラルに

おいては，目標量の設定には至らなかった

ものの，推奨量から耐容上限量の範囲の中

で，摂取量を増減させることが生活習慣病

の予防もしくは悪化防止につながる可能性

を示す報告が認められていた。 
 本研究では，そのような微量ミネラルの

中で，亜鉛に着目し，亜鉛と糖尿病発症リ

スクまたは糖尿病悪化防止に関するレビュ

ー論文を収集し，亜鉛の目標量設定の可能

性を検討した。 
 一方，鉄は要因加算法によって必要量を

推定しているが，成人女性の場合は月経に

よる鉄損量を算定するために，月経の周期

長と月経血量の数値が必要である。しかし，

鉄の摂取基準では，これまで特定の年齢層

から得られた数値を全年齢層に適用してき

た。そこで，日本人女性の月経について検

討している最新の文献を収集して摂取基準

で採用している数値と比較し，月経に伴う

鉄の損失量を考察した。 
 
B. 方法 
B-1.  対象疾患、 
論文検索には Pubmed を用いた。亜鉛と

糖尿病との関連については，zinc × 
diabetes × risk を検索語とし，2015年以降

の文献の中で亜鉛と糖尿病との関連につい

てシステマチックレビューもしくはメタ解

析を行っている 3 つの論文を得た。 
 日本人の月経については，menstruation
（または menstrual cycle. menstrual 
volume など）× Japanese（または Japan）
を検索語とし，2010年以降の論文の中から

タイトルおよびアブストラクトを確認し，

スマートフォンアプリケーションを用いて

約 31万人の日本人女性の月経周期長を調

べている 1 論文を得た。また，月経周期ま

たは月経血を検索語として CiNii を用い，

2010年以降の論文の中からタイトルとア

ブストラクトを確認して，100名以上の日

本人女性の月経血量を求めている 1 論文を

得た。 
 
C. 結果 
C-1．亜鉛と糖尿病の関連 
 収集した 3 論文に関して，主として亜鉛

摂取と糖尿病との関連についての概要を順

に記す。 
 
Zinc Status and Risk of Cardiovascular 
Diseases and Type 2 Diabetes Mellitus-A 
Systematic Review of Prospective Cohort 
Studies (1).  
 この論文は，亜鉛摂取量または血清亜鉛

濃度によって定義される亜鉛状態と心血管

疾患または 2 型糖尿病の発症リスクとの関

連を検討した 14 の前向きコホート研究を

対象にしたシステマティックレビューであ

る。 
 14 の研究の中で，亜鉛摂取量と 2 型糖尿

病の発症リスクとの関係を調べた研究は 6
つであり。その中の 4 つの研究は、対象者

を亜鉛摂取量に従って層別化し、糖尿病発

症リスクを比較していた。この 4 論文を総

合すると亜鉛の総摂取量の最高分位集団

（中央値：18.0 mg/日）は、最低分位集団

（中央値：4.9 mg/日）と比較して、2 型糖

尿病を発症する相対危険度が 0.9（95％
CI：0.82〜0.99）であった。残り 2 つのう

ちの 1 つは、対象者を亜鉛サプリメント使

用者と非使用者に分類した研究であり，亜

鉛サプリメント使用の有無は 2 型糖尿病の

発症と関連しないとしていた。最後の 1 つ

は，血清亜鉛濃度と糖尿病の関連を検討し

ており，血清亜鉛濃度の増加は糖尿病発症

リスクをむしろ高めるとしていた。 

155



 
 

 
Zinc Intake and Status and Risk of Type 
2 D iabetes Mellitus: A Systematic 
Review and Meta-Analysis (2). 
 この論文は，2 型糖尿病と亜鉛状態との

関連を扱った 16 の研究をメタ解析したも

のであり，論文（1）が対象とした 6 つの研

究も含んでいる。対象者を亜鉛摂取量に従

って層別化した 11 の研究を総合すると，食

事からの亜鉛摂取量が最も多い集団の最も

少ない集団に対する 2 型糖尿病発症リスク

のオッズ比は 0.87（95％CI：0.78〜0.98）
であった。とくに農村地域を対象にした 4
つの研究ではオッズ比がより低く 0.59
（95％CI：0.48〜0.73）であった。また，

糖尿病有病率の低い集団を対象にした研究

ほどオッズ比は小さくなる傾向があった。

より詳細に見た場合，亜鉛摂取量増加の糖

尿病予防効果は，最低分位集団の亜鉛摂取

量が亜鉛の摂取基準の必要量を下回り，か

つ最高分位集団の摂取量が必要量を充足し

ている場合にのみ認められた。そして最低

分位集団の摂取量が必要量を充足し，かつ

最高分位集団の摂取量が 23.34mg/日を超

えている研究では，亜鉛摂取量の増加が糖

尿病予防に対して逆効果であることを示唆

していた。サプリメント使用の有無で比較

した研究，サプリメント使用による高亜鉛

摂取者を含む研究では，亜鉛摂取量と糖尿

病発症との関連は認められなかった。血清

亜鉛濃度と 2 型糖尿病との間には直接的な

関連があり，濃度の増加は発症リスクをむ

しろ高めていた（OR = 1.64, 95% CI: 
1.25-2.14）。 
 
Effects of Dose and Duration of Zinc 
Interventions on Risk Factors for Type 2 
Diabetes and Cardiovascular Disease: A 
Systematic Review and Meta-Analysis 
(3). 

 亜鉛の介入的補給の 2 型糖尿病または心

血管疾患の指標となる血清生化学値などへ

の影響を検討した 27 の研究をメタ解析し

た論文である。27 研究の対象者は，健常者

のみが 5 研究，糖尿病罹患者が 11 研究，肥

満者を含めた糖または脂質代謝異常者が 8
研究，血液透析者が 2 研究，多嚢胞性卵巣

症候群罹患者が 1 研究である。最初に、27
の研究を亜鉛投与の低用量（7 研究）と高

用量（20 研究）（それぞれ 25mg/日未満と

25mg/日以上）、投与期間の短期（14 研究）

と長期（13 研究）（それぞれ 12 週未満と

12週以上）に分けた。低用量の亜鉛補給は、

空腹時血糖値、インスリン抵抗性、トリグ

リセリド、総コレステロール、LDL コレス

テロール濃度を有意に改善していた。一方，

高用量の亜鉛補給は、HbA1c 濃度とインス

リン抵抗性に有益であった。短期間の介入

は空腹時血糖、インスリン抵抗性、トリグ

リセリド濃度に有益であり、長期間の介入

は空腹時血糖、トリグリセリド、総コレス

テロールおよび LDL コレステロール濃度

に有益であった。低用量・長期間の亜鉛補

給（1 研究）は、高用量・短期間の亜鉛補

給（4 研究）よりも、糖尿病および心血管

疾患に関連する検査値をより多く改善して

いた。 
 
C-2．日本人の月経に関する研究 
Age-Dependent and Seasonal Changes in 
Menstrual Cycle Length and Body 
Temperature Based on Big Data (4) 
 2016 年から 2017 年にかけて約 31 万人

の女性がスマートフォンアプリケーション

（ルナルナ，株式会社エムティーアイ）に

入力した約� 600万回の月経周期長のデータ

を分析することで，月経周期長と基礎体温

に対する年齢と季節の影響を評価した論文

である。最終的に解析対象になったのは 2
年間に 10周期以上入力した 15〜54歳まで
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の事例である。月経周期長の 5％刈り込み

平均値は 15 歳以降増加し，23 歳で最長の

30.7 日に達していた。その後は減少し，45
歳で最短の 27.3 日となり，その後再び増加

していた。外気温は体温（卵胞期、黄体期）

には有意な影響を与えていたが、月経周期

長には影響を示していなかった。 
 
現代女性の月経血量および月経随伴症状に

関する研究 (5). 
 19～39 歳女性184 人の1 周期の月経血

量を生理用ナプキンの使用前後の重量を対

象者に電子天秤で実測させることで調査し

た論文である。有効な結果は 160 人（正常

周期者 133 人，正常周期でない（稀発月経，

頻発月経など）者 27 人）から得られてい

る。 
 正常周期女性 133 人（年齢 26.2±5.9歳）

の1 周期の総月経血量（平均値±標準偏差，

以下同じ）は 77.4±51.9 g であった。より

詳細に見ると，過少月経（20 g未満）者 4 人
では 13.6±3.7 g，正常月経（20 g 以上 140 g
未満）者 118 人では 67.4±27.4 g，過多月経

（140 g 以上）11 人では 214.2±56.7 g であ

った。月経血量は月経開始後 2 日目にピー

クがあり，その後は急激に減少するパター

ンを示していた。質問紙調査から明らかに

なった月経血量に対する自己の認識は，「少

ない」17 人，「ふつう」104 人，「多い」11 
人だった。月経時の下腹部痛を自覚してい

る者が 74.7％，腰痛が 54.9％であった。月

経血量と腰痛との間には有意な関係が認め

られていた。 
 
D. 考察 
D-1．亜鉛摂取量と糖尿病との関連 
 亜鉛摂取量または血中亜鉛濃度によって

定義される亜鉛状態と糖尿病発症リスクに

関する研究をレビューした論文が 2 つ存在

していた（1, 2）。これら 2 つの論文の結論

は類似しており，「亜鉛摂取量の増加は，糖

尿病発症リスクを低下させるが，発症リス

クが高いのは亜鉛の必要量が充足されてい

ない場合であり，必要量を超える亜鉛摂取

が糖尿病の発症リスクを低下させることの

明確なエビデンスは存在しない」と要約で

きる。すなわち糖尿病発症予防の観点から

は，現在の推定平均必要量と推奨量で十分

であり，新たに予防のための目標量を設定

する必要性はないと判断できる。 
 一方，主として糖尿病または糖・脂質代

謝異常者を対象にして亜鉛の介入的補給を

行い，糖・脂質代謝に関連する血清生化学

検査値などの改善効果を検討したレビュー

論文（3）は， 低用量（25 mg/日未満）の

亜鉛を 12週間以上投与した場合に検査値

の改善が認められる場合が多いとしていた。

しかし，この論文が低用量亜鉛投与とした

7 つの研究の中で 6 つまでは亜鉛投与量が

20 mg/日以上であり，残りの 1 つもレビュ

ーでは 9.2 mg/日としていたが，原論文（6）
を確認すると，硫酸亜鉛 40 mg/日という表

現と亜鉛投与40 mg/日という表現が混在し

ており，亜鉛投与量が 40 mg/日であった可

能性が考えられた。したがって，レビュー

論文がいう「低用量」は 20〜25 mg/日の亜

鉛投与とみなせる。日本人成人の亜鉛の摂

取量は 8.4±3.3 mg/日であるので（7），20
〜25 mg/日の亜鉛補給を行うと，亜鉛の総

摂取量は約 30 mg/日に達し，耐容上限量

（8）に近接する。亜鉛状態と糖尿病発症リ

スクを検討した論文（1, 2）では，亜鉛の過

剰摂取が糖尿病発症リスクを高める可能性

のあること，および血清亜鉛濃度と糖尿病

発症リスクに正の相関のあることも述べら

れている。以上のことは，糖尿病や糖代謝

異常の悪化防止や改善のために，亜鉛摂取

量を30 mg/日以上に増やすことには慎重で

なければならないことを示している。以上

より，糖尿病や糖代謝異常の悪化防止のた
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めの目標量設定はできないといえるだろう。 
 
D-2．日本人の月経に関して 
 月経周期長に関する論文（4）は，スマー

トフォンアプリケーション「ルナルナ」に

入力された月経�周期長や基礎体温に関する

ビッグデータ（2016年 1 月 1 日から 2017
年 12 月 31 日までに約 31万人が入力した

約 600万件のデータ）を解析したものであ

り，過去に例のないものといえる。このア

プリケーションは，株式会社エムティーア

イが 2000年から提供を開始しているもの

である。現在のスマートフォン対応版は

2010年から提供され，ダウンロード件数は

2022年1月現在で1800万を超えている（9）。 
 

表 1 年齢ごとの月経周期長 
年齢 月経周期長（日） 

15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
28 
29 
30 
35 
40 
45 
50 
51 
52 
53 
54 

29.0 
29.4 
29.8 
30.0 
30.3 
30.5 
30.6 
30.7 
30.7 
30.6 
30.6 
30.6 
30.5 
30.5 
30.3 
30.2 
29.3 
28.1 
27.3 
28.8 
29.2 
29.4 
29.8 
30.4 

論文(4)の Fig. 1から読み取った数値である。 

 
 この論文中で月経周期長に関する集計結

果は図で示されているため，年齢ごとの細

かな数値は，本文中で最長値 30.7 日と記さ

れている 23歳と最短値 27.3 日と記されて

いる 45歳以外を除いて図から読み取るし

かない。表 1 は，図から読み取った値であ

る。 
 2020年版の鉄の摂取基準（8）では，月

経周期長として全年齢層に対して31.0日を

適用しているが，根拠となった論文はいず

れも高校生または女子学生を対象としたも

のである。表 1 に示すように，このビッグ

データを扱った論文において，20〜28歳は

31 日という生理周期長を示しており，過去

の報告と矛盾していない。しかし，他の年

齢層は 31 日よりも明らかに短い周期長で

あり，食事摂取基準の年齢区分ごとの生理

周期長として，18歳未満 29 日，18〜29歳
31 日，30〜49歳 29 日，50歳以上 30 日と

見積もることができる。 
 月経血量を生理用ナプキンの重量測定に

もとづいて算定した最近の論文は，正常月

経である 19〜39歳女性 118 人の月経血量

を 67.4±27.4 g と報告していた（5）。生理

用ナプキンに吸収されている月経分泌物に

は血液以外の成分が含まれている。月経分

泌物中の血液の含有割合が 52.0％（10）と

されていることと，日本赤十字社が示す女

性の血液比重の標準範囲（1.049〜1.056）
の中間値 1.0525（11）より算定すると，こ

の論文が示す正常月経者の血液以外の成分

を含んだ月経血量 67.4±27.4 g は，血液量

33.3±13.5 mL に相当する。この値はこれま

でに 20歳代前半の女性に関して報告され

てきた数値の範囲内（10）ではあるが，や

や小さいものである。日本の鉄の摂取基準

では，これまで 18歳以上の日本人女性の月

経血量として，20歳代前半の女性について

の複数の報告から導かれた幾何平均値 37.0 
mL（10）を用いてきた（8）。今回取り上げ

た論文（5）は，これまでの報告よりも幅広

い年齢層を対象としていることと，2010年
以降の唯一の報告であることから，その価
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値は大きいといえる。 
 この論文では算術平均値と標準偏差のみ

が記載されているが，得られた月経血量

33.3±13.5 mL の変動係数は 40.5％であり，

これまでの複数の報告から得られている月

経血量の算術平均値と標準偏差

（43.9±28.1）（10）から算定される変動係

数 64.0％よりも小さい。ゆえに算術平均値

を代表値にすることに大きな問題はないと

判断できるが，幾何平均値もしくは中央値

に関する情報をこの論文の著者に問い合わ

せてもいいだろう。 
 月経周期長に関する論文（4）は，月経周

期長が年齢の影響を受けることを明確に示

しており，これまで食事摂取基準が採用し

てきた 31 日は 18〜29歳にしか適用できな

い数値であることを示している。周期長が

年齢によって変動することから，月経血量

も年齢によって変動している可能性は大き

いと思われる。従って，20歳代前半の女性

を対象とした研究から得られた月経血量の

数値を 18歳以上のすべての年齢層の月経

血量とするこれまでの考え方は再検討する

必要があるだろう。 
 米国食事摂取基準は，15歳から 50歳ま

でのスウェーデン人女性 486 人の月経血量

中央値 30.9 mL（12）を 20歳以上の女性

の月経血量としている（13）。今回紹介した

論文（5）から得られる月経血量 33.3 mL
は,従来の 37.0 mL よりも米国食事摂取基

準採用値に近く，かつ 19〜39歳を対象とし

たものであることから，18歳以上の日本人

の月経血量の代表値として，適切かもしれ

ない。 
 以上より，月経血量として，18歳未満に

従来通り 31.1 mL（8），18歳以上に 33.3 mL，
月経周期長として，ビッグデータにもとづ

く論文から得られる 18歳未満 29 日，18〜
29歳 31 日，30〜49歳 29 日，50歳以上 30
日を適用し，ヘモグロビン濃度とヘモグロ

ビン中鉄濃度について従来通りのそれぞれ

1.35 g/L と 3.39 mg/g を用いて（8），月経

血に伴う鉄損失量を表 2 のように試算した。 
 
表 2 鉄損失量の試算 

年齢層 

月経血量 

（mL） 

月経周期

長 

（日） 

鉄損失量 

（mg/日） 

10〜17歳 

18〜29歳 

30〜49歳 

50歳以上 

31.1 

33.3 

33.3 

33.3 

29 

31 

29 

30 

0.49 

0.49 

0.53 

0.51 

従 来 の 数

値 

10〜17歳 

18歳以上 

 

31.1 

37.0 

 

31 

31 

 

0.46 

0.55 

ヘモグロビン濃度 1.35 g/L，ヘモグロビン中鉄濃度 3.39 

mg/gを用いて算定した。 

 
 試算によって得られた月経に伴う鉄損失

量は 18歳未満では従来の算定値よりもや

や大きく，その他の年齢層では逆にやや小

さくなった。 
 日本人の月経血量に関する情報はきわめ

て少ない。とくに 20歳代前半以外の年齢層

についての情報はほとんど存在しない。最

近，生理用ナプキン等に代わる生理用品で

ある月経カップが普及しつつある（14）。こ

のカップは，個人が自身の血液以外の成分

も含めた月経血量を把握することを可能に

するものである。今後，このカップがさら

に普及することで，幅広い年齢層の多数の

対象者について，質問紙等を用いて月経血

量を調査できる可能性が高い。また，月経

周期長に関するビッグデータを提供したス

マートフォンアプリケーションの入力項目

に月経血量が追加されれば，月経血量に関

するビッグデータが得られるであろう。数

年後に日本人の月経血量に関して詳細なデ

ータが得られることを期待したい。 
 なお，月経血量の個人差がきわめて大き
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いことから，米国食事摂取基準（13），およ

び EFSA（15）は成人女性の鉄の摂取基準

を策定するにあたり，必要量の算定には，

スウェーデン人女性 486 人の月経血量の中

央値，推奨量の算定には 97.5パーセンタイ

ル値を用いている。今後のわが国の鉄の摂

取基準の策定においても，この考え方を採

用すべきか検討すべきだろう 
 
E. 結論 
 亜鉛状態と糖尿病発症リスクに関するレ

ビュー論文 2編（1, 2）から，必要量の亜鉛

が充足できない場合には糖尿病発症リスク

は高まるが，必要量を超える亜鉛摂取が糖

尿病発症リスクの低下につながるエビデン

スはないと判断した。したがって、糖尿病

予防のために亜鉛目標量を設定することは

不要であると結論した。亜鉛の介入的補給

が糖尿病を含む代謝異常の改善につながる

かを検討したレビュー論文（3）から，検査

値の改善につながる亜鉛補給を実施した場

合，総亜鉛摂取量は耐容上限量に近接する

ことになる。したがって糖尿病悪化防止の

ための目標量の設定もできないと結論した。 
 月経周期長に関するビッグデータを解析

した論文（4）から，これまでの食事摂取基

準が採用してきた周期長 31 日が適用でき

るのは 18〜29歳であり，他の年齢層はこれ

よりも 1 または 2 日短い周期長を採用する

ことが適切と判断した。月経周期が年齢の

影響を受けること，および 19歳〜39歳の

月経血量を測定した最近の論文（5）から，

18歳以上に適用すべき月経血量について

再検討を行い，18歳以上に適用すべき月経

血量を 33.3 mL と推定した。以上より，鉄

の摂取基準策定に必要な月経に伴う鉄損失

量については再検討の必要があると結論し

た。 
 
F. 健康危険情報 

なし 
 

G. 研究発表 
１. 論文発表 
  なし 
２. 学会発表 
  なし 

 
H. 知的所有権の出願・登録状況 
１. 特許取得 
  なし 
２. 実用新案登録 
  なし 
３. その他 
  なし 
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【研究要旨】 
 

マンガンはさまざまな食品に含まれ、体内の酵素のはたらきや骨の形成などにかかわっ

ており、ヒトにとって欠かすことのできない必須微量元素である。本稿では、マンガンの

最新の研究成果について、日本人を対象とした研究を取りまとめた。主に妊婦、小児を対

象とした研究が中心となり、血中マンガンレベル、マンガン摂取量、マンガンの妊婦、出

生児への影響、マンガンを含む複数の元素曝露と出生児体格への影響と項目立てした。妊

娠中の血中マンガン濃度と出生児体格との関連、神経発達との関連では、血中マンガン濃

度が低すぎても高すぎても、出生児への影響がわずかにみられた。一方で、妊娠中の複数

の元素曝露を考慮した場合には、マンガンは胎児の成長を助ける結果が報告されていた。

また、マンガン摂取量が多い場合（10mg/日）では、心血管疾患による死亡リスクが低下す

る報告もあったが、本稿で取りまとめた妊婦のマンガン摂取量は、平均3mg/日程度とされ、

血中マンガン濃度が高い場合に出生児への影響も少なからずみられており、妊婦と成人

（非妊娠時）では、マンガンの摂取量について、別に考える必要があると推察された。 

 

Ａ．背景と目的 

 マンガンはさまざまな食品に含まれ、

体内の酵素のはたらきや骨の形成など

にかかわっており、ヒトにとって欠かす

ことのできない必須微量元素である。必

須元素のマンガンは、マンガンを多く含

む食品を摂取しても血中マンガン濃度

はある程度一定に保たれるが、妊娠、食

生活、生活環境などにより、血中マンガ

ン濃度は変動する。近年の研究によって、

妊婦の血中マンガン濃度が子どもの成

長や発達にかかわっている可能性が指

摘されている。本稿ではマンガンの摂取

レベル、マンガン摂取量、血中・母乳中

のマンガンレベル、妊婦の血中マンガン

濃度と児の出生児体格との関連、神経発

達との関連について取りまとめること

を目的とする。 

 

Ｂ．方法 

マンガンの最新の研究成果について、日

本人を対象とした研究に焦点を当てPubMed
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を用いて検索を行った（検索日2023年4月1

1日）。キーワードは’blood manganese’,

 ‘Japan’とし、発表から5年以内、ヒトを

対象とした論文とし、検索した（検索結果

 20件）。なお、血中・母乳中のマンガンレ

ベルについては、関係する論文を示すこと

とした。倫理面への配慮についは、文献レ

ビューのため、人を対象とした倫理的配慮

は生じない。 

 

Ⅽ．結果及び考察 

本稿では、マンガンの最新の研究成果に

ついてとりまとめ、上述に示す方法によりP

ubMedで検索した結果、20論文が該当した。

そのうち、疫学調査に関する論文を整理し、

子どもの健康と環境に関する全国調査（略

名「エコチル調査」、英名「Japan Environ

ment and Children's Study （JECS）」）か

らの論文が11本、その他3本となった。また

精読の段階で適切でないと判断された文献

については除外した。これら論文を整理す

るとともに、国外の調査等と比較をし、その

概要を整理する。 

 

 

 

1. 血中マンガンレベル 

表1では、全血中マンガン濃度について整

理した。REF1と2は、エコチル調査に関する

論文であり、REF3〜5は、国レベルで実施さ

れているヒューマンバイオモニタリング調

査の論文である。REF1の論文は、妊娠中後期

に血液試料を提供したエコチル調査参加者

の妊婦のうち17,977人をランダムに抽出し、

その全血中元素（水銀、鉛、カドミウム、マ

ンガン、セレン）濃度を、ICPMS（誘導結合

プラズマ質量分析計）を用いて測定した論

文である。当該報告では、血中マンガン濃度

の中央値（25-75パーセンタイル値）は、16.

1 (13.2–19.6) μg/L であった。日本の妊

婦における血中マンガンレベルは、表1に示

すように他国と同程度であった。一方で、母

体血に比べて臍帯血中のマンガン濃度は３

倍程度高いことが示された。また、測定した

元素のうち、血中マンガンと血中カドミウ

ム（ρ=0.267）に弱い相関が認められた（ρ：

スピアマンの順位相関係数）。さらに、血中

マンガン濃度は、試料採取時の妊娠週数と

関連がみられ(1)、妊娠初期より妊娠後期の

マンガン濃度の方が高く、週数を経るごと

にマンガン濃度が高くなることが報告され

ている(2)）。また、山本らは、次の回帰式
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Y = 0.42X + 4.52 (p < 0.001, Y:母親血

中マンガン濃度, x: 採血時妊娠週数, 

(3))の関係性を報告している。妊娠期間中

の血中マンガン濃度変化について、級内相

関係数（ICC: Intraclass correlation coe

fficients）を検討した報告では、低〜中程

度のICC 0.5と報告され(4)、血液希釈とい

った妊娠期間中の生理的な変化が、血中マ

ンガン濃度に影響している可能性がある。 

 

2. マンガン摂取量 

ここではマンガン摂取について整理す

る。馬ら(5)の報告は、エコチル調査宮城

ユニットセンターの調査参加者（成人女

性）を対象とし、鉛やカドミウム濃度レベ

ルが高い対象者における曝露源と曝露経路

を明らかにするため、食事（陰膳）、水道

水、屋内空気（浮遊粒子状物質）、ハウス

ダスト、土壌含め複数の曝露経路を調査し

た報告である。この調査では、鉛やカドミ

ウムの他、水銀、セレンやマンガンの分析

も実施されたが、本主題であるマンガンに

ついて記述する。当該調査で収集されたハ

ウスダスト中の平均 マンガン濃度は 151 

μg/g で、トルコの研究 (136 μg/g) (6)

  よりわずかに高かったが、カナダの研究

 (267 μg/g) より低かった (7)。また、

この研究における 食事由来のマンガンの

平均摂取量は 2.57mg/日であり、これは以

前の日本の別な研究 (4.9mg/日) (8) およ

びポーランドの研究 (4.5mg/日 (9)) で報

告された値よりも低かったものの、アメリ

カの調査と同程度かやや高かった(10)。食

事以外の摂取を加算した場合もマンガン 

推定総摂取量は 2.59mg/日であり、食事か

らの摂取がほとんどであった。馬らの調査

で報告されたマンガン摂取量は、日本の食

事摂取基準（2020）の成人女性の目安量

（3.5mg/日）および耐容上限量 (11mg/日)

より低かった。また、本報告におけるマン

ガンの体重あたりの平均推計1日摂取量は 

0.047 mg/kg/日（最大値0.12）であり、食

品安全委員会の定めるマンガンの耐容1日

摂取量（TDI）0.18 mg/kg /日を下回って

いた。 

石塚らは、エコチル調査参加者（30,373

名）の妊娠に気づいた時あるいは妊娠中の

2回にわたる食物摂取頻度調査データをと

りまとめ、その結果、1日平均マンガン摂

取量は3mg /日程度（1日摂取エネルギー補

正）と推定され(11)、日本の食事摂取基準

（2020）の成人女性の目安量（3.5mg/日）

と同程度となった。  

岩井らは、母乳中マンガン濃度につい

て、授乳前後、日内・日間変動について検

討した（11名から3日間にわたり午前中の

前乳と後乳、うち1日は朝・昼・夕の３回

提供）。母乳中マンガン濃度の中央値は、

前乳2.8ng/g、後乳の3.5ng/gとなった（別

調査と同程度の値、N=108）。母乳中マン

ガン濃度の日内変動は、前乳ICC 0.44、後

乳ICC 0.57であった。母乳中マンガン濃度

の日間変動は、前乳ICC 0.42、後乳ICC 0.

80であった(12)。さらに、市販の乳児用調

整乳(人工乳)を3ロット購入（6社8製品）

し、マンガン濃度を測定した。その結果、

マンガンが添加されていると思われる製品

（最大値32 ng/g）とそうでない製品の2種

（最小7 ng/g）があった。これらのデータ

から母乳と人工乳のマンガン濃度と授乳量

（780mL/日）から乳児における1日の推定

マンガン摂取量を算出した。完全母乳の場
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合、1日の推定マンガン摂取量の中央値2μ

g/日（最大11）となり、人工乳の場合で

は、最小5.5μg/日（最大25）となった。

人工乳の方がマンガンの摂取量は増え、さ

らに選択する人工乳によって、マンガン摂

取量はさらに増えることが示唆された。 

 

3. マンガンの妊婦、出生児への影響 

ここでは、血中マンガンレベルと妊婦、

出生児への影響に関する論文について整理

する。 

山本らは、妊娠中の血中マンガン濃度と

出生児体格との関連について、母親と単胎

の生産児16,473組のデータを用いて解析を

進めた。血中マンガン濃度と出生時体重、

身長、頭囲との関連を多変量回帰分析を行

うとともに、血中マンガン濃度四分位で群

分けし、SGA（体重10パーセンタイル未

満）のリスクを多変量ロジスティック回帰

分析により解析した。妊婦の血中マンガン

濃度中央値は16.2 μg/L（範囲4.3–44.5 

μg/L）であった。男児の出生体重は血中

マンガン濃度18.6 μg/Lで最大となり、低

濃度および高濃度で減少した。採血時期が

妊娠第3期（28～40週）のマンガン濃度で

この関連がみられたが、妊娠第2期（14～2

7週）ではみられなかった。男児のSGAのオ

ッズ比（95%信頼区間）は、マンガン濃度

第3四分位群と比較して第1四分位群で1.35

 [1.04–1.74]、妊娠第3期の第4四分位群で

1.62 [1.10 to 2.39]と高かった。妊娠中

の血中マンガン濃度低値、あるいは妊娠第

3期のマンガン濃度高値において、男児の

出生体重の減少とSGAリスクの増加が認め

られた。 女児の出生体重との関連は見ら

れなかった(3)。 

山本らは、妊娠中マンガンレベルと子ど

もの神経発達との関連について検討した。

解析対象者は妊婦の血中マンガン濃度デー

タがある 63,767 組、臍帯血中マンガン濃

度データがある 3,787 組を対象とした。

子どもの神経発達（日本語版のASQ-3 とい

う質問票）は 6 か月、1 歳、1 歳半、2 

歳、2 歳半、3 歳時の日本語版のASQ-3質

問票回答結果を用いた。5 つの領域（コミ

ュニケーション、粗大運動、微細運動、問

題解決、個人と社会）について、算出され

た点数を評価した。粗大運動領域（腕や足

など大きな筋肉を使う動き）では、6 か

月、1 歳、2 歳、2 歳半、3 歳において、

妊婦の血中マンガン濃度が高い場合、発達

の点数がわずかに低いことと関連が示され

た。また、1 歳、2 歳、2 歳 6 か月で、

臍帯の血中マンガン濃度が高いことと、発

達の点数がわずかに低いこととの関連が示

された。マンガンは母子ともに必要な微量

元素だが、本研究により、妊娠中の血中マ

ンガン濃度が高くなる環境では、子どもの

神経発達がやや遅れる可能性が示された(1

3)。 

宮下らは、エコチル調査に参加した妊婦

から生まれた単胎児のうち、先天性形態異

常のない子ども（n＝89,134）と先天性腹

部形態異常がある子ども（n＝139）（先天

性横隔膜ヘルニア、臍帯ヘルニア、腹壁破

裂、先天性消化管閉鎖、先天性消化管狭

窄）を対象とし、妊婦の血中重金属濃度を

濃度分布に沿って４群に分け、生まれた子

どもの先天性腹部形態異常の有無との関連

についてロジスティック回帰分析を行っ

た。妊婦の血中元素濃度（鉛、カドミウ

ム、セレン、マンガン、水銀）と生まれた
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子どもの先天性腹部形態異常の発症の有無

について、統計学的に有意な関連は認めら

れなかった(14)。 

辻らは、妊婦の血中金属濃度（カドミウ

ム、鉛、水銀、セレン、マンガン)と早

期・後期早産との関係を解析した。解析対

象者は単胎妊娠母親のうち、生産（死産を

含まない）に限定し、14,847名を対象とし

た。早期早産（22～33週）、後期早産(34

～36週）、正期産（37週以上）の3群に分

けて解析し、各元素濃度を4分位に分けて

解析した。妊婦の血中カドミウム濃度の最

も低い濃度の群（第1四分位群）に比べて

最も高い群（第４四分位群）では早期早産

の頻度が1.9倍高いことがわかった。妊婦

の血中鉛、水銀、セレン、マンガン濃度は

早期・後期早産と統計学的に有意な関係を

認められなかった(15)。 

辻らは、妊娠中の全血中金属濃度（カド

ミウム、鉛、水銀、セレン、マンガン)と

総IgE及び特異的IgE (卵白、ハウスダス

ト、スギ、動物上皮、蛾）との関係を解析

した（14,408名）。IgEは低濃度群 <0.35

と高濃度群 ≧0.35 UA/mlの２群に分け、

各元素濃度は4分位に分けて解析した。妊

娠中の血中水銀、セレン濃度の高い群では

スギ特異的IgE抗体高濃度になる頻度が高

い、一方、血中水銀とマンガン濃度の高い

群では、ハウスダスト及び動物上皮特異的

IgE抗体高濃度になりにくいことが示唆さ

れた(16)。 

辻らは、妊婦の血中金属類濃度（カドミ

ウム、鉛、水銀、セレン、マンガン)と前

置胎盤・癒着胎盤との関係を解析した。対

象者は単胎妊娠母親に限定し、17,414名を

対象とした。各元素濃度は4分位に分けて

解析した。最も低いカドミウム濃度の群

（第1四分位群）に比べて最も高い群（第

４四分位群）では、前胎盤の頻度が2.1倍

高いことがわかった。妊婦の血中鉛濃度は

最も低い濃度の群（第1四分位群）に比べ

て低い群（第2四分位群）では前置胎盤の

頻度が2.6倍高いことがわかった。妊婦血

中のカドミウム濃度と鉛濃度は、最も低い

濃度群と比較してより高い群において前置

胎盤の頻度が高いことが示唆されたが、他

の元素では関連は認められなかった。(1

7)。 

竹内らは、母親の複数の元素曝露と出生

した児の口唇口蓋裂との関連について検討

するため、エコチル調査データセットを用

いて症例対照研究を行なった。口唇口蓋裂

と診断された症例と、対象群（診断のない

小児）のデータを1:10 でマッチさせた。

曝露は、妊娠中の母体から採取した 4 種

類の元素（水銀、鉛、カドミウム、マンガ

ン）である。条件付きロジスティック回帰

を用いて、これら元素の曝露と口唇口蓋裂

発生の関連性を評価した。約 10 万件のレ

コードから、口唇口蓋裂を持つ 192 人の

子供（症例群）と、特性をマッチさせた 

1,920 人の対照群の子どもを抽出し、解析

対象とした。単変量および多変量解析の結

果、妊娠中の母親の血液中の 4 種類の元

素レベルはいずれも、子どもの口唇口蓋裂

のリスクと関連しなかった(18)。 

Meishuoらは、日本人の一般集団におけ

る食事中のマンガン摂取量と 心血管疾患 

(CVD)  死亡率との関連を調べた。方法

は、日本共同コホート研究 (JACC) に参加

した 40 ～ 79 歳を対象とし、 58,782 人

のCVD による死亡率は、中央値 16.5 年間
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で追跡された。マンガン摂取量は、ベース

ライン (1989 ～ 1990 年) 時の食物頻度

調査票を使用して推定され、エネルギーで

調整されたマンガン摂取量の五分位群ごと

に、死亡率の多変量調整ハザード比 (HR) 

が計算された。その結果、追跡期間中、合

計 3,408 人の CVD 死亡が記録された。 M

n 摂取量が最も多い群（中央値10mg/日）

は、最も摂取量が少ない群（中央値3.0 mg

/日）と比較して、全脳卒中 (HR: 95% C

I、0.76: 0.64-0.90)、虚血性脳卒中 (HR:

 0.77、0.61-0.97)、虚血性心疾患 (HR: 

0.76、0.58-0.98)) および総 CVD (HR: 0.

86、0.76-0.96)による死亡リスクが低かっ

た。この関連は閉経前の女性よりも閉経後

のほうがより強固であった。この報告は、

食事によるマンガン摂取量と、日本人集団

における CVD による死亡リスクの低下と

の関連性を示した最初の研究である(19)。 

 

4. マンガンを含む複数の元素曝露と出生

児体格への影響 

 高谷らは、エコチル調査参加者の母子 9

3,739 組のデータを使用し、妊娠中期～妊

娠末期の血液中の元素濃度と、子どもの出

生時の体重、身長、頭囲、胸囲との関連を

解析した。個々の元素についての関連と、

これらの元素の複合的曝露との関連につい

て検討した。鉛は、胎児の成長抑制作用が

最も強く、妊娠中の血中濃度が高いと、子

どもの出生時の体重、身長、頭囲、胸囲が

小さく、ＳＧＡ（標準的出生体重より小さ

く産まれること）が多いという関連が見ら

れた。セレン、カドミウムも胎児の成長を

抑制するという関連が示された。水銀は子

どもの出生時体重との関連は見られず、出

生時の頭位については抑制的な関連が示さ

れた。逆にマンガンは、血中濃度が高いと

出生時の体重、身長、頭囲、胸囲が大きい

という関連が見られた。元素の複合的な影

響を考慮して解析した結果、鉛は胎児の成

長を抑制し、マンガンは胎児の成長を助け

るという関係が示された。セレンは通常の

生活で摂取する程度の量でも、血中濃度が

高すぎると胎児の成長を抑制する可能性が

あることが示唆された(20)。 

谷口らは、エコチル調査参加者の出生か

ら 3 歳までの間に体重データが収集でき

た約 99,000 名の情報をもとに、子どもの

成長パターンを類型化した。また、約 95,

000 名の母親の妊娠中の血中元素濃度（カ

ドミウム・マンガン・水銀・セレン・鉛）

と子どもの成長パターンとの関連性を調べ

た。子どもの体重は、出生時、1 か月、0.

5 歳、1 歳、1.5 歳、2 歳、2.5 歳、3 歳

の合計 8 時点の体重データのうち、2 時

点以上データが揃ったものを解析対象者と

した。体重データは、性別に月齢毎の体重

 SD スコアに換算し、統計モデル（latent

-class group-based trajectory models）

により成長パターンを類型化した。母親の

血中元素濃度を 4 グループに分けた上

で、子どもの成長パターンとの関連性を多

項ロジスティック回帰により分析した。出

生から 3 歳までの間の子どもの成長パタ

ーンは、「標準的な成長」を示す群（全体

の約 21.9%）、「標準的な体重で生まれて

その後小さく成長」を示す群（全体の約 3

1.3%）、「出生時は大きくその後標準的な

体重になる成長」を示す群（全体の約 28.

1%）、「出生時に大きくその後も大きく成

長する」を示す群（全体の約 14.0%）、そ
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して、「出生時に小さくその後も小さく成

長」を示す群（全体の約 4.7%）の 5 つに

分類できた。母親の血中元素類と子どもの

成長パターンの関連性を調べた結果、妊娠

中の母親血中鉛濃度またはセレン濃度が高

い場合、子どもが「出生時に小さくその後

も小さく成長」を示すリスクが高いことが

明らかになった。また、母親血中水銀濃度

が高いこと、またはマンガン濃度が低いこ

とも、子どもの発育パターンに影響するこ

とが明らかになった(21)。 

 

D．結論 

 本稿では、必須微量元素のマンガンに関

する近年の研究について整理した結果、主

に妊婦、小児を対象とした研究が中心とな

った。妊娠中の血中マンガン濃度と出生児

体格との関連、神経発達との関連では、血

中マンガン濃度が低すぎても高すぎても、

出生児への影響がわずかにみられた。一方

で、妊娠中の複数の元素曝露を考慮した場

合には、マンガンは胎児の成長を助ける結

果を示した。また、マンガン摂取量が多い

群（10mg/日）では、CVDによる死亡リスク

が低下する報告もあったが、本稿で取りま

とめた妊婦のマンガン摂取量は3mg/日程度

と推察され、血中マンガン濃度が高い場合

に出生児への影響も少なからずみられてお

り、妊婦と成人（非妊娠時）では、マンガ

ンの摂取量について、別に考える必要があ

ると推察された。  
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日本人の食事摂取基準値算定に資するセレンの摂取と健康影響に関する調査研究 

 

研究協力者 髙橋一聡 1 

1千葉大学大学院園芸学研究院 助教 

 

【研究要旨】 

セレンは、抗酸化システムや甲状腺ホルモン代謝などに関与し、セレンを含有するタン

パク質（セレノプロテイン）の合成に要求されることからその必須性が認められている。

またその必須性とは別にセレンは糖尿病を始めとした生活習慣病やがん発症に関与する

ことも示唆されており、必須性あるいは中毒に関する摂取基準値以外に発症予防に関する

目標値を設定することの有用性が期待される。本研究では生活習慣病及びがんの発症予防

に向けた摂取目標値を検討するに資する最新の研究を収集、整理した。セレンの血中濃度

及び摂取量は糖尿病発症と正に相関することが整理した知見から示された。リスクを亢進

する摂取量は日本人の食事摂取基準で現状設定されている耐容上限量より低値であるこ

とが推察された。従って、現状の耐容上限量より低値に糖尿病発症予防のための目標量（上

限値）を設定することについて検討する必要性があると結論した。 

 

A. 背景と目的  
セレンは必須微量ミネラルの1つとして

日本人の食事摂取基準（2020年版）に規定さ

れている。セレンは、セレノシステイン残基

が一次構造中に組み込まれたタンパク質

（セレノプロテイン）として生理機能を発

現している。ヒトには25種類のセレノプロ

テインの存在が明らかにされており、抗酸

化システムや甲状腺ホルモン代謝において

重要である。代表的なものに、グルタチオン

ペルオキシダーゼ（GPX）、チオレドキシ

ンレダクターゼ、セレノプロテイン Pなど

がある。セレンは欠乏症として、克山病（K
eshan disease）、カシン・ベック病（Kas
hin Beck disease）といった心筋障害など

が挙げられている。また中毒症として、毛髪

及び爪の脆弱化や胃腸障害、神経異常など

が報告される。セレノプロテイン類の生合

成は、セレンの摂取量に依存して起こり、一

定の摂取量に達するとその生合成は飽和す

るとされる。しかしセレンの必須性はセレ

ノプロテイン類生合成の飽和を求めるもの

でなく、住民の血中セレノプロテインの活

性値が未飽和な地域が存在するが、それら

地域においてセレン欠乏症は発症していな

い。ＷＨＯは血漿ＧＰＸの活性値が飽和値

の2/3の値でセレン欠乏症である克山病を

予防できることから、血漿ＧＰＸ活性値が

飽和値の2/3を与える摂取量をセレンの必

要量と提唱している。これらの点を踏まえ、

日本人の食事摂取基準（2020年版）はセレン

の推定平均必要量、推奨量及び耐容上限量

が策定されている。一方で、セレンと生活習

慣病の関連についても検討がされ、血中セ
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レン濃度が低い場合には心血管疾患や脂質

異常症の発症リスクを高める恐れがある。

また血中濃度が高い場合、２型糖尿病発症

率の増加が報告されている。しかし、これら

のセレン濃度との相関に関する定量的情報

の不足のため、日本人の食事摂取基準（202

0年版）では生活習慣病の発症予防のための

目標量に関する下限値及び上限値は設定さ

れておらず、今後の課題として残されてい

た。従って、セレンの摂取が及ぼす生活習慣

病等の発症への効果について、知見を網羅

的に収集し再整理することが求められる。

そこで本研究では、セレンの摂取量と糖尿

病を始めとする生活習慣病やがんの発症リ

スクとの関連を検討した近年の疫学研究の

結果を中心にメタアナリシスとシステマテ

ィックレビュー、およびそれらの対象論文

を整理した。 

 

Ｂ．方法 

本レビューではセレンの摂取や体内濃

度と生活習慣病やがんの亢進の相関を検討

した研究を調査した。論文の検索には、Pu

bMed を用いた。日本人の食事摂取基準（2

020年版）では最新の知見が2018年であるた

め、2018年から2022年に出版された論文を

調査対象とした。検索式はセレンや対象疾

患、食事性などを表す語群とし、以下の通

りである。 

Search: (selenium) AND ((metabolic 
syndrome) OR (diabetes) OR (cancer) 
OR (hypertension)) AND ((diet) OR (di
etary) OR (food) OR (consumption) OR
 (intake) OR (intakes)) AND ((clinicalt
rial[Filter] OR meta-analysis[Filter] O
R randomizedcontrolledtrial[Filter] OR 

systematicreview[Filter]) AND (2018:20
23[pdat])) AND (clinicaltrial[Filter] OR 
meta-analysis[Filter] OR randomizedco
ntrolledtrial[Filter] OR systematicrevie
w[Filter]) Filters: Clinical Trial, Meta-
Analysis, Randomized Controlled Trial,
 Systematic Review, from 2018 – 2022 

上記の検索式で論文検索を行い、検索さ

れた文献（93 報）の中からタイトルを確認

し、目的に適合しないと判断した論文を除

外し、アブストラクトを読むべきと判断し

た論文を抽出した。抽出された論文のアブ

ストラクトを確認し、精読する論文（24報）

を抽出した。また抽出後、精読の段階で適

切でないと判断された文献については除外

した。 

 

Ⅽ．結果及び考察 

上述の方法により調査対象とした論文と

して最終的に14報が該当した。これらの論

文について整理し、概要をまとめる。 

 

糖尿病発症リスクとセレン摂取の関連に

ついて、7報の論文が該当した。 

Kohlerらの研究[1]では200 μg Se/day

となるようセレン強化酵母を摂取していた

被験者群を対象に、血中セレン濃度と2型糖

尿病発症の関連を検討した。被験者を血中

セレン濃度に応じて3群に階層化を行い、2

型糖尿病の発症について比較した。113.5 

± 9.7 ng/mLの群に対してオッズ比を正規

化したところ、135.4 ± 5.9 ng/mLの群で

は1.25 (95% CI 0.80–1.95)、168.7±23.4 

ng/mLの群では1.77 (95% CI 1.16–2.71)を

それぞれ示し、血中セレン濃度と2型糖尿病

発症には正の相関が観察された。また多量
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栄養素の摂取は血中セレン濃度と2型糖尿

病発症の相関には影響を及ぼさないことも

観察された。 

メタアナリシス、システマティックレビ

ューにおいてもセレン摂取、血中濃度と2型

糖尿病発症について正の相関が観察されて

いる。Vincetiら[2]は50の観察研究と5つの

RCTsに関する文献を候補文献として、メタ

アナリシスをおこなった。観察研究を用い

たメタアナリシスでは血中セレン濃度及び

セレン摂取量に対して2型糖尿病発症のリ

スク比が正に相関していた。また200 μg/d

ayの摂取による影響を観察した介入研究の

メタアナリシスではリスク比が1.11 (95% 

CI 1.01–1.22)となり、セレン摂取が2型糖

尿病発症に対し、有意に正の相関があるこ

とを報告している。 

Vincetiらの最近のメタアナリシス、シス

テマティックレビュー[3]においても2型糖

尿病のリスクについてセレンの血中濃度や

摂取量などとの相関を評価している。血中

濃度が90 μg/L時と比較し、120 μg/L及び

160 μg/Lではリスク比がそれぞれ1.27 (9

5% CI 1.10–1.47)と1.96 (95% CI 1.27–3.

03)であった。また1日摂取量と2型糖尿病の

リスクの相関では55 μg/day時に比べ、80

及び120 μg/day時ではそれぞれRRsが1.23

 (95% CI 1.14–1.33)と1.55 (95% CI 1.27

–1.90)になる。以上の知見から、血中のセレ

ン濃度及びセレンの摂取量は糖尿病の発症

に量依存的正の相関があることが示され、

糖尿病の予防に向け目指すべき血中濃度、

摂取量を設定することが有益であると考え

られた。 

Kimらの観察研究を基にしたメタアナリ

シス[4]でも上述の正の相関が示されてい

る。血中濃度が100 μg/L以下では2型糖尿

病発症のオッズ比が1.90 (95% CI 1.23–2.

93)に対し、100–120 μg/Lあるいは> 120 

μg/Lでは4.06 (95% CI 2.67–6.18)、2.46 

(95% CI 1.48–4.10)となった。年齢や性差

などは考慮されてはいないが、血中のセレ

ン濃度と2型糖尿病の発症に正の相関があ

ることを示唆している。 

しかし、この正の関連を観察しなかった

報告も存在する。Rayganら[5]はインスリン

感受性や抵抗性にセレン摂取が与える影響

を評価する介入研究をおこなった。本研究

では200 μg/dayのセレンの摂取が有意な

インスリン抵抗性の改善が観察された。し

かし本研究は比較的投与期間が短期間（12

週間）であり、インスリン濃度とインスリン

抵抗性について解析しており、その他糖尿

病の関連指標については検討していない。S

tróżykらの介入研究についてのシステマテ

ィックレビュー[6]においても糖尿病患者

の糖代謝への影響について、セレンの摂取

では影響が現れなかった。しかしセレンの

血中濃度が重要なリスクファクターとして

考えられ、被験者の基準血中濃度及び日常

的な摂取量を考慮する必要性が先の研究か

ら示されている。これらの研究については、

血中セレン濃度などの定量的なデータが不

足しているため、更なる検討が必要である

といえる。またJacobsら[7]はインスリン感

受性や抵抗性にセレン摂取が与える影響を

評価するRCTsをおこない、200 μg/dayのセ

レンの摂取が有意なインスリン感受性や抵

抗性の増悪に関与しないことが観察された。

しかし、被験者は日常的なセレン摂取量が

多く（106 μg/day）、血漿セレン濃度がす

でに高値（138 μg/L)であることを踏まえ
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るとすでに糖尿病について高リスク群を対

象とした研究であることが懸念される 

以上の論文から、血中のセレン濃度並び

に摂取量は2型糖尿病の発症におけるリス

ク要因となることが示唆された。これまで

にリスク要因でないとする報告もあるが、

基準となる血中濃度、摂取量を考慮するこ

とが重要であることを踏まえると、定量的

データの不足や被験者がすでにセレン高値

を示していることなどでリスクが過少に評

価されている可能性が考えられる。日本人

の食事摂取基準（2020年版）ではセレンの摂

取量の上限としては耐容上限量が設定され

ているが、現在の上限量はセレン中毒を念

頭にした設定であり、糖尿病の発症リスク

は考慮されていない。収集された知見から、

糖尿病の発症リスクを増悪させる摂取量は

現在の上限量より低値であることが見積も

られる。従って、現状の上限量より低値に糖

尿病発症予防のための目標量（上限値）を設

定することを検討すべきであるといえる。 

糖尿病以外にも高血圧などの生活習慣病

へのセレン摂取の相関について知見を収集

したところ、4報の論文が該当した。 

Tinkovら[8]は肥満女性を対象とし、微量

元素の体内濃度等について横断研究をおこ

なった。肥満女性のセレン濃度は正常体重

女性に比べ37%も低く、67 μg/Lであった。

血清中のセレンは血圧やTG濃度と逆相関で

あることが観察される一方、TCやHDL-C濃度

については正の相関があることを示し、セ

レン濃度が肥満関連症状に関連しているこ

とが観察された。セレン摂取が肥満関連症

状に有益であることが示唆されるが、本研

究の群構成人数は40人であり研究規模が小

さいことを考慮する必要がある。またこれ

は横断研究に基づいており、介入研究など

更なる調査が求められる。 

Kelishadiら[9]は脂質代謝や血圧に対す

るセレン摂取のメタアナリシス及びシステ

マティックレビューを行った。TCやVLDL-C

濃度についてはセレン摂取による低下が観

察された一方で、LDL濃度や血圧の上昇も観

察された。過去の報告では体内セレン濃度

に応じた相関はU字型を示すとされている

ため、体内セレン濃度など定量的な情報を

含め、更なる検討が必要であるといえる。 

Linら[10]は慢性肝疾患に関する体内の

セレン量についてメタアナリシス及びシス

テマティックレビューによる検討をおこな

った。肝炎や肝硬変、肝がんなど慢性肝疾患

患者では体内セレン量が対照群に比べ有意

に低いことが観察されたが、その発症につ

いて有意な濃度依存的な相関は観察されな

かった。 

Retondarioらのシステマティックレビュ

ー[11]ではセレンの摂取とメタボリックシ

ンドロームの相関を調査した。本調査では

セレンの摂取とメタボリックシンドローム

には明らかな相関は観察できなかったとす

るが、高血圧や肥満など個々の症状につい

ては相関があったとする報告もあり、それ

ぞれの症状についてその関連を検討する必

要を提起している。 

いずれの研究においてもセレンの摂取が

生活習慣病の諸症状について有益な効果を

もたらすことが示唆されている。しかし、セ

レンの血中濃度や摂取量について定量的情

報が不足しているため生活習慣病の発症予

防のための目標量（下限値）の設定について

は更なる研究を必要とする。 

がん発症におけるセレン摂取のリスクに
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ついての知見では、3報の論文が該当した。 

Zhuら[12]の肺がんに関するケースコン

トロール研究において肺がん患者のセレン

血中濃度の減少が観察され、セレンの摂取

ががん発生抑制に有益であることを示唆し

ている。 

Karunasingheら[13]は前立腺へのセレン

摂取による健康影響を評価するため、200 

μg/dayのセレン摂取の介入研究を行った。

５５歳以下ではセレンの摂取により有意に

前立腺がんマーカーであるPSAの減少が見

られた。しかし本研究では前立腺がんその

ものを調査していない点など、今後検討す

べき点は残されている。 

Kuriaraら[14]はセレンの摂取によるが

ん発症のリスクについて観察及び介入研究

のシステマティックレビュー及びメタアナ

リシスをおこなった。55 μg/dayの摂取を

基準に考えると、55 μg/day以上の摂取で

はそれ以下の摂取時よりがん全体でその発

症のリスクの低下がメタアナリシスから示

された。しかし、個別のがんについて着目す

ると一部皮膚がんなどについては摂取によ

り発症が有意に増加することも観察された

ため、個別のがんについては更なる検討が

必要である。また摂取による効果は非容量

依存的であったため、この点は考慮する必

要がある。 

以上の知見から、セレンの摂取とがん発

症のリスクについての相関関係が示唆され

るが、その定量的情報はまだ十分とはいえ

ない。またその相関は各がんにより正の相

関、あるいは負の相関をとり、一律の基準値

設定は困難であることを考慮しなければな

らない。今後は各がんについてセレン摂取

の定量的データに関する研究が望まれると

ともに、そのリスク比を勘案しつつセレン

摂取のがん予防に向けた目標値の検討が進

むことを期待される。 

 

D．結論 

セレンについて日本人の食事摂取基準値

算定に資する知見を整理し、生活習慣病や

がんの発症予防のための目標値を設定する

可能性を検討した。 

糖尿病の発症とセレン摂取量、あるいは

血中セレン濃度には正の相関があることが

示された。収集された知見から、リスクを亢

進するセレン摂取量は現状設定されている

耐容上限量より低値であることが推察され

たため、耐容上限量とは別に生活習慣病等

の発症予防のための目標量（上限値）を設定

する意義が見出された。特に血中セレン濃

度を100 μg/L以下程度となるような摂取

量の設定が予防に効果的であると考えられ

る。 

一方、生活習慣病の発症予防のための目

標量（下限値）については定量的データの不

足などから設定の検討は困難であるといえ

る。しかし、セレン摂取の有益性は示唆され

てきていることから、今後定量的な知見を

収集することで生活習慣病の発症予防のた

めの目標量（下限値）について設定を検討す

ることが期待される。 

がんとの関連についても、摂取量の目標

値を検討するには目標とすべき血中濃度な

ど定量的データの不足、また各がんについ

て細分化された情報の更なる集積が求めら

れると結論した。 
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【研究要旨】 

国内で作成された診療ガイドライン内に、食事・食品・栄養素摂取量など栄養関連の記

載がどの程度含まれ、どのような記載があるかを収集し評価をすることを目的として実施

した。主に食事・食品・栄養素が疾患に影響すると考えられる慢性疾患を中心に、診療ガ

イドライン 650 本（2022/05/20 時点）、および Common disease に相当する疾患のガイドラ

インにおいて対象とする疾患のガイドラインを選択した上で、食事・食品・栄養素に関す

る記載を収集し、システマティックレビューの実施、日本の研究がレビュー結果に含まれ

るか、記載が定性的か定量的かについて評価した。 

83 の診療ガイドラインから上記の情報を収集した。34 診療ガイドラインには食事に該当

する記載がなかった。残りの 49 診療ガイドラインのうち、日本の研究は 44 診療ガイドラ

インで引用文献に含まれていた。食塩、エネルギー比率、食事摂取基準値などの定量値を

含んだガイドラインは 17 本あり、そのうち７本は食塩摂取量についてであった。国内の診

療ガイドラインの食事等に関連する記載を収集した結果、定量的な値が記載されているガ

イドラインは少数であり、定量的な値の記載に資する日本人における研究の促進とガイド

ライン作成時の定量性の検討が望まれる。また、異なる疾患において共通の栄養素の記載

が認められたことから、ガイドライン作成者間での情報共有を実施し、連携してガイドラ

インを作成することを可能とする体制の構築も望まれる。 

 

A. 背景と目的 

日本人の食事摂取基準は 2015 年版以降、

「重症化予防」という概念を含んでいる１）。

すなわち、2015 年版までは健康な個人また

は集団を対象として食事摂取基準は策定さ

れてきたが、「重症化予防」として疾患リス

クをもつ個人または集団においても病態の

悪化を防ぐことに食事摂取基準が利用しう

ることとなった。日本人の食事摂取基準

2020年版においては、高血圧、脂質異常症、

糖尿病、慢性腎疾患の４疾患における関連

学会ガイドラインが内容と関連している 2）。 

EBM 普及推進事業（Minds）は、質の高い

診療ガイドラインの普及を通じて、医療の

質の向上を図ることを目的として実施され

ている。Minds では、系統的な手法により

作成された推奨を含む文章を診療ガイドラ

インとして、日本で公開された診療ガイド

ラインを収集しライブラリに公開している。

Appraisal of Guidelines for Research & 

Evaluation Ⅱ(AGREE II)3）を含めた複数

回の評価を経てライブラリへの掲載が決定
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されており、質の担保された診療ガイドラ

インが公開されていると考えられる。 

 Minds のライブラリに掲載されている診

療ガイドラインは、科学的根拠に基づき、

システマティックレビューによりエビデン

スを評価している。当該疾患に関して、食

事・食品や栄養素に関連する記載があるか

は、ガイドラインを作成するにあたって検

討されるスコープおよびクリニカルクエッ

ション（CQ）に食事関連の内容が含まれる

かによる。診療ガイドラインは医療現場で

の意思決定の判断材料の一つであるが、食

事関連の内容が含まれる場合、食事と疾患

に関連するシステマティックレビューが実

施され、患者および医療者にその結果や益

害を含めた評価が広く知られる役割も期待

される。このため、国内の診療ガイドライ

ンにどの程度食事や栄養に関連する項目や

記載が含まれているかを把握することは、

科学的根拠に基づく疾患に関連する食事や

栄養に関して、エビデンスの評価状況と普

及の状況を同時に把握することとなる。よ

って、診療ガイドラインにおける、食事・

栄養関連の内容および食事摂取基準の記載

がどの程度含まれ、エビデンスが国内にお

いて評価されているかを検討する目的で記

載の収集評価を実施した。 

 

B. 方法 

B-1.  対象疾患、診療ガイドラインの選択 

Minds ライブラリに掲載されている 17カ

テゴリの新規ガイドラインの合計 650（分

野の重複したガイドラインについては重複

して集計、2022/05/20 時点）の中から、が

んや感染症、救急分野、稀少疾患を除いた

77 ガイドライン（分野の重複なし）を選択

した。また、いわゆる common disease に

ついては、「Common Disease の診療ガイド

ライン」（羊土社）4）に掲載されている疾

患は臨床医が一般的に診療する機会の多い

疾患と考え、閉塞性肺疾患、骨粗鬆症およ

び慢性心不全の３疾患を含めた。さらに、

すでに食事摂取基準に掲載されている疾患

を定義に含む肥満症診療ガイドラインと、

高齢化を鑑みフレイル診療ガイド加え 82

ガイドラインとなった。さらに、歯科分野

については、歯科診療ガイドラインライブ

ラリにて歯科・口腔領域の診療ガイドライ

ンや治療指針等がデータベース化されてい

る。ここに歯周治療の指針 2015 が含まれて

おり、対応する新版の歯周治療のガイドラ

イン 2022 を今回の収集範囲に含めたため、

全 83 ガイドラインが対象となった。 

B-2. 診療ガイドラインの評価項目  

Minds ガイドラインライブラリでは、所

定の手順で評価し掲載している。今回我々

は、これらの診療ガイドラインとして担保

された質に加えて、食事、栄養に関連する

記載に関連して以下の５項目の評価を加え

ることとした。1. CQ等に食事内容、食事

療法、栄養素に関する内容が含まれる。 2. 

記載に関するシステマティックレビューが

行われている、もしくはシステマティック

レビューを行ったとの記載がある。 3. 記

載箇所に日本の研究論文が引用されている、

もしくは日本人からのエビデンスについて

の記載がある。 4 日本の研究論文の有無に

かかわらず、推奨文は日本人に向けたもの

となっている。（日本人の研究論文が少ない

旨を記載している、日本では、アジアでは、

など欧米の研究の外的妥当性について検討

を加えているなど）5. 推奨する摂取量が定

性的か定量的か 

5-1 定量的な場合：どのような食品、

栄養素等が推奨文および解説文のどちらに

あるか 

5-2 定性的な場合：どのような食品、

栄養素等が記載されているか。 

を検討した。 
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C. 研究結果 

基準に基づいて選択された 83 ガイドライ

ン中 34 ガイドラインには食事等に関連す

る記載が含まれていなかった。 

食事、栄養素等に関する記載が含まれて

いた 49 ガイドラインについては記載内容

の収集を行った。結果は表１の通りである。

Minds ガイドラインライブラリに掲載され

ているガイドラインはシステマティックレ

ビューが行われていることが条件であるが、

中には対象領域の研究の不足から日本から

の研究は引用されていないガイドラインが

少数存在した。多くのガイドラインでは、

「日本人では」、「本邦（の研究）では」、と

いった形で日本人の研究の引用が明らかに

なる形で研究内容を記載していた。推奨す

る食事、食品、栄養素等の記載が定量的か

定性的かについては、49 の診療ガイドライ

ンのうち 17 に定量値が示されていた。その

うち、７ガイドラインは食塩摂取量につい

てであり、たんぱく質の比率または摂取量

が記載されていたものが 6 本、エネルギー

摂取量について定量的に記載していたもの

が 4 本、エネルギー産生栄養素比率が記載

されていたものが 2 本であった。ビタミン

やミネラルについて定量的に記載していた

のは 3 本のみであり、カルシウムが２本、

ビタミン D およびビタミン K が１本、葉酸

が１本であった。食品の摂取量については

定性的に疾患との関連を記載しているガイ

ドラインは存在したが、定量的に記載した

ガイドラインは今回の収集範囲には存在し

なかった。多くのガイドラインでは、要因

として食品および栄養素の名称を取り上げ

るか、リスクの上昇低下と関連することを

示す、関連の大きさを具体的に引用する、

という定性的な記載がなされていた。一方、

定量値を記載しているガイドラインの中に

は、日本人の食事摂取基準や、類似疾患の

ガイドライン、および欧米等他国の学会の

ガイドラインで示されている定量値が引用

されているガイドラインが存在した。 

 

D. 考察 

国内の診療ガイドラインに食事・食品・栄

養素等に関する記載を収集し、日本の研究

の引用状況や推奨が定性的か定量的かにつ

いて検討を行った。多くの診療ガイドライ

ンで日本の研究は引用されていた一方、定

量的に栄養素等の推奨される摂取量を記載

していたガイドラインは収集した範囲では

２割程度であった。中でも食塩摂取量とた

んぱく質およびエネルギー摂取量に関する

定量的な記載が４-７ガイドラインあった

一方、ビタミンやミネラルはカルシウムが

２本、ビタミンや葉酸が１本ずつのみであ

り、食品の摂取量の定量的記載はなかった。 

定量値が含まれているガイドラインは食

塩に関するものが最多であった。これは研

究が多く、WHO や日本人の食事摂取基準な

どで既に定量値が定まっており、日本人の

現状や疾患特性に合わせて定量値を定める

ことが比較的可能なためであると考えられ

た。次に多いのがたんぱく質に関するもの

であった。腎疾患、高齢者等で摂取量が重

要であり、エネルギー比率で記している診

療ガイドラインと、体重あたりの１日摂取

量（グラム）で記載しているガイドライン

とに分かれた。食物繊維などにおいては、

日本人の食事摂取基準の値を記載している

ガイドラインも存在した。カルシウムやビ

タミンなどについては、定性的な記載を含

んでいるガイドラインは散見されたものの、

定量的な記載は１－２本と限られていた。

定量的な検討ができるほど多くの関連が検

討されていないことや、疾患の発症や重症

化の予防において単一の栄養素が大きな影

響を持っている事は少ない、といった背景

が考えられるかもしれない。各ガイドライ

ンの発行年について５年ごとなど定期的に
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刷新されているものとそうでないものに分

かれ、比較的古いガイドラインの場合、以

前の関連疾患等のガイドラインの内容が残

っている場合もあり、ガイドラインの利用

者においては類似疾患ガイドラインで最新

版が発行されていないか注意が必要である。

この点においても、Minds ガイドラインラ

イブラリ等ガイドラインが収集され、公開

されている取り組みに大きな意義があると

いえる。 

今回のレビューにおいては、食事や栄養の

影響が継続的に存在すると考えられる慢性

疾患を中心に、罹患率、有病率が比較的高

いと考えられる疾患について Minds ガイド

ラインライブラリから診療ガイドラインを

選択する方法を選択した。この方法は網羅

的な収集が目的ではない場合に、質が担保

されたガイドラインを収集できる一方、

Mindsへの掲載を行っていない診療ガイド

ラインの中で質の高いものが存在しても収

集の範囲外となっている可能性がある。例

えば、日本人の食事摂取基準 2020 年版で引

用されている日本動脈硬化学会の動脈硬化

性疾患予防ガイドラインなど、診療ガイド

ラインではなく予防ガイドラインとされて

いるものや、国際的なガイドライン（世界

保健機関［WHO］のガイドライン等）につい

ては含まれないこととなった。ただし、日

本人の、疾患に罹患した状態の者に対して

の「重症化予防」の観点で食事や栄養素の

ガイドライン記載を調べる上では、診療ガ

イドラインを調べる必要があるため、この

方法を用いた。収集された食事関連の記載

箇所は、当該疾患の発症予防、重症化予防

以外にも増悪・抑制因子としてや栄養管理

としての記載などガイドラインごとに多岐

に渡っており、これは各疾患ガイドライン

の CQに含まれるフォーカスが異なってい

るためであると考えられた。 

本研究は、これまで多数の診療ガイドライ

ンにわたって食事・食品・栄養素等の記載

箇所を収集、評価した研究はなく、日本に

おける診療ガイドラインでの食事の記載が

まとまって明らかになったという点で公衆

栄養・臨床栄養の観点から強みがあるとい

える。一方で本研究の限界としては、網羅

的な収集ではないため他にも食事等の記載

を含んだ診療および予防ガイドラインが国

内外に存在すること、診療ガイドラインに

含まれる個別の記載内容については掲載し

ていないため各診療ガイドラインを参照す

る必要があり、中には Minds ライブラリに

て完全公開となっていないガイドラインも

存在すること、評価項目の一つである日本

の研究の引用については研究のエビデンス

レベルがさまざまであることなどがあげら

れる。 

 

E. 結論 

 国内の診療ガイドラインの食事等に関連

する記載を収集した結果、定量的な値が記

載されているガイドラインは２割程度と少

数であり、その内容は、食塩に関する摂取

量が最も多く含まれていた。定量的な値の

記載に至る日本人における研究の促進が望

まれる。また、異なる疾患において共通の

栄養素の記載が認められたことから、ガイ

ドライン作成者間での情報共有を実施し、

連携してガイドラインを作成することを可

能とする体制の構築も望まれる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

  なし 
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H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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表 1 診療ガイドラインにおける食事等に関する記載に関する評価 
 
N
o 

ガイドライン名 疾患名 学会 ⾷事等に関
する内容が
含まれる CQ
等 

SR が
⾏われ
ている 

該 当 箇
所 に ⽇
本 の 論
⽂ 

⽇本⼈に
向けた記
載がある 

定量・
定性 

定量項⽬ 
推奨⽂（類似する
要約等含む） 

定 量 項
⽬ 
解説⽂ 

定性項⽬ 

1 ⾼⾎圧治療ガイド
ライン 2019 

⾼⾎圧 ⽇本⾼⾎圧
学会 

CQ4 
(+POINT4) 

あり あり あり 定量・
定性 

⾷塩、飲酒 カ リ ウ
ム（⾷事
摂 取 基
準） 

野菜・果物、飽和脂肪酸、コレス
テロール、多価不飽和脂肪酸、低
脂肪乳製品 

2 ⾼齢者⾼⾎圧診療
ガ イ ド ラ イ ン
2017 

⾼⾎圧 ⽇本⽼年医
学会 

CQ7 あり あり あり 定量 ⾷塩 
 

- 

3 糖尿病診療ガイド
ライン 2019 

糖尿病 ⽇本糖尿病
学会 

CQ3-1 〜
Q3-13 

あり あり あり 定量・
定性 

⾷塩、総エネルギ
ー摂取量、たんぱ
く質⽐率上限、⾷
物繊維、アルコー
ル上限 

飽 和 脂
肪酸・マ
グ ネ シ
ウム（⾷
事 摂 取
基準） 

ショ糖 

4 ⾼齢者糖尿病診療
ガ イ ド ラ イ ン
2017 

糖尿病 ⽇本⽼年医
学会・⽇本糖
尿病学会 

Ⅷ−CQ1-8 あり あり あり 定量・
定性 

摂取エネルギー、
エネルギー産⽣
栄養素⽐率 

緑 ⻩ ⾊
野菜 

⾷塩、ビタミン B群、ビタミン A、
カルシウム 

5 ⾼尿酸⾎症・痛⾵
の治療ガイドライ
ン第 3版 

⾼ 尿 酸 ⾎
症・痛⾵ 

⽇本痛⾵・尿
酸核酸学会 

CQ7 あり あり あり 定性  
 

糖質、⾁類、⿂介類、ビタミン C、
アルコール、コーヒー 

6 NAFLD/NASH 診
療ガイドライン
2020(改訂第 2版) 

NAFLD/NA
SH 

⽇本消化器
病学会・⽇本
肝臓学会 

BQ4-１
CQ4-1 

あり あり 記載なし 定性  
 

低カロリー⾷、果糖、栄養素摂取
⽐率（炭⽔化物、脂質） 

7 急性・慢性⼼不全
診療ガイドライン
2017改訂版 

急性・慢性⼼
不全 

⽇本循環器
学会 /⽇本⼼
不全学会 

Ⅳ-1,3 記載な
し 

記 載 な
し 

あり 定量・
定性 

 ⾷塩 低栄養 

8 脳卒中治療ガイド
ライン 2021 

脳卒中 ⽇本脳卒中
学会 

1-1(1)-(4) あり あり あり 定性  
 

⾼蛋⽩⾷ 

9 肥満症診療ガイド
ライン 2016 

肥満症 ⽇本肥満学
会 

3-1, 4-1, 
4-2-2, 4-3-2, 
6-1〜7 

記載な
し 

あり あり 定量・
定性 

エネルギー摂取
量、エネルギー産
⽣栄養素⽐率 

 
全粒穀類、⾷物繊維、果物、野菜、
乳製品、カフェイン、⽢味飲料、
必須アミノ酸を含むたんぱく質 
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10 機能性消化管疾患
診療ガイドライン
2021−機能性ディ
スペプシア（FD）
改訂第 2版 

機能性ディ
スペプシア
（FD） 

⽇本消化器
病学会 

BQ2-9, 
CQ4-1 

あり あり 記載なし 定性  
 

⾼脂肪⾷、⼩⻨（FODMAP）、茶、
⽣果実・野菜、不規則な⾷事、コ
ーヒー 

11 慢性膵炎診療ガイ
ドライン 2021(改
訂第 3版) 

慢性膵炎 ⽇本消化器
病学会 

BQ4-7, 
CQ4-7, 
CQ4-10  

あり あり あり 定量・
定性 

 脂 肪 摂
取量 

脂溶性ビタミン 

12 胃 ⾷ 道 逆 流 症
（GERD）診療ガ
イドライン 2021
改訂第 3版 

胃⾷道逆流
症（GERD） 

⽇本消化器
病学会 

BQ2-8, 
BQ4-2 

あり あり あり 定性  
 

脂肪摂取、⽢⾷、柑橘系果物 

13 炎 症 性 腸 疾 患
(IBD)診療ガイド
ライン 2020(改訂
第 2版) 

炎症性腸疾
患(IBD) 

⽇本消化器
病学会 

BQ1-18 あり あり あり 定性  
 

カルシウム 

14 肝硬変診療ガイド
ライン 2020(改訂
第 3版) 

肝硬変 ⽇本消化器
病学会 

BQ3-2, 
BQ3-4 

あり あり あり 定量 エネルギー摂取
量、たんぱく質量 

 
 

15 機能性消化管疾患
診療ガイドライン
2020─過敏性腸症
候群（IBS）（改訂
第 2版） 

過敏性腸症
候群（IBS） 

⽇本消化器
病学会 

CQ3-1 あり あり あり 定性  
 

脂質、カフェイン類、乳製品、⾹
⾟料、FODMAP 

16 慢性便秘症診療ガ
イドライン 2017 

慢性便秘症 ⽇本消化器
病学会関連
研究会 

CQ5-01 あり あり あり 定量・
定性 

 ⾷ 物 繊
維（⾷事
摂 取 基
準） 

乳酸菌⾷品 

17 ⼩児慢性機能性便
秘症診療ガイドラ
イン 

便秘 ⽇本⼩児栄
養消化器肝
臓学会・⽇本
⼩児消化管
機能研究会 

CQ34-37 あり あり あり 定量・
定性 

 ⾷ 物 繊
維（⾷事
摂 取 基
準） 

プロバイオティクス、⽜乳 

18 胆⽯症診療ガイド
ライン 2021 

胆⽯症 ⽇本消化器
病学会 

BQ1-2, 1-3 あり あり あり 定性  
 

カロリー、動物性脂肪、絶⾷、⿂
油、野菜・ナッツ、植物性たんぱ
く、カフェイン 
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19 Wilson 病診療ガ
イドライン  2015 
詳細版 

Wilson病 ⽇本⼩児栄
養消化器肝
臓学会、⽇本
移植学会、⽇
本肝臓学会、
⽇本⼩児 神
経学会など 

Ⅷ-7 あり あり あり 定 性
（ 定
量） 

 銅（⾷事
摂 取 基
準） 

銅の多い⾷品 

20 認知症疾患診療ガ
イドライン 2017 

認知症 ⽇本神 経学
会 

CQ3C-4, 
CQ4A-9 

あり あり あり 定性  
 

低栄養、⾼カロリー⾷、低蛋⽩⾷・
低脂肪⾷、⼤⾖、野菜、藻類、乳
製品、ビタミン A,B12,C,E、茶、
カフェイン 

21 認知症患者の義⻭
診療ガイドライン
2018 

認知症 ⽇本⽼年⻭
科医学会 

CQ8 あり あり あり 定性  
 

低栄養、栄養状態 

22 パーキンソン病診
療ガイドライン
2018 

パーキンソ
ン病 

⽇本神 経学
会 

Q＆A4-５ あり あり あり 定性  
 

⾼蛋⽩⾷ 

23 サルコペニア診療
ガ イ ド ラ イ ン
2017 年版 ⼀部改
訂 

サルコペニ
ア 

⽇本サルコ
ペニア・フレ
イル学会 

3-CQ1, 
4-CQ2 

あり あり あり 定量・
定性 

たんぱく質摂取
量 

 
必須アミノ酸 

24 フレイル診療ガイ
ド 2018 

フレイル ⻑ 寿医療研
究 開 発 費事
業 

CQ14 あり あり あり 定性  
 

低栄養、カロテノイド、ビタミン E、
ビタミン D、たんぱく質、野菜・
果物、乳製品、⿂ 

25 フレイル⾼齢者・
認知機能低下⾼齢
者の下部尿路機能
障害に対する診療
ガ イ ド ラ イ ン
2021 

下 部尿路機
能障害 

⽇本サルコ
ペニア・フレ
イル学会 

CQ5 あり あり あり 定量・
定性 

 飲⽔、⾷
塩 

カフェイン・アルコール、バラン
スのとれた⾷⽣活 

26 頭痛の診療ガイド
ライン 2021 

頭痛 ⽇本神 経学
会 

CQI-15, CQ 
II-1-6 

あり 記 載 な
し 

記載なし 定性  
 

健康⾷品・サプリメント（Mg, ビ
タミン B2,コエンザイム Q10,ナツ
シロギク）、カフェイン 

27 リハビリテーショ
ン栄養診療ガイド
ライン 2018年版 

複数疾患（脳
⾎管、⼤腿⾻
頚部⾻折、が
ん、急性疾
患） 

⽇本リハビ
リテーショ
ン栄養学会 

全体 あり あり あり 定性  
 

⾼蛋⽩⾷品 
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28 静脈経腸栄養ガイ
ドライン 第 3版 

複数疾患 ⽇本静 脈 経
腸栄養学会 

全体 - - - -  
 

 

29 ⼤ 腿 ⾻ 頚 部 / 転 ⼦
部⾻折診療ガイド
ライン 2021(改訂
第 3版) 

⼤腿⾻頚部 /
転⼦部⾻折 

⽇本整 形 外
科学会 

CQ9 あり あり 記載なし 定性  
 

栄養状態、⾮蛋⽩エネルギー、蛋
⽩、ビタミン、ミネラル 

30 線維筋痛症診療ガ
イドライン 2017 

線維筋痛症 ⽇本線維筋
痛症学会 

CQ7-1, 
CQ12-2 

あり 記 載 な
し 

記載なし 定性  
 

アスパルテーム、グルタミン酸ナ
トリウム、カプサイシン 

31 変形性股関節症診
療ガイドライン
2016 

変形性股関
節症 

⽇本整 形 外
科学会 

4-CQ6 あり 記 載 な
し 

記載なし -  
 

- 

32 神経筋疾患・脊髄
損傷の呼吸リハビ
リテーションガイ
ドライン 2014 

呼吸リハ ⽇本リハビ
リテーショ
ン医学会 

6-1 あり あり 記載なし 定性  
 

エネルギー、たんぱく、⽔分、カ
ルシウム、ビタミン D、ミネラル 

33 睡眠時無呼吸症候
群（SAS）の診療
ガ イ ド ラ イ ン
2020 

睡 眠 時 無 呼
吸症候群 

⽇本呼 吸器
学会 

CQ24 あり あり あり 定性  
 

減量療法 

34 エビデンスに基づ
くネフローゼ症候
群診療ガイドライ
ン 2020 

ネフローゼ
症候群 

難治性腎 障
害に関する
調査研究班 

Ⅳ-3 あり あり あり 定量 たんぱく質摂取
量、エネルギー摂
取量（腎疾患患者
の⽣活指導・⾷事
療法ガイドライ
ン、エビデンスに
基づく CKD 診
療ガイドライン） 

⾷塩  

35 夜間頻尿診療ガイ
ドライン［第 2版］ 

夜間頻尿 ⽇本排尿機
能学会⽇本
泌尿器科学
会 

CQ8 あり あり あり 定量・
定性 

 飲⽔、⾷
塩、 

アルコール・カフェイン、規則正
しい⾷事、朝⾷ 

36 ⼩児 IgA 腎症診療
ガ イ ド ラ イ ン
2020 

⼩児 IgA 腎
症 

⽇本⼩児 腎
臓病学会 

CQ9 あり - - -  
 

 

37 ⼥性下部尿路症状
診療ガイドライン
［第 2版］ 

下 部尿路症
状 

⽇本排尿機
能学会⽇本
泌尿器科学
会 

CQ17 あり あり あり 定性  
 

ビタミン C、D 
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38 エビデンスに基づ
く CKD 診療ガイ
ドライン 2018 

CKD ⽇本腎臓学
会 

3-CQ1-5 、
11-CQ5, 
12-CQ1 

あり あり あり 定量 ⾷塩、⾎清カリウ
ム値 

た ん ぱ
く質 

 

39 腎障害進展予防と
腎代替療法へのス
ム ー ズ な 移 ⾏ 
CKD ス テ ー ジ
G3b〜5 診療ガイ
ド ラ イ ン 2017
（2015 追補版） 

CKD 慢性腎臓病
（CKD）進
⾏例の実態
把 握 と 透 析
導 ⼊ 回 避の
ための有 効
な指 針の作
成に関する
研究班 

5-CQ2, 
7-2-CQ2 

あり あり あり 定量 たんぱく質、⾎清
カリウム値 , ⾎
清リン値 

⾷塩  

40 尿路結⽯症診療ガ
イドライン  2013
年版 

尿路結⽯症 ⽇本泌尿器
科学会 

CQ28〜34 あり あり あり 定量・
定性 

飲⽔ カ ル シ
ウム 

シュウ酸、多価不飽和脂肪酸、プ
リン体、当部、アルコール、総エ
ネルギー、⾷塩、動物性たんぱく 

41 アトピー性⽪膚炎
診療ガイドライン
2021 

アト ピー性
⽪膚炎 

⽇本⽪ 膚 科
学会  ⽇本
アレルギー
学会 

CQ21〜24 あり - - -  
 

 

42 ⾷物アレルギー診
療ガイドライン
2021 

⾷物アレル
ギー 

⽇本⼩児ア
レルギー学
会 

10-3,12-2-5,
12-3-5,12-10
-5,12-12-5※
CQ ではない 

あり あり あり 定性   ⿂ビタミン D,カルシウム、鶏卵⽜
乳カルシウムや脂質 

43 職業性アレルギー
疾患  診療ガイド
ライン 2016 

職 業性アレ
ルギー 

⽇本職業・環
境アレルギ
ー学会 

CQ3-17 あり あり あり 定性  
 

⼩⻨、カニ加⼯ 

44 ドライアイ診療ガ
イドライン 

ドライアイ ドライアイ
研 究会診療
ガイドライ
ン作 成 委 員
会 

CQ4 あり 記 載 な
し 

記載なし 定性  
 

オメガ３脂肪酸対オメガ６脂肪酸 

45 創傷・褥瘡・熱傷
ガイドライン―
2：褥瘡診療ガイド
ライン 

褥瘡 ⽇本⽪ 膚 科
学会 

CQ5, CQ9 あり あり あり 定性  
 

蛋⽩質、エネルギー、栄養（熱量、
蛋⽩質）アミノ酸、アルギニン、
亜鉛、ビタミン C、ビタミン B1 

46 褥瘡予防・管理ガ
イドライン（第 4
版） 

褥瘡 ⽇本褥 瘡学
会 

Q4-2, 4-9, 
4-10 

あり あり あり 定性  
 

⾼エネルギー、⾼蛋⽩サプリメン
ト、亜鉛、アルギニン、アスコル
ビン酸、L-カルシノン、n3 系脂肪
酸 

187



 

 
 

47 産婦⼈科診療ガイ
ドライン 産科編
2020 

産科 ⽇本産婦⼈
科学会 

CQ010, 
CQ105, 
CQ005-2 

あり あり あり 定量・
定性 

葉酸 エ ネ ル
ギ ー 摂
取量 

 

48 ⽇本うつ病学会治
療ガイドライン 
⾼齢者のうつ病治
療ガイドライン 

うつ病 ⽇本う つ病
学会 

CQ11 あり あり あり 定性  
 

オメガ３不飽和脂肪酸 

49 ⾻粗鬆症 予防と
治療ガイドライン
2015 

⾻粗鬆症 ⽇本⾻ 粗 鬆
症学会 

V-D.a あり あり あり 定量・
定性 

 カ ル シ
ウム、ビ
タ ミ ン
D、ビタ
ミン K 

ビタミン B6,B12,葉酸、マグネシウ
ム 

CQ: クリニカルクエッション SR:システマティックレビュー 
―は記載が「推奨しない」もしくは具体的内容が述べられていないなどで判断ができない場合に使用。静脈経腸栄養ガイドライン 第 3 版については複数の疾患について定量的な投与

量を記載しているが、疾患・病態を中心とする学会中心に作成された各種診療ガイドラインと成立過程が異なっているため記載内容の評価を実施しなかった。栄養素等の表記はガイド

ライン原文に従う。 
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令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 報告書 

 
災害栄養という概念と提供食の栄養量の検討および解決すべき課題 
 
研究分担者 雨海照祥 1 
研究代表者 佐々木敏 2 
 

1滋慶医療科学大学 医療科学部 臨床工学科 
2東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

 
【研究要旨】 
背景：自然災害栄養の問題点を抽出し解決する目的で、取り扱う食事・栄養に関する情報

や調査方法を、『災害栄養』と定義し、次の３つの検討をおこなった。 
方法：（１）災害の大きさの分類方法、（２）被災後の時間経過による分類、（３）被災後早

期の災害栄養に提供する栄養素量と科学的根拠の有無、（４）災害栄養において今後検討す

べき課題の有無、について文献的検討を行った。 
結果：（１）被災者数と被災額により１１レベルの分類法があった、（２）被災後の時間経

過の分類には、複数の分類が存在した。そのなかで提供する食事の料理方法を考慮したラ

イフライン（水、電気、ガス）の回復状況によるフェーズ分類法があった、（３）被災後早

期の提供食のひとりあたり１日あたりのエネルギー量は複数存在するものの、いずれも科

学的根拠の記載がなかった、（４）災害の現状評価と予想される災害の被災後の災害栄養の

計画、立案のための基礎データを提供する、災害栄養の食事・栄養の提供者とは独立して

測定、記録する職域の必要性を検討する必要がある。 
結論：災害栄養における被災後の経過時間によるフェーズ分類法があった。また被災地に

提供する栄養量の検討では、複数のエネルギー量があるが、いずれも科学的根拠が乏しか

った。また被災地での災害栄養において、災害栄養の食事・栄養の提供者とは独立した、

栄養関連項目の測定、記録する職域の必要性の有無を検討する必要性を検討した。 
 
A. 背景と目的 
地球温暖化にともなう災害が多発し、予

見される災害の被災後に生じることが予測

される食事・栄養の問題を明らかにするこ

とを目的とする。 
 
B. 方法 
災害の被災後に生じることが予想される

食事・栄養の問題を抽出する目的で、災害

の種類、災害の大きさの評価方法、被災後

の時角形化による経過時間のフェーズの分

類法、また災害によって生じる『災害栄養』

を定義する。また災害栄養における被災時

の提供すべきエネルギー量と栄養素量を検

討する。 
 

C. 研究結果並びに考察 
Ⅰ.災害について 
（１）災害の定義 
災害とは、自然現象や人為的な原因によ

って、人命や社会生活に被害が生じる事態

を指す「災害」という用語は、多くの場合、

自然現象に起因する自然災害（天災）を指

すが、人為的な原因による事故や事件（人
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災）も災害に含むことがある。通常は、人

間生活が破壊されて何らかの援助を必要と

する程の規模のものを指し、それに満たな

い規模の人災は除かれる。日本の災害対策

基本法では、災害を「暴風、竜巻、豪雨、

豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、

津波、噴火、地滑りその他の異常な自然現

象又は大規模な火事若しくは爆発その他そ

の及ぼす被害の程度においてこれらに類す

る政令で定める原因により生ずる被害」と

定義している（第 2 条第 1 項、2015 年 7
月時点）[1]。ここで、これらに類する政令

で定める原因としては「放射性物質の大量

の放出、多数の者の遭難を伴う船舶の沈没

その他の大規模な事故」が定められている

（同法施行令第 1条）[1]。従って、災害対

策基本法上の災害には自然災害以外の原因

による災害も含まれる。 
 

（２）災害の分類 
災害は、自然災害と人為的災害に分けら

れる。自然災害には、台風、気象災害、地

震、噴火などが含まれる。一方、人為的災

害には列車事故、航空事故、海難事故、交

通事故、火災（いずれも大規模なものに限

る）などがある。 
 

（３）災害による損失の規模 
国連の世界気象機関（WMO）は、2015
年間に世界で発生した気象災害は、200 万
人超の死者、4兆 3000億ドル（約 595兆円）

の経済的損失をもたらすという報告書を発

表している[2]。 
 

（４）災害の大きさの表記例 
 災害の種類によらず、人的因子である

被災者の総数と社会的因子である被害費用

の２つの因子の組み合わせで被害のないレ

ベル 0 から最大の被害をレベル 10 の 11 レ

ベルに分類する国際分類法が提唱されてい

る[3]。ここで被災者には、死亡、受傷、行

方不明、避難所生活者、ホームレスなどを

多岐にわたる。 
 
Ⅱ. 災害栄養 
 
（１）災害栄養の定義 
 災害に遭った国民(被災者とする)に対す

る栄養の問題点を抽出し解決する目的で、

取り扱う食事・栄養に関する情報や調査方

法を『災害栄養』と定義する。災害栄養の

対象は、被災者が避難所あるいは自宅など、

災害栄養を扱う期間の生活拠点は問わない。 
 
（２）災害栄養の取り扱う期間の分類 
 災害被災後の経過時間によって扱う災害

栄養の課題を大別できる可能性がある。 
災害時の保健活動推進マニュアルでは、災

害栄養の被災後の経過時間によって、フェ

ーズ 0～4 およびフェーズ 5以降 （復興期）

に大別されている[4]。一方、高知県南海ト

ラフ地震応急対策活動要領では、第１フェ

ーズから第4フェーズ(表1)と分けられてい

る[5]。統一した被災後の時間区分は確立さ

れておらず、今後は国内で共通のフェーズ

分類の確立が課題かもしれない。 
 また水道、電気、ガスなどのライフライ

ンの回復過程別にわけることもある(表２､

一部筆者改定)[6]。水、電気、ガスの復旧の

有無により、利用できる食材、できる料理

が異なる。すなわち水がないと使用できな

い干物、麺類、またガスがないと使用でき

ない冷凍、レトルト食品が使用できない、

との記載があった[7]。ライフラインの回復

状況によって分類するフェーズの分類法は、

災害栄養には便利である可能性がある。し

かし、詳細な利便性や復旧に要する時間は

災害の大きさや地域性などにより、異なる

可能性があるため、今後の災害の大きさや

種類別､被災地の地域別の検討を必要とす
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る。 
 
（３）避難所における食事提供の計画・評

価のために当面の目標とする栄養の参照量 
表記の参照量を厚生労働省が平成 23年 4
月 21 日付け、東日本大震災被災地の自治体

の健康づくり施策主管部局宛て、通知され

た。被災後 3ヶ月までの当面の一歳以上、1
日あたりの目標値としてエネルギー、たん

ぱく質、ビタミン B1、ビタミン B2 および

ビタミン C の目標値が提示されている(表
３、４)[8]。またこの参照量は特にこの段階

で不足しやすい栄養素を抽出し、算定を行

った旨、留意事項に記載されている。また

本参照量は。個々人の栄養管理のために栄

養するものではなく、病者や妊婦、乳児な

ど栄養管理上個別の配慮を要する場合は、

医師・管理栄養士等による専門的評価が必

要であることも留意事項として記載されて

いる。しかし残念ながら、これらの栄養素

がこの期間の被災地で、欠乏しやすい、と

いう科学的根拠はこの通知には示されてい

ない。 
さらに同対策室は、平成23年6月14日、

避難所における食事提供におけるエネルギ

ー及び主な栄養素として、1歳以上のひと

り 1 日あたりの提供参照量が提示された

（表５）[9]。しかしこの時点でも、対象と

なる微量栄養素はビタミン B1、B2、C の

３種類にとどまり、その他の栄養素の必要

量の検討は行われていなかった。 
一方、WHO機関であるパンアメリカ健

康機構(PAHO)の災害時の食料・栄養ガイド

ラインでは、短期間の供給量を一日あたり

1700 kcal、穀物(米など)400g、脂質（例：

油）15g、たんぱく質が豊富な食品（例：乾

燥魚など）45g とし、一週間分の家族分の

提供が推奨されている[10]。しかしこのガ

イドラインにも、提供エネルギーの算定の

科学的根拠の記載はなかった。 

さらに国際人道支援活動を行うスフィ

ア・プロジェクトが作成している「スフィ

アハンドブック 2018」の食糧支援基準 6.1
において、最も脆弱性の高い人びとを含む、

すべての(災害の)影響を受けた人びとの基

本的栄養ニーズを満たし、初計画段階のエ

ネルギ－、たんぱく質、脂質、微量栄養素

の用件を満たす食料を計画するとして、ひ

とり 1 日あたりの最低必要エネルギーを

2100 kcal、たんぱく質 10-12 %エネルギー、

脂質 17 %エネルギーとしている[11]。また

入手可能な食料の種類が限られている場合、

配給で十分な栄養素を提供することが難し

い場合、特にヨウ素、ナイアシン、チアミ

ン、リボフラビンの提供に留意する旨の記

載がある[12]。 
ここでスフィア・プロジェクト (The 

Sphere Project)」は、NGO であり、被災者

が安定した状況で、尊厳をもって生存し、

回復するために、あるべき人道対応・実現

すべき状況を「援助の質（quality）」が高

い、援助の質を保証する実施者の責任を「ア

カウンタビリテ（accountability）」をもっ

て人道的な食事を提供する。提供にあたっ

て被災者にはつぎの３つの権利である。す

なわち尊厳のある生活への権利、人道援助

を受ける権利、保護と安全への権利を提示

している。 
以上、現在閲覧可能な災害栄養関連資料

における被災地の早期のフェーズにおける

ひとり 1 日あたりのエネルギー参照量は、

厚生労働省、PAHO、NGO スフィアがそれ

ぞれ、1800～2200、 1700、 2100 kcal で
あった。これらのエネルギー量は厚生労働

省が提示した中央値である 2000kcal の+5
～-15%の範囲にはある。被災者が生活する

被災の前後での室温の変化や低体温（表２）

など、身体的、生活環境などの変化を考慮

しても、通常の生活における食事摂取基準

である厚生労働省策定の「日本人の食事摂
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取基準（2020年版）」の参照量と差はある

とはいえない可能性がある。 
提示したエネルギー量には、いずれも科

学的根拠となる観察研究などの資料が提示

されていないため、その科学的信頼性には

問題がある。しかし現在利用できるこれら

のエネルギー量は、災害栄養においても、

非災害時である通常の参照量を参照とした

栄養素の提示の可能性を示唆することを、

今回の検討結果は示しているかもしれない。 
しかし科学的根拠を示す災害栄養の栄養

素の提供量の資料が少なく、今後の災害栄

養の科学的データの集積が必要である。 
 
（４）被災時の提供栄養量と栄養素欠乏症 
東日本大震災で避難所に提供された食事

に基づいた実験食を最初の 5 日間（ステー

ジ１）、そのあとの 5 日間（ステージ２）は

ビタミン強化パンを提供したボランティア

10名の実験結果をおこなった報告がある

[13]。その結果、自覚症状としては疲労感、

皮膚の乾燥、唇の乾き、便秘が 7名にみら

れ、食欲低下も 6名に認めた。また血中、

尿中測定により、ビタミン B1、B2 の低下

はなかった。一方、ビタミン C は 5 日目に

は 22%低下した。しかし、この研究は、ビ

タミン B12、ビタミン A、ビタミン D、あ

るいはその他の微量元素である鉄、亜鉛な

どの検討が行われていない。他の日本から

の研究でも同様である[14]。 
一方、中国四川省浹川大地震の 1年後を

検討した研究によれば、四川、甘粛、陝西

の二つの県で 15 〜44 歳の出産適齢女性

と 5歳未満の乳幼児を対象に行った食事調

査の結果、地震による出産適齢女性と 5歳
未満の乳幼児の栄養状態への影響を明らか

とした[15]。なかでも鉄、亜鉛、ビタミン A，
ビタミン D の欠乏症および、出産適齢女性

ではさらにビタミンB12欠乏症の問題が明

らかとなった。とくにビタミン D の欠乏症

及び不足は 90%を越えていた。また小児で

は、慢性低栄養の指標である height-for-age
（HFA）の平均が-0.91±0.99 であり、急性

期の低栄養の指標である WFH の平均

-0.51±0.85 を上回っていた、という。この

ことより、災害栄養の欠乏症の標的年齢と

性が存在し、さらに被災後 1年後の慢性の

栄養障害の影響を考慮した被災後の栄養管

理の重要性が示されている。 
 
Ⅲ.災害栄養において必要な記録者の意義 
 
（１）測定・記録に用いる災害時の栄養ア

セスメントツール 
栄養アセスメントのソフトウェアである

ENA (Emergency Nutrition Assessment)
は、被災の初期のフェーズにおいて、小児

の低栄養のアセスメントとして設計されて

いる[17]。 
ENA は災害において栄養障害のリスク

の高いとされる小児の低栄養を正確かつ迅

速に抽出する栄養アセスメントのソフトウ

ェアである。ENA で測定されるのは、身体

測定指標である身長(H)、体重(W)、上腕周
囲長(MUAC)であり、測定値を身長年齢比

height-for-age（HFA）、体重身長比

height-for-age （WFH）、MUAC を測定、

算出する（図１）。次にこれらの測定値から、

WHO が提示する基準値を用いて z-スコア
を算出し、-2.5以下を低栄養と記録、判定

する。ENA は客観的観察データの評価ツー

ルとして利用できる可能性がある。 
 
（１）栄養提供活動とは独立した栄養関連

指標の観察・測定記録者の必要性 
栄養提供活動とは別に、被災地の被災者

の栄養アセスメントや提供食の客観的な観

察と記述を行うことは、その災害の現状評

価のみならず、今後も予想される災害の被

災後の災害栄養の計画、立案を行う際の基
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礎データを提供することが期待される。本

稿では、この叙述的記録、観察活動を「災

害栄養サーベイランス（またはデスクリプ

ション）」、この活動を行う担当者を「災害

栄養サーベイラー（またはデスクリプタ

ー）」と仮に呼ぶこととする。 
被災地において WHO が採用した支援チ

ーム（Emergency Medical Team: EMT）
が救済活動を日報する最小のデータセット

Minimum Dataset (EMT-MDS)にも、非外

傷の項目に低栄養が含まれている（図２）

[16]。しかし、低栄養と評価する根拠とし

ての食事摂取量の項目の記載欄は提供され

ておらず、災害栄養としてのデータとして

の EMT-MDS に、食事摂取量の記載は必要

と記載されている[16]。すなわち

EMT-MDS に含まれるデータセットにおい

て、低栄養の判定項目として、食事・栄養

摂取量の項目の必要性の検討と、災害栄養

における科学的データを収集、記録する災

害栄養デスクリプターが独立したスタッフ

として必要とされる[18、 19]。災害栄養に

おいて、被災地および遠隔地での災害栄養

のデータ収集と集積に携わる記録者、デス

クリプターの重要性は、今後の科学的検討

が必要であろう。 
 
D. 結論 
災害栄養における被災後の経過時間によ

るフェーズ分類法があった。また被災地に

提供する栄養量の検討では、複数のエネル

ギー量があるが、いずれも科学的根拠がな

かった。また被災地での災害栄養の叙述的

記録を災害栄養の食事・栄養の提供者とは

独立した記録者の必要性の有無を検討する

必要性を検討した。 
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表１ 高知県南海トラフ地震応急対策活動要領における活動業務の実施期間の設定 
 

 

被災後$経過時間 被災後$経過週数 +,-. 健康問題

水 電気 67
89:時間 ; < = = =
9=><;日 < 9 @ = =
<;=>A;日 : A @ @ = 肺疾患E胃腸炎E褥瘡E慢性疾患$急

性増悪E津波汚染物質V対XYZ[
\]-

A;日^ :^ : @ @ @ 小児$Z[\]-E筋骨格系疾患E深
部静脈血栓症E肺塞栓症

全期間 生活習慣病t高血圧E糖尿病E慢性腎
臓病E{|}~�妊娠高血圧E低酸素
血症E不眠症E皮膚疾患

��+���$復旧

低体温E生活習慣病E熱傷E津波肺E
心理的����E心肺停止E急性冠症

表２ 東日本大震災時の災害栄養に適応したフェーズ 
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表３ 避難所における食事提供の計画・評価のために当面の目標とする栄養の参照量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 避難所における食事提供の計画・評価のために当面の目標とする栄養の参照量 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５ 避難所における食事提供の計画・評価のために当面の目標とする栄養の参照量 
---エネルギー及び主な栄養素について--- 
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表６ 避難所における食事に準じた食事中のおもな栄養素の提供量（ステージ１）とビタ

ミン強化パンを提供したステージ２の提供栄養素 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 災害栄養における迅速栄養アセスメント ソフトウェア ENA (Emergency 
Nutrition Assessment) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ EMT-MDS における低栄養の記載欄 
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令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 報告書 

 
災害栄養における水の必要量の検討 
 
研究分担者 雨海照祥 1 
研究代表者 佐々木敏 2 
 

1滋慶医療科学大学 医療科学部 臨床工学科 
2東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

 
【研究要旨】 
背景：災害時に提供する１日あたりの水の量は明らかでない。災害のなかでとくに熱中症

における水の必要量とそのミネラルの組成を検討することが喫緊の解決すべき課題であ

る。 
方法：（１）水の摂取量の測定方法、（２）非災害時の成人の１日あたりの水必要量、（３）

災害としての熱中症における水補給量とナトリウム組成、について文献的検討を行った。 
結果：（１）水の摂取量の測定法としては、食事記録法および 24 時間食事思い出し法が用

いられていた、（２）成人の１日あたりの水必要量は 2.5 リットルとされる、（３）熱中症の

ひとに推奨されている 1 日あたりの水の摂取量は年齢によって異なる。しかし、その算出

方法や効果に科学的根拠は示されていなかった。 
結論：災害栄養における水の必要量の記述を渉猟したところ、非災害時および熱中症では

年齢別に 1 日あたりの必要量が提示されていた。しかし、その算出方法や効果に科学的根

拠は示されておらず、今後の科学的観察結果の集積が必要であることが判明した。 
 
A. 背景と目的 
地球規模での異常気象が頻繁に起こり、

地球温暖化によりサイクロン、オーストラ

リアの山火事、東アフリカの干ばつ、南ア

ジアの洪水、中米の乾燥化など、多種にわ

たる災害が起こっている[1]。地球温暖化に

おいて、熱中症に対する水の必要量を検討

することは、重症例の神経学的な後遺症や

死亡などを防ぐために重要である。そこで

非災害時の水の摂取量および熱中症におけ

る水の必要量を検証することを目的とした。 

 
B. 方法 
水の摂取量の測定法及び熱中症に対する

水の 1日あたりの必要量を文献的に検討し

た。 

 
C. 研究結果並びに考察 
 

（１）非災害時の水摂取量の測定方法 

 

 食事記録法および 24 時間食事思い出し

法による、とされる[2,3]。 

 

Ⅱ.熱中症に対する水の必要量 

 

（１）非災害時の熱中症予防のための水の

目安量 

 日常生活で摂取する水分のうち、飲料と

して摂取すべき量（食事等に含まれる水分

を除く）は 1 日あたり 1.2 ℓ が目安とする

記述、穏やかな環境で普通の生活をしてい
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る場合、 1 日当たりの摂取量と排泄量は体

重が 70㎏の人では 2.5リットルとする記述

がある[4]。 

同じ記載に、長時間の運動では塩分（0.1 ～ 

0.2％食塩水）を摂取するとともに、水を過

剰に摂取しないように注意する必要がある

との記載がある。 

 

（２）災害としての熱中症における水補給

量とナトリウム組成 

熱中症のひとに推奨されている 1 日あた

りの水の摂取量は、成人が 500～1,000mL、

幼児が 300～600mL、乳児が体重 1kgあたり

30～50mL を目安とされている[5]。熱中症

の治療には、0.1～0,2%の食塩水が推奨され、

市販の経口補水液が望ましいとされる（表）

[5]。また運動後の熱中症の場合、運動前後

での体重測定により、体重の減少分を 0.1

～0.2%の食塩水で補給するとされる。しか

し、その算出方法や効果に科学的根拠は示

されておらず、今後の科学的検討が必要で

あることが判明した。 

 

参考：災害としての熱中症の分類 

 熱中症とは、暑熱曝露あるいは身体運動

による体熱産生の増加を契機として高体温

を伴った全身の諸症状（heat illness ある

いは heat disorders）が引き起こされる病

態である[5]。 この暑熱による障害は従来、

主に症状から分類され熱失神（ heat 

syncope）、 熱痙攣（heat cramps）、熱疲労

（heat exhaustion）、熱射病（heat stroke）

などとして表現されてきた[6,7]。これらの

諸症状・病態を一連のスペクトラムとして

「熱中症」として総称するものと日本のガ

イドラインで定義されている[5]。 

 大規模疫学調査が行われた 2003 年フラ

ンスを中心にヨーロッパの熱波では、フラ

ンスの 8月だけで約 15,000人が死亡してい

る。多数の危険因子の中に、高齢者(80 歳

<)、高介護レベルが含まれる[5]。また 1995

年アメリカ、シカゴ、ウィスコンシン、1999

年のシカゴ、シンシナティでの熱波では、

65 歳未満の精神疾患が危険因子として報告

されている[8]。 

 熱中症の重症度分類は、軽度のⅠ度は従

来の熱失神、熱射病、熱痙攣に相当する。

Ⅱ度の中等症は熱疲労に相当、最重症のⅢ

度は熱射病に相当し、中枢神経、腎機能障

害[9]、肝機能障害、血液凝固障害などの臓

器障害を来すとされる[10]。 

 

D. 結論 

 

 非災害時の水の摂取量の測定方法は、食

事記録法および 24 時間食事思い出し法で

あった。非災害時および災害としての熱中

症における 1 日あたりの水摂取量の記述に

は、信頼すべき科学的根拠は乏しく、今後

の科学的観察結果の集積が必要であること

が明らかとなった。 

 
E. 健康危険情報 

なし 
 

F. 研究発表 
１. 論文発表 
  なし 
２. 学会発表 
  なし 

 
G. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 
  なし 
２. 実用新案登録 
  なし 
３. その他 
  なし 
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「災害栄養」災害用備蓄食：災害拠点病院・福祉施設における全国調査 
 
研究分担者 雨海照祥 1 
研究代表者 佐々木敏 2 
 

1滋慶医療科学大学 医療科学部 臨床工学科 
2東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

 
【研究要旨】 
目的：『災害栄養』の基礎データとしての災害拠点病院と福祉施設の備蓄食の量と質を調査

し、災害の備蓄食の現状を知ること。 
対象：福祉施設（日本人間健康栄養協会参加施設）から無作為に抽出した 200 施設、およ

び令和4年４月1日時点で認定されている災害拠点病院765病院から無作為に抽出した200
病院。 
方法：封書にて調査用紙を配布、回収は返信封筒にて投函もしくは電子メールに添付した。 
結果：回答は福祉施設 107 施設、回答率は 54％であった。備蓄食の対象は、入居者は 100％
の施設であり、福祉施設の職員を対象としている施設が 66％、被災住民は 23％であった。 
備蓄食数は 413 食、備蓄食のひとりあたり 1 日あたりエネルギーは 1100 kcal、たんぱく質

36 g、ナトリウム 2225 ㎎であった。備蓄食における水の総量は 5582 L であった。備蓄食

量を決定するにあたり日本人の食事摂取基準を参考にした施設は 12％であり、災害拠点病

院の 1%より多かった。 
 
A. 背景と目的 
災害時は水道・ガス・電気などのライフ

ラインが使用できない状況が想定され、避

難者・被災者に十分に水や食糧が供給され

ないことが予想される。そこで災害時に備

え、個人・医療機関・公的機関での水や食

糧の備蓄が推奨されている。食料、飲料水、

医薬品等の備蓄は、流通を通じて適切に供

給されるまでの期間、自施設で確保する必

要がある。その適当な期間および必要な量

として、3 日分程度とすることが適当とさ

れてきた。しかし、実際の備蓄食に関する

各栄養素等のデータは十分なではない。 
そこで『災害栄養』の基礎データとして

の福祉施設および災害拠点病院での備蓄食

における、備蓄想定、備蓄量、および備蓄

食を決定する際に参考とした資料などを知

ることを目的として、全国調査を行った。 
 
B. 方法 

2023 年 2 月に福祉施設の栄養管理担当

部署給食管理担当者の長宛に調査用紙を郵

送した。災害拠点病院は全国 765 病院（令

和４年４月１日現在）から無作為に 200 病

院、福祉施設は日本人間健康栄養協会参加

施設より無作為に 200 施設を抽出した。回

収は返信封筒にて投函もしくは電子メール

に添付によりおこなった。調査内容を下記

に示す。 
回答があった福祉施設および災害拠点病

院から、以下の項目を検討した。 
1. 備蓄食の対象 
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2. 備蓄食の備蓄食数 
3. 備蓄食のひとりあたり1日あたりのエ

ネルギーおよび栄養素：エネルギー、たん

ぱく質、ビタミン（13種類）、ミネラル（多

量ミネラル） 
4. 備蓄食における水の量；備蓄水の総量

（Ｌ） 
5. 備蓄食量を決定するにあたり参考と

した資料 
なお本研究は、「日本人の食事摂取基準

（2025 年版）の策定に資する各栄養素等の

最新知見及び代謝性疾患等の栄養評価に関

する研究」（佐々木班） 分担研究 「災害

栄養」災害用備蓄食 災害拠点病院・福祉

施設 全国悉皆調査 として、滋慶医療科

学大学 研究倫理委員会に審査を申請され

倫理審査が行われ、令和 4 年 10 月 28 日付

け、「当委員会の審査案件に該当せず」の審

査結果が決定され、倫理的に問題の無いこ

とが認定されている。 
 
C. 研究結果 
回答は 107 施設、回答率 54％であり、災害

拠点病院の回答率 41%よりも高かった。 
福祉施設では施設閉鎖 1 施設、回答者退職

にて回答困難 1 施設、通所のみとして運用

の施設 1 施設、計 3 施設を除いた 104 施設

を解析対象とした。 
福祉施設での調査結果を、同期間中に行っ

た災害拠点病院での同じ質問票を用いて行

った全国調査の結果とし比較した。また災

害拠点病院の解答数または％を括弧内で表

記した。 
 
1. 備蓄食の対象 
備蓄食の提供する対象として入所者は

100％（災害拠点病院：100％）、福祉施設

職員は 66％(同：63%)、被災した周辺住民

は 23％（11%）であった。 
すなわち福祉施設の災害備蓄食を提供す

る対象として、周辺住民が 23%と、災害拠

点病院に比して高かった。 
その他の回答が 8 施設あり、デイケア・

デイサービスが 7 施設、関連病院が 1 施設

あった。 
 
2. 備蓄食の備蓄食数 
備蓄食の備蓄食数（中央値 [四分位範囲]） 

は、413 食[131 - 1013]（災害拠点病院；

2760 食 [850 - 6750]）であった。 
また福祉施設 6 施設の回答（ 9 食―2 施

設、6 食―2 施設、3 食―1 施設、3 食×7
日―1 施設）は信頼性に疑義があるため悔

過の集計に含めず、福祉施設 98 施設の回答

を用いて算出した。 
 
 3. 備蓄食のひとりあたり1日あたりのエ

ネルギーおよび栄養素 
 備蓄食１食あたりのエネルギーおよび栄

養素量（中央値 [四分位範囲]）は、  
・エネルギー1100 kcal [900 - 1488]（災害

拠点病院の場合：1391 kcal [1190 - 1505]） 
・たんぱく質 36g [28 - 47] （40 g [30 - 45]） 
・ナトリウム 2225 ㎎[1476 - 2774]（2380
㎎ [1800 - 2922]） 
であった。 
なおビタミン、その他ミネラルは、災害

拠点病院において「分からない」という回

答が 70％（同：85%）あった。 
 
4. 備蓄食における水の量；備蓄水の総量

（Ｌ） 
96％の福祉施設（災害拠点病院からは

94％）から回答があった。数値の集計結果

は、中央値 [四分位範囲] で表記した。 
備蓄水の量は、558 L [312 – 1252 L]（災

害拠点病院：2500 L [903 – 4881 L] ）で

あった。その他の回答が、 4 施設いずれも 
“貯水槽利用” の回答があった。 
一方、回答欄への災害拠点病院 2 施設か
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ら、“井戸水を普段から利用している” 、
“病院全体であり備蓄に限らない” の回答

があった。 
 
5.備蓄食量を決定するにあたり参考とした

資料 
「日本人の食事摂取基準」を参考にした

施設は 12％であった（災害拠点病院：１％）。 
一方、この項目の回答欄に記載なし、“特

になし・不明” の回答を合わせてそれぞれ

60％（同：83%）であった。 
すなわち、福祉施設、災害拠点病院とも

に、88%の福祉施設および 99%の災害拠点

病院が、備蓄食量を決定するにあたり、「日

本人の食事摂取基準」を参考にしていない

ことが判明した。この結果より、今後、災

害栄養を考える際に、「日本人の食事摂取基

準」の利用の是非を検討する必要があるこ

とが判明した。 
以下のような複数回答も得られた。すな

わち“施設内資料” 1 施設、“食数・栄養

所要量を参考” 1 施設、であった。 
上記以外の具体的な資料の記載 39 回答

としては、 
・業者のパンフレット 13 施設 
・日本人の食事摂取基準 12 施設 
・自治体の防災マニュアル 11 施設 
・要配慮者のための災害に備えた食品スト

ックガイド（農林水産省）3 施設 
・日本食品標準成分表 2020 年版（八訂）（女

子栄養大学出版部、2021 年）（「もしも食品

成分表がなかったら」佐々木敏著を含む） 3
施設 
・栄養士会マニュアル 2 施設 
・災害時に備えた食品ストックガイド（農

林水産省）2 施設 
以下、いずれも１施設の回答があった参

考資料としては 
・介護施設・事業所における自然災害発生

時の業務継続ガイドライン厚生労働省老健

局令和 2 年 12 月 P15(8)必要品の備蓄 
・わかりやすい EBN と栄養疫学 
・食事摂取基準入門そのこころを読む 
・経口補水療法ハンドブック：日本医療企

画 
・自然災害 BCP 給食について 
 
D. 結論 
無作為に抽出した福祉施設を対象に、災

害栄養としての備蓄食の全国調査を行った。

その結果、備蓄食は 413 食、１食の 1 日あ

たりのエネルギー1100 kcal、たんぱく質

36g、ナトリウム 2225 ㎎であった。さらに

備蓄食量と１食あたりに含まれる栄養素量

を決定する際に参考とした資料は、全国で

共通する資料がないことが判明した。今後、

福祉施設および災害拠点病院において、備

蓄食の参照資料として「日本人の食事摂取

基準」を利用することの妥当性を検討し、

妥当性が立証された際には、その結果を公

表し、共有する必要があると思われた。 
 
E. 健康危険情報 

なし 
 

F. 研究発表 
１. 論文発表 
  なし 
２. 学会発表 
  なし 

 
G. 知的所有権の出願・登録状況 
１. 特許取得 
  なし 
２. 実用新案登録 
  なし 
３. その他 
  なし 
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